
 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

区計画 
Ⅴ 実施計画
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区計画について 

    

基本 

計画 

10 年 

戦略 

実施 
計画 
【政策体

系別】 

実施 
計画 
【区】 

進行 

管理 

総論 

基本 

構想 

区計画について 
１ 区計画の目的 

本市では、市民の暮らしに身近な７つの区役所で、市民サービスを効率的、効果的かつ総合的に

提供するととともに、参加と協働による暮らしやすい地域社会づくりを進めてきました。 

こうした中でも、少子高齢化の進展や人口減少への転換などの社会状況の変化に伴い､それぞれの

地域で暮らす市民の生活も大きく変わりつつあり、身近な行政サービスの提供に加えて、市民が主

体的に地域におけるさまざまな活動に参加し、お互いに支え合うしくみづくりが必要となっていま

す。 

区計画は、このように地域の課題が複雑化・多様化する中で、それぞれの地域が持つ魅力や特性

を活かし、市民・地域・行政など多様な主体が連携しながら、地域課題の解決に向けた参加と協働

によるまちづくりを進めることを目的として策定するものです。 

 

２ 区計画の位置づけ 

総合計画の実施計画では、それぞれの区における都市基盤整備や交通体系の構築、全市共通の福

祉・子育て支援などの市民サービスを政策体系別に示すとともに、区計画には、市民の暮らしに身

近な区役所が市民、地域で活動する団体などと協働で行う地域課題の解決に向けた主要な取組を中

心に示します。 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
※「最幸」とは‥川崎を幸せのあふれる「最も幸福なまち」にしていきたいという思いを込めて 

使用しています。 

 

 

 
【めざす都市像】 

「成長と成熟の調和による持続可能な最幸のまち かわさき」 
【まちづくりの基本目標】 

「安心のふるさとづくり」「力強い産業都市づくり」 
 

１ 基本政策（第１階層） ５つの基本政策 
２ 政策（第２階層）   ２３の政策 

基本構想・基本計画 

実施計画 

総合計画 

 
１ 区の概要 
２ 現状と課題 
３ まちづくりの方向性 
４ 地域の課題解決に向けた 

主要な取組 
５ “それいいね”が広がる 
    まちづくりに向けて 
６ 区マップ 

区計画 
 
１ 施策（第３階層） 
 
２ 事務事業（第４階層） 
 

政策体系別計画 
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  区計画について  

基本

計画

10 年

戦略

実施
計画

【政策体
系別】

実施
計画
【区】

進行

管理

総論

基本

構想

３ 区計画の構成 
【計画を構成する主な項目】 

区 分 内 容 

「区の概要」 区の地形、歴史や文化、区名の由来など、区の特徴や特性を記

載しています。 

「現状と課題」 区の地理的な状況や人口・世帯構成、地域コミュニティの変化

などを踏まえた地域課題を記載しています。 

「まちづくりの方向性」 区の現状と課題を踏まえて、身近な区役所において、参加と協

働で進める中期的なまちづくりの方向性を記載しています。 

「地域の課題解決に向けた主要

な取組」 

区の現状と課題を踏まえて、第１期実施計画期間内（平成２８、

２９年度）に取り組む主要な具体的な取組を記載しています。

「“それいいね”が広がるまちづ

くりに向けて」 

地域課題の解決に向けて市民や団体等と協働・連携する取組を

記載しています。 

「区マップ」 それぞれの区内で展開される道路や保育所などの生活基盤の

整備状況等をマップで示します。 
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基本 

計画 
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戦略 

実施 
計画 
【政策体

系別】 

実施 
計画 
【区】 

進行 

管理 

総論 

基本 

構想 

４ 区計画策定にあたっての主な状況変化 
(1) 地域を取り巻く社会状況の変化 

本市の将来人口推計では、多摩区が平成２７年以降に人口減少に転ずることが予測されており、

他区においても、遠くない将来に人口が減少に転ずることが予測されています。 

 また、現在、平均年齢が若い本市においても高齢化率は急速に上昇しており、平成３７年には中

原区と高津区を除く５区で、超高齢社会となる２１％を超え、平成４７年にはすべての区が超高齢

社会となることが予測されています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ｈ ２ ２ 年
（２０１０年）

Ｈ ２ ７ 年
（２０１５年）

Ｈ ３ ２ 年
（２０２０年）

Ｈ ３ ７ 年
（２０２５年）

Ｈ ４ ２ 年
（２０３０年）

Ｈ ４ ７ 年
（２０３５年）

Ｈ ５ ２ 年
（２０４０年）

Ｈ ５ ７ 年
（２０４５年）

川 崎 区 20.1% 23.1% 24.1% 24.0% 24.4% 25.5% 27.9% 29.7%

幸 区 19.4% 22.3% 23.7% 23.7% 24.1% 25.9% 29.1% 31.7%

中 原 区 13.8% 15.7% 16.4% 17.6% 19.9% 23.5% 28.1% 32.4%

高 津 区 14.9% 18.1% 19.8% 20.9% 23.1% 26.3% 30.4% 33.3%

宮 前 区 16.0% 19.8% 22.1% 23.6% 26.1% 29.3% 32.5% 34.1%

多 摩 区 15.8% 19.4% 21.5% 23.0% 25.1% 27.9% 31.0% 33.5%

麻 生 区 19.0% 22.8% 25.0% 26.7% 28.8% 31.8% 35.2% 37.2%

全 市 16.8% 19.9% 21.5% 22.5% 24.2% 26.9% 30.4% 33.0%
※平成２２年は国勢調査の結果で、平成２７年以降は推計値となります。 資料：川崎市将来人口推計

区別の高齢化率の推移（推計）
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(2) めざすべき区役所像と区役所機能の強化 

現在、区役所においては、戸籍・住民票などの交付から、国民健康保険、子育て支援、福祉、健

康づくり、身近な道路・公園の維持管理など、さまざまな行政サービスを提供しています。 

 本市の社会状況の変化から、今後の区役所には、これまで担ってきた行政サービスの提供に加え、

地域の実情に応じた市民同士のつながりやコミュニティづくりを通じた、市民の主体的な取組を促

す役割が求められています。 

 

【区役所が行う主な行政サービス】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【「めざすべき区役所像」に基づく取組】 

戸籍・住民票・証明書 国民健康保険・年金 妊娠・出産・子育て支援 

高齢者福祉・介護保険 

障害者福祉・生活保護 

健康づくり・動物・ 

公衆衛生 
道路・公園の維持管理 

生涯学習支援 
町内会・自治会支援など

の地域振興 

魅力や地域資源を活かした地域の課題解決 

防災・防犯 
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川崎区 

基本

計画

10 年

戦略

実施
計画

【政策体
系別】

実施
計画
【区】

進行

管理

総論

基本

構想

川崎区 

川崎区の概要  

川崎区は、東海道五十三次の宿場町である旧川崎町、川崎大師平間寺の門前町である旧大師町、

企業で働く人々の住宅地として発展してきた旧田島町の３地区と臨海部の埋立地で構成されていま

す。明治時代から第二次世界大戦にかけて東京から工場移転等により市街地化が進み、戦後、臨海

部では重化学工業地帯が形成されました。これに伴い、公害問題などさまざまな都市問題が生じま

したが、環境改善に向けた取組を進め、現在では、過去の環境問題の経験で培われた高度な環境関

連技術が生み出され、世界的なハイテク企業や研究開発機関が集積した先端産業都市の中核として

成長を続けています。 

臨海部の殿町地区では、国際戦略拠点「キングスカイフロント」として、ライフサイエンス・環

境分野などの先端技術の研究開発拠点の整備が進められている一方で、東扇島地区では、市内唯一

の人工海浜を有する東扇島東公園や展望室からの夜景が日本夜景遺産に認定された川崎マリエンな

どが市民の憩いの場になっています。さらに、臨海部の工場や事業所をはじめとした生産現場を訪

れる産業観光の取組が、新たな川崎の魅力として脚光を浴びています。 

市の玄関口である川崎駅東口周辺地区には、駅東西の回遊性の向上を図るため、北口自由通路の

整備が進められているとともに、官公庁や商業・サービス業などが集積する中心市街地として充実

した都市機能を有するなど、歴史・文化・産業などの魅力ある地域資源が豊富なまちです。 

また、区の特色の一つとして外国人市民人口が市内で最も多く、多文化共生のまちとしての特性

も見ることができます。 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

川崎駅東口駅前広場 

富士通スタジアム川崎 

東扇島東公園  
人工海浜（かわさきの浜） 

 

川崎区の主な地域資源・魅力等 

■人口 224,136 人   ■世帯数 110,115 世帯 

■面積 40.25 km2    （平成 28 年 3 月１日現在） 

川崎マリエン展望室からの夜景 

◎川崎区役所 

◎川崎区役所 
  田島支所 

◎川崎区役所 
  大師支所 

川崎マリエン 

東扇島東公園

「銀杏（いちょう）」「ビオラ」 

川崎区の花 

「ひまわり」

川崎区の⽊

「⻑⼗郎梨」 

◎川崎市役所 

川崎大師平間寺 

国際戦略拠点 
「キングスカイフロント」 

●東海道かわさき宿交流館 

※人口・世帯数は平成 27 年国勢調査速報値を基にして推算 
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現状と課題 

 豊かな歴史・文化資源をはじめ、魅力的なイベントなど多くの地域資源があ

ります。 

区内には、「川崎大師」や、東海道川崎宿を今に伝える「東

海道かわさき宿交流館」などの歴史・文化資源や、２０世紀

の産業技術の発展を物語る近代化遺産・産業文化財などが数

多くあります。 

また、区民の憩いの場である富士見公園内には、「富士通ス

タジアム川崎」などの「観る」、「楽しむ」スポーツ関連の施

設があるとともに、「カワサキ ハロウィン」や「かわさき市

民祭り」など、魅力的なイベントが数多く開催されており、

地域資源を活かした更なる魅力の発信とイメージアップに向

けた取組が必要です。 

 

 

 高齢者が市内で最も多く、そのうち４人に１人がひとり暮らしです。 

区内の高齢化率は、市内で最も高い２１.８％

（平成２７年３月）で、ひとり暮らし高齢者や高

齢者夫婦のみの世帯及び介護や支援が必要な人

も、市内で最も多く、今後も増えていくことが予

測されます。 

こうしたことから、ひとり暮らし高齢者などの

閉じこもりや孤立化の防止、介護予防などの健康

づくり、地域において見守り、支え合う体制づく

りを進める必要があります。 

 

 

 子育て中の若い世代の転入に伴い、新たな環境で子育てをしている家庭が

増えています。 

核家族や共働き家庭の増加など子育て家庭を取り巻

く環境が変化する中、工場跡地などに大規模マンショ

ンの建設が進んだことで、慣れない環境での育児不安

や子育ての孤立化に悩む保護者も増えていることから、

子どもや子育て家庭を地域で支える環境づくりが求め

られています。 

また、日本語に不慣れな外国人の親子や不登校・ひ

きこもり等で悩む家庭などに対しては、それぞれの家

庭の状況に応じた適切な支援をしていく必要がありま

す。 

 

  

東海道かわさき宿交流館と 
キャラクターの「六さん」 

ひとり暮らし高齢者の割合（区別） 

年少人口割合の高い町丁 

 町丁名 人口に占める 
年少人口割合（％） 

１ 小田栄 2 丁目 29.5％

2 中瀬 3 丁目 24.4％

3 大師河原 1 丁目 22.3％

4 富士見 1 丁目 21.6％

5 港町 20.3％

川崎区全体 12.0％

資料：市町丁別年齢別人口

（平成２７年３月末現在）

資料：平成 22 国勢調査
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 ひとり暮らし高齢者など、災害時に援護を必要とする方が増えています。 

手助けが必要なひとり暮らし高齢者や日本語に

不慣れな外国人市民など、災害時に援護を必要とす

る区民が増えていることから、自主防災組織等を中

心とした地域防災力の向上に向けて、自助・共助（互

助）の意識を高めていく継続的な支援や地域が一体

となって大規模災害に立ち向かう連携体制の構築

が求められています。 

また、臨海部や川崎駅周辺には数多くの工場や商

業・サービス業関連施設などが集積していることか

ら、企業等と連携しながら、津波や帰宅困難者への

対策などが求められています。 

 

 

 自転車を利用しやすいまちですが、より安全に自転車を利用するための取

組が必要です。 

平坦な地形であることから、多くの市民が通

勤・通学、買い物等に自転車を利用しており、特

に、川崎駅東口周辺に自転車利用が集中していま

す。 

市内で交通事故発生件数が最も多く、そのうち

全交通事故に占める自転車関係事故の割合が、県

内で最も高く「自転車交通事故多発地域」に指定

されています。 

自転車利用者への交通ルール遵守の啓発や、安

全で快適な通行環境の整備を進めるなど、交通事

故を減らし、自転車をより安全で快適に利用できる

ようにするための取組が必要です。 

 

 

 

まちづくりの方向性 

 「誰もが住んで良かったと思える安全・安心なまちづくり」 

川崎区は、古くから東海道川崎宿の宿場町として栄え、臨海部には高度な産業が集積するととも

に、市の玄関口である川崎駅周辺は、官公庁や商業・サービス業などが集積する中心市街地として

形成されるなど、歴史・文化・産業などの魅力ある地域資源が豊富なまちです。 

このような賑わいと歴史・文化資源との融合により、新たなまちの魅力を創造・発信するととも

に、昔ながらの顔の見える関係や地域のつながり・絆を大切にしながら、地域への愛着を持ち、「誰

もが住んで良かったと思える安全・安心なまちづくり」を進めます。 

 

  

平成２６年市町村別交通事故発生状況 

藤
沢
市 

川崎区

資料：区別年齢別人口

（平成２７年３月末現在）

13.3%

12.0%

13.3%

13.3%

13.7%

14.6%

12.0%

13.9%

67.8%

66.2%

65.4%

71.4%

69.3%

66.8%

69.4%

64.5%

18.9%

21.8%

21.3%

15.2%

17.0%

18.6%

18.6%

21.6%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

川崎市

川崎区

幸区

中原区

高津区

宮前区

多摩区

麻生区

区別年齢３区分別人口の割合

年少人口(0～14歳) 生産年齢人口(15～64歳) 老年人口(65歳以上)

資料：かながわの交通事故（平成２６年統計）

死者数 10 人以上の市区町村

死者数 7 人以上 9 人以下の市区町村

死者数 4 人以上 6 人以下の市区町村

死者数 1 人以上 3 人以下の市区町村

死者数 0 人の市区町村
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地域の課題解決に向けた主要な取組 

 地域資源を活かしたまちづくりの推進 

 東京 2020 オリンピック・パラリンピックも見据えながら、数多くの魅力ある地域資源を市

内外へ効果的に発信するとともに「東海道かわさき宿交流館」を拠点として江戸風意匠に

富む街道景観を創出するなど、長くまちに滞在できる取組を推進します。 

 「東海道かわさき宿交流館」を中心とする東海道川崎宿や、区内の企業・市民活動団体な

どで構成される「川崎区企業市民交流事業推進委員会」など、川崎区ならではの地域資源

を活かした、賑わいと歴史文化の融合による新たな川崎の魅力を創造・発信し、回遊性に

富む魅力あるまちづくりを推進します。 

 富士見公園内の「富士通スタジアム川崎」など、さまざまなスポーツ施設の魅力の発信や

区内の地域スポーツ団体などと連携して、多くの区民にスポーツと触れ合う機会を提供す

るとともに、地域交流の場をつくり、まちの活性化に向けた取組を推進します。 

事業名 

現状 事業内容・目標 

平成 26～27 
（2014～15）年度 

平成 28（2016）
年度 

平成 29（2017）
年度 

平成 30（2018）
年度以降 

地域資源を活かし
たまちづくり推進
事業 

●東海道かわさき宿交流
館を拠点とした歴史・文
化を活かしたまちづくり
の推進 

●民間企業や商店街の協
力による江戸風意匠の街
なみの推進 

●東海道をテーマとした
イベントの開催及び近隣
自治体との連携によるス
タンプラリーの開催 

●東海道かわさき宿交流
館を拠点とした歴史・文
化を活かしたまちづくり
の推進 

●民間企業や商店街の協
力による江戸風意匠の街
なみの推進 

●「東海道川崎宿 2023
まつり」、「歩こう東海道
川崎宿スタンプラリー」
の効果的な開催方法の検
討及び実施による賑わい
の創出 

 
 
 
 

 

事業推進 

かわさき産業 

ミュージアム推進
事業 

●かわさき産業ミュージ
アム講座、バスツアーの
実施（H27.11 実施） 
 
 

●「かわさき産業ミュー
ジアムガイドブック」の
改訂 

●かわさき産業ミュージ
アム講座、バスツアーの
効果的・効率的な開催方
法の検討及び実施
（H28.11 実施予定） 

●「かわさき産業ミュー
ジアムガイドブック」を
活用した近代化遺産・産
業文化財のＰＲの推進 

●かわさき産業ミュージ
アム講座、バスツアーの
効果的・効率的な展開 
 

 

事業推進 

川崎区企業市民交
流事業 

●川崎区企業市民交流事
業推進委員会の運営 

●「川崎臨海部の夢発
見！バスツアー」の実施 
（H27.8 実施） 

●「かわさき区の宝物」
のＰＲの推進及び「かわ
さき区の宝物ガイドマッ
プ」の改訂 

●区内中学校出前授業等
による企業の社会貢献活
動の推進 

●川崎区企業市民交流事
業推進委員会の運営 

●「川崎臨海部の夢発
見！バスツアー」の実施
(H28.8 実施予定) 

●「かわさき区の宝物」
の活用及びＰＲの推進 
 
 

●区内中学校出前授業等
による企業の社会貢献活
動の推進 

 
 
 

 
 
 

 
 
 
 

 

事業推進 

地域・生涯スポーツ
振興事業 

 

●富士通スタジアムを活
用したアメフット体験イ
ベントの実施 
（H27.11 実施） 

●パワフルかわさき区民
綱引き大会の実施
（H27.11 実施） 

●富士通スタジアムを活
用したアメフット体験イ
ベントの実施 
（H28.11 実施予定） 

●パワフルかわさき区民
綱引き大会の実施
（H28.11 実施予定） 

 
 
 
 

 
 

 

●スポーツ・文化総合セ
ンター開館記念イベント
の開催 

事業推進 

「東海道かわさき宿交
流館」を拠点に、市民
協働組織等との連携
により、東海道川崎宿
の歴史・文化資源を活
かした事業を実施し、
魅力あるまちづくりを
推進します。 

川崎区内に散在する
近代化遺産・産業文
化財を重要な地域資
源と位置づけ、活用を
図ります。 

企業の地域社会貢献
活動の機運を高め、
生活市民と企業市民
の交流の場づくりや協
働による魅力あるまち
づくりを進めます。 

区民、企業の参加によ
るイベント等を開催し、
スポーツを通じた地域
の活性化を図ります。 
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川崎区 

基本

計画

10 年

戦略

実施
計画

【政策体
系別】

実施
計画
【区】

進行

管理

総論

基本

構想

 区のイメージアップに向けた環境まちづくりの推進 

 地域緑化の推進と市民の環境意識の向上を図るため、平成２４年度に区制４０周年を記念

して制定した「区の花（ビオラ・ひまわり）」・「区の木（銀杏
い ち ょ う

・長十郎梨）」の活用や公園

利用の活性化に向けた取組など、区のイメージアップを図るまちづくりを推進します。 

 川崎駅周辺における美観の向上のため、まちの美化推進に向けた啓発活動、落書き防止に

向けた取組、ポイ捨て禁止や路上喫煙者への注意・指導などを進めます。臨海部では道路

の美観向上と環境改善に向けた取組を推進します。 

事業名 

現状 事業内容・目標 

平成 26～27 
（2014～15）年度 

平成 28（2016）
年度 

平成 29（2017）
年度 

平成 30（2018）
年度以降 

区の花・区の木推進
事業 

●区の花「ひまわり」「ビ
オラ」の植栽及び配布 

●区の木「銀杏」を活用
したイベント等の実施 
 

 
 

●区の花・区の木ロゴ 
マークの広報誌等への使
用の推進 

●区の花「ひまわり」「ビ
オラ」の植栽及び配布 

●区の木「銀杏」を活用
したイベント等の実施 

●大師地区に区の木「長
十郎梨」ゆかりの地づく
りの推進 

●区の花・区の木ロゴ 
マークの広報誌等への使
用の推進 

 
 
 
 

 

 

 

事業推進 

川崎区ミツバチプ
ロジェクト支援事
業 

●花いっぱい運動の推進
（蜜源の確保と地域緑化
の推進） 

            

 

●花いっぱい運動の推進
 
 

●地域緑化の推進に向け
た養蜂支援 

 

 

 
 
 

 

 

事業推進 

公園における新た
なコミュニティ創
出及び活性化事業 

●官学連携による現況調
査と分析 

 

●公園利用の活性化に向
けた取組の推進 

 

 事業推進 

川崎駅周辺落書き
対策事業 

●落書き消し及び防止塗
装（府中街道ＪＲ東海道
線アンダーパス部）の実
施 

●落書き消し及び防止塗
装の実施 

 

 

事業推進 

臨海部環境改善事
業 

 

●道路清掃の実施 

●駐車防止のための社会
実験の実施 

●不法投棄・ポイ捨て防
止看板の作成・設置 

 

●キングスカイフロント
周辺及び東扇島地区にお
ける道路環境向上に向け
た取組の推進 

●東扇島におけるごみの
不法投棄・ポイ捨て防止
対策に向けた取組の推進

 
 
 
 

 

事業推進 

 

県立川崎高校の養蜂
を地域緑化推進の視
点から支援し、区のイ
メージアップと魅力の
向上を図ります。 

川崎駅周辺では壁面
などへの落書きが景
観を損ねていることか
ら、容易に落書きを消
せる塗装を行い、落書
きをすぐに消去し、美
観の向上、環境改善
を図ります。 

臨海部におけるごみ
の不法投棄・ポイ捨て
防止対策を実施し、道
路環境の改善・向上を
図ります。 

「区の花」「区の木」の
種子・苗を配布するな
ど普及を図り、区のイ
メージアップ、地域緑
化を推進します。 

公園における少子高
齢社会に対応した新た
なコミュニティの創出と
活性化を図ります。 
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川崎区 

基本 

計画 

10 年 

戦略 

実施 
計画 
【政策体

系別】 

実施 
計画 
【区】 

進行 

管理 

総論 

基本 

構想 

 高齢者等が安心して、生き生きと暮らせるまちづくりの推進 

 新たな交流の場づくりや気軽に集える場所に関する情報を提供するなど、閉じこもりや孤

立化を防ぎ、地域交流・ふれあいの場づくりや顔の見える関係づくりに向けた取組を推進

します。 

 区で開催する養成講座を受講した健康づくりサポーターと協働して地域における介護予防

や健康づくりに取り組み、いつまでも元気に暮らせるよう健康寿命を延伸するなど、高齢

者等が生き生きと暮らせるまちづくりを推進します。 

 ひとり暮らし等見守り事業や認知症サポーター養成講座の開催などを通じた地域における

見守り体制を充実させ、地域住民や関係機関・団体が連携して高齢者の地域生活を支える、

地域包括ケア体制の充実と地域における見守りネットワークを推進します。 

事業名 

現状 事業内容・目標 

平成 26～27 
（2014～15）年度 

平成 28（2016）
年度 

平成 29（2017）
年度 

平成 30（2018）
年度以降 

地域の縁側活動推
進事業 

 

●縁側体験イベントの実
施 

 
 

●縁側連絡会の実施 

●新規団体立上げ支援の
実施 

 

●縁側体験イベントの実
施 

●縁側活動紹介リーフ 
レットの作成 

●縁側連絡会の実施 

●新規団体立上げ支援の
実施 

 
 

●縁側活動の広報・啓発
活動の実施 

 
 

 

事業推進 

介護予防支援事業 ●健康づくりサポーター
の養成と自立への支援 
 
 

●健康づくりのためのウ
ォーキングガイドブック
の作成 

●身近な交流の場に関す
る実態把握と新たな居場
所づくり 

●健診やがん検診の受診
率向上に向けた広報や講
座の実施 

●健康づくりサポーター
との協働による介護予防
や健康づくりに向けた取
組の推進 

●ウォーキングガイド 
ブックを活用した取組の
推進 

●「川崎区シニアのため
のおでかけ情報」の作成
 

●健診やがん検診の受診
率向上に向けた広報や講
座の実施 

 
 
 
 
 
 

 

●「川崎区シニアのため
のおでかけ情報」の改訂

 

事業推進 

地域包括ケアネッ
トワーク支援事業 

●区独自パンフレットの
作成及び広報の実施 

●生活情報誌を活用した
広報の実施 

 

●区独自パンフレットの
作成及び広報の実施 

●生活情報誌を活用した
広報の実施 

 

●さまざまな手法を活用
した広報の実施 

 
 

 

 

事業推進 

 

  

誰もが気軽に立ち寄る
ことのできる地域の憩
いの場「地域の縁側」
活動を推進します。 

「すべての人が自分ら
しく、こころ豊かに生き
生きと生活でき、支え
あいみんなとすこやか
に過ごせること」をめ
ざして、区民が楽しみ
ながら健康づくりがで
きる活動を進めます。 

高齢者とその家族の
身近な相談窓口であ
る区内の地域包括支
援センターのパンフ 
レット等を作成するな
ど、さまざまな啓発活
動を実施します。 
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川崎区 

基本

計画

10 年

戦略

実施
計画

【政策体
系別】

実施
計画
【区】

進行

管理

総論

基本

構想

 地域における子ども・子育て支援の推進 

 地域全体で子育てを支援する環境づくりに向けて、川崎区こども総合支援ネットワーク会

議などを通じて、子育て支援団体やボランティアの活動の活性化を図りながら、子育て支

援推進関係機関や関係者が協働・連携した総合的な子ども支援を推進します。 

 区内の子育てに関する情報をまとめた子育てガイド「さんぽみち」や区ホームページ等に

よる効果的な子育て支援情報の発信に取り組みます。また、公立保育所等を活用し、男性

の育児参加促進に向けた講座や離乳食講座など、各種の子育て支援講座の実施や、民間保

育所等の人材育成を行い、地域における子育て支援に取り組みます。 

 不登校などの子どもに適した社会参加を促す支援や保護者への支援、海外から転入し日本

語に不慣れな家庭への支援など、子育てに課題を抱える家庭への支援に取り組みます。 

事業名 

現状 事業内容・目標 

平成 26～27 
（2014～15）年度 

平成 28（2016）
年度 

平成 29（2017）
年度 

平成 30（2018）
年度以降 

こども総合支援 
ネットワーク環境
整備事業 

●地域における子育てに
関する課題解決に向け
た、区内の子どもに関す
る支援機関、施設及び地
域の市民活動団体との連
携、協働体制によるこど
も総合支援ネットワーク
環境整備事業の実施 
（H26 全体会：2回） 

●地域における子育てに
関する課題解決に向け
た、区内の子どもに関す
る支援機関、施設及び地
域の市民活動団体との連
携、協働体制によるこど
も総合支援ネットワーク
環境整備事業の実施 
（全体会：2回以上） 

●ネットワーク強化によ
る連携・協働の推進 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

●子育て関連機関の連
携・協働による地域子育
て支援の実施 

事業推進 

川崎区こども情報
発信事業 

●川崎区子育てガイド
「さんぽみち」改訂版の
発行 

●「地域子育て支援セン
ターのご案内」の発行 

●育児ヒント集「川崎区
子育てほっとブック」の
発行 

●ホームページ及びその
他の情報手段（ＳＮＳ）
による子育て情報の発信 

 
 
●子育て情報コーナーの
運営 

●川崎区子育てガイド
「さんぽみち」外国語版
の発行 

●「地域子育て支援セン
ターのご案内」の発行 

●育児ヒント集「川崎区
子育てほっとブック」の
発行 

●ホームページ及びその
他の情報手段（ＳＮＳ）
による子育て情報の効果
的な発信 

 
●子育て情報コーナーの
運営 

●外国語子育て情報の充
実 

●川崎区子育てガイド
「さんぽみち」の増刷 
 

 
 

 
 
 

●ホームページ及びその
他の情報手段（ＳＮＳ）
による子育て情報の効果
的な発信による認知度、
利用度の向上 

 
 

 

事業推進 

保育所等を活用し
た子育て支援事業 

●子育て支援講座等の実
施 

●保育所や地域子育て支
援センターなどの関係機
関職員向けの研修の実施 
 

 

 

●子育て支援講座等の実
施 

●保育所や地域子育て支
援センターなどの関係機
関職員向けの研修の実施

●民間保育所等との協働
連携体制の推進 

 

 

 

事業推進 

男性の育児参加促
進事業 

●「パパもいっしょに！
ジョイフルサタデー」の
実施 

●父親の育児講座の実施 

●ファミリー講座の実施 
 

 

●「パパもいっしょに！
ジョイフルサタデー」の
実施 

●父親の育児講座の実施

●世代間交流を図るため
のファミリー講座の実施

●支援の担い手の拡充に
向けた民間保育所等との
連携 

 
 
 

 

 

事業推進 

 

子育て支援の関係機
関や施設、団体などの
ネットワークの強化を
図ることにより、地域
における子育て支援を
効果的に行います。 

子育て中の保護者向
けに、子育て情報誌の
発行、ホームページ等
による情報発信、区役
所での情報コーナー
の設置をするなど、子
育て支援や相談窓口
の情報を発信します。 

保育園等を活用した
離乳食講座・親子でラ
ンチ・子育て支援者の
ための講座などを開
催し、子育て支援を行
います。 

男性の育児参加促進
を図るために父親講
座、イベント等を実施
し、男女が共に担う育
児の実 現をめざしま
す。 
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川崎区 

基本 

計画 

10 年 

戦略 

実施 
計画 
【政策体

系別】 

実施 
計画 
【区】 

進行 

管理 

総論 

基本 

構想 

事業名 

現状 事業内容・目標 

平成 26～27 
（2014～15）年度 

平成 28（2016）
年度 

平成 29（2017）
年度 

平成 30（2018）
年度以降 

川崎区思春期問題
対策事業 

●「こどもサポート旭町」
の運営（H26：週 3回） 
 
 

●不登校児等の保護者の
会の実施 

●個別支援検討会議の実
施 

 

 

●「こどもサポート旭町」
の利用状況等を勘案した
事業を実施（週 4回以上）
 

●不登校児等の保護者の
会の実施 

●個別支援検討会議の実
施 

 

 

●「こどもサポート旭町」
の利用状況等を踏まえ関
係部局間と連携した事業
の実施 

 

 

 

 

事業推進 

  

 安全・安心なまちづくりに向けた地域防災力の向上 

 自主防災組織等を中心とした地域防災力の強化に向けて、外国人市民を含めた地域の自

助・共助（互助）意識を高めるための継続的な支援を行い、地域一体となって大規模災害

に対応できる地域づくりをめざします。 

 区災害対策本部体制の強化のため、職員の災害に対する意識・災害対応力の向上を図る研

修や訓練を継続的に実施するとともに、区地域防災計画の見直しや災害対策用備品の整備

などに取り組みます。 

 区民の防災意識の向上を図るため、津波に対する正しい知識や避難方法の周知、コンビナ

ートの安全対策などについて啓発を推進するとともに、帰宅困難者対策として災害時にお

ける臨海部との情報伝達方法の検討を進めます。 

事業名 

現状 事業内容・目標 

平成 26～27 
（2014～15）年度 

平成 28（2016）
年度 

平成 29（2017）
年度 

平成 30（2018）
年度以降 

地域防災力向上事
業 

 

●自主防災組織活動の支
援 

●避難所開設訓練の支援 
（H26：9か所） 

●外国人市民を対象とし
た防災訓練等の実施 

●津波避難訓練の実施 
（H27.11 実施） 

●隣接区（幸区・鶴見区）
との連携（H27 協定締結） 
 

●コンビナート安全対策
の周知 

●自主防災組織活動の支
援 

●避難所開設訓練の支援
（9か所以上） 

●外国人市民を対象とし
た防災訓練等の実施 

●津波避難訓練の実施 
（H28.11 実施予定） 

●隣接区（幸区・鶴見区）
との協定締結を踏まえた
合同訓練の実施 

●コンビナート安全対策
の周知(出前講座) 

 
 

 

 

事業推進 

川崎区危機管理対
策事業 

●川崎区地域防災計画の
修正 

●川崎区危機管理地域協
議会の開催（H26：7回） 

●災害対策用備品の整備 

●区職員向けの訓練・研
修の実施（H26：3回） 

●川崎区地域防災計画の
修正 

●川崎区危機管理地域協
議会の開催（7回以上）

●災害対策用備品の整備

●区職員向けの訓練・研
修の実施（5回以上） 

●庁舎内書棚等の転倒防
止対策の実施 

 
 

 

 

 

事業推進 

 

 

「こどもサポート旭町」
の運営、不登校児等
保護者の会開催など
により、不登校や引き
こもりの子どもに適し
た社会参加を促し、保
護者などへの支援を
行います。 

津波に関する基本的
知識や避難方法を普
及啓発するとともに、
避難所開設訓練を実
施するなど、自主防災
組織を中心とする地域
の共助（互助）による
避難所体制の充実・
強化を推進します。ま
た、外国人市民の防
災意識の向上をめざ
し、支援します。 

区災害本部体制を充
実、強化するため、区
職員の防災意識、災
害対応力の向上を図
るとともに、区民、事業
者、行政が連携し、災
害に強いまちづくりを
推進します。 
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局と連携した取組 取組内容 

臨 海 部 に お け る 防

災・減災対策の推進 

事業所数 2,300、就業人口 60,000 人を有する臨海部の防災・減災対策として、津波避難訓練、津
波避難施設の追加指定、石油コンビナート等安全対策講座、臨海部防災対策の普及啓発の広報等
を進めます。 

臨海部・津波防災対策

事業（総務局） 

「臨海部防災対策計画」に基づき、臨海部に立地する事業所、市
民、関係機関等と連携し、津波対策やコンビナート災害対策を実
施するなど、臨海部における防災・減災対策を推進します。 

帰宅困難者対策の推

進 

 

 

大災害の発災時には川崎駅前及び臨海部で相当数の帰宅困難者の発生が予測されているため、立
地事業所や関係機関と連携し、帰宅困難対策訓練、帰宅困難者一時滞在施設の指定、備蓄物資の
整備、情報伝達手段の検討など、帰宅困難者対策を進めます。 

帰宅困難者対策推進事

業（総務局） 

帰宅困難者の滞留が想定される市内主要駅周辺や臨海部におい
て、一時滞在施設の確保や備蓄の整備を行うとともに、関係機関
と連携した帰宅困難者対策を進めます。また、帰宅困難者の発生
抑制に向けた周知啓発を行います。 

  

 交通安全と自転車対策の推進 

 自転車事故の防止に向けて、警察、各種交通団体などと連携し、区内各所において交通安

全キャンペーン活動を行うとともに、小・中学生や高校生、高齢者など幅広い世代を対象

に自転車教室などを開催し、交通ルールの遵守及びマナーの実践について、広く啓発活動

に取り組みます。 

 放置自転車の減少に向けて、市民ボランティアと連携した駐輪場利用促進などの街頭啓発

や自転車販売店を通じた啓発、路面シートの設置などの取組を推進します。また、安全で

快適な通行環境に向けて効果的な撤去活動に取り組みます。 

事業名 

現状 事業内容・目標 

平成 26～27 
（2014～15）年度 

平成 28（2016）
年度 

平成 29（2017）
年度 

平成 30（2018）
年度以降 

自転車マナーアッ
プ事業 

 

●スケアードストレート
方式の交通安全教室の実
施（H26：3回） 

●交通安全子ども自転車
大会の開催（H26：1回） 
●高齢者を対象とする自
転車教室の開催 

●警察等の関係機関・区
民等と連携したキャン 
ペーンの展開及びリーフ
レット配布などの啓発活
動の実施 

●スケアードストレート
方式の交通安全教室の実
施（3回以上） 

●多くの世代を対象とす
る交通安全自転車大会・
教室等の開催 
（大会：1回以上） 

●警察等の関係機関・区
民等と連携したキャン 
ペーンの展開及びリーフ
レット配布などの啓発活
動の実施 

 

 

事業推進 

川崎区新入学児童
「交通安全絵のコ
ンクール」事業 

●コンクールへの参加に
よる児童・保護者等の交
通安全意識の高揚 

●交通事業者等と連携
し、応募作品の展示範囲
の拡大・期間延長による
啓発活動の展開 

●入選作品をメインデザ
インとした広報物の作
成・配布など、継続的な
啓発活動への活用 

●コンクールへの参加に
よる児童・保護者等の交
通安全意識の高揚 

●交通事業者等との連携
による応募作品の展示 
 
 

●入選作品をメインデザ
インとした広報物の作
成・配布など、継続的な
啓発活動への活用 

 
 
 

 
 
 

 

事業推進 

川崎区放置自転車
対策事業 

 

●放置自転車対策の広
報・啓発キャンペーン活
動の実施 

●放置自転車対策の一環
として小学生絵画を活用
した路面表示の検討、試
行実施 

●「川崎駅東口周辺地区総
合自転車対策第２期実施
計画」に基づく事業の実施 

●放置自転車対策の広
報・啓発キャンペーン活
動の実施 

●放置自転車対策の一環
として小学生絵画を活用
した路面表示の試行実施
 

●「川崎駅東口周辺地区総
合自転車対策第２期実施
計画」に基づく事業の実施

 
 
 

 

 

事業推進 

自転車利用者への 
交通ルールの遵守、 
マナー向上と、交通事
故防止に向けて、各種
キャンペーンや交通安
全教室などを実施しま
す。 

新入学児童を対象に、
交通安全に関する絵
を描いてもらうことで、
交通安全に対する意
識づけを行うとともに、
コンクールを通じて、
地域、家庭、学校が一
体になり子どもを交通
事故から守るという意
識の向上を図ります。 

放置自転車の減少と
駐輪場の利用促進の
ための啓発活動など
を行います。 
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“それいいね”が広がるまちづくりに向けて 

 地域資源を活かしたまちづくり 

「東海道かわさき宿交流館」を拠点として、東海道川崎宿の歴史・文化資源を活かした事業を実

施することで、地域資源の情報発信及び回遊性に富む魅力あるまちづくりを推進しています。 

 

 「地域資源を活かしたまちづくり」とは何ですか？ 

川崎区では、川崎宿の誕生から４００年目の平成３５年に向けて、地域住民との協働により、区

ならではの歴史・文化的資源を活かしたまちづくりを進めています。民間企業や商店街の協力によ

る、東海道沿いの街路灯への東海道川崎宿フラッグ、浮

世絵トランスボックスの設置などによる江戸風意匠の

推進や、名所を巡るスタンプラリー、東海道をテーマに

した祭りなどのイベントを開催し、賑わいのあるまちづ

くりを推進しています。 

また、生活市民と企業市民との交流の場づくりと情報

発信、両者による協働のまちづくりを推進しています。 

さらに、スポーツ資源である富士通スタジアム川崎

（富士見公園）を活用した魅力発信に取り組んでいま

す。 

 

 

 「東海道かわさき宿交流館」はどこにあるのですか？ 

平成２５年１０月に開館した「東海道かわさき宿交流館」は、京急川崎駅

から徒歩４分の東海道沿いに位置する施設で、東海道川崎宿に関する歴史・

文化について、さまざまな手法を凝らした展示などにより、楽しみながら学

ぶことができるほか、地域交流の拠点となる交流スペース等があります。 

平成２６年１１月には「かながわ観光大賞」のグランプリにも輝き、平成

２７年８月には来館者数が１０万人を突破しました。今後も交流館を中心に

東海道川崎宿をはじめ川崎区の魅力の発信に取り組みます。 

 

 

 川崎区には他にどのような「地域資源」があるのですか？ 

近代化遺産や産業文化財が多数散在する川崎区では、これらを地域資

源と位置づけ、「かわさき産業ミュージアムガイドブック」を作成し、情

報発信を行うなど、「かわさき産業ミュージアム」推進事業に取り組んで

います。 

また、スポーツ資源として、アメフットの試合が多数開催される富士

通スタジアム川崎において、区民招待の実施やかわさき市民祭りでのア

メフットの体験教室を毎年開催しています。 

 

 

 

 

浮世絵トランスボックス 東海道川崎宿フラッグ 

産業ミュージアムガイドブック 
改訂版（平成２６年度） 
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 「地域の縁側」活動の推進 

地域住民が安心して気軽に立ち寄り、日常生活に関することや、健康づくり、生きがいなどにつ

いて語り合い、顔の見える交流ができる「地域の縁側」づくりを推進するため、地域の縁側に関す

る広報や縁側連絡会の開催、地域の縁側活動団体への支援を行っています。 

 

 地域の縁側とは何ですか？ 

「地域の縁側」は、誰もが気軽に立ち寄れて、お茶を飲

みながらおしゃべりをしたり、歌をうたったり、情報交換

ができる地域の憩いの場所です。地域住民の自主的な活動

により運営されており、年齢や性別に関わらず、誰でも参

加することができます。 

 

 

 

 地域の縁側が始まったきっかけは？ 

川崎区では転出入世帯や単身世帯、高齢者世帯が多く、

閉じこもりや孤立化が課題となっています。そのため、ご

近所の縁側に腰掛けて楽しくおしゃべりをしながらご近所

づきあいをしていた「かつての縁側」のように地域の誰も

が気軽に立ち寄れる憩いの場所をつくり、地域のつながり

を深めるため、地域住民との協働により平成１７年度から

地域の縁側活動推進事業に取り組んでいます。 

 

 

 地域の縁側は、どこにあるのですか？ 

現在、区内に１３か所あり、週３回～月１回程度の頻度

で活動しており、活動内容はおしゃべり、お茶飲み、小物

づくり、体操、生活に役立つ講座等、各縁側団体によりさ

まざまです。 

 

 

 

 

 市民の想い、メッセージ 

  

住宅街の中にある一軒家が 
こちらの「地域の縁側」 

お茶をのみながら楽しいおしゃべりで 
地域のつながりづくり 

 

皆で体操をすることもあります 

 既存の地域資源をうまく活用していくこと、点在する地域資源をつなぐことなどによ

り、既存のイメージからさらに進化した新しい「川崎」のイメージづくりをしよう。 

 「紙面」「ホームページ」「直接説明する」など手法を使い分けて川崎の魅力を発信し

よう。 

 地域で行われている高齢者を支える取組を広く知ってもらうことが大切 

 「地域で何かしたい」と思っている人のきっかけづくりや、手助けが必要な人と支え

手のマッチングにより、人の心と心がつながる地域づくりを進めよう。 

  

新たな総合計画づくりに向けた川崎の未来を考える市民検討会（川崎区）より
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育
所

 
H

2
9
．

4 
6
0

人
 

⑦
 

（
仮

称
）
特

別
養

護
老

人
ホ

ー
ム

 
フ

ェ
ニ

ッ
ク

ス
境

町
 

H
2
8
．

4 
1
20

人
 

⑧
 

福
祉

セ
ン

タ
ー

跡
地

活
用

施
設

の
整

備
 

H
3
2 

―
 

⑨
 

障
害

者
通

所
施

設
の

整
備

（
川

崎
区

田
島

地
区

）
 

H
2
8 

―
 

⑩
 

 

 道路
・公

園
 

名
称

 
事

業
概

要
 

事
業

予
定

 
M

A
P

番
号

 

羽
田

連
絡

道
路

の
整

備
 

羽
田

連
絡

道
路

橋
り

ょ
う

整
備

 
事

業
推

進
 

⑪
 

臨
港

道
路

東
扇

島
水

江
町

線
の

整
備

 
東

扇
島

～
水

江
町

間
の

橋
り

ょ
う

整
備

 
H

3
0 

完
成

予
定

 
⑫

 

国
道

35
7

号
【多

摩
川

ト
ン

ネ
ル

】 
多

摩
川

ト
ン

ネ
ル

の
整

備
 

事
業

促
進

 
⑬

 

本
町

踏
切

の
改

良
 

交
差

点
改

良
な

ど
の

緊
急

渋
滞

対
策

 
H

2
8

着
手

・
完

成
 

⑭
 

元
木

交
差

点
の

改
良

 
H

2
8

完
成

 
⑮

 

京
浜

急
行

大
師

線
連

続
立

体
交

差
事

業
 

産
業

道
路

立
体

交
差

化
 

H
3
0

完
成

予
定

 

⑯
 

1
期

区
間

（
東

門
前

～
川

崎
大

師
 

 
鈴

木
町

す
り

付
け

） 
H

2
9 

工
事

着
手

 

富
士

見
公

園
の

整
備

 
プ

ロ
ム

ナ
ー

ド
第

1
期

の
整

備
着

手
（H

29
）等

 
事

業
推

進
 

⑰
 

  

 その
他

 

名
称

 
事

業
概

要
 

事
業

予
定

 
M

A
P

番
号

 

川
崎

市
役

所
本

庁
舎

等
の

建
替

 
災

害
対

策
活

動
の

中
枢

拠
点

と
し

て
の

耐
震

性
能

を
確

保
す

る
た

め
の

建
替

え
 

H
3
4 

庁
舎

完
成

予
定

 
(最

短
の

場
合

) 
⑱

 

重
点

密
集

市
街

地
の

取
組

 
（
小

田
周

辺
地

区
） 

老
朽

木
造

住
宅

等
が

密
集

し
て

い
る

小
田

周
辺

地
区

に
お

け
る

災
害

に
強

い
住

環
境

形
成

の
推

進
 

事
業

推
進

 
⑲

 

大
師

河
原

貯
留

管
の

整
備

 
合

流
式

下
水

道
の

改
善

及
び

大
師

河
原

地
区

の
浸

水
対

策
工

事
 

H
3
0 

完
了

予
定

 
⑳

 

大
島

住
宅

の
建

替
 

市
営

住
宅

の
建

替
工

事
 

H
2
8

完
成

 
 

 

臨
港

中
学

校
の

校
舎

増
築

 
校

舎
の

増
築

工
事

 
H

2
8

完
成

 
 

 

キ
ン

グ
ス

カ
イ

フ
ロ

ン
ト

の
拠

点
形

成
 

ラ
イ

フ
サ

イ
エ

ン
ス

・
環

境
分

野
の

研
究

開
発

拠
点

の
形

成
 

H
2
8

末
 

概
成

 
 

 

小
田

栄
駅

の
新

設
 

南
武

支
線

川
崎

新
町

～
浜

川
崎

駅
間

に
設

置
す

る
新

駅
 

H
2
8
．

3
開

業
 

 
 

東
扇

島
堀

込
部

の
埋

立
 

港
湾

物
流

機
能

の
強

化
に

向
け

た
東

扇
島

地
区

で
の

新
た

な
用

地
の

整
備

 
H

3
0 

着
手

予
定

 
 

 

京
急

川
崎

駅
周

辺
地

区
の

整
備

 

京
急

川
崎

駅
東

街
区

の
完

成
（
Ｈ

27
）

及
び

京
急

川
崎

駅
西

街
区

の
事

業
着

手
（
H

2
8）

等
 

事
業

推
進

 
 

 

川
崎

駅
周

辺
地

区
の

整
備

 
小

川
町

地
区

に
お

け
る

バ
ス

発
着

場
の

整
備

完
了

（
H

2
9）

等
 

事
業

推
進

 
 

 

J
R

川
崎

駅
北

口
自

由
通

路
等

の
整

備
 

北
口

自
由

通
路

、
新

た
な

改
札

口
及

び
行

政
サ

ー
ビ

ス
施

設
等

の
整

備
 

H
2
9 

供
用

開
始

 
 

 

ス
ポ

ー
ツ

・
文

化
総

合
セ

ン
タ

ー
の

整
備

 
富

士
見

公
園

内
の

ス
ポ

ー
ツ

、
文

化
、

レ
ク

レ
ー

シ
ョ

ン
の

活
動

拠
点

の
整

備
 

H
2
9
．

1
0 

供
用

開
始
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川崎区

地 域 の 課 題 解 決 に
向 け た 取 組 の 一 覧

　地域資源を活かしたまちづくりの推進

○ 地域資源を活かしたまちづくり推進事業

○ かわさき産業ミュージアム推進事業

○ 川崎区企業市民交流事業

○ 地域・生涯スポーツ振興事業

「音楽のまち・かわさき」推進事業

広報・広聴事業

まちづくり推進事業

市民活動支援事業

ウェルカム川崎区事業

町内会・自治会活動支援事業

川崎区つくろうよコンサート事業

　区のイメージアップに向けた環境まちづくりの推進

○ 区の花・区の木推進事業

○ 川崎区ミツバチプロジェクト支援事業

○ 公園における新たなコミュニティ創出及び活性化事業

○ 川崎駅周辺落書き対策事業

○ 臨海部環境改善事業

川崎区エコプロジェクト事業

グリーンアップたじま事業

　高齢者等が安心して、生き生きと暮らせるまちづくりの推進

○ 地域の縁側活動推進事業

○ 介護予防支援事業

○ 地域包括ケアネットワーク支援事業

障害者の地域での暮らし応援事業

地域の保健福祉情報発信事業

　地域における子ども・子育て支援の推進

○ こども総合支援ネットワーク環境整備事業

○ 川崎区こども情報発信事業

○ 保育所等を活用した子育て支援事業

○ 男性の育児参加促進事業

○ 川崎区思春期問題対策事業

かわさき区子育てフェスタ事業

通訳及び翻訳バンク事業

発達に課題のある未就学児への支援事業

川崎区こども相談事業

　安全・安心なまちづくりに向けた地域防災力の向上

○ 地域防災力向上事業

○ 川崎区危機管理対策事業

　交通安全と自転車対策の推進

○ 自転車マナーアップ事業

○ 川崎区新入学児童「交通安全絵のコンクール」事業

○ 川崎区放置自転車対策事業

安全・安心まちづくり推進事業

　区役所サービス向上事業

区民サービス向上事業

　地域課題対応その他事業

いきいきかわさき区提案事業

　区の新たな課題即応事業

区の新たな課題即応事業

事業名　（○は本計画に掲載している主な事業や取組）

390



幸 区 

基本

計画

10 年

戦略

実施
計画

【政策体
系別】

実施
計画
【区】

進行

管理

総論

基本

構想

幸 区 

幸区の概要  

幸区は、市の南東部に位置し、市内で最も面積が小さく人口密度が２番目に高い区です。区域は、

北から東に流れる多摩川を挟んで大田区と、西から南に流れる矢上川と鶴見川を挟んで横浜市鶴見

区、港北区と隣接しています。区の中央にはＪＲ南武線と横須賀線が南北に通っており、区内には

ＪＲ川崎、尻手、鹿島田、新川崎の４駅が立地するほか、国道１号と国道４０９号が交差するなど、

交通利便性の高さが大きな特徴です。 

区の名前は、明治１７年に明治天皇が観梅のため行幸したことに由来する「御幸村」の村名を継

承し、「幸多い」地域になって欲しいという地域の人々の願いを込めて、昭和４７年の区制実施時に、

「幸区」と名付けられました。区役所庁舎は、昭和５０年に現在地に建てられ、４０年後の平成 

２７年には新たな庁舎に生まれ変わり、地域コミュニティの拠点として、さらに地域防災拠点等と

して重要な役割を担っています。 

かつて幸区の区域は水田を中心とした農村地帯でしたが、明治期には工場の進出が始まり、戦後

の高度経済成長期には公営住宅や社宅が多数建設され、人口が急増しました。昭和４０年代以降、

工場の移転が進み、跡地には大型共同住宅や大規模商業施設などが建設されました。 

現在、川崎駅西口周辺には世界屈指の音響性能を誇るミューザ川崎シンフォニーホールや大規模

商業施設、高層集合住宅等が立地しています。駅前広場も整備され、平成２６年には東芝未来科学

館がオープンするなど、市の新たな顔としてのまちづくりが進んでいます。 

また、新川崎・鹿島田駅周辺では、交通広場や跨線橋など駅周辺の整備とともに大規模マンショ

ン等の建設が引き続き進められており、今後も人口の増加が見込まれています。 

都市化が進む中で、区の西部には、「加瀬山」の名前で親しまれ歴史も豊かな自然の中に、夢見ヶ

崎公園が立地し、地域住民の憩いの場となっています。 

  

 

 

 

 

  

幸区の主な地域資源・魅力等 

■人口 161,490 人   ■世帯数 75,456 世帯 

■面積 15.87 km2    （平成 28 年 3 月１日現在） 

川崎駅西口周辺 夢見ヶ崎公園 

御幸公園の梅 

「ハナミズキ」

加瀬山 

幸区役所 

日吉出張所 

幸区の木幸区の花

「ヤマブキ」

※人口・世帯数は平成 27 年国勢調査速報値を基にして推算 
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幸 区 

基本 

計画 

10 年 

戦略 

実施 
計画 
【政策体

系別】 

実施 
計画 
【区】 

進行 

管理 

総論 

基本 

構想 

現状と課題 

 自然や文化などが調和し、魅力ある地域資源がたくさんあります。 

区内には最先端分野の研究開発拠点や世界的な音楽ホー

ルである「ミューザ川崎シンフォニーホール」、多摩川や緑

豊かな公園、多くの若者等で賑わう「ラゾーナ川崎プラザ」

など、魅力あふれる多彩な地域資源が存在します。 

また、市内唯一の動物園がある「夢見ヶ崎公園」一帯は、

区民との協働による樹木管理が行われるなど、子どもから

大人まで、区民に親しまれ、憩いと安らぎを与える空間と

して活用されています。 

 

 

 

 高齢化率が２１％を超えており、５０％を超えるところもあります。 

区全体の高齢化率は２１．３％と全市平均の１８．９％

を上回り、超高齢社会の水準である高齢化率２１％を超え

ており、町丁ごとに見ると、５０％を超える地区もありま

す。 

さらに、ひとり暮らしの高齢者や高齢者のみの世帯も増

加を続けており、要介護高齢者や認知症高齢者も増えてい

ます。 

こうした支援を必要とする高齢者が増えていく中、身近

な地域で多様な主体が連携しながら、お互いに支え合える

しくみづくりが求められています。 

 

 

 

 支援を必要とする子育て家庭のニーズが多様化しています。 

大規模マンション等への子育て世帯の転入等に伴い、子

どもの人口が増加しています。共働きする家庭の保育ニー

ズの高まりや、核家族化による子育てへの不安、孤立感へ

の対応など、多様化する子育て家庭のニーズに対するきめ

細かな相談・支援が求められています。 

また、児童虐待の未然防止や、外国につながりのある子

どもの学校・地域からの孤立など、特別な配慮を必要とす

る子ども・家庭への支援が求められています。 

 

  

65 歳以上人口比率（上位 10 町丁） 

（平成 27 年 3 月現在） 

川崎駅西口周辺 

子育て世帯と地域の交流の場 
「赤ちゃんハイハイあんよのつどい」 
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幸 区 

基本

計画

10 年

戦略

実施
計画

【政策体
系別】

実施
計画
【区】

進行

管理

総論

基本

構想

 新川崎・鹿島田駅周辺の開発などにより、新たな区民が増えています。 

新川崎駅や鹿島田駅の周辺など、大規模マンションの建設が

進む地域では、新たに転入した区民と、これまで暮らし続けて

きた区民との交流や、地域で支え合う意識の醸成などが求めら

れています。 

一方、区内の町内会等への加入率は７２．２％（平成２６年

度）と全区の中で最も高い水準にあるものの、近年、横ばいの

傾向にあり、役員の高齢化や後継者不足などの課題を抱えてい

ます。 

また、身近な課題を地域で解決するためには、それぞれの地

域の実情に応じたコミュニティづくりが必要であり、町内会・

自治会や市民活動団体の取組への支援などが求められています。 

 

 地域防災力の強化等への区民の関心が高まっています。 

区民アンケート調査では、１０年後のめざすべきまちづくり

として、「防犯・交通安全などで安全・安心な暮らしのできるま

ち」や「地震や大雨などの災害に強いまち」が上位に挙げられ

ています。 

区民、地域の自主防災組織や医療機関などのさまざまな関係

団体・機関、企業、行政が互いに連携し、訓練等を継続的に実

施しながら、災害に備える必要があります。 

 

 自転車事故の割合が高く、「自転車交通事故

多発地域」に指定されています。 

幸区は、交通事故に占める自転車事故の割合が高く、「自

転車交通事故多発地域」に指定されています。かわさき市

民アンケートにおいても、区民の「交通事故・危険からの

安心感」に関する満足度は、市全体の満足度を下回ってい

ます。 

警察などと連携した、自転車の交通ルールの遵守やマナ

ーの向上、事故を未然に防ぐ地域の環境づくりが求められ

ています。 

 

まちづくりの方向性 

 「しあわせあふれるまち さいわい」 

幸区は、ミューザ川崎シンフォニーホールをはじめとした文化・芸術施設や商業・産業などが集

積し活気のある「都市空間」と、豊かな緑の中で動植物とのふれあいや歴史を感じることができる

加瀬山や、うるおいある水辺の多摩川、矢上川などの「自然空間」が調和したまちです。 

新たな区民も、これまで暮らしてきた区民も、誰もが地域のつながりや支え合いとともに、魅力

あふれる多彩な地域の資源を大切にしながら、地域への愛着や誇りをさらに高め、安らぎと幸せを

実感することができるまちづくりを進めます。 

新川崎・鹿島田駅周辺のマンション 

避難所開設訓練 

中学校での交通安全教室 
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幸 区 

基本 

計画 

10 年 

戦略 

実施 
計画 
【政策体

系別】 

実施 
計画 
【区】 

進行 

管理 

総論 

基本 

構想 

地域の課題解決に向けた主要な取組 

 地域資源を活かしたまちづくりの推進 

 かつて明治天皇が観梅のために行幸したという、梅の名所としての地域の歴史を踏まえ、

御幸公園周辺において、区民との協働による取組を進めます。 

 区内の豊かな緑や、文化・芸術・歴史などの地域資源を活かしながら、区民の地域への愛

着と誇りを育くんでいくため、さまざまな主体との協働・連携を通して、賑わいと彩り豊

かな、魅力あるまちづくりを進めます。 

事業名 

現状 事業内容・目標 

平成 26～27 
（2014～15）年度 

平成 28（2016）
年度 

平成 29（2017）
年度 

平成 30（2018）
年度以降 

御幸公園の魅力向
上事業 

 

●梅林の整備方針の検討 

●御幸公園梅香事業の推
進 
・「梅香事業推進計画」
案の検討 

●御幸公園梅香事業の推
進 
・梅林の復活や植樹の
取組の推進 
・地域住民や学校等と
連携した取組 
・「梅香事業推進計画」
の策定 

●御幸公園梅香事業の推
進 
・梅林の復活や植樹の
取組の推進 
・地域住民や学校等と
連携した取組 
・歴史・文化に関する
講座の実施 

事業推進 

音楽のまち推進事
業 

●気軽に良質な音楽を区
役所等で定期的に楽しめ
る｢夢こんさぁと｣（H27 
8 回）の実施 

●アマチュアを中心とし
た演奏者による｢さいわ
い街かどコンサート」
（H27 3 回）の実施 

●ミューザ川崎シンフォ
ニーホールを会場とした
｢さいわいハナミズキコ
ンサート｣の実施 

●気軽に良質な音楽を区
役所等で定期的に楽しめ
る｢夢こんさぁと｣（8回）
の実施 

●アマチュアを中心とし
た演奏者による｢さいわ
い街かどコンサート」 
（3回）の実施 

●ミューザ川崎シンフォ
ニーホールを会場とした
｢さいわいハナミズキコ
ンサート｣の実施 

 

 

事業推進 

さいわいものづく
り体験事業 

 

●実験やものづくりなど
を通じて科学に親しむ
｢さいわいテクノ塾｣の実
施 

●新川崎・創造のもり地
区を会場とした｢科学と
あそぶ幸せな一日｣の実
施 

●区内の企業との連携に
よる｢さいわいトライサ
イエンス実験教室｣の実
施 

●実験やものづくりなど
を通じて科学に親しむ
｢さいわいテクノ塾｣の実
施 

●新川崎・創造のもり地
区を会場とした｢科学と
あそぶ幸せな一日｣の実
施 

●区内の企業との連携に
よる｢さいわいトライサ
イエンス実験教室｣の実
施 

 事業推進 

区の木・花推進事業 ●啓発物品の作成 

●地域への愛着を深める
広報イベント（H27 
1 回）の実施 

●区の木・花（ハナミズ
キ・ヤマブキ）の植樹 

●啓発物品の作成 

●地域への愛着を深める
広報イベント（2 回）の
実施 

●区の木・花（ハナミズ
キ・ヤマブキ）の植樹 

 

 

事業推進 

スポーツ推進事業 ●地域団体及びかわさき
スポーツパートナー等と
連携したスポーツ大会
（H27 3 回）の実施 

●スポーツ推進を目的と
した講演会等の開催 

●各団体が主催するス 
ポーツ大会における区の
協賛と区長賞の授与 

●地域団体及びかわさき
スポーツパートナー等と
連携したスポーツ大会 
（3回）の実施 

●スポーツ推進を目的と
した講演会等の開催 

●各団体が主催するス 
ポーツ大会における区の
協賛と区長賞の授与 

 事業推進 

公園内の散策路等の
整備や、区民との協働
による「御幸公園梅香
（うめかおる）事業」を
推進し、市制 100 周年
に向けて、公園周辺の
魅力向上を図ります。 

ミューザ川崎シンフォ
ニーホールなど、区民
が身近な場所で音楽
に親しめる環境をつく
り、「音楽のまち・かわ
さき」を推進します。 

研究開発施設等が集
積した幸区の特色を
活かした科学体験イベ
ントを実施します。 

幸区誕生 40 周年を記
念して制定した、区の
木・区の花（ハナミズ
キ・ヤマブキ）を区民
に広く周知します。 

各種団体と連携を図り
ながら、区民の健康及
び体力の保持増進を
図り、さまざまな世代
がスポーツを通して、
地域での住民同士の
交流が図られるよう、
取組を進めます。 
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幸 区 

基本

計画

10 年

戦略

実施
計画

【政策体
系別】

実施
計画
【区】

進行

管理

総論

基本

構想

 健康で安心して暮らし続けられるまちづくりの推進 

 ひとり暮らしの高齢者や高齢者のみの世帯、さらには要介護高齢者や認知症高齢者が地域

に増えていることから、区役所が多様な主体間をコーディネートしながら、近隣住民がお

互いに見守り支え合えるしくみづくりを、区民とともに進めます。 

 それぞれの地域で暮らす区民が主体となった健康づくり活動への支援などを行います。 

事業名 

現状 事業内容・目標 

平成 26～27 
（2014～15）年度 

平成 28（2016）
年度 

平成 29（2017）
年度 

平成 30（2018）
年度以降 

ご近所支え愛モデ
ル事業 

 

●早期相談、連絡体制の
確立 

●モデル事業の実施 
・柳町（南河原地区） 
・河原町 13・14・15
号棟（御幸地区） 
・東小倉（日吉地区） 

●早期相談、連絡体制の
確立 

●モデル事業の実施（モ
デル地区を 8 か所に拡
充） 
 
 

●地域包括ケアシステム
の構築に向けた普及・啓
発 

 
 

●区内全域での事業展開

事業推進 

ふれあい・すこやか
事業 
 

●高齢者自身が参加する
「ふれすこサポーター養
成講座」の実施 

●ふれすこサポーターに
対するフォロー講座（H27 
1 回）の実施 

●見守り活動推進リーフ
レットの発行 

●高齢者自身が参加する
「ふれすこサポーター養
成講座」の実施 

●ふれすこサポーターに
対するフォロー講座 
（3回）の実施 

●見守り活動推進リーフ
レットの発行 

 
 
 
 

 
 

●見守り活動推進リーフ
レットの改訂・発行 

事業推進 

健康長寿推進事業 ●地区組織との連携によ
る地域特性に合わせた健
康づくりの実施 
・御幸西地区 
・南河原地区 

●既に実施した地域にお
ける活動の活性化に向け
たフォローの実施 
・御幸西地区 

●地区組織との連携によ
る地域特性に合わせた健
康づくりの実施 
・御幸東地区 
・南河原地区 

●既に実施した地域にお
ける活動の活性化に向け
たフォローの実施 
・御幸西地区 
・南河原地区 

 
 
 
 
 

●既に実施した地域にお
ける活動の活性化に向け
たフォローの実施 
・御幸東地区 
・南河原地区 

事業推進 

保健福祉情報発信
事業 

●保健福祉センターだよ
りを活用した効果的な情
報発信（H27 3 回発行・
全戸配布） 
 

 

●保健福祉センターだよ
りを活用した効果的な情
報発信（3 回発行・全戸
配布） 

 事業推進 

 

健康づくりに関する学
習会や普及啓発講座
を地域において実施
することで、区民がよ
り健康に留意し、地域
のつながりの中で健
康づくりに取り組みな
がら、生き生きと暮ら
せるよう支援します。 

高齢者等の見守りを
要する世帯の増加を
踏まえ、地域住民が主
体となった声掛けや見
守り活動を行い、地域
コミュニティの強化を
図ります。 
地域包括ケアシステ
ムの構築に向け、住
民同士の支え合いや
仲間づくり等、自助・互
助のしくみづくりを進
めます。 

高齢者が安心して地
域で暮らし続けるため
に、自助・互助の取組
を高齢者の方々に広
げていきます。 
「ふれすこサポーター
養成講座」を開催し、
高齢者同士がお互い
に支え合うことができ
る地域づくりを進めま
す。 

保健や福祉に関する
事業やサービスを効
果的に区民に届け、
区民の関心と理解を
深めます。 
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幸 区 

基本 

計画 

10 年 

戦略 

実施 
計画 
【政策体

系別】 

実施 
計画 
【区】 

進行 

管理 

総論 

基本 

構想 

 安心して子育てできるまちづくりの推進 

 子育て家庭のニーズが多様化していることから、個々の家庭の状況に応じたきめ細かな相

談・支援に取り組むとともに、子育て家庭が孤立感や不安感なく安心して子育てができる

よう、地域全体が子育て家庭を支えるしくみづくりを進めます。 

 高まる保育需要と多様なニーズに対応するため情報提供や相談・支援の充実を図ります。 

 児童虐待の未然防止や外国につながりのある子どもへの学習支援など、特別な配慮を必要

とする子どもやその家庭を支援します。 

事業名 

現状 事業内容・目標 

平成 26～27 
（2014～15）年度 

平成 28（2016）
年度 

平成 29（2017）
年度 

平成 30（2018）
年度以降 

総合的なこども支援

ネットワーク事業 

 

●「幸区こども総合支援
ネットワーク会議」（H27 
3 回）の開催 

●「幸区こども総合支援
ネットワーク会議」によ
る情報発信及び講演会
（H27 7 回）の実施 

●「みんなで子育てフェ
アさいわい」の実施 

●「幸区こども総合支援
ネットワーク会議」 
（3回）の開催 

●「幸区こども総合支援
ネットワーク会議」によ
る情報発信及び講演会
（7回）の実施 

●「みんなで子育てフェ
アさいわい」の実施 

●地域包括ケアシステ
ムの構築に向けた普
及・啓発 

 事業推進 

こども・子育て支援
事業 

●子ども・子育て情報の
収集及び発信 
 

●乳幼児から学齢期の
子どもと家庭、子育て支
援者などを対象とした
各種講座（H27 153 回）
の開催 
 

●多様な媒体を活用し
た子ども・子育て情報の
収集及び発信の充実 

●乳幼児から学齢期の
子どもと家庭、子育て支
援者などを対象とした
各種講座（150 回程度）
の開催 

●日吉合同庁舎におけ
る子育て講座等の実施 

 事業推進 

保育所活用事業 

 

●区内公立保育所によ
る地域子ども・子育て支
援事業（H27 661 回）の
実施 

●民間保育所への支
援・連携事業の推進 

●公民保育所の人材育
成 

●区内公立保育所によ
る地域子ども・子育て支
援事業（600 回程度）の
実施 

●民間保育所への支
援・連携事業の推進 

●公民保育所の人材育
成 

 事業推進 

幸区待機児童対策
事業 

 

●多様な保育事業に関
する情報提供（川崎認定
保育園ガイドブックの
発行）の実施 

●利用者のニーズに応
じたきめ細やかな相
談・支援の実施 

●多様な保育事業に関
する情報提供（さまざま
な手法による効果的な
情報発信）の実施 

●利用者のニーズに応
じたきめ細やかな相
談・支援の実施 

 

 事業推進 

児童虐待防止・こど
も相談支援事業 

●要保護児童対策地域
協議会幸区実務者会議
での事例検討、区民向け
講演会等（H27 6回）の
実施 

●子ども・子育てに関す
る相談と支援の実施 

●「こどもの発達支援保
護者交流会」（H27 10
回）の実施 
 

●要保護児童対策地域
協議会幸区実務者会議
での事例検討、区民向け
講演会等（6回）の実施
 

●子ども・子育てに関す
る相談と支援の実施 

●「こどもの発達支援保
護者交流会」（10 回）の
実施 
 

 事業推進 

  

区内の子ども・子育て
支援関係団体・機関
同士の情報共有と連
携 強 化 を 図 る と と も
に、情報発信や講演
会、「みんなで子育て
フェアさいわい」などの
事業を通じて、地域で
子育てを支援する環
境づくりを進めます。 

子育て情報誌等の発
行 や 子 育 て 支 援 講
座、保護者の交流機
会の提供等を通じて、
子育て家庭等への支
援を進めます。 

民間保育所を含む地
域の保育所間の連携
強化、区内保育所の
保育の質の確保に向
けた人材育成等を進
めます。 

多様な保育事業に関
する情報提供を行い、
保 育 の 選 択 肢 を 広
げ、利用者に対するき
め細やかな相談・支援
を実施して待機児童
の解消を図ります。 

関係機関との会議や
研修会、講座の開催
を通じて、要保護児童
の早期把握に努める
とともに、孤立感や不
安感なく安心して子育
てができる地域づくり
を進めます。 
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幸 区 

基本

計画

10 年

戦略

実施
計画

【政策体
系別】

実施
計画
【区】

進行

管理

総論

基本

構想

事業名 

現状 事業内容・目標 

平成 26～27 
（2014～15）年度 

平成 28（2016）
年度 

平成 29（2017）
年度 

平成 30（2018）
年度以降 

幸区こども学習サ
ポート事業 

●小学校施設を活用した
学習支援の実施 

●学習支援サポーター
（H27 12 人）の育成 

●学習支援サポーターの
フォローアップや活動支
援 

●小学校施設を活用し
た学習支援の実施 

●学習支援サポーター
（15人程度）の育成 

●学習支援サポーター
のフォローアップや活
動支援 

 事業推進 

 

 地域コミュニティ活性化の推進 

 大規模マンション等の建設が進む新川崎・鹿島田駅周辺地区等では、新たなコミュニティ

づくりに向けて、自治会組織の設立や既存町内会・自治会等との地域連携を支援するとと

もに、コミュニティの活性化に向けて、町内会・自治会の担い手の育成や加入促進を支援

します。 

 コミュニティスペースを備えた区役所庁舎の有効活用を図りながら、市民活動の活性化に

向けた取組を推進します。また、異なる文化や生活習慣を有する区民もともに生きる地域

をめざして、多文化共生のまちづくりを推進します。 

事業名 

現状 事業内容・目標 

平成 26～27 
（2014～15）年度 

平成 28（2016）
年度 

平成 29（2017）
年度 

平成 30（2018）
年度以降 

地域コミュニティ
推進事業 

 

●加入促進リーフレット
の作成・配布 

●スポーツ大会、リレー
カーニバル、清掃活動等
の実施 

●幸区町内会連合会の 
ホームページの運営 

●行政からの回覧依頼物
等の一括配送の実施 

●新規大規模マンション
の建設等に伴う町内会・
自治会組織立ち上げのた
めの支援に向けた検討 

●町内会・自治会役員の
人材育成の講座（H27 
4 回）の実施 

●新川崎・鹿島田駅地区
における地域コミュニ 
ティ活性化に向けた取組
の検討 

●加入促進リーフレット
の改訂・配布 

●スポーツ大会、リレー
カーニバル、清掃活動等
の実施 

●幸区町内会連合会の 
ホームページの運営 

●行政からの回覧依頼物
等の一括配送の実施 

●新規大規模マンション
の建設等に伴う町内会・
自治会組織立ち上げに向
けた取組の推進 

●町内会・自治会役員の
人材育成の講座（4 回）
の実施 

●新川崎・鹿島田駅地区
における地域コミュニ 
ティ活性化に向けた取組
の推進 

●加入促進リーフレット
の作成・配布 

 
 
 

 
 

 
 

●大規模マンションの町
内会・自治会組織設立・
加入に向けた検討 

事業推進 

市民活動等支援事
業 

●市民活動コーナーなど
の運営による市民活動支
援の促進 

●市民活動活性化のため
の事業の実施 

●市民活動コーナーなど
の運営による市民活動支
援の促進 

●市民活動活性化のため
の事業の実施 

 事業推進 

  

市民活動コーナーの
運営や市民活動団体
同士の交流を促進し、
区内の市民活動と区
民の主体的な取組を
促進します。 

ＮＰＯと区民サポー 
ターが連携して、外国
につながる小中学生
への学習支援活動と、
サポーターの養成を
行うことで、区民の主
体的な活動を進めま
す。 

地域の課題調査や町
内会・自治会の活動
支援などを通じて、区
内のコミュニティ活動
を進めます。 
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幸 区 

基本 

計画 

10 年 

戦略 

実施 
計画 
【政策体

系別】 

実施 
計画 
【区】 

進行 

管理 

総論 

基本 

構想 

事業名 

現状 事業内容・目標 

平成 26～27 
（2014～15）年度 

平成 28（2016）
年度 

平成 29（2017）
年度 

平成 30（2018）
年度以降 

幸区多文化共生推
進事業 

●多文化フェスタさいわ
い（H27 900 人規模）の
実施 

●講演会の実施 

●国際理解基礎講座（H27 
5 回）の実施 

●多文化フェスタさいわ
い（1,000 人規模）の実
施 

●講演会の実施 

●国際理解基礎講座 
（5回）の実施 

 事業推進 

さいわいガイドマ
ップ発行事業 

●「さいわいガイドマッ
プ」（H27 13,000 部）の
作成・配布 

●「さいわいガイドマッ
プ」（13,000 部）の作成・
配布 

 事業推進 

 

 安全で安心に暮らせるまちづくりの推進 

 避難所開設・運営訓練など、自主防災組織等の関係団体・機関が連携した取組を継続して

実施するとともに、防災意識の向上に向けた啓発活動や、新川崎・鹿島田駅及び川崎駅西

口周辺、国道１号沿線における帰宅困難者対策、区内に立地する多くの企業や隣接区との

防災に関する連携を強化します。 

 自転車事故防止に向けた交通安全キャンペーンなどの啓発活動や自転車通行環境の整備な

ど、ソフト・ハード面の更なる取組を推進します。 

事業名 

現状 事業内容・目標 

平成 26～27 
（2014～15）年度 

平成 28（2016）
年度 

平成 29（2017）
年度 

平成 30（2018）
年度以降 

地域防災活動推進
事業 

 

●幸区災害対策協議会
(H27 全体会 3 回開催)を
中心とした防災対策づく
り 

●各部会における諸課題
の検討及び対策の実施 

●関係団体・機関との情
報共有(H27 部会 13 回開
催) 

●啓発活動の実施 

●隣接区（川崎区・中原
区・鶴見区）との連携 
・川崎区、鶴見区との
協定締結（H27） 

●幸区災害対策協議会を
中心とした防災対策づく
り(全体会 3回開催) 
 

●各部会における諸課題
の検討及び対策の実施 

●関係団体・機関との情
報共有(部会 12回開催)
 

●啓発活動の実施 

●隣接区（川崎区・中原
区・鶴見区）との連携 
・川崎区、鶴見区との
合同訓練の実施 

 事業推進 

幸区災害対策推進
事業 

●避難所開設・運営訓練
(H27 8 回)の実施 

●防災備品等の計画的な
配備 

●自主防災組織等活性化
講座(H27 1 回）の実施 

●避難所開設・運営訓練
(7回)の実施 

●防災備品等の計画的な
配備 

●自主防災組織等活性化
講座（3回）の実施 

●3 か年の実施結果を踏
まえた訓練の継続実施 

事業推進 

  

多文化フェスタや講演
会等の開催を通じて、
多文化共生に対する
区民の理解と関心を
深めます。 

ガイドマップの発行を
通じて、転入者等へ区
民生活に必要な情報
を提供し、地域理解の
促進を図ります。 

災害対策協議会の運
営等を通じて、地域住
民や企業、医療機関
等で情報共有・課題検
討などを行い、地域の
連携強化の取組を進
めます。 

自主防災組織・避難
所 運 営 会 議 の 活 性
化、区本部・避難所の
防災資器材の充実な
ど、区内の防災基盤
整備の取組を進めま
す。 
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事業名 

現状 事業内容・目標 

平成 26～27 
（2014～15）年度 

平成 28（2016）
年度 

平成 29（2017）
年度 

平成 30（2018）
年度以降 

案内サイン設置事
業 

●案内サイン（H27 7 か
所）の設置 

●既設の案内サイン（H27 
3 か所）の盤面更新 

 

●案内サイン（1 か所）
の設置 

●既設の案内サイン（7
か所）の盤面更新 

●川崎駅西口赤レンガ倉
庫モニュメントの説明板
の設置 

 
 

●既設の案内サインの盤
面更新 

事業推進 

交通安全普及啓発
事業 

●幼児から高齢者まで幅
広い年齢層を対象とした
各種交通安全教室（H27 
55 回）の実施 

●スケアードストレート
方式の交通安全教室（H27 
2 回）の実施 

●啓発活動の実施 

●幼児から高齢者まで幅
広い年齢層を対象とした
各種交通安全教室（55
回）の実施 

●スケアードストレート
方式の交通安全教室（3
回）の実施 

●啓発活動の実施 

 事業推進 

安全・安心まちづく
り普及啓発事業 

●防犯パトロールの実施
による防犯意識の醸成 

●子どもの安全確保に向
けた地域見守り活動の推
進 

●交通安全への取組の継
続実施 

●啓発キャンペーン（H27 
2 回）の実施 

●防犯パトロールの実施
による防犯意識の醸成 

●子どもの安全確保に向
けた地域見守り活動の推
進 

●交通安全への取組の継
続実施 

●啓発キャンペーン（2
回）の実施 

 事業推進 

街頭キャンペーンの開
催、町内会等と連携し
た防犯パトロールの実
施などを通じて、地域
に根ざした啓発活動を
進めます。 

区庁舎等への案内サ
インの整備を通じて、
災害時の帰宅困難者
等を適切に誘導する
など、利便性の向上を
図ります。 

スケアードストレート方
式の交通安全教室の
実施等により、危険回
避意識と交通安全知
識の習得などを目的と
した啓発活動を進めま
す。 
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“それいいね”が広がるまちづくりに向けて 

 幸区ご近所支え愛モデル事業 

進行する高齢化に伴い、ひとり暮らし高齢者や高齢者夫婦のみの世帯などが増加し、また認知症

高齢者数も増えています。地域包括ケアシステムの構築に向けて、自助・互助の意識の醸成ととも

に、健康寿命の延伸を図り、誰もが、いつまでも住み慣れた地域で暮らし続けられるために、「何

らかの支援を必要とする人」を地域全体で見守り、支え合う取組を、区内のモデル地区において進

めています。 

 

 

 モデル地区はどこですか？ 

平成２７年度は、南河原地区の「柳町自

治会」、御幸地区の「河原町団地１３・ 

１４・１５号棟自治会」、日吉地区の「東

小倉町内会」をモデル地区に選定していま

す。それぞれのモデル地区ごとに、町内

会・自治会の代表者や民生委員児童委員、

地域包括支援センターや社会福祉協議会

の職員、区役所の職員などが構成員となっ

て、部会を設置しています。 

 

 

 モデル事業は、どのように進めてい

るのですか？ 

各モデル地区の部会において、支援が必

要な人を把握し、どのような支援を行って

いくかなどの検討を行うとともに、日頃の

実践的な見守り活動などの担い手として、

取組を進めています。また、各部会の代表

者が集まり、「幸区ご近所支え愛モデル事

業推進会議」において、モデル事業の全体

的な進め方を議論するほか、各部会からの

取組状況の報告などを通じて、情報共有を

図っています。 

 

 

 モデル事業の今後の展開は？ 

平成２８年度はモデル地区を新たに５地

区拡充するとともに、平成２９年度からは区

内全域で事業を展開していく予定です。今後

は、モデル事業の具体的な活動内容をまとめ

た事例集を、他のモデル地区でも活用してい

きます。 

  

推進会議における議論の様子 

幸区ご近所支え愛モデル事業の概要図 
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 御幸公園梅香（うめかおる）事業 

幸区の北側に位置する小向一帯は、江戸時代に梅が栽培され、梅林の名所として有名でした。明

治１７年には、観梅のため明治天皇が行幸（御幸）した歴史があり、「御幸」や「幸区」の名称は、

このことに由来しています。こうした郷土の歴史を継承していくとともに、梅の名所としての復活

をめざした梅林の整備等を御幸公園において進めるなど、幸区誕生５０周年や市制１００周年に向

けて、「御幸公園梅香事業」を区民との協働により推進し、地域の魅力の向上を図っています。 

 

 

 区民との協働は、どのように進んでいるのですか？ 

現在、平成２７年度に設置した「御幸公園梅香事業推進会

議」において、地元の町内会や老人クラブ、子ども会、企業、

観光協会、区役所等がメンバーとなって、今後の取組につい

て協議を進めています。 

 

 

 今後のスケジュールは、どうなっていますか？ 

現在、推進会議を通じて、平成３６年の市制１００周年ま

での取組の方向性を検討しています。平成２７年度中に取組

の計画案を作成し、平成２８年度までに、計画を策定する予

定です。梅林の整備を進めるために、広く市民に参加しても

らえる手法など、今後、具体的な取組の内容を決定していき

ます。 

 

 梅林整備のほかには、どのような取組を考えて 
   いますか？ 

地域に愛着と誇りを持ち、また、郷土の歴史や文化を未来

に継承していくために、「絵画コンクール」や「地名講座」、

「梅まつり」を開催するなど、今後、学校や地域とも連携し

ながら、子どもから大人まで、多くの方が参加し楽しんでも

らえる取組を検討していきます。 

 

 

 市民の想い、メッセージ 

 

 

 

 

 

 

 

推進会議における協議の様子 

梅林（イメージ） 

 公園一帯の、郷土の歴史的経緯や文化などを大切にしながら、幅広い世代が参加でき

る場、憩いの場にしていきましょう。 

 幸区の名前の由来にもなっている昔の梅林を、地域の人々などが主役となって見事に

復活させ、イベントなども行い、皆で盛り上げていきましょう。 

御幸公園梅香事業推進会議委員の声 

明治天皇行幸の記念碑（御幸公園） 
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幸　区

地 域 の 課 題 解 決 に
向 け た 取 組 の 一 覧

　地域資源を活かしたまちづくりの推進

○ 御幸公園の魅力向上事業

○ 音楽のまち推進事業

○ さいわいものづくり体験事業

○ 区の木・花推進事業

○ スポーツ推進事業

地域資源を活かしたまちづくり事業

幸区データブック発行事業

花と緑のさいわい事業

花と緑のさいわい事業（公共空間の緑化）

さいわい・はじめようエコ事業

　健康で安心して暮らし続けられるまちづくりの推進

○ ご近所支え愛モデル事業

○ ふれあい・すこやか事業

○ 健康長寿推進事業

○ 保健福祉情報発信事業

さいわい食品衛生啓発事業

区民のための感染症予防事業

　安心して子育てできるまちづくりの推進

○ 総合的なこども支援ネットワーク事業

○ こども･子育て支援事業

○ 保育所活用事業

○ 幸区待機児童対策事業

○ 児童虐待防止・こども相談支援事業

○ 幸区こども学習サポート事業

　地域コミュニティ活性化の推進

○ 地域コミュニティ推進事業

○ 市民活動等支援事業

○ 幸区多文化共生推進事業

○ さいわいガイドマップ発行事業

地域の魅力発信事業

鹿島田駅周辺総合的環境整備事業

コミュニティカフェ推進事業

はじめよう地域活動プラチナ講座事業

区民祭開催経費

　安全で安心に暮らせるまちづくりの推進

○ 地域防災活動推進事業

○ 幸区災害対策推進事業

○ 案内サイン設置事業

○ 交通安全普及啓発事業

○ 安全・安心まちづくり普及啓発事業

さいわい動物愛護推進事業

　区役所サービス向上事業

区民に身近な区役所づくり推進事業

幸区情報発信推進事業

さいわい区民アンケート事業

　地域課題対応その他事業

幸区提案型協働推進事業

その他経費

　区の新たな課題即応事業

区の新たな課題即応事業

事業名　（○は本計画に掲載している主な事業や取組）
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中原区 

1

基本

計画

10 年

戦略

実施
計画

【政策体
系別】

実施
計画
【区】

進行

管理

総論

基本

構想

中原区 

中原区の概要  

中原区は、本市のほぼ中央に位置しており、中原御殿（平塚市）と江戸を結ぶ中原街道の中継地

としての仮御殿が小杉にあったことから中原区と名づけられました。区域の大部分は平坦な地形が

広がっており、住宅地に点在する生産緑地には区の花パンジーなどを栽培する風景も見られ、横浜

市と接する南西部の井田地区は豊かな緑の残る丘陵地となっています。東京、横浜、川崎南部地域

の郊外型住宅地として都市化、商業地の形成が進み、あわせて、都心に本社機能を持つ企業を中心

に生産部門が進出し、現在のまちの骨格が形成されました。近年は産業構造の転換を先取りした企

業による研究・開発部門などの都市型産業が武蔵小杉駅、武蔵中原駅、向河原駅周辺を中心に立地

しています。 

武蔵小杉駅周辺では大規模な再開発事業が展開されており、都市型住宅の建設が引き続き進んで

います。また、近年大規模な商業施設の開業が相次いでおり、多くの方が訪れています。 

駅周辺の開発により近年の人口増加は著しく、人口、世帯数ともに市内で最も多い区となってい

ます。また、生産年齢人口の割合が７区で最も高く、老年人口（６５歳以上）の割合は最も低いた

め、区民の平均年齢は最も低くなっています。出生数及び市外からの転入者数が７区で最も多く、

転入者の７割を２０ ３０歳代が占めており、新たに中原区で生活する若年層の世帯が、区内で子

育てするケースが増えています。 

 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

  

等々力緑地 

二ヶ領用水 

武蔵小杉駅周辺 

多摩川 

中原区の主な地域資源・魅力等 

■人口 247,979 人   ■世帯数 123,383 世帯 

■面積 14.81 km2    （平成 28 年 3 月 1 日現在） 

中原区の花 中原区の⽊ 

中原区役所 

※人口・世帯数は平成 27 年国勢調査速報値を基にして推算 
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中原区 

2

基本 

計画 

10 年 

戦略 

実施 
計画 
【政策体
系別】 

実施 
計画 
【区】 

進行 

管理 

総論 

基本 

構想 

現状と課題 

 武蔵小杉駅周辺の再開発などにより、新たな区民が増えています。 

武蔵小杉駅周辺の大規模な再開発をはじめ、区内

の鉄道駅周辺でも住宅開発が行われ、ここ１０年間

での人口増加率が１５％と新たな区民が増え続けて

いることから、「ＮＰＯ法人小杉駅周辺エリアマネジ

メント」をはじめとする地域のさまざまな主体が連

携した取組が進められています。 

また、武蔵小杉駅周辺は、都市型住宅や公共施設、

医療施設、商業施設などが多く立地し、都市機能が

集約された生活利便性に優れたまちとして、住みた

いまちの上位に挙げられるなど、区外・市外から多

くの人が訪れ、まちの価値がさらに高まっています。 

こうした中で、開発動向を踏まえながら、新たな

コミュニティづくりを進めるとともに住みたい、住

み続けたいと感じるまちづくりを進めていく必要があります。 

 

 

 災害対策、防犯、交通安全など、安全・安心への区民の意識が高まってい

ます。 

かわさき市民アンケートでは、「利便性」や「サービス」は市全体の満足度を上回る一方で、「地

震・火災・風水害などの災害に対する安心感」は、市全体の満足度を下回っていることから、区民

の安心感を高めていく取組が求められています。 

また、平坦な地形のために自転車利用が多い中、区内の人身交通事故に占める自転車交通事故の

割合が高いことから、歩行者の安全な通行を確保するため、自転車交通ルールを守る意識の啓発や

放置自転車対策の強化が求められています。 

 

 

 子育て世代の転入が多く、地域と子育て家庭のつながりが大切になってい

ます。 

子育て世代の転出入が多い中、平成２７年４月の保育所

新規利用申請数は１，８７８人と７区で最も多くなってお

り、前年からも２２６人増と、１３．７％増加しています。 

引き続き、高まる保育ニーズへの対応や、子育てに悩む

家庭が地域で孤立しないよう、地域で支え合うしくみづく

りが求められています。 

 

 

 

 

 

 

※武蔵小杉駅周辺地区は周辺 14 町丁目を対象 

資料：市町丁別年齢別人口

武蔵小杉駅周辺の人口増加率の推移（各年 9 月末時点） 

子育てサロン 

406



中原区 

3

基本

計画

10 年

戦略

実施
計画
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 高齢者の５人に１人が地域から孤立しやすいひとり暮らしとなっています。 

平成２７年３月末現在の高齢化率は、７区で最も低い１５．

２％となっているものの、以前から住宅地である地域などでは高

齢化が進んでいます。 

また、７区で最も１世帯あたりの人員が少なく、特に高齢者の

２０．９%がひとり暮らしとなっていることから、閉じこもりに

よる孤立の防止や地域で支え合う意識の醸成、活動の担い手の育

成などが求められています。 

 

 

 

 住みたい、行きたいと感じる魅力や多くの地域資源があります。 

区内には、二ヶ領用水や多摩川をはじめ、井田山の緑地や 

下小田中の農地など豊かな自然環境が残されており、等々力 

緑地内にはスポーツ・レクリエーション施設、中原街道沿い 

には歴史ある文化資産など、さまざまな魅力ある地域資源が 

あります。 

こうした地域の魅力的な資源を区民に伝え、愛着と誇りを 

持てる地域となるよう取り組んでいく必要があります。 

 

 

 人口の急増に対応した区役所サービスが求められています。 

転出入者が増え続け、区役所窓口が年度末を中心に混雑していることから、区役所サービスの更

なる向上や改善が求められています。また、区役所庁舎の狭あい化や老朽化が顕著であることから、

適切な対応を進めていく必要があります。 

 

まちづくりの方向性 

 「水と緑と笑顔が出会い 未来につなぐ 住み続けたいまち なかはら」 

中原区は、等々力緑地、多摩川沿いの緑や二ヶ領用水の水辺、井田山などの自然に恵まれる

とともに、都心への交通利便性に優れており、武蔵小杉駅周辺は、都市型住宅が立ち並び、商

業も賑わう、生活利便性が高く都市機能が集約されたコンパクトなまちです。 
街なみが大きく変わっていく中、さまざまな世代が交流することでまちに活気があふれ、人

と人とがつながりを大切にしながら、区民が地域に愛着と誇りを持ち、これからも住み続けた

いと実感できるまちづくりを進めます。 

  

「陸上競技場」をはじめ「アリーナ」や 
「ミュージアム」などさまざまな施設を有する等々力緑地

介護予防などを通じた交流の場づくり
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中原区 
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計画 
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戦略 

実施 
計画 
【政策体
系別】 

実施 
計画 
【区】 

進行 

管理 

総論 

基本 

構想 

地域の課題解決に向けた主要な取組 

 地域活性化に向けたコミュニティづくりの推進 

 武蔵小杉駅周辺の再開発等によるまちの変化に対して、武蔵小杉駅周辺地域連携推進会議

を開催し、区民同士の顔が見える関係づくりやコミュニティの強化を推進します。 

 地域交流の促進や区のイメージアップをめざして、地域メディアが連携して区内の情報を

発掘・発信する「なかはらメディアネットワーク」の取組などを推進します。 

 商店街と連携した地域交流促進の取組や市民活動団体の支援を推進します。 

事業名 

現状 事業内容・目標 

平成 26～27 
（2014～15）年度 

平成 28（2016）
年度 

平成 29（2017）
年度 

平成 30（2018）
年度以降 

小杉駅周辺の新た
な魅力づくり推進
事業 

 

●地域コミュニティ強化
のための推進体制の検討 

●武蔵小杉駅周辺地域連
携推進会議の開催 

●住民アンケート、居住
者インタビュー等の実施 

●武蔵小杉駅周辺地域に
おけるコミュニティの課
題の検討 

●「コミュニティフォー
ラム」の開催 
（H28.2 開催） 

 

 
●武蔵小杉駅周辺地域連
携推進会議の開催 

●中長期的に必要な取組
の方向性の検討 

●地域をつなぐリー 
ディングプロジェクトの
検討・試行実施 

●「コミュニティフォー
ラム」の開催 

 

 

 
 
 

●地域コミュニティ強化
に向けた取組の検討 

●リーディングプロジェ
クトの実施、検証 
 
 

 

事業推進 

中原区広報・広聴推
進事業 

●なかはらメディアネッ
トワーク（ＮＭＮ）と連
携した地域情報発信の推
進 

●ＮＭＮと連携した情報
発信 

●情報発信交流会の開催

●地域メディアとの連携
による情報発信の担い手
養成に向けた取組 

●区民アンケートの実施

 

 

 
 
 
 

●区民アンケートの検証

事業推進 

商店街と連携した
地域のまちづくり
推進事業 

●商店街と連携した各種
教室の開催 

（H27：8回） 

●商店街と連携した地域
交流イベントの実施 
（H28.3 開催） 

●商店街と連携した各種
教室の開催 

（8回） 

●商店街と連携した地域
交流イベントの実施 

 

 

 

 

 
 

 

 

事業推進 

市民活動活性化事
業 

●なかはらっぱ祭りの開
催による地域活動団体間
の交流の促進 

●活動活性化のための支
援 

●なかはらっぱ祭りの開
催による地域活動団体間
の交流の促進 

●団体情報の発信など活
動活性化のための支援 

 

 事業推進 

学びの場を核とし
た新たな地域コ 
ミュニティ形成事
業 
 
 
 
 

●学びの場を核とした青
少年参加型地域コミュニ
ティ創造事業の実施 

 

●「新たなコミュニティ
形成」に係るシンポジウ
ムによる活動団体・サー
クルの連携強化 

 

●各施設イベント等と連
携し、タイムリーなテー
マ設定を行うことによる
新たなコミュニティ形成
の促進 

 

 

事業推進 

  

武蔵小杉駅周辺地域
のコミュニティの課題
や将来像を地域と共
有しながら、コミュニ 
テ ィ の 強 化 を 図 り ま
す。 

地域メディア等と連携
しながら、区の魅力発
信等に取り組みます。 

商店街を地域の情報
交換や交流の場として
活用し、地域交流を促
進します。 

地域活動団体の交流
の促進及び活動の支
援により、地域の活性
化を推進します。 

学びの場を核とした新
たなコミュニティ形成を
促進します。 
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実施
計画

【政策体
系別】

実施
計画
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進行
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 安全・安心なまちづくりの推進 

 地域の防災力を高める担い手を育成するとともに、鉄道事業者、大型商業施設などの民間

事業者、警察、消防等のさまざまな主体が連携して「武蔵小杉駅周辺地域エリア防災計画」

に基づく帰宅困難者対策に取り組みます。 

 地域による防犯活動の支援や広報・啓発を行うとともに、地域の安全・安心に関わる情報

を効果的に配信するしくみづくりを進めます。 

 駅前商店街を中心とした自転車放置禁止区域内における放置自転車の撤去や、自転車利用

者への啓発活動の拡充などによるマナー向上の取組を推進します。 

 

事業名 

現状 事業内容・目標 

平成 26～27 
（2014～15）年度 

平成 28（2016）
年度 

平成 29（2017）
年度 

平成 30（2018）
年度以降 

地域防災力強化事
業 

●避難所の連絡・管理体
制の充実 

●武蔵小杉駅周辺地域エ
リア防災計画の策定 
 

 
 
●大規模共同住宅を含め
た自主防災組織の設立・
活動支援 

●避難所運営会議の自主
運営支援 

●エリア防災計画に基づ
く帰宅困難者対策の検
討、実施 
 ・駅や地域関係者が 
 連携した訓練の実施 

●大規模共同住宅を含め
た自主防災組織の設立・
活動支援 

 
 

 

事業推進 

安全・安心まちづく
り推進事業 

 

●地域防犯活動団体への
ベスト、誘導灯など防犯
資機材の貸与等 

●防犯・防火研修会の実
施（H27：4回） 

●安全・安心に係る情報
集約・配信手法の検討 

●地域防犯活動団体への
ベスト、誘導灯など防犯
資機材の貸与等 

●防犯・防火研修会の実
施（5回程度） 

●安全・安心に係る情報
集約・配信手法の検討 

 

 
 
 

 
●安全・安心に係る情報
の配信 

事業推進 

交通安全教室開催
事業 

 

●スケアードストレート
方式の交通安全教室の実
施（H27：3回） 

●幼児から高齢者まで幅
広い年齢層を対象とした
各種交通安全教室の実施 

 

●スケアードストレート
方式の交通安全教室の実
施（4回） 

●幼児から高齢者まで幅
広い年齢層を対象とした
各種交通安全教室の実施

 

●スケアードストレート
方式の交通安全教室の実
施（5回） 

 

 

 

事業推進 

放置自転車対策事
業 

●自転車利用者のモラル
やマナーの向上のため啓
発活動の実施 

●環境の変化に対応した
放置禁止区域の指定と、
看板等の掲示の実施 

●効率的な放置自転車等
の撤去の実施 

 

●自転車利用者のモラル
やマナーの向上のため啓
発活動の実施 

●環境の変化に対応した
放置禁止区域の指定と、
看板等の掲示の実施 

●各地区の現状を踏まえ
た効率的な放置自転車等
の撤去の実施 

 

 

 

 
 
 

 

事業推進 

 

自助・共助（互助）・公
助の考え方に基づき、
区民、企業、行政等が
連携した防災対策に
取り組みます。 

区民、地域団体、行政
等が連携して地域の
防犯力及び防犯意識
の向上を図ります。 

区民を対象にスケ 
アードストレート方式
による交通安全教室
を開催し、安全な自転
車の乗り方等のルー
ル・マナーを習得して
もらうなど、交通事故
防止に取り組みます。 

自転車利用者のモラ
ルやマナーの向上を
図るため啓発活動を
行うとともに、放置禁
止区域の指定や放置
自転車の撤去など、総
合的な放置自転車対
策を推進します。 
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中原区 

6

基本 

計画 

10 年 

戦略 

実施 
計画 
【政策体
系別】 

実施 
計画 
【区】 

進行 

管理 

総論 

基本 

構想 

 区民と協働したこども支援の推進 

 区内では、区民が中心になった子育てサロンなどの子育て支援が活発に行われており、こ

うした地域の自主的な活動を継続して支援します。 

 さまざまな広報手段による効果的な子育て情報の発信や、保育所の入所に関するきめ細か

な相談・支援の充実に取り組みます。 

 子育てを支えるボランティア活動に参加しやすい環境づくりや、子育て家庭の交流の場づ

くりなどを推進します。 

 

事業名 

現状 事業内容・目標 

平成 26～27 
（2014～15）年度 

平成 28（2016）
年度 

平成 29（2017）
年度 

平成 30（2018）
年度以降 

中原区子育て支援
推進事業 

 

●民生委員児童委員など
により実施される子育て
サロンの運営支援 

●地域のボランティアに
より実施される子育てふ
れあい広場（自主サロン）
の運営支援及び拡充に向
けた取組の推進 

 

●民生委員児童委員など
により実施される子育て
サロンの運営支援 

●地域のボランティアに
より実施される子育てふ
れあい広場（自主サロン）
の運営支援及び拡充に向
けた取組の推進 

 

 

 
 

 

 

事業推進 

子育て情報発信事
業 

●ホームページや、フェ
イスブックなどのソー 
シャルネットワーキング
サービス（ＳＮＳ）によ
る広報 

●大型商業施設での広報
物配置 

●ホームページ・ＳＮＳ
に加え、スマートフォン
などの子育て支援アプリ
による電子媒体広報の充
実 

●大型商業施設での広報
物配置の充実 

●ホームページ・ＳＮＳ
及び子育て支援アプリに
よる広報の充実 

 
 
 

 

事業推進 

公的児童施設有効
活用事業 

●公営保育所で地域子育
て支援事業の実施 

●公営保育所で地域子育
て支援事業の実施 

●こども文化センターに
おける親子連続講座など
の地域子育て支援事業の
実施 

 

 

 

事業推進 

子育て支援者養成
事業 

 

●子育て支援に関心のあ
る人を対象とした子育て
支援者養成講座の開催 

●養成講座終了後のフォ
ローアップ講座の実施 

 

●子育て支援に関心のあ
る人を対象とした子育て
支援者養成講座の開催 

●養成講座終了後のフォ
ローアップ講座の実施 

●多種多様な分野で活動
しているボランティア団
体との交流と連携 

 事業推進 

乳幼児ふれあい事
業 

●健診の待ち時間を活用
した子育て情報の提供 
 
 

●子育てアドバイザーに
よる支援 

 

●健診の待ち時間を活用
した子育て情報（地域の
子育てサロンなど）の提
供 

●子育てアドバイザーに
よる支援 

 

 

 

 
 

事業推進 

 

  

親子の孤立を防ぎ、子
育て中の不安を軽減
するために、地域の特
性を活かした子育てサ
ロンの運営を支援しま
す。 

子育て世代へ向けて、
新たな情報ツールを
活用した情報発信を
行います。 

ハイハイ広場、体験保
育、親子連続講座など
地域子育て支援事業
を実施します。 

子育て支援の場を支
える新たなボランティ
アを養成し、地域全体
で子育てを応援してい
く体制づくりを行いま
す。 

乳幼児健診に来所し
た親子を対象に、子育
てアドバイザーとして
看護職や保育士を配
置し、子育ての情報提
供や助言を行います。 
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中原区 

7

基本

計画

10 年

戦略

実施
計画

【政策体
系別】

実施
計画
【区】

進行

管理

総論

基本

構想

 人と人との出会いを橋わたしする地域福祉の活性化 

 高齢者、障害者、子ども、子育て中の親に加え、現時点ではケアを必要としていない人を

含めたすべての地域住民を対象として、地域のさまざまな主体による人と人とをつなげる

交流の場づくりや、それを支える活動が進むよう、橋わたしの取組を積極的に推進します。 

事業名 

現状 事業内容・目標 

平成 26～27 
（2014～15）年度 

平成 28（2016）
年度 

平成 29（2017）
年度 

平成 30（2018）
年度以降 

「橋わたし」による
地域福祉の活性化
事業 

 

●健康づくり・介護予防
グループ等の活動支援 

●地域福祉情報の提供 

 

●健康づくり・介護予防
グループ等の活動支援 

●5エリア（地区町内会）
の実情に合わせた地域福
祉情報の提供 

●地域交流のきっかけづ
くりをテーマに、ワーク
ショップの開催（2回）

●障害のある人が暮らし
やすい地域づくりに向け
た地域自立支援協議会の
開催 

 

 
●5エリア（地区町内会）
の実情に合わせた地域福
祉情報の充実 
 

 

 

 
 

 

事業推進 

高齢者地域包括ケ
ア事業 

●高齢者が地域で安心
して暮らせるように、地
域ケア連絡会議を通じ
た地域支援ネットワー
クの構築、地域包括ケア
連絡会議の運営支援 

●地域包括ケア連絡会
議、民生委員等との連携
による高齢者見守り 
ネットワークの啓発 
 

●介護予防・健康づくり
のためのリーフレット
の作成、関係団体等を通
じた配布 

●高齢者が地域で安心し
て暮らせるように、地域
ケア連絡会議を通じた地
域支援ネットワークの構
築、地域包括ケア連絡会
議の運営支援 

●地域包括ケア連絡会
議、民生委員等との連携
による高齢者見守りネッ
トワークの啓発、取組の
推進 

●介護予防・健康づくり
のためのリーフレットの
作成、関係団体等を通じ
た配布 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

●介護予防・健康づくり
のためのリーフレットの
改定・増刷、関係団体等
を通じた配布 

事業推進 

なかはら福祉健康
まつり実施事業 

●なかはら福祉健康ま
つりの開催 
（H27.11 開催） 

●参加団体同士の交流
促進 

 

●なかはら福祉健康まつ
りの開催 
（H28.11 開催予定） 

●参加団体同士の交流促
進 

 

 

 
 
 
 

事業推進 

 

  

地域福祉の情報発信
や普及啓発を通して、
子ども、高齢者、障害
者が安心して地域で
暮らし続けられるよう
取組を進めます。 

保健・医療・介護・福
祉等さまざまな社会資
源が有機的に連携で
きるよう環境整備を図
るとともに「地域包括
支援ネットワーク」の
構築を推進します。 

福祉・健康に関する各
種団体間の交流を図
り、地域福祉のネット
ワークの拡大をめざし
ます。 
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中原区 

8

基本 

計画 

10 年 

戦略 

実施 
計画 
【政策体
系別】 

実施 
計画 
【区】 

進行 

管理 

総論 

基本 

構想 

 スポーツ・文化資源・みどりなどの地域資源を活用したまちづくりの推進 

 「かわさきスポーツパートナー」や「総合型地域スポーツクラブ」などと連携し、地域で

スポーツに親しむ機会を増やすとともに、区内にある文化資源や緑を活かして地域間・世

代間交流を深め、元気とうるおいのあるまちづくりを進めます。 

 

事業名 

現状 事業内容・目標 

平成 26～27 
（2014～15）年度 

平成 28（2016）
年度 

平成 29（2017）
年度 

平成 30（2018）
年度以降 

スポーツを通した

地域活性化推進事

業 

●かわさきスポーツパー
トナーとの連携による事
業の実施（親子サッカー
教室、バレーボール教室、
バスケットボール教室、
アメフット・フラッグ 
フット普及啓発） 
（各 1回） 

●総合型地域スポーツク
ラブの活動支援 
 

 

●かわさきスポーツパー
トナーとの連携による事
業の実施（親子サッカー
教室、バレーボール教室、
バスケットボール教室、
アメフット・フラッグ 
フット普及啓発） 
（各 1回） 

●総合型地域スポーツク
ラブの活動支援 

 

 事業推進 

In Unity 開催事業 
 
 
 
 
 
 
 

●音楽ライブ「Ｉｎ Ｕｎ
ｉｔｙ」の開催 
（H28.1 開催） 

●「Ｉｎ Ｕｎｉｔｙ」の
ＰＲイベントの実施 
（H27：10回） 
 ・こすぎコアパーク 
 ライブの開催 

●音楽ライブ「Ｉｎ Ｕｎ
ｉｔｙ」の開催 
 

●「Ｉｎ Ｕｎｉｔｙ」の
ＰＲイベントの実施 
（4回以上） 

 

 事業推進 

中原区青少年吹奏
楽コンサート事業 

 

●中高生の運営参加によ
る青少年吹奏楽コンサー
トの開催 
（H27.11 開催） 

 

●中高生の運営参加によ
る青少年吹奏楽コンサー
トの開催 

 

 

 事業推進 

区民の手で花いっ
ぱい中原事業 

●市民ボランティアとの
協働による植栽管理や区
民花植体験等を実施 
（H27：8か所） 

●市民ボランティアとの
協働による植栽管理や区
民花植体験等を実施 
（8か所程度） 

 事業推進 

 

 

 

 

 

 

  

かわさきスポーツパー
トナーとの連携による
事業等により、交流機
会を創出し、地域の活
性化を図ります。 

区内で活動するアマ 
チュアミュージシャンな
どによる音楽ライブを
通して、音楽をきっか
けとした地域間・世代
間の交流を推進しま
す。 

音楽を通じた青少年
の育成、地域間・世代
間の交流を推進しま
す。 

花や緑を活用して地
域の魅力や景観の向
上を図り、区民が住み
続けたいと思うまちづ
くりを推進します。 
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中原区 

9

基本

計画

10 年

戦略

実施
計画

【政策体
系別】

実施
計画
【区】

進行

管理

総論

基本

構想

 区役所サービスの環境改善 

 窓口混雑期の対応をはじめとして、更なる区役所サービスの向上を進めます。 

 開発が続く武蔵小杉駅周辺地区を中心に、今後も人口増加が見込まれ、区役所サービスへ

の需要の増加が想定されています。また、区役所庁舎の老朽化も進んでいます。こうした

課題等を踏まえながら、区役所サービスの向上に資するよう、対応方針の検討を進めます。 

 

 

 

 

 

  

事業名 

現状 事業内容・目標 

平成 26～27 
（2014～15）年度 

平成 28（2016）
年度 

平成 29（2017）
年度 

平成 30（2018）
年度以降 

区役所窓口混雑緩
和・サービス改善事
業 
 

●窓口混雑期における待
ち時間の短縮に向けた業
務改善（転入受理方法の
改善等）の実施 

●Wi-Fi 利用環境の改善
と周知の拡充 

●来庁者の安全確保のた
めの駐輪場整理員を配置 

●窓口混雑期における待
ち時間の短縮に向けた業
務改善の継続 

 
●Wi-Fi の利用促進 
 

●来庁者の安全確保のた
めの駐輪場整理員の配置
を継続 
●人口増加に伴うサービ
ス需要の増加や庁舎の老
朽化等への対応方針の検
討 

 
 

 

 

 

 

 
 
●人口増加に伴うサービ
ス需要の増加や庁舎の老
朽化等への方向性のとり
まとめ 

事業推進 

区役所サービス向
上事業 

 

●職員研修やサービス向
上委員会の開催など、窓
口環境の改善、窓口サー
ビスの向上に向けた取組
の推進 

●職員研修やサービス向
上委員会の開催など、窓
口環境の改善、窓口サー
ビスの向上に向けた取組
の推進 

 

 

 

 

事業推進 

窓口混雑期における
待ち時間の短縮に向
けた業務改善と、庁舎
の環境改善による待
合環境の快適化を進
めます。 

「区役所サービス向上
指針」に基づき、より
質の高いサービス提
供に向けて窓口環境
の改善等を進めます。 
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計画 
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戦略 

実施 
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総論 
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構想 

 

“それいいね”が広がるまちづくりに向けて 

 中原区子育てサロン 

乳幼児が多い中原区では、親子の孤立を防ぎ、子育て中の不安を軽減

するために、子育てサロンの運営を支援しています。転出入が多く、地

域のつながりが希薄になる中で、世代を越えた交流の場をつくり、子

育てのしやすい地域コミュニティづくりを推進しています。 

 

 

 子育てサロンとは何ですか？ 

地域の社会福祉協議会、民生委員児童委員、主任児童委

員及びボランティアが中心となって、０歳から３歳までの

お子さんとその保護者を対象に、親子遊びや季節の行事等

を実施しています。 

概ね月１回、いこいの家、町内会館、神社境内、こども

文化センター、中学校、特別養護老人ホーム、金融機関会

議室などで開催されています。 

保護者同士の情報交換、友達づくりの場にもなっており、

開催日によっては保健師や保育士による育児アドバイスも

受けられます。 

 

 

 子育てサロンが始まったきっかけは？ 

核家族が増加している中原区では子育ての不安や戸惑い、

悩みを抱えている若い世代が年々増えている状況があり、

平成１４年度に大戸地区社会福祉協議会が子育てサロンを

始めました。平成１５年度からは、魅力ある区づくり推進

事業（現在は地域課題対応事業）の中で、｢中原区子育て支

援推進実行委員会｣を立ち上げ、全地区で子育てサロンが展

開されるようになりました。 

 

 

 子育てサロンの今後の展望は？ 

どのサロンも好評で、たくさんの親子で賑わっていることから、今後も継続して実施され、サロ

ンが拡充されることが期待されます。そのためにも、担い手となるボランティアを養成し、地域の

方々、社会福祉協議会、中原区役所が一体となって、地域で見守る子育てを実践していきます。 

 

 

  

どの会場もたくさんの親子で 
賑わっています 

中原区子育てイメージキャラクター
ミミ・ケロ 

乳幼児とその保護者が子育てサロンに 
集まって交流を深めています 
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 「かわさきスポーツパートナー」との連携 

本市では、川崎を拠点に活躍しているトップチームを「かわさきスポーツパートナー」として認

定しています。中原区には区内を拠点としているスポーツパートナーのチームが多数あり、中原区

ではこれらのスポーツパートナーと連携してスポーツ教室などを実施しています。 

 

 かわさきスポーツパートナーは何チームありますか？ 

現在認定されているのは次の６チームです（※は中原区を拠点

としているチーム）。 

・ＮＥＣレッドロケッツ（女子バレーボール）※ 

・川崎フロンターレ（サッカー）※ 

・東芝ブレイブアレウス（野球） 

・東芝ブレイブサンダース神奈川（男子バスケットボール）※ 

・富士通フロンティアーズ（アメリカンフットボール）※ 

・富士通レッドウェーブ（女子バスケットボール）※ 

 

 

 中原区ではどのような取組が行われていますか？ 

「川崎フロンターレ」との親子サッカードリーム教室、「Ｎ

ＥＣレッドロケッツ」とのバレーボールふれあい教室、「富士

通レッドウェーブ」とのバスケットボール教室や、「富士通フ

ロンティアーズ」とのアメリカンフットボール普及啓発事業の

ほか、多摩川美化活動などの地域貢献活動を通じ、「元気のあ

るまちづくり」に参加していただいています。 

 

 

 中原区でかわさきスポーツパートナーの試合を観戦できますか？ 

等々力陸上競技場で川崎フロンターレの試合が、とどろきア

リーナでＮＥＣレッドロケッツ、東芝ブレイブサンダース神奈

川、富士通レッドウェーブの試合が開催されており、国内トッ

プレベルの各種スポーツを身近で観戦することができます。 

 

 

 市民の想い、メッセージ 

 

 

 

 

 

 

 

2014/2015Ｖプレミアリーグ優勝 
ＮＥＣレッドロケッツ 

中原区役所主催 親子サッカードリーム教室

 武蔵小杉駅周辺の開発で中原区の人口も急増していると思いますが、スポーツを通じ
た地域愛の醸成がフロンターレの発展につながり、どんどん盛り上がっていくことを
願っています。 

 トップチームがプレーするグラウンドでサッカーができる、しかも親子で参加できる
地元に根ざしたイベントはとても評価できます。今後もぜひ続けて欲しいと思います。 

親子サッカードリーム教室アンケートより 

生まれ変わった等々力陸上競技場 

（JVL 承認 NECW-2014-012） 
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中原区

地 域 の 課 題 解 決 に
向 け た 取 組 の 一 覧

　地域活性化に向けたコミュニティづくりの推進

○ 小杉駅周辺の新たな魅力づくり推進事業

○ 中原区広報･広聴推進事業

○ 商店街と連携した地域のまちづくり推進事業

○ 市民活動活性化事業

○ 学びの場を核とした新たな地域コミュニティ形成事業

まちづくり推進実践活動事業

中原区イメージアップ推進事業

なかはらミュージカル実施事業

区民祭開催経費

　安全・安心なまちづくりの推進

○ 地域防災力強化事業

○ 安全･安心まちづくり推進事業

○ 交通安全教室開催事業

○ 放置自転車対策事業

中原区ガイドマップ(安心マップ)作成事業

案内サイン情報更新事業

自転車と共生するまちづくり事業

　区民と協働したこども支援の推進

○ 中原区子育て支援推進事業

○ 子育て情報発信事業

○ 公的児童施設有効活用事業

○ 子育て支援者養成事業

○ 乳幼児ふれあい事業

働いている妊婦支援事業

多胎児育児支援事業

中原区子育てネットワーク事業

中原区子ども支援ネットワーク事業

中原区子どもの発達支援事業

幼稚園･保育園･小学校連携事業

中原区保育所等人材育成･連携事業

　人と人との出会いを橋わたしする地域福祉の活性化

○ 「橋わたし」による地域福祉の活性化事業

○ 高齢者地域包括ケア事業

○ なかはら福祉健康まつり実施事業

　スポーツ・文化資源・みどりなどの地域資源を活用したまちづくりの推進

○ スポーツを通した地域活性化推進事業

○ Iｎ Uｎｉｔｙ開催事業

○ 中原区青少年吹奏楽コンサート事業

○ 区民の手で花いっぱい中原事業

環境まちづくり支援事業

中原区民総ぐるみスポーツ大会開催事業

中原区体育及びスポーツ振興事業

中原区民多摩川ロードレース｢マイペース大会｣開催事業

中原区役所コンサート開催事業

区役所庁舎内飾花事業

歴史と緑を活用したまちの魅力発信事業

　区役所サービスの環境改善

○ 区役所窓口混雑緩和･サービス改善事業

○ 区役所サービス向上事業

　地域課題対応その他事業

中原区市民提案型事業

地域課題対応事業一般経費

　区の新たな課題即応事業

区の新たな課題即応事業

事業名　（○は本計画に掲載している主な事業や取組）
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高津区 

基本

計画

10 年

戦略

実施
計画

【政策体
系別】

実施
計画
【区】

進行

管理

総論

基本

構想

高津区 

高津区の概要  

高津区は、多摩川や二ヶ領用水の流れる平坦地と、多摩丘陵の一角を形成する丘陵地で形づくら

れ、豊かな水辺空間と起伏ある地形が特徴となっています。 

昭和４７年に川崎市が政令指定都市に移行した際、５つの行政区のひとつとして誕生し、昭和 

５７年の行政区の再編により宮前区が分区して現在の高津区となっています。平成２４年に区制 

４０周年を迎えました。 

江戸時代に大山街道沿いの宿場町として賑わった二子地区や溝口地区では、多くの人が交流し商

業が栄えるとともに、歌人・岡本かの子や陶芸家・濱田庄司、画家／彫刻家・岡本太郎など多くの

芸術家を輩出しています。また、橘地区には、本市初の国史跡である橘樹官衙遺跡群をはじめ、現

存する市内唯一の前方後円墳を有する蟹ヶ谷古墳群など、古代かわさきの記憶を今に残す豊富な歴

史的・文化的資源が存在しています。 

市街地の発展は、昭和初期に玉川電気鉄道玉川線（現・東急田園都市線）と南武鉄道（現・ＪＲ

南武線）の開通を契機として始まり、戦後は、東京への

通勤圏として住宅需要が増大したことに伴い、宅地・マ

ンションの開発や溝口駅北口再開発等の都市基盤の整備

が進められてきました。 

また、自然や歴史・文化的特性に加え、高津区は市内

でも製造業の事業所数が多く、川崎のものづくりを支え

る中小の加工組立企業をはじめ、研究開発型企業やベン

チャー企業が数多く立地しています。 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

  

■人口 228,483 人   ■世帯数 108,152 世帯 

■面積 17.10 km2    （平成 28 年 3 月１日現在） 

区の木 区の花

市内初の国史跡 
橘樹官衙遺跡群（正倉群） 

高津区の主な地域資源・魅力等 

多くの人が行き交う溝口駅

橘地区に広がる「農のある風景」

区民の憩いの場・多摩川 

往時の風情が残る大山街道 

橘出張所 

高津区役所 溝の口 
武蔵溝ノ口 

※人口・世帯数は平成 27 年国勢調査速報値を基にして推算 
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高津区 

基本 

計画 

10 年 

戦略 

実施 
計画 
【政策体

系別】 

実施 
計画 
【区】 

進行 

管理 

総論 

基本 

構想 

現状と課題 

 歴史・文化、農のある風景や水辺など魅力あふれる豊富な地域資源があり

ます。 

区内には、大山街道や二ヶ領用水久地円筒分水、市内初の

国史跡・橘樹官衙遺跡群などの歴史的・文化的資源をはじめ、

橘地区を中心とした農のある風景や多摩川の水辺、緑などの

豊かな自然、川崎のものづくり技術を支えてきた企業の集積

など魅力にあふれた豊富な地域資源があります。 

また、こうした地域資源とともに、都心へのアクセスに優

れ、日常の買い物から、ちょっとしたおしゃれなショッピン

グまでできる暮らしやすさが、高津区の大きな魅力となって

います。 

 

 

 日々の暮らしの中で、人と人とのつながりが大切になっています。 

高津区では宅地化の進展等により、平成２６年の人口増加数は１，８２９人と市内で２番目に多

く、新しい区民が増えています。また、生活の利便性等から区内定住意向は増加傾向で、多くの区

民が今後も高津区に住み続けたいと希望しています。 

一方、平成２４年度高津区区民生活に関わるニーズ調査（以下「ニーズ調査」という。）によると、

「近隣の住民同士の関係が薄れている」ことを、まちの課題・問題点に挙げる区民が２７．１％お

り、人と人とのつながりや、お互いが支え合いながら暮らしていくコミュニティづくりが求められ

ています。 

また、区内では町内会・自治会や多くの市民活動団体が、暮らしやすい地域づくりに向けて活動

していますが、メンバーの高齢化や担い手不足なども課題となっており、活性化に向けた取組が求

められています。 

 

 出生数が市内で２番目に多く、転入者に占める子育て世代の割合も高く

なっています。 

高津区の年間出生数は平成２６年において２，３９７人と市内で２番目に多く、また、転入者に

占める子育て世代の割合も７４．０％と全市平均より高くなっており、慣れない土地での孤立感や

初めての子育てに対して不安感を抱く区民も多

いと考えられます。 

ニーズ調査でも、区役所への要望として４１．

７％の人が「子ども・子育て支援」を挙げており、

こうした区民のニーズに応えるため、保護者の子

育て力の向上や地域で子育てを支える環境づく

り、待機児童対策などを総合的に推進する必要が

あります。 

また、子どもたちが自己肯定感や将来への希望

を持ちながら成長することができるよう、地域が

連携して子どもたちの育ちを支援するしくみや

場が必要となっています。 

春の久地円筒分水 

資料：市人口動態（平成２６年）

(人) 
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資料：市町丁別年齢別人口

（平成２７年３月末現在）

 今後、より一層の高齢化が見込まれています。 

区内の高齢化率は平成２７年３月末時点で１７．０％と国の高

齢化率と比較して低い状況ですが、今後は高齢化が一層進み、介

護サービスや医療サービスを必要とする高齢者の増加が見込まれ

ています。また、現在でも一部の地域では高齢化が進んでいます。 

こうしたことから、それぞれの地域の状況に合わせて、区民主

体の健康づくりや見守りのしくみづくりとともに、医療・福祉・

介護などのさまざまな関係機関を結ぶネットワークづくりが求め

られています。また、市民活動において中心的な役割を果たして

いる元気な高齢者も多く、地域で生き生きと暮らし続けるための

健康づくり・生きがいづくりの取組も必要とされています。 

 

 安全・安心な生活環境を求める区民の意識が高くなっています。 

多くの区民が大規模地震の発生に不安を感じている一方で、家庭での備えや地域の防災訓練への

参加状況は低く、意識と行動との間にギャップが見られます。そのため、地域における自主防災組

織等を中心とした自助・共助（互助）の意識を高めていくことが必要となっています。また、土砂

災害・浸水害に対する的確な対応のほか、交通結節点であり１日あたり約３６万人が利用する溝口

駅周辺では、大規模地震の発生時には大きな混乱が予想され、交通機関等と連携した帰宅困難者対

策が必要となっています。 

また、交通事故に占める自転車交通事故の割合が高く、神奈川県自転車交通事故多発地域に指定

されていることから、利用者に対して交通ルール遵守の啓発を進める必要があります。 

平成２７年度放置自転車等実態調査によると、武蔵溝ノ口駅周辺の放置自転車台数は約４８０台

と市内禁止区域の中でも高い水準で、ニーズ調査でも３７．８％の人がまちの課題・問題点として

挙げています。放置自転車は歩行者や緊急車両の通行の妨げになるため、解消が求められています。 

 

 環境意識の高い区民によるさまざまな活動が進んでいます。 

宅地化の進展等による生物の生育空間の減少や、土地の保水力

の低下などが懸念される中、区内では環境に関わる区民主体の活

動が活発に展開されています。地球温暖化の進行を他人事とせず、

自らも当事者としてとらえながら暮らしていくためには、温暖化

の影響に適切に対処する「適応策」について、一人ひとりの意識

の醸成を図り、実践に結び付けていくことが求められています。 

 

まちづくりの方向性 

 「歴史と進歩が調和した、心豊かに安心して暮らせるまち」 

高津区は、多摩丘陵に広がる緑や農のある風景、多摩川や二ヶ領用水の水辺などの豊かな自然環

境とともに、橘樹官衙遺跡群など、川崎を代表する古代からの史跡や大山街道ゆかりの歴史・文化

が息づく一方で、川崎のものづくりを支える企業が多数立地する魅力あるまちです。 

これまで培ってきた地域の魅力を大切にしながら、それぞれの区民が世代を超えてつどい、高津

のまちに愛着と誇りを持ち、共に支え合うことにより、笑顔で心豊かに安心して暮らし続けられる

まちづくりを進めます。  

健全な森づくりに取り組む 
たかつの自然の賑わいづくり事業 

順位 町丁名 高齢化率

1 千年新町 25.4%

2 久末 24.3%

3 梶ヶ谷４丁目 23.8%

4 新作３丁目 23.2%

5 野川 23.1%

17.0%

町丁別高齢化率（上位５位）

区平均
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地域の課題解決に向けた主要な取組 

 地域資源を活かした魅力あるまちづくりの推進 

 区民が愛着と誇りを持てるまちづくりを推進するため、大山街道や橘地区の農的資源をは

じめとした多様な地域資源の魅力向上と情報発信を区民協働で実施します。 

 区内に点在する地域資源を「高津のさんぽみち」によって結び、回遊性のあるまちづくり

を推進します。また、広告収入を活用した持続可能な公共サインの維持管理手法を導入し

ます。 

 昔の写真など貴重な地域資料を区民の共有の財産ととらえ、収集・保存・整理・活用を図

りながら、高津のまちの記憶を次世代に引き継ぐ取組を推進します。 

事業名 

現状 事業内容・目標 

平成 26～27 
（2014～15）年度 

平成 28（2016）
年度 

平成 29（2017）
年度 

平成 30（2018）
年度以降 

大山街道周辺整備
活性化事業 

 

●大山街道アクション 
フォーラムによるイベン
トの実施や情報発信への
支援 

●大山街道ふるさと館等
と連携した事業推進体制
の構築 

●「二子の渡し」等大山
街道沿道の他地域と連携
した取組の実施 

●大山街道アクション 
フォーラムによるイベン
トの実施や情報発信への
支援 

●大山街道ふるさと館等
と連携した事業推進体制
の構築 

●「二子の渡し」等大山
街道沿道の他地域と連携
した取組の実施（伊勢原
市、宮前区、世田谷区）

 
 
 
 

 

 

事業推進 

「たちばな農のあ
るまちづくり」推進
事業 

●「高津 さんの市」等食
と農の地域資源を発見・
発信する活動の推進 

●「マイベジタブル」等
地産地消と食育を結び、
次世代に伝える活動の実
施 

●農業者とのネットワー
クの構築の推進 

●「高津 さんの市」等食
と農の地域資源を発見・
発信する活動の推進 

●「マイベジタブル」等
地産地消と食育を結び、
次世代に伝える活動の実
施 

●農業者とのネットワー
クの構築の推進 

 事業推進 

高津区地域資源ネ
ットワーク事業 

●「高津のさんぽみち」
の新規ルート策定、マッ
プ作成及び道しるべの設
置（H26 新規ルート数 1
ルート） 

●既存公共サイン（H26 
1 か所）の改善 

●広告収入を活用した公
共サインの維持管理手法
の検討 

●溝口駅南口広場サイン
のデザイン案の作成 

●「高津のさんぽみち」
の新規ルート策定、マッ
プ作成及び道しるべの設
置（新規ルート数 1ルー
ト） 

●既存公共サイン（4 か
所）の改善 

●広告収入を活用した公
共サインの維持管理に向
けた取組の推進 

 
 
 
 
 

●既存公共サイン（2 か
所）の改善 

●広告収入を活用した公
共サインの維持管理 

事業推進 

高津区ふるさとア
ーカイブ事業 

●地域資料・こぼれ話の
収集 
（H27 資料数：全約 2,800
件） 

●デジタルアーカイブの
維持管理 

●ホームページによる 
アーカイブの公開 

●アーカイブを活用した
まち歩きワークショップ
イベント等の実施 

●地域資料・こぼれ話の
収集 
（資料数：全 2,900 件以
上） 

●デジタルアーカイブの
維持管理 

●ホームページによる 
アーカイブの公開 

●アーカイブを活用した
まち歩きワークショップ
イベント等の実施 

●地域資料・こぼれ話の
収集 
（資料数：全 3,000 件以
上） 
 
 
 
 
 

事業推進 

  

大山街道及びその周
辺に残された歴史的・
文化的資源を保全・活
用し、魅力的な空間の
創造と地域の活性化
を図ります。 

橘地区の農的資源を
活用した取組を区民
主体で行うことにより、
地域の活性化やふる
さと意識の醸成を図り
ます。 

区内の歴史・文化・自
然などの地域資源の
ネットワーク化を図り、
回遊性のある魅力的
なまちづくりを推進しま
す。 

地域資料の収集・保
存・整理・活用を図り、
ふるさと意識や地域ア
イデンティティの醸成
を図ります。 
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 多様な主体との連携による地域コミュニティ活性化の推進 

 防災、防犯、子育て支援や高齢者・障害者支援などの地域課題の解決と魅力あるまちづく

りを進めるための基盤となる地域コミュニティの活性化を図ります。 

 区内で活動している団体の連携を促進・コーディネートし、人材の育成や各種情報の提供

を行うことによって、町内会・自治会の活性化や市民活動団体の活動を推進します。 

 多様な主体の交流を図り、相互理解を促進することによって、多文化共生や住工共生のま

ちづくりを推進します。 

事業名 

現状 事業内容・目標 

平成 26～27 
（2014～15）年度 

平成 28（2016）
年度 

平成 29（2017）
年度 

平成 30（2018）
年度以降 

地域コミュニティ
施策推進事業 

 

●町内会・自治会と町内
会・自治会未加入者との
交流の促進 

 

●幅広く区民が参加でき
る交流イベントの実施 
 

●町内会・自治会の活動
紹介パンフレットの作
成・配布 

 

 
 
●町内会・自治会の活動
紹介パンフレットの配布

事業推進 

高津区まちづくり
推進事業 

●区役所などに設置する
市民活動支援ルーム（4
か所）の運営 

●情報紙やホームページ
等による市民活動情報の
提供 

●まちづくりに係る人材
発掘・育成と活動体験機
会の創出 

●活動団体の交流・連携
のためのイベントの実施 

 

●区役所などに設置する
市民活動支援ルーム（4
か所）の運営 

●情報紙やホームページ
等による市民活動情報の
提供 

●まちづくりに係る人材
発掘・育成と活動体験機
会の創出 

●活動団体の交流・連携
のためのイベントの実施
 

 

 

 
 

 

事業推進 

高津区多文化共生
推進事業 

 

●外国人市民とともに学
ぶ多文化防災訓練の実施 

●地域めぐりの実施 

●料理・文化講習の開催 

●子育て交流広場（H26 
3 回）の開催 

●多文化共生啓発講演会
の開催 

 

●外国人市民とともに学
ぶ多文化防災訓練の実施

●地域めぐりの実施 

●料理・文化講習の開催

●子育て交流広場（10
回）の開催 

●多文化共生啓発講演会
の開催 

 

 事業推進 

ものづくりのまち
推進事業 

●ものづくりフェアの実
施 

●オープンファクトリー
の実施 

 
 
●住民アンケートの実施 

●ものづくりイベント（4
回）を活用した工場と住
民の交流促進 

 
●ものづくり企業調査の
実施 

 

 
 
 
●ものづくり企業マップ
の作成・配布 

事業推進 

 

局と連携した取組 取組内容 

住工共生のまちづく

りに向けた取組の推

進 

 

「高津ものまちづくり会」との協働により、工場と住民との交流を促進することにより、住工共生
のまちづくりを推進し、地域コミュニティの活性化を図るとともに、区内ものづくり資源の魅力を
地域内外に発信します。 

内陸部操業環境保全対

策事業 

（経済労働局） 

内陸部工業用系用途地域において進む住宅化により住工混在の
課題が顕在化しています。そのため、地域住民にものづくりへの
理解を深め、工業者と住民の相互理解を図ることにより、中小製
造業の操業環境の保全を推進します。 

幅広い住民を対象とし
たイベント等を通じて、
町内会・自治会の活
性化を図ります。 

まちづくり活動に関わ
る団体に対し、活動に
必要な知識や活動場
所、情報を提供するこ
とにより、市民活動・ま
ちづくり活動の一層の
推進を図ります。 

外国人市民と多様な
体験活動を共有する
ことで相互理解を図
り、支え合いながら共
に暮らす地域づくりを
推進します。 

工場と住民の交流を
促し、住工共生のまち
づくりを推進するととも
に、ものづくり企業の
魅力発信を行います。 
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 総合的な子ども・子育て支援の推進 

 子育て中の方が地域で孤立することなく、安心して子育てができるよう、育児知識の取得

や子育て情報の発信により、子育て力の向上を図ります。 

 地域の子育て関係機関が連携し、子育てしやすいまちづくりを推進するとともに、子育て

グループ等を支援することにより、地域の子育て力の向上を図ります。 

 子どもたちが地域の中で、さまざまな体験を通じて、自分の未来を考え、夢と希望をもっ

て成長できるよう、地域資源等を活用して子どもの育ちを支援します。 

事業名 

現状 事業内容・目標 

平成 26～27 
（2014～15）年度 

平成 28（2016）
年度 

平成 29（2017）
年度 

平成 30（2018）
年度以降 

子育て支援事業 

 

●親子の絆づくりプログ
ラム「赤ちゃんがきた！」
の実施 

●子育て支援講座の実施 

●プレパパ・プレママ講
座の実施 

●親子の絆づくりプログ
ラム「赤ちゃんがきた！」
の実施 

●子育て支援講座の実施

●プレパパ・プレママ講
座の実施 

 事業推進 

子育て情報発信事
業 

 

●情報紙「あったかつう
しん」（H26 6 回）の発
行 

●冊子「ホッとこそだ
て・たかつ」の作成・配
布 

●ソーシャルネットワー
キングサービスを活用し
た子育て情報の提供 

●情報紙「あったかつう
しん」（6回）の発行 
 

●冊子「ホッとこそだ
て・たかつ」の作成・配
布 

●ソーシャルネットワー
キングサービスを活用し
た子育て情報の提供 

 事業推進 

子育てネットワー
ク推進事業 

●子ども・子育てネット
ワーク会議の開催 

●幼稚園・保育所・小学
校の連携の促進 

●転入者子育て交流会
（H26 6 回）の開催 

●子育て支援者スキル 
アップ講座の開催 

●子ども・子育てネット
ワーク会議の開催 

●幼稚園・保育所・小学
校の連携の促進 

●転入者子育て交流会（6
回）の開催 

●子育て支援者スキル 
アップ講座の開催 

 

 
 

 

事業推進 

子育てグループ等
活動促進事業 

●子育てグループ交流会
の実施 

●子育てグループ等への
遊具貸出の実施 
（H26 利用回数：31回） 

 

●子育てグループ交流会
の実施 

●子育てグループ等への
遊具貸出の実施 
（利用回数：35回以上）

 

 
●子育てグループ等への
遊具貸出の実施 
（利用回数：40回以上）

 

事業推進 

保育所等地域子育
て支援事業 

●昼食付体験保育「あそ
んでランチ」の実施 

●地域連携体験保育「あ
つまれキッズ」（H26 36
回）の実施 

●園庭開放「あそびの広
場」の実施 

●公民保育所等の人材交
流・育成 

●昼食付体験保育「あそ
んでランチ」の実施 

●地域連携体験保育「あ
つまれキッズ」（36 回）
の実施 

●園庭開放「あそびの広
場」の実施 

●公民保育所等の人材交
流・育成 

 事業推進 

こども未来事業 ●事業実施に向けた検討 

 

●ものづくり資源等を活
用したこども未来体験事
業の実施 

●多様性のまちづくりを
めざしたピープルデザイ
ン連携事業の実施 

●木製玩具等を活用した
木育推進事業の実施 

 事業推進 

  

各種子育て講座を通
じて、子育て当事者の
育児力の向上を図り
ます。 

子育て中の親の立場
に立った、より身近な
子育て情報を区民協
働で発信します。 

地域の関係機関が 
ネットワークを構築し
連携することにより、
子育てしやすいまちづ
くりを推進します。 

地域で子育てを支えて
いる子育てグループ
等の活動支援を行い、
地域の子育て力の向
上を図ります。 

公立保育所における
子育て支援の強化や
民間保育所等との連
携を推進します。 

地域資源を活用し、子
どもたちが夢と希望を
持って成長できるよう
支援します。 
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 すこやか・支え合いのまちづくりの推進 

 高齢者が住み慣れた地域で安心して暮らし続けることができるよう、医療と介護の連携を

促進するとともに、区民や協力事業者による見守りネットワークの充実や地域における見

守り活動等の立上げ支援により、見守り体制の構築に取り組みます。 

 高津公園体操の活動支援を行うとともに、地域で健康づくり活動に取り組んでいるグルー

プの交流促進を図り、介護予防や健康寿命の延伸のほか、見守り活動などの地域の支え合

いを推進します。 

 障害者福祉施設の活動紹介や地域イベントにおける障害者と地域との交流を通じ、こころ

のバリアフリーを推進します。 

事業名 

現状 事業内容・目標 

平成 26～27 
（2014～15）年度 

平成 28（2016）
年度 

平成 29（2017）
年度 

平成 30（2018）
年度以降 

高津区地域包括支
援ネットワーク推
進事業 

 

●シンポジウム等を通じ
た医療と介護の連携の促
進 

●交流会・学習会等を通
じた高津区高齢者見守り
ネットワークの充実 

●市民・関係団体向けサ
ポーター養成講座等によ
る認知症の正しい知識の
普及啓発（H26 5回） 

●地域の見守り体制の構
築・活動支援 

 

●シンポジウム等を通じ
た医療と介護の連携の促
進 

●交流会・学習会等を通
じた高津区高齢者見守り
ネットワークの充実 

●市民・関係団体向けサ
ポーター養成講座等によ
る認知症の正しい知識の
普及啓発（7回） 

●地域の見守り体制の構
築・活動支援 

●高齢者見守り活動事例
集の作成・活用 

 
 
 

 
 
 

●市民・関係団体向けサ
ポーター養成講座等によ
る認知症の正しい知識の
普及啓発（8回） 

 
 

●高齢者見守り活動事例
集の活用 

事業推進 

健やか地域推進事
業 

●公園体操の普及促進の
ための講演会の実施、 
リーフレットの作成 

●公園体操の新規立上
げ・継続支援のための研
修会等の実施 

 

●公園体操等の普及促進
のための講演会の実施、
リーフレットの作成 

●公園体操の新規立上
げ・継続支援のための研
修会等の実施 

●健康づくり体操グルー
プの交流の促進 
 

 事業推進 

高津区こころのバ
リアフリー推進事
業 

 

●障害者と地域が交流す
るための事業実施手法の
検討 

●区民会議との連携によ
り、福祉施設の活動紹介
や作品の展示などのモデ
ル事業の実施 

●障害者施設の紹介イベ
ントの実施（12回） 

●障害者の地域イベント
への参加促進 

●地域交流の促進に向け
た啓発・シンポジウムの
開催 

 事業推進 

 

  

区民や協力事業者、
関係機関が連携して、
高齢者の見守り・支援
体制の構築を推進し
ます。 

「高津公園体操」の普
及促進や健康づくり活
動団体の交流を図り、
「介護予防・健康寿命
の延伸」や「閉じこもり
予防」、「見守り活動」
など高齢者を支え合う
地域づくりにつなげま
す。 

障害者と地域が交流
する機会を設け、ここ
ろのバリアフリーを推
進します。 
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 安全・安心なまちづくりの推進 

 高津区防災ネットワーク会議等を活かした関係機関との連携により、区民一人ひとりの防

災意識の向上、自主防災組織・避難所運営会議の活性化や区災害対策本部体制の継続的な

強化を図り、震災や風水害等に対する地域防災力の向上に取り組みます。 

 土砂災害や浸水害の発生に備え、避難所機能の強化に向けた取組を推進します。 

 溝口駅周辺地域の帰宅困難者対策の強化を図るため、「エリア防災計画」を策定し、災害時

の駅周辺における滞留者等の安全確保・混乱抑制や都市機能の継続に向けた取組を進めま

す。 

 幅広い世代に対して交通安全意識の向上を図るため、年齢や生活スタイルに合わせたきめ

細やかな啓発活動を実施します。 

 安全・安心で住みやすい環境整備を推進するため、自転車の適正な駐輪に関する広報・啓

発活動を実施します。 

事業名 

現状 事業内容・目標 

平成 26～27 
（2014～15）年度 

平成 28（2016）
年度 

平成 29（2017）
年度 

平成 30（2018）
年度以降 

高津区防災まちづ
くり推進事業 

 

●区災害対策本部の体制
強化 

●自主防災組織・避難所
運営会議への運営支援の
推進 

●避難所の機能強化に向
けた資器材等の配備 

●区民の防災意識向上の
ための啓発事業の実施 

 

●区災害対策本部の体制
強化 

●風水害も想定した自主
防災組織・避難所運営会
議への運営支援の推進 

●避難所の機能強化に向
けた資器材等の配備 

●区民の防災意識向上の
ための啓発事業の実施 

●土砂災害等の発生に備
えた取組の強化 

●「溝口駅周辺エリア防
災計画」策定に向けた基
礎調査の実施 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

●「溝口駅周辺エリア防
災計画」の策定 

事業推進 

交通安全の普及啓
発事業 

●幼稚園・保育園、小学
校及び高齢者対象の交通
安全啓発活動の実施 

●中学生・高校生対象の
交通安全教室（スケアー
ドストレート）（H27 3
回）の開催 
●まちかど交通安全ア 
ピール活動・早朝街頭指
導の（H26 20回）実施 

●幼稚園・保育園、小学
校及び高齢者対象の交通
安全啓発活動の実施 

●中学生・高校生対象の
交通安全教室（スケアー
ドストレート）（4回）の
開催 
●まちかど交通安全ア 
ピール活動・早朝街頭指
導（20回）の実施 

 
 

 
 

 

事業推進 

高津区放置自転車
対策事業 

 

●マナーアップ啓発活動
の実施 

●放置自転車の撤去活動
の推進 
（H26 撤去回数：788 回） 

●マナーアップ啓発活動
の実施 

●放置自転車の撤去活動
の推進 
（撤去回数：950回以上）

 事業推進 

  

「地域防災計画」や地
震 防 災 戦 略 の 推 進
等、区の災害対応力
の向上を図ります。 

きめ細やかな啓発活
動を通じて、区民の交
通安全に対する意識
を高め、事故のない安
全なまちづくりを進め
ます。 

通行の妨げとなる放
置自転車の解消に向
けて啓発活動等を行
い、通行環境の改善
を図ります。 
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 区民との協働で進める環境まちづくりの推進 

 平成２０年度に策定した「エコシティたかつ」推進方針に基づき、「地球温暖化緩和策・適

応策」、「生物多様性保全」及び「流域」をキーワードに、市民・学校・企業など多様な主

体との協働により、環境まちづくりに向けて各種プロジェクトに取り組みます。 

 学校を、水循環と生きものの賑わいを再生し支える、地域のモデル基地と位置づけ、ビオ

トープを活用した環境学習「学校流域プロジェクト」を実施することにより、児童生徒の

環境問題への理解促進を図ります。 

 流域等の地域特性を踏まえ、水・緑・生き物の調査、保水力・土砂防災力の高い流域づく

りへの貢献、自然の賑わいの回復をめざす「たかつの自然の賑わいづくり事業」等を通じ

て、区民への普及啓発を図ります。 

事業名 

現状 事業内容・目標 

平成 26～27 
（2014～15）年度 

平成 28（2016）
年度 

平成 29（2017）
年度 

平成 30（2018）
年度以降 

「エコシティたか
つ」推進事業 

 

●区内小学校等のビオ 
トープを活用した「学校
流域プロジェクト」（H26 
14 校）の実施 

●緑ヶ丘霊園における
「たかつの自然の賑わい
づくり事業」の実施 

●エコシティツアーパン
フレット・流域３Ｄマッ
プの作成 

●区内小学校等のビオ 
トープを活用した「学校
流域プロジェクト」（16
校）の実施 

●緑ヶ丘霊園における
「たかつの自然の賑わい
づくり事業」の実施 

●エコシティツアーの実
施 

 事業推進 

高津区環境まちづ
くり普及啓発事業 

●各種普及啓発活動の実
施 

 
 
●区役所庁舎のエコシ 
ティホール化の推進 

●区民が家庭等で取り組
める適応策・生物多様性
保全に関する講習会等の
実施 

●区役所庁舎のエコシ 
ティホール化の推進 

 事業推進 

花と緑のたかつ推
進事業 

 

●区民ミニ・ガーデン（花
壇・コンテナ）等の維持
管理（H26 10か所） 

●溝口駅キラリデッキ円
筒広場ガーデンの維持管
理 

●区民ミニ・ガーデン（花
壇・コンテナ）の維持管
理（10か所） 

●溝口駅キラリデッキ円
筒広場ガーデンの維持管
理 

 事業推進 

 

 

  

局と連携した取組 取組内容 

地球温暖化対策（緩和

策・適応策）及び生物

多様性保全に関する

取組の推進 

 

より多くの区民に地球温暖化対策や生物多様性保全の必要性を感じてもらうため、高津区をフィー
ルドとして、区民・関係団体・学校・企業との協働による環境問題への実践的な取組による普及啓
発を行います。 

地球温暖化対策事業 

（環境局） 

市民・事業者などの多様な主体の協働により、温室効果ガス削減の
取組（緩和策）とともに、温暖化に起因する異常気象等の気候変動
への適応策を推進します。 

生物多様性推進事業 

（環境局） 

「生物多様性かわさき戦略」に基づき、地域に息づく生き物の生
育環境の保全、普及啓発などの取組を進めます。 

地球温暖化等に対す
る取組を、地域レベル
において多様な主体と
の連携により推進し、
持続可能な社会（エコ
シティ）の形成をめざし
ます。 

環境問題への対応に
関して、区民が関心を
持ちやすいテーマを取
り上げながら普及啓発
を行い、区民の環境意
識の向上を図ります。 

区内各所に設置した
花壇・コンテナ等の維
持管理を区民と協働
で実施し、安らぎとうる
おいのあるまちづくり
を推進します。 
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“それいいね”が広がるまちづくりに向けて 

 住工共生のまちづくりの推進 

久地・宇奈根地域と下野毛地域はもともと果樹園などが多い地域でしたが、昭和３０ ４０年頃

から町工場の集積が始まり、ものづくり地域として賑わってきました。近年では工場跡地等に住宅

が建設され転入者も増加しており、町工場と地域住民が手を取り合って、まちづくりを行っていく

ための取組が進められています。 

 

 

 事業が始まったきっかけは？ 

住工混在地域における町工場と地域住民の相互交流を

促進するため、川崎北工業会、下野毛工業協同組合、専修

大学と川崎フロンターレにより「高津ものまちづくり会」

が組織され、行政（高津区役所と経済労働局）とも連携し

ながら、住工共生のまちづくりを進めています。 

 

 具体的な取組は？ 

地域住民に町工場の中がどうなっているのか、何が作ら

れているのか理解していただくため、工場内を見学する「オ

ープンファクトリー」を実施し、参加者からも好評を得て

います。 

このほか、川崎フロンターレのホームゲームで開催され

る「ものづくりフェア in等々力」や、てくのかわさきで開

催される「てくのまつり」へ出展し、企業のものづくり技

術を体験できるブースや製造工程等のパネル展示を通じて、

ものづくりの魅力をＰＲしています。 

 

 今後の展望は？ 

区内のものづくり企業の魅力を広くＰＲするため、「もの

づくり企業マップ」の作成を進めていきます。 

また、町工場と地域住民が一体となって地域コミュニ

ティの活性化が進められるよう、相互交流のより一層の

促進を図るなど具体的な取組を進めていきます。 

 

 

 市民の想い、メッセージ 

 

  
 ３ ４年前に機械の音がうるさいというクレームが住宅から工場にあった。これ

が危機感の始まりである。工場が地域から追い出されるのではないかと思った。

（町工場から） 

 精度の高いすばらしい製品ができ上がるのを見学し、目をみはるばかりでした。

近隣にこのような工場があることを誇りに感じております。（参加者（地域住民）

から） 

オープンファクトリーアンケートより 

町工場と住宅が混在する街なみ 

普段は見ることのできない町工場のなか
を見学！（オープンファクトリー） 

お昼ごはんのあとは、ハーモニカ演奏の 
ＣＤに合わせてコーラス♪ 

ふろん太と一緒にＰＲ！（ものづくりフェア）
(C)KAWASAKI FRONTALE
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 農のあるまちづくりの推進 

高津区内では宅地化が進行していますが、その一方で橘地区には豊かな自然や、トマト、タマネ

ギなどの野菜を栽培する畑があり、都市部では貴重な「農のある風景」が広がっています。 

食や農への関心を軸に、農業者、区民の交流を促し、地域の新しい魅力を見い出しながら、区民の地元

への愛着を育み、他地域にはない独自の魅力を持ったまちづくりに取り組んでいます。  

 

 

 事業が始まったきっかけは？ 

「農」を活かしたまちづくりを進め、区民の愛着や誇りを育

んでいくため、平成２０年度に「『たちばな農のあるまちづく

り』推進方針」を策定し、農業者や区民との協働によりさまざ

まなプロジェクトを進めています。 

 

 具体的な取組は？ 

これまで、橘地区の農作物直売所や地域の見どころなどを紹

介する「おさんぽマップ」の発行や地場農産物「たちばなブラ

ンド」の立ち上げ・普及促進、また、地場農産物を食べられる

コミュニティカフェ「メサ・グランデ」のオープンに向けた支

援などに取り組んできました。 

現在は、それらの取組に加えて、地産地消と子どもの食育を

結ぶ農体験イベント「マイベジタブル」、地場農産物の販売を

通じた農業者と区民との交流を図る「高津 さんの市」、橘地区

の風景をより多くの区民に伝える「たちばな風景写真展」など

を実施しています。 

 

 今後の展望は？ 

今後も、橘地区の「農のある風景」等の農的資源を活用して

魅力あるまちづくりを進めていくため、農業者や区民のパワー

やアイデアを活かした取組を展開します。 

また、高津地区にある農的資源にも着目し、高津区全体の農

の魅力を広くＰＲします。 

 

 市民の想い、メッセージ 

 

農体験イベント「マイベジタブル」 

 本当に楽しい企画で、参加できてよかったです。一緒に参加した娘はまだ小さい

ですが、土の中の虫を見つけたり、野菜を植えたり収穫したり、すべてに興味津々

で楽しそうでした。（参加区民） 

 イベントが定着してきており、農業に対する区民の関心は高いと感じている。多

くの区民の方々に農体験をしてもらい、区内農業や農作物に親しみを持ってもら

ったり、地産地消への理解を深めてもらいたい。（参加農家） 

農体験「マイベジタブル」参加者アンケートより

農家と消費者が交流する 
「高津 さんの市」 

たちばな野菜が買える直売所 
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高津区

地 域 の 課 題 解 決 に
向 け た 取 組 の 一 覧

　地域資源を活かした魅力あるまちづくりの推進

○ 大山街道周辺整備活性化事業

○ ｢たちばな農のあるまちづくり｣推進事業

○ 高津区地域資源ネットワーク事業

○ 高津区ふるさとアーカイブ事業

高津区音楽のまち推進事業

高津区子どもフェア事業

高津区総合ガイドマップ作成事業

高津区区政情報発信事業

二ヶ領用水久地円筒分水修景施設管理運営事業

高津区文化振興事業

　多様な主体との連携による地域コミュニティ活性化の推進

○ 地域コミュニティ施策推進事業

○ 高津区まちづくり推進事業

○ 高津区多文化共生推進事業

○ ものづくりのまち推進事業

高津区地域連携スポーツ事業

親子運動会開催事業

橘ふるさと祭り子どもイベント開催事業

区民祭開催経費

　総合的な子ども・子育て支援の推進

○ 子育て支援事業

○ 子育て情報発信事業

○ 子育てネットワーク推進事業

○ 子育てグループ等活動促進事業

○ 保育所等地域子育て支援事業

○ こども未来事業

高津区子ども･子育てフェスタ事業

高津区待機児童対策推進事業

　すこやか・支え合いのまちづくりの推進

○ 高津区地域包括支援ネットワーク推進事業

○ 健やか地域推進事業

○ 高津区こころのバリアフリー推進事業

たかつ区健康福祉まつり事業

　安全・安心なまちづくりの推進

○ 高津区防災まちづくり推進事業

○ 交通安全の普及啓発事業

○ 高津区放置自転車対策事業

高津安全･安心まちづくり支援事業

ネズミ駆除相談対応事業

　区民との協働で進める環境まちづくりの推進

○ ｢エコシティたかつ｣推進事業

○ 高津区環境まちづくり普及啓発事業

○ 花と緑のたかつ推進事業

水と緑のネットワークづくり推進事業

高津区民祭周辺環境対策事業

　区役所サービス向上事業

高津区役所サービス向上事業

　地域課題対応その他事業

高津区市民提案型協働事業

高津区地域課題対応事業管理運営事業

高津区地域課題対応事業外部評価事業

高津区区民生活に関わるニーズ調査事業

　区の新たな課題即応事業

区の新たな課題即応事業

事業名　（○は本計画に掲載している主な事業や取組）
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宮前区 

基本

計画

10 年

戦略

実施
計画

【政策体
系別】

実施
計画
【区】

進行

管理

総論

基本

構想

宮前区 

宮前区の概要  

宮前区は、多摩丘陵の一角に位置し、区内には、平瀬川、矢上川、有馬川の３本の川が流れてい

ます。これらの川に挟まれて、丘陵、坂、谷戸などで構成された起伏に富んだ地形が特徴です。 

明治２２年の市制・町村制の施行に伴い、橘樹
たちばな

郡
ぐん

宮前村
みやさきむら

及び向丘村
むかおかむら

が誕生しました。両村は、昭

和１３年に本市に編入され、昭和４７年に本市が政令指定都市に移行した後は高津区に属していま

したが、昭和５７年に分区し、現在の宮前区となりました。 

昭和４１年の溝の口から長津田間の田園都市線の開通、昭和４３年の東名高速道路・東名川崎イ

ンターチェンジの開通・開設などによる交通基盤の整備とともに、郊外住宅地としての開発が進み

ました。その結果、人口は、分区当時の約１５万人から

急速に増加し、平成２８年３月現在で約２２．６万人と

なっています。 

一方、市内７区の中では生産緑地面積が最も広く、農

産物直売所が区内各地に点在しているほか、公園緑地数

も２番目に多いなど、身近に農や緑を感じることができ

ます。また、旧石器時代の鷲ヶ峰遺跡や弥生時代の東高

根遺跡、国史跡にも指定された橘樹官衙遺跡群（影向寺

遺跡）などが存在し、歴史のある土地でもあります。 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

市の北の玄関口 東名川崎インターチェンジ 

初山の獅子舞 

菅生緑地 

住宅地に残る農地（宮前メロン）

影向寺（橘樹官衙遺跡群） 

宮前区の主な地域資源・魅力等 

■人口 225,897 人   ■世帯数 94,925 世帯 

■面積 18.60 km2    （平成 28 年 3 月１日現在） 

宮前区の花（コスモス）と木（サクラ）

向丘出張所 

宮前区役所 

※人口・世帯数は平成 27 年国勢調査速報値を基にして推算 
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資料：市介護保険運営協議会

（平成 27 年 4 月現在）

    区別の要介護認定率 

現状と課題 

 生活環境への満足度が高く、多彩な地域資源に恵まれています。 

宮前区は、国史跡に指定された市内最古の寺院である影向

寺遺跡や地域に根ざした伝統芸能などの歴史・文化、農のあ

る風景や平瀬川流域の水辺、さらには菅生緑地などの緑豊か

な自然など、多彩な魅力ある地域資源に恵まれています。 

かわさき市民アンケートでは、区民が生活環境満足度の１

位に「公園や緑の豊かさ」を挙げるとともに、「家の周りの

静けさ」などの満足度が市全体の平均を上回っています。都

心へのアクセスの良い閑静な住宅街としての生活満足度が

高く、多くの区民が自然とのふれあいを大切にしています。 

 

 

 昼間人口割合が７４．３％と市内で最も低くなっています。 

昼間人口割合が７４．３％（平成２２年）と市内で最も低く、

また、町内会・自治会の加入率が低下していることから、これ

までも区民会議などで、区民の地域への関わりが薄いことが議

論され、さまざまな視点で地域の魅力の発信や、コミュニティ

の活性化の取組を進めてきました。 

地域の課題解決にあたっては、きっかけがあれば地域の役に

立ちたいと思っている区民も多いことから、地域への愛着や誇

りを育み、人と人とをつなげる地域コミュニティづくりが求め

られています。 

 

 

 元気な高齢者が多いまちですが、高齢化が進行しています。 

宮前区は、男性の平均寿命が全国２位（８２．１歳。平

成２２年）で、要介護認定率が１５．７％と市内で最も低

いなど、元気な高齢者が多いことから、引き続き高齢者を

含めた区民全体の健康増進を図るとともに、高齢者がこれ

まで培ってきた能力や経験が活かせるよう、地域で活躍で

きる場づくりやきっかけづくりが求められています。 

一方で、区内には、急速に高齢化が進んでいる地域もあ

り、ひとり暮らしで見守りが必要な高齢者なども増えてい

ることから、今後の区全体の高齢化の進展も見据えて、そ

れぞれの地域で区民が主体的に活動し、互いに支え合える

しくみをつくっていくことが求められています。 

  

平瀬川流域の水辺 

資料：平成２２年国勢調査

昼夜間人口比率 
（％）

（％） 
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資料：平成２６年かわさき市民アンケート

 市内で最も子ども・若者が多く、育児に不安を持つ声も多く寄せられてい

ます。 

区内の０～１８歳の人口は、平成２７年３月末現在で、 

４１，８００人と７区の中で最も多く、年少者の転入も多く

なっています。 

かわさき市民アンケートでは、区民会議で取り上げて欲し

い地域の課題として「子ども・子育て支援」が２位に挙げら

れています。また、子育てイベントのアンケートなどでも、

区内転入者が慣れない土地での育児に関する不安の声を多

く寄せていることなどから、地域全体で子育て家庭を支える

しくみづくりや、引きこもりなどで悩む子ども・若者や保護

者への支援が必要となっています。 

 

 

 安全・安心で、快適なまちにしたいという区民の意識が高まっています。 

かわさき市民アンケートでは、区民の「地震・火災・

風水害などの災害に対する安心感」や「防犯上の安心感」

は市全体の満足度より高くなっているものの、区民会議

で取り上げて欲しい地域の課題としては「防犯・防災な

どの安全・安心なまちづくり」が１位となっており、よ

り一層、防災・防犯への安心感を高めたいという区民の

意識がうかがえます。 

また、生活環境への満足度が高い一方で、「スポーツ施

設や市民館などの公共施設までの距離」や「通勤・通学、

買い物の便利さ」などの満足度が市全体の平均を下回っ

ており、それぞれの地域で身近にスポーツや文化に親し

める環境づくりや、坂の多い地形からくる地域の交通の

課題への対応をはじめとする生活環境向上など、区民と

協働しながら、より快適に暮らせるまちづくりを進める

必要があります。 

 

 

まちづくりの方向性 

 「人が好き 緑が好き まちが好き」 

宮前区は、起伏に富んだ多摩丘陵の一角に位置し、地域に根付いた歴史・文化、農のある風景や

平瀬川の水辺、菅生緑地や身近な公園の豊かな緑などの多彩な地域資源に恵まれているとともに、

多くの主体的に活動する区民に支えられてきたまちです。 

キャッチフレーズ「人が好き 緑が好き まちが好き」は、それぞれ「コミュニティ豊かな区民

の和」、「豊かな自然」、「自然と区民の生活が調和する豊かな地域」を象徴しており、平成５年に区

制１０周年を記念して区民により選ばれ、親しまれてきたものです。 

今後も、区民が守り、大切に育んできた歴史・文化や農・自然などの多彩な地域資源を活かし、

誰もが地域に愛着を持ち、生きがいを持って暮らせる、区民が主役のまちづくりを進めていきます。

（％）

生活環境満足度 

13.3%

12.0%

13.3%

13.3%

13.7%

14.6%

12.0%

13.9%

67.8%

66.2%

65.4%

71.4%

69.3%

66.8%

69.4%

64.5%

18.9%

21.8%

21.3%

15.2%

17.0%

18.6%
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21.6%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

川崎市

川崎区

幸区

中原区

高津区

宮前区

多摩区

麻生区

区別年齢３区分別人口の割合

年少人口(0～14歳) 生産年齢人口(15～64歳) 老年人口(65歳以上)

資料：区別年齢別人口

（平成２７年３月末現在）
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宮前区 

基本 

計画 

10 年 

戦略 

実施 
計画 
【政策体
系別】 

実施 
計画 
【区】 

進行 

管理 

総論 

基本 

構想 

地域の課題解決に向けた主要な取組 

 多彩な地域資源を活かしたまちづくりの推進 

 多彩な歴史・文化、農や自然などの地域資源を活かしながら、その魅力を区民に発信する

ことで、地域への愛着や活動への意識の醸成を図り、区民の主体的な活動によるまちづく

りを促進します。 

 歴史ガイドや農産物マップの配布、ウォーキングイベントの実施など、地域資源を活用し

た魅力の発信や多様なメディアを活用した広報の強化、さまざまな参加型イベントを実施

することで、宮前区を知り、好きになってもらう取組を進めます。 

事業名 

現状 事業内容・目標 

平成 26～27 
（2014～15）年度 

平成 28（2016）
年度 

平成 29（2017）
年度 

平成 30（2018）
年度以降 

地域の魅力発信事
業 

 

●宮前歴史ガイドの改
訂・配布 

●宮前区歴史ガイドまち
歩きマップの作成（H26 
5 種類）・配布 
 

●宮前区農産物直売所ガ
イド＆マップの配布 

●ウォーキングイベント
（H27 4 回）の実施 

●宮前歴史ガイドの配布
 

●宮前区歴史ガイドまち
歩きマップの作成（2 種
類）・改訂（3種類）及び
配布 

●宮前区農産物直売所ガ
イド＆マップの配布 

●ウォーキングイベント
（4回）の実施 
 

 

 
●宮前区歴史ガイドまち
歩きマップの改訂（5 種
類）・配布 
 

 
 

 

事業推進 

みやまえ太鼓ミー
ティング開催事業 

●和太鼓演奏や民俗芸能
の発表などによる「響
け！みやまえ太鼓ミー 
ティング」の開催 
（H27 参加団体：12団体） 
 

●区内の和太鼓団体を中
心とした実行委員会によ
る内容の検討、参加団体
等との調整、事業の広報 

●和太鼓演奏や民俗芸能
の発表などによる「響
け！みやまえ太鼓ミー 
ティング」の開催 
（参加団体：12 団体以
上） 

●区内の和太鼓団体を中
心とした実行委員会によ
る内容の検討、参加団体
等との調整、事業の広報

 
 
 

 事業推進 

みやまえの農コミ
ュニティ活性化事
業 

●料理コンテストの実施 

●地場産農産物を使った
料理講習会（H27 3 回）
の開催 

●地元の生産者と消費者
の座談会、生産者と料理
店の交流会の開催 

●料理コンテストの実施

●地場産農産物を使った
料理講習会（3 回）の開
催 

●地元の生産者と消費者
の座談会、生産者と料理
店の交流会の開催 

 
 

 

事業推進 

地域情報発信事業 ●各種刊行物等の作成・
配布（みやまえガイド 
マップ、ぐるっとみやま
え、宮前区ガイドブック
等） 

●宮前区ＰＲキャラク 
ターを活用した区の魅力
発信 

 

●各種刊行物等の作成・
配布（みやまえガイド 
マップ、ぐるっとみやま
え、宮前区ガイドブック
等） 

●宮前区ＰＲキャラク 
ターを活用した区の魅力
発信 

 
 

 
 

事業推進 

  

「歴史的遺産」や「農」
といった地域資源を 
活用し、地域を巡る 
ウォーキングイベント
の実施や、マップの配
布による情報発信を
行い、多様な人材の
参画による地域づくり
を推進します。 

区内の和太鼓団体に
よる演奏のほか、地域
に伝わる民俗芸能の
舞台も取り入れたイベ
ントを行い、文化・伝統
の再認識と、保存・継
承に向けた次世代の
発掘と育成につなげま
す。 

区内産農産物を使っ
た料理コンテストや交
流会を開催することに
より、区内農産物の活
用を広め、地産地消を
促進するための環境
づくりを進めます。 

ガイドマップや、地域
で行われている伝統
行事やイベントを掲載
した情報誌、地域の魅
力を盛り込んだ冊子
の作成等により、地域
への関心を高め、コ 
ミュニティの活性化を
図ります。 
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宮前区 

基本

計画

10 年

戦略

実施
計画

【政策体
系別】

実施
計画
【区】

進行

管理

総論

基本

構想

 地域コミュニティ活性化に向けた地域活動の担い手・ネットワーク・場づくり

の推進 

 身近な課題解決に区民が主体的に取り組めるよう、市民館などの講座の「学び」と地域で

の「実践」を連携させ、さまざまな世代が地域課題に関心を持ち、自らが地域活動の担い

手となるきっかけづくりや仲間づくりを進めます。 

 「まちづくり広場ラブみやまえ」など、団体間のネットワーク形成に向け、相互の連携が

図られるような団体への支援やお互いを知り合える場の提供を進めます。 

 身近な公園で区民のグループが花壇整備を行うなど、自ら公園管理の一翼を担い、地域コ

ミュニティの核として公園が活用される環境整備を進めます。 

事業名 

現状 事業内容・目標 

平成 26～27 
（2014～15）年度 

平成 28（2016）
年度 

平成 29（2017）
年度 

平成 30（2018）
年度以降 

花と緑のあふれる
住みよいまちづく
り事業 

●公園等を活用した花壇
づくりのための活動団体
に対する花苗の提供（H27 
31 団体） 

●講座、交流会の開催や
花壇づくりの技術支援 

●東名川崎インターチェ
ンジ前の花壇の管理（H27 
2 回） 

●公園等を活用した花壇
づくりのための活動団体
に対する花苗の提供（32
団体） 

●講座、交流会の開催や
花壇づくりの技術支援 

●東名川崎インターチェ
ンジ前の花壇の管理（2
回） 

●公園等を活用した花壇
づくりのための活動団体
に対する花苗の提供（33
団体） 

 

 

 

 

 

事業推進 

みんなの道路公園
事業 

●区民参加型の公園等の
維持管理の試行 
 ・協働清掃活動（H27 
 7 回）の実施 
 

●区民参加型の公園等の
維持管理の試行 
 ・協働清掃活動（7回）
 の実施 
 ・「（仮称）樹木の手作
 り名札」の制作・取付
 けのモデル実施 
 

 事業推進 

多様な主体が参画
する子どもあそび
ランド事業 

●市民館全館を会場とし
て、工作や昔遊びなどで
楽しめる夏休み子どもあ
そびランドの開催（H27
来場者数 3,000 人） 

●あそびの達人の育成 
 

●市民館全館を会場とし
て、工作や昔遊びなどで
楽しめる夏休み子どもあ
そびランドの開催 
 

●あそびの達人の育成 
 

 事業推進 

地域活動の促進に
向けた人材育成及
び推進体制の整備
事業 

●地域の公園魅力アップ
セミナーの開催 

●町内会・自治会に関わ
る広報人材育成講座（H26 
4 回）の開催 
 

●地域の公園魅力アップ
セミナーの開催 
 

 

●「宮前区地域人材育成
に係る基本指針」に基づ
く取組の推進 

 
 

事業推進 

まちづくり推進事
業 

●市民活動団体に対する
活動支援金の交付 

●市民活動団体の紹介や
まちづくりの情報発信 

●まちづくり広場ラブみ
やまえの開催（H27 参加
者 700 人） 

●まちづくりウォーキン
グ（H27 2 回）の開催 

●フォトコンテスト等の
開催（H27 応募数 123 件） 

●市民活動団体に対する
活動支援金の交付 

●市民活動団体の紹介や
まちづくりの情報発信 

●まちづくり広場ラブみ
やまえの開催 
 

●まちづくりウォーキン
グ（2回）の開催 

●フォトコンテスト等の
開催 

 
 

 

 
 

 

事業推進 

区民自身による花壇
管理、整備を推進し、
区のイメージアップと、
緑化活動団体の交流
促進・技術向上等、地
域の活性化と人材育
成を図ります。 

「夏休み子どもあそび
ランド」を実施し、遊び
を通じて多様な市民の
交流を図ります。 

「宮前区地域人材育
成に係る基本指針」に
基づき、講座などを活
用した地域人材の育
成を進めます。 

宮前区まちづくり協議
会を通して、市民活動
団体を支援するととも
に、団体間の交流や
連携を促進し、地域の
活性化を図ることによ
り、区民主体のまちづ
くりを推進します。 

住民と協働での樹木
への名札の取付けや
公園緑地愛護会等の
設立支援・活性化等を
通じて、地域コミュニ 
ティの核として公園の
利活用を進めます。 
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宮前区 

基本 

計画 

10 年 

戦略 

実施 
計画 
【政策体
系別】 

実施 
計画 
【区】 

進行 

管理 

総論 

基本 

構想 

事業名 

現状 事業内容・目標 

平成 26～27 
（2014～15）年度 

平成 28（2016）
年度 

平成 29（2017）
年度 

平成 30（2018）
年度以降 

市民活動支援拠点
のネットワーク事
業 

●区民活動支援コーナー
等の機能支援 

●市民活動拠点を紹介す
る「市民活動応援マップ」
の改訂・配布 

●市民活動団体を紹介す
る広報物の作成・配布 

 

●区民活動支援コーナー
等の機能支援 

●市民活動拠点を紹介す
る「市民活動応援マップ」
の配布 

●市民活動団体を紹介す
る広報物の配布 

 

 

 

 

事業推進 

町内会・自治会加入
促進事業 

●加入促進に向けた事業
の検討 

●町内会・自治会ガイド
ブックの作成・配布 

●町内会・自治会への
加入促進の取組 

事業推進 

 

 心がつながり、互いに支え合う地域の輪づくりの推進 

 元気な高齢者の多い長寿のまちであり続けることができるよう、区内約５０か所で活発に

行われている公園体操をはじめとする健康づくりや介護予防の活動を支援するとともに、

若い世代への健康的な生活習慣の意識啓発を進めます。 

 誰もが住み慣れた地域や自らが望む場で安心して暮らし続けることができる地域の実現に

向けて、区民主体の地域における見守り活動の事例を区内に広げることなどにより、互い

に支え合う人の輪づくりを支援し、宮前区らしい地域包括ケアシステムを構築します。 

事業名 

現状 事業内容・目標 

平成 26～27 
（2014～15）年度 

平成 28（2016）
年度 

平成 29（2017）
年度 

平成 30（2018）
年度以降 

地域包括ケアシス
テム推進事業 

●区民シンポジウム（H27 
1 回）の開催 
 

●区民等の意識の醸成と
関係団体の連携強化等に
向けた、地域でのワーク
ショップ（2 地区）の開
催 
 

 事業推進 

健康づくり支援事
業 

 

●健康づくり情報誌の改
訂・配布 

●公園体操マップの配布
を通じた公園体操の普及 

●健康づくり情報誌の配
布 

●公園体操マップの改
訂・配布を通じた公園体
操の普及促進 
 

 

 
●公園体操マップの配布
を通じた公園体操の普及
促進 
 

事業推進 

しあわせを呼ぶコ
ンサート開催事業 

●障害者と健常者が一緒
になってベートーヴェン
の第九などを発表する
「しあわせを呼ぶコンサ
ート」の開催（H27 参加・
来場者数 約 900 人） 

●指導者の巡回による障
害者施設（H27 参加数 12
施設）での活動支援 
 

●障害者と健常者が一緒
になってベートーヴェン
の第九などを発表する
「しあわせを呼ぶコンサ
ート」の開催 
 

●指導者の巡回による障
害者施設（12施設）での
活動支援 

 事業推進 

市民活動に必要な活
動場所の確保や機能
整備等を行い、活動団
体の運営支援や情報
発信を行うことで、地
域コミュニティの醸成
につなげます。 

地域コミュニティの形
成に重要な役割を担
っている町内会・自治
会の広報活動・加入
促進を支援します。 

健康づくりに関する情
報誌の発行、若年層
への健康診断受診勧
奨や高齢者への介護
予防事業を行います。 

障害者が出演するコ
ンサートを開催し、交
流と相互理解を深め、
心のバリアフリーや、
障害者の自立支援・
社会参画の拡大をめ
ざします。 

地域包括ケアシステ
ムの構築に向け、区
民等の意識の醸成と、
関係団体の連携強化
等の取組を進めます。 
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宮前区 

基本

計画

10 年

戦略

実施
計画

【政策体
系別】

実施
計画
【区】

進行

管理

総論

基本

構想

 地域における、切れ目のない子ども・子育て支援の推進 

 乳幼児期から学齢期までの、切れ目のない子ども・子育て支援を進めるため、地域の子育

て拠点でのサロン開催等によるサポートを行うとともに、「冒険遊び場」や「こども自然探

検隊」などの取組を区民と協働で推進します。また、「こどもサポート南野川」においては、

不登校などで悩みを持つ子どもたち一人ひとりの状況に合わせて、きめ細かい支援をして

いきます。 

 フェイスブックやツイッターなどのソーシャルネットワーキングサービスや、ＷＥＢ版み

やまえ子育てガイド「とことこ」など、各種情報メディアを効果的に活用し、子育てに関

するさまざまな情報を発信・提供します。 

事業名 

現状 事業内容・目標 

平成 26～27 
（2014～15）年度 

平成 28（2016）
年度 

平成 29（2017）
年度 

平成 30（2018）
年度以降 

子育て情報発信事
業 

●子育てガイド「とこと
こ」の改訂・配布 

●ＷＥＢ版子育てガイド
「とことこ」の開設・情
報発信 

●フェイスブック、ツ 
イッターの運用開始・情
報発信 

●地域子育て支援セン 
ターパンフレットの配布 

 

●子育てガイド「とこと
こ」の改訂・配布 

●ＷＥＢ版子育てガイド
「とことこ」による情報
発信 

●フェイスブック、ツ 
イッターによる情報発信
 

●地域子育て支援セン 
ターパンフレットの配布
 

 

 
 

 

事業推進 

宮前区子育て支援
事業 

 

●親と子の子育て応援セ
ミナー（H27 10 回）の
開催 

●保育所等を活用した地
域支援事業の実施 

●食育事業の実施 

●保育所・幼稚園等職員
の人材育成と支援（H27
研修実施回数 16回） 

●親と子の子育て応援セ
ミナー（10回）の開催 
 

●保育所等を活用した地
域支援事業の実施 

●食育事業の実施 

●保育所・幼稚園等職員
の人材育成と支援（研修
実施回数 16回） 

 

 

 
 

事業推進 

子ども支援ネット
ワーク事業 

●子ども・子育てネット
ワーク会議（H27 3 回）
の開催 

●子育て支援関係者連絡
会（H27 6 回）の開催 

●幼保小中連携事業の実
施 

 

●子ども・子育てネット
ワーク会議（3 回）の開
催 

●子育て支援関係者連絡
会（6回）の開催 

●幼保小中連携事業の実
施 

 

 事業推進 

子ども包括支援事
業 

●不登校などの課題を持
つ子どもたちへの対応 

●乳幼児と保護者のため
のフリースペースの提供
と子育てサロン等のイベ
ント（H27 20 回）の実
施 

●子ども・子育てに関す
る相談・情報提供 

●「こどもサポート南野川」
の施設の環境改善 

 

●不登校などの課題を持
つ子どもたちへの対応 

●乳幼児と保護者のため
のフリースペースの提供
と子育てサロン等のイベ
ント（20回）の実施 
 

●子ども・子育てに関す
る相談・情報提供 

●「こどもサポート南野川」
の施設の環境改善 
 
 

 

 
 

事業推進 

ホームページや情報
誌等を活用して、子育
てに関する必要な情
報を効果的に発信し、
地域の中で安心して
子育てができるよう支
援します。 

地域とともに子育て支
援を実践し、区内保育
所などで研修や会議
を実施することで、地
域の子育て力や人材
の育成を促進し、地域
で子育てを支えるしく
みをつくります。 

地域社会全体で子ど
も・子育てを支えるしく
み づく り の 促 進 に 向
け、地域の情報や課
題を共有し、子ども・子
育てに係る関係機関、
団体等のネットワーク
の強化を図ります。 

「こどもサポート南野
川」におけるさまざま
な課題を持つ子どもた
ちの居場所づくりと生
活・学習支援、乳幼児
と保護者のためのフ 
リースペースの提供と
各種イベントの開催な
ど、きめ細やかな子ど
も子育て支援を行いま
す。 
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宮前区 

基本 

計画 

10 年 

戦略 

実施 
計画 
【政策体
系別】 

実施 
計画 
【区】 

進行 

管理 

総論 

基本 

構想 

事業名 

現状 事業内容・目標 

平成 26～27 
（2014～15）年度 

平成 28（2016）
年度 

平成 29（2017）
年度 

平成 30（2018）
年度以降 

こども自然探検隊
事業 

●里山遊び・森遊び等の
自然体験、農業体験など
を通して自然に親しむ
「あつまれ！！こども自
然探検隊！！」（H27 2
回）の開催 
 

●里山遊び・森遊び等の
自然体験、農業体験など
を通して自然に親しむ
「あつまれ！！こども自
然探検隊！！」（2回）の
開催 
 

 事業推進 

冒険遊び場活動支
援事業 

●地域主体での子どもの
外遊び「冒険遊び場」の
開催支援 
（H27 公園等か所数：5
か所（土橋 1 丁目公園、
小台公園、宮崎第 1公園、
野川第 3 公園、有馬ふる
さと公園）） 

●出張冒険遊び場（H27 
4 回）、やシンポジウム（1
回）の開催、リーフレッ
トの配布による事業の普
及に向けた広報 
 

●地域主体での子どもの
外遊び「冒険遊び場」の
開催支援 
（公園等か所数：5 か所
以上（土橋 1 丁目公園、
小台公園、宮崎第 1公園、
野川第 3 公園、有馬ふる
さと公園等）） 

●出張冒険遊び場（4 
回）、やシンポジウム（1
回）の開催、リーフレッ
トの配布による事業の普
及に向けた広報 
 

 
 
 
 
 
 
 
 

 

事業推進 

 

 区民との協働による安全・安心で、快適なまちづくりの推進 

 防災活動の担い手づくりとして、地域の防災リーダーの育成や、中高生をはじめとする幅

広い世代に広げる取組を行うとともに、防災フェアなどを通した防災意識の啓発活動を進

めます。また、地域・事業者・関係機関と連携・協力しながら、地域防災力の向上を図り

ます。 

 地域の団体による防犯パトロール活動など、防犯に関する自助・共助（互助）の取組を支

援し、安心して暮らせるまちをめざします。  

 多目的広場等を活用したスポーツに親しめる身近な環境づくりや、地域交通をはじめとす

る日常の生活環境の向上など、区民・地域・行政が連携し、より快適に暮らせるまちづく

りを進めます。 

事業名 

現状 事業内容・目標 

平成 26～27 
（2014～15）年度 

平成 28（2016）
年度 

平成 29（2017）
年度 

平成 30（2018）
年度以降 

防災意識普及啓発
事業 

 

●防災ニュース（H27 3
回）の発行 

●防災フェアの開催（H27
参加人数 900 人） 

●地域における防災に関
する人材の育成 
（H27 防災推進員養成人
数：58人） 

 

●防災ニュース（3 回）
の発行 

●防災フェアの開催 
 

●地域における防災に関
する人材の育成 
（防災推進員養成人数：
70人以上） 

 
 

 

事業推進 

  

地域住民が主体となっ
て行う「冒険遊び場」
活動を支援し、次世代
育成の場をつくること
で、子どもたちのすこ
やかな成長と地域コ 
ミュニティの活性化を
めざします。 

防災フェアの開催、防
災ニュースの発行等を
行い、区民の防災意
識の向上と地域人材
の育成を図ります。 

自然観察や里山遊び
など親子で自然体験
ができる機会をつくり、
自然を大切にする心を
育み、地域に関心を持
つきっかけづくりを行
います。 
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宮前区 

基本

計画

10 年

戦略

実施
計画

【政策体
系別】

実施
計画
【区】

進行

管理

総論

基本

構想

事業名 

現状 事業内容・目標 

平成 26～27 
（2014～15）年度 

平成 28（2016）
年度 

平成 29（2017）
年度 

平成 30（2018）
年度以降 

地域防災力向上事
業 

●地域防災連絡会議の開
催 

●避難所運営の活性化 

●避難所の環境整備（エ
アマットの配置） 

●幹線道路への案内標識
の整備（鷺沼駅周辺・宮
前平駅周辺） 

●地域防災連絡会議の開
催 

●避難所運営の活性化 

●避難所の環境整備（エ
アマットの配置） 

●幹線道路への案内標識
の整備（宮崎台駅周辺）

 

 
 
 

事業推進 

安全安心まちづく
り推進事業 
 

●地域防犯団体のパト 
ロール活動の支援 

●落書き消し活動の支援 

●スケアードストレート
方式の交通安全教室（H27 
2 回）の実施 
 

●地域防犯団体のパト 
ロール活動の支援 

●落書き消し活動の支援

●スケアードストレート
方式の交通安全教室（3
回）の実施 
 

 

 
 
 
 

 

事業推進 

子ども安全・安心見
守り事業 

●子ども安全・安心協議
会（H27 2回）の開催に
よる情報提供及び意見交
換 

●子ども安全・安心協議
会（2 回）の開催による
情報提供及び意見交換 

 事業推進 

次 世 代 ま ち づ く
り・地域交通環境向
上事業 

 

●少子化や超高齢社会の
進展に対応したまちづく
りに関する調査の実施 

●少子化や超高齢社会の
進展に対応したまちづく
りに関する調査の実施 

●調査結果を踏まえたモ
デル事業の実施、地域主
体の取組の支援 

 

 事業推進 

宮前区スポーツ環
境整備事業 

●スポーツ利用に向けた
西長沢公園多目的広場の
維持管理 

●スポーツ利用に向けた
鷲ヶ峰けやき公園多目的
広場の完成、利用方法に
ついての地域との調整及
び維持管理 

 

●スポーツ利用に向けた
西長沢公園多目的広場の
維持管理 

●スポーツ利用に向けた
鷲ヶ峰けやき公園多目的
広場の維持管理及びトイ
レの設置 

 
 

 

 
 
●スポーツ利用に向けた
鷲ヶ峰けやき公園多目的
広場の維持管理 

事業推進 

 

 

 

 

  

地域防災連絡会議の
開催、地域防災計画
の推進により、地域防
災力の向上を図りま
す。 

地域の防犯パトロール
や、あいさつ運動の推
進などにより、安全で
安心して暮らせるまち
をめざします。 

登下校時の子どもたち
を犯罪から守り、交通
事故を防ぐために、宮
前区子ども安全安心
協議会の運営・活動を
支援し、子どもたちが
安全・安心に暮らせる
まちの実現をめざしま
す。 

宮前区のまちづくりに
関する課題解決に必
要な対応策等を把握
するとともに、関係局
と連携して住みやす
い・暮らしやすいまち
づくりに向けた検討を
進めます。 

既存施設の補修・整
備を行うことで、より多
くの区民がスポーツに
親しみ、健康や体力の
維持増進等を図れる
環境をつくります。 
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宮前区 

基本 

計画 

10 年 

戦略 

実施 
計画 
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計画 
【区】 

進行 
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総論 

基本 

構想 

 

“それいいね”が広がるまちづくりに向けて 

 平瀬川を活かしたまちづくり 

区内を流れる平瀬川の流域では、さまざまな団体が連携しながら川を活かしたまちづくりに取り

組んでおり、地域コミュニティの場として区民に親しまれています。 

 

 具体的にどのような活動が行われていますか？ 

生田緑地内の初山地区の一角にある「飛森（とんもり）谷戸」に

は、森と小川、水田という里山の風情があり、野鳥やゲンジボタル

も見られます。この飛森谷戸では、「飛森谷戸の自然を守る会」が、

本市との協働のもと、自然環境の保全や環境学習活動などに取り組

んでおり、平成２６年度には、地域の魅力や個性を創出している良

質な社会資本及びそれと関わる優れた地域活動を対象とする国土交

通省・手づくり郷土（ふるさと）賞の大賞を受賞しました。区では、

子どもたちの自然を大切にする心を育むため、同会と協働で「こど

も自然探検隊事業」を実施しています。 

平瀬川の流域では、その他にも桜祭りや鮎の放流、花壇の管理な

ど、さまざまな取組が区民主体で行われています。平成２７年度には、 

「平瀬川流域まちづくり協議会」が、ふるさとづくり大賞・総務大臣賞を受賞しました。 

 

 もっと外遊び。「みやまえ冒険遊び場」 

区内の公園では、子育てボランティアが中心となり、子どもの自由な発想を尊重した遊びにより、

子どもたちの育ちを支援するとともに、遊び場づくりを通じて、地域コミュニティの活性化を図る

「みやまえ冒険遊び場」を開催しています。 

 

 冒険遊び場とはどういうものですか？ 

「自分の責任で自由に遊ぶ」をモットーとして、区内５か所の公

園（土橋１丁目公園、小台公園、宮崎第１公園、野川第３公園、有

馬ふるさと公園）で開催しています。 

公園という公共の場を使い、地域の大人たちが中心となって立ち

上げ、運営し、地域ぐるみで子どもを見守り、育てていく、そして

その活動を通してさまざまな立場や世代の人々が交流できる地域

コミュニティの場になることをめざしています。区では、冒険遊び

場への理解・参加促進、担い手の育成等を図るため、「出張冒険遊

び場」や「冒険遊び場シンポジウム」を開催しています。 

 

 市民の想い、メッセージ 

 

  

人と自然との共存をめざし、 
活動が行われている飛森谷戸

 子どもたちがとことん遊べる場所、ひとりひとりがありのままでいられる場所、 

そして子どもたちが自然や人とかかわることのできる場所。 

それが、みやまえ冒険遊び場です。気軽に遊びに来てください。 

宮前区冒険遊び場ネットワークより 

「みやまえ冒険遊び場」 リーフレット 
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 地域での支え合いの取組 

いつまでも地域で安心して暮らしていくことができるよう、住民同士での顔の見える関係づくり

や、地域主体の見守り活動・居場所づくりが行われています。 

 

 

 具体的にどのような取組が行われていますか？ 

区内各地で、さまざまな活動が自主的に行われています。 

＜土橋カフェ＞ 

認知症の方やその家族はもちろん、誰もが気軽に立ち寄り、

地域の人たちとのつながりが持てる場です。町内会をはじめ、

民生委員児童委員協議会、老人クラブ、地域包括支援センター、

地区社会福祉協議会等、さまざまな関係機関や専門家が運営に

携わっています。 

毎月第１水曜日の午後に土橋会館（自治会館）で開かれてお

り、抹茶などを飲みながら、合間には、音楽に合わせたストレ

ッチ体操や、健康・医療・福祉の専門家による講話などを行って

います。 

 

＜すずの家
や

＞ 

ボランティアグループ「すずの会」が、住み慣れたまちで暮

らし続けられることを願い、人のぬくもりを感じる地域の居場

所として、一軒家を借りて運営しています。毎週水曜日・土曜

日の１０時から１６時に開かれており、高齢者に対する会食の

場の提供や、介護相談等を行っています。 

「すずの会」の名前には、「困ったときに気軽に鈴を鳴らして

ください」という思いが込められています。  

 

 行政としてはどのような取組を行っていますか？ 

地域での自主的な見守り活動の情報を集約し、住民同士や活動団体同

士でお互いに情報を共有することで、見守り活動の更なる推進を図るこ

と等を目的として、「見守り活動事例集」を作成しています。 

また、地区を担当する区役所の保健師等が、実際の活動の場に出向い

て住民の方から直接ニーズや課題をお伺いし、関係機関と連携を図りな

がら、地域主体の見守り活動や居場所づくりの支援を行っています。 

 

 市民の想い、メッセージ 

 

 

参加者みんなで楽しくストレッチ 

気楽に集える地域の居場所「すずの家」

見守り活動事例集 

 高齢者、障がい者など、さまざまな形で困っている人たちがいる。そういう困って

いる人たちは、特殊でもなんでもない。区民皆が、自分の問題として取り組む意識

が大切だと思う。 

宮前区区民会議フォーラム 2015 より
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宮前区

地 域 の 課 題 解 決 に
向 け た 取 組 の 一 覧

　多彩な地域資源を活かしたまちづくりの推進

○ 地域の魅力発信事業

○ みやまえ太鼓ミーティング開催事業

○ みやまえの農コミュニティ活性化事業

○ 地域情報発信事業

宮前区サイン整備計画事業

宮前区スポーツ推進事業

みやまえカルタ活用事業

宮前区ふるさと意識高揚アーカイブ事業

　地域コミュニティ活性化に向けた地域活動の担い手・ネットワーク・場づくりの推進

○ 花と緑のあふれる住みよいまちづくり事業

○ みんなの道路公園事業

○ 多様な主体が参画する子どもあそびランド事業

○ 地域活動の促進に向けた人材育成及び推進体制の整備事業

○ まちづくり推進事業

○ 市民活動支援拠点のネットワーク事業

○ 町内会･自治会加入促進事業

まちづくり支援事業

みやまえスポーツふぇすてぃばる開催事業

区民祭開催経費

　心がつながり、互いに支え合う地域の輪づくりの推進

○ 地域包括ケアシステム推進事業

○ 健康づくり支援事業

○ しあわせを呼ぶコンサート開催事業

　地域における、切れ目のない子ども・子育て支援の推進

○ 子育て情報発信事業

○ 宮前区子育て支援事業

○ 子ども支援ネットワーク事業

○ 子ども包括支援事業

○ こども自然探検隊事業

○ 冒険あそび場活動支援事業

友好都市交流事業

　区民との協働による安全・安心で、快適なまちづくりの推進

○ 防災意識普及啓発事業

○ 地域防災力向上事業

○ 安全安心まちづくり推進事業

○ 子ども安全･安心見守り事業

○ 次世代まちづくり･地域交通環境向上事業

○ 宮前区スポーツ環境整備事業

　区役所サービス向上事業

区役所庁舎エコ化事業

みやまえロビーコンサート開催事業

宮前区役所BGM配信事業

バリアフリー推進事業

窓口サービス向上事業

サービス向上推進事業

　地域課題対応その他事業

管理運営費

　区の新たな課題即応事業

区の新たな課題即応事業

事業名　（○は本計画に掲載している主な事業や取組）
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多摩区 

基本

計画

10 年

戦略

実施
計画

【政策体
系別】

実施
計画
【区】

進行

管理

総論

基本

構想

多摩区 

多摩区の概要  

かつての稲田村、生田村そして向丘村の一部からなる現在の多摩区は、昭和４７年に本市が政令

指定都市に移行した際に誕生し、市民の公募で区名が決定されました。昭和５７年の行政区再編で

は区の西部が「麻生区」として分区し、現在の区域に至っています。 

多摩区は本市の西北端に位置し、多摩川によってできた沖積平野と多摩丘陵の丘陵地で形成され、

都市部には貴重な「水と緑」に囲まれています。 

首都圏を代表する緑豊かな生田緑地には、世界的にも著名な芸術家・岡本太郎の作品を収蔵した

「岡本太郎美術館」や、東日本の代表的な古民家を集めた「日本民家園」、世界最高水準の星空を映

す「かわさき宙
そら

と緑の科学館」、そして世界の子どもたちに愛される「藤子・Ｆ・不二雄ミュージア

ム」と、個性豊かな文化・教育施設が点在し、市内有数の観光名所となっています。 

昭和３０年代に都市化が急速に進んだ菅や中野島の住宅

地でも、かつて「多摩川梨」の栽培が盛んだった農村地帯

としての景観も随所にしのばれます。 

また、市内を南北につなぐＪＲ南武線が登戸駅で小田急

小田原線と、稲田堤駅では京王相模原線と交差し、都心へ

の交通の便が良いこともあり、区内就業者の約半数が、都

内に通勤しています。 

さらに、専修大学、明治大学、日本女子大学の３つの大

学が立地していることも大きな特徴です。 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

  

多摩川二ヶ領宿河原堰 

日本民家園 

岡本太郎美術館 

藤子・Ｆ・不二雄ミュージアム 

かわさき宙
そら

と緑の科学館 

生田緑地 

多摩区の主な地域資源・魅力等 

多摩川サイクリングコース 

生田緑地ゴルフ場 

ばら苑 

日本女子大学 

明治大学 専修大学 

多摩区の⽊ 

「ハナミズキ」 「ナシ」 

■人口 214,306 人   ■世帯数 106,435 世帯 

■面積 20.39 km2    （平成 28 年 3 月 1 日現在） 

多摩区の花 

「モモ」    「スミレ」 

多摩区役所 
生田出張所 

※人口・世帯数は平成 27 年国勢調査速報値を基にして推算 
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多摩区 

基本 

計画 

10 年 

戦略 

実施 
計画 
【政策体

系別】 

実施 
計画 
【区】 

進行 

管理 

総論 

基本 

構想 

現状と課題 

 多摩川や生田緑地などの自然環境、歴史や未来を感じる文化施設、   

そして若さあふれる３つの大学。個性豊かな地域資源が輝いています。 

多摩川や二ヶ領用水などの水辺、首都圏でも有数の自然環境

を残す生田緑地や多摩川崖線軸の斜面緑地、「藤子・Ｆ・不二雄

ミュージアム」をはじめとする個性豊かな文化・教育施設、さ

らには、知的資源や多彩な人材を有する３つの大学など、区内

には魅力あふれる地域資源が数多く存在しています。 

また、平成２３年には多摩スポーツセンターがオープンし、

生田浄水場や長沢浄水場では再構築事業が進められ、用地の一

部については、有効利用の方向性が示されています。 

それぞれが持つ価値を高めながら、まちの活性化につなげてい

くことが求められています。 

 

 全市の土砂災害警戒区域のうち２３．６％が区内で指定されており、災害

への備えを求める区民の意識が高くなっています。 

全市で７５９区域ある土砂災害警戒区域のうち、

１７９区域が多摩区で指定されています（平成２７

年１０月現在）。 

区民意識アンケートでは、今後１０年程度でめざ

すべき多摩区のまちのイメージについて、「防災、防

犯などが進み、安全で安心な暮らしのできるまち」

が６４．６％を占め、１位となっています。 

新たな総合計画づくりに向けた「川崎の未来を考

える市民検討会」でも、「丘陵や斜面の土砂災害が心

配である」という意見が寄せられています。 

また、区内の交通事故件数は減少しているものの、自転車

事故の割合は高止まりを続け、平成２５年度から３年連続で「自転車事故多発地域」に指定されて

います。今後もより一層、安全で安心なまちづくりを進める必要があります。 

 

 乳幼児の保護者の 77.9％が子育てについて心配や不安を抱いています。 

平成２６年度に区内で実施された子育て支援に関する事業の

うち、子育て支援団体などによる取組が半数以上を占め、行政

との協働によるものを含めると８０％を超えています。 

一方、多摩区こども・子育て実態調査によると、乳幼児の保

護者の７７．９％が子育てについて心配や不安を抱いており、

２４．８％が孤立感を感じています。 

保護者の育児不安や孤立感の高まりは、虐待のリスクにつな

がります。子育て支援に関する活発な地域活動を、支援を必要

とする保護者に届けるなど、子育て支援団体や関係機関等が連携し、地域が一体となって子育てし

やすい環境づくりに取り組むことが重要となっています。 

  

秋の生田緑地 

10 年程度でめざすべきまちのイメージ 

資料:平成 26 年度多摩区区民意識アンケート

二ヶ領用水での魚つかみ 
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進行
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総論

基本

構想

 区内には、高齢化率が３０％を超える地域があります。 

平成２２年から５年連続で区内の人口が転出超過となり、特に３０

代の転出が他区に比べて多くなっています。  

「川崎市将来人口推計」では、平成２７年をピークに区内の人口が

減少に転ずることが予測され、高齢化率については、既に３０％を超

える地域も点在しています。 

また、区内の要支援者・要介護者が年々増加しており、将来にわた

って、誰もが住み慣れた地域や自らが望む場で、安心して暮らし続け

ることのできる地域づくりが求められています。 

 

 退職後も地域で人の役に立てる機会づくりを求める声が寄せられていま

す。 

区内の昼夜間人口比率は８１．９％で、区外に通勤・通学してい

る人が多く、就業者の約４８％が都内へ通勤しています。また、町

内会・自治会の加入率が微減傾向にあることに加え、市民活動団体

を含め、地域で活躍する人材が高齢化・固定化する傾向にあります。 

さらに、「川崎の未来を考える市民検討会」では、「仕事を退職し

た方が、地域で人の役に立てるような機会をつくろう」という意見

が寄せられており、市民活動の担い手として、新たな地域人材を発

掘・育成していくことが求められています。 

 

 登戸土地区画整理事業は、平成３７年度の事業完了をめざしています。 

登戸・向ヶ丘遊園駅周辺地区では、商業・業務の中心地区としてふさわしいまちをめざして、登

戸土地区画整理事業が進められています。これまでの進捗率は、仮換地指定率が約７３％、宅地使

用開始率が約５５％となっています（平成２７年１２月末現在）。長期化する事業を着実かつ効果的

に推進し、早期完了させることが求められています。 

区画整理事業の進展により、刻々と移り変わるまちの姿を記録し、これまでの賑わいを引き継ぐ

ことで、将来にわたって地域全体の活性化につなげていくことが期待されています。 

 

 

 

まちづくりの方向性 

 「水と緑と学びのまち ～うるおい豊かな住み続けたいまちへ～」 

多摩川や二ヶ領用水などの「水辺」、多摩川崖線軸の斜面緑地や生田緑地などの「緑」、そし

て区内に立地する大学などの知的資源を活かした「学び」など、多摩区は魅力あふれる地域資

源の豊かなまちです。 
これまで培ってきた多くの魅力や価値を引き継ぎ、高めながら、区民一人ひとりがうるおい

やあたたかい地域のつながりを身近に感じ、これからも住み続けたいと実感できる、すこやか

に安心して暮らせるまちづくりを進めます。 
  

区内居住者通勤動向 

1 長尾６丁目 33.0%

2 南生田５丁目 30.3%

3 南生田１丁目 30.2%

4 三田３丁目 29.1%

5 生田４丁目 28.6%

18.6%

2015年3月末現在

多摩区全体

町丁別高齢化率（上位 5 町丁）

平成 27 年 3 月現在
資料：市町丁別年齢別人口 

資料：平成22年国勢調査
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地域の課題解決に向けた主要な取組 

 地域資源を活用した賑わいと魅力あるまちづくりの推進 

 多摩区観光協会をはじめとする多様な主体と協働し、３０代の子育て世代やファミリー層

をターゲットに、まちへの愛着や満足度の向上を図り、訪れる人も住む人も、家族で楽し

むことのできる賑わいと魅力あるまちづくりを進めます。 

 多摩区総合庁舎や生田緑地を会場とした音楽イベントなどを開催し、区民が身近に音楽に

親しむ場を創出するとともに、区内の音楽家に発表機会を提供し、区民の交流や地域の活

性化を図ります。 

 スポーツに親しむ機会の提供と、優れたスポーツ選手との交流を通じて、地域のスポーツ

活動を促進するとともに、２０２０年に開催される東京オリンピック・パラリンピックに

向けて、障害者スポーツの体験などに取り組み、区民の関心を高めていきます。 

 登戸土地区画整理事業で大きく変わりゆくまちの賑わいを引き継ぎ、さらに発展させるこ

とで、魅力あるまちづくりや暮らしやすさの向上を図ります。 

 

事業名 

現状 事業内容・目標 

平成 26～27 
（2014～15）年度 

平成 28（2016）
年度 

平成 29（2017）
年度 

平成 30（2018）
年度以降 

観光振興・タウンプ
ロモーション推進
事業 

 

●広報物・ホームページ
等による地域資源のＰＲ 

●区民との協働による地
域観光の活性化の支援 

●都市間交流の推進 

●区民自らが区の魅力を
発信する取組の実施 

●区内を周遊し、区の魅
力を発見する取組の実施 

●地域のアイデア・ニー
ズの具現化（H27:3 件） 

●広報物・ホームページ
等による地域資源のＰＲ

●区民との協働による地
域観光の活性化の支援 

●都市間交流の推進 

●区民自らが区の魅力を
発信する取組の実施 

●区内を周遊し、区の魅
力を発見する取組の実施

●地域のアイデア・ニー
ズの具現化（1件以上）

●成果指標に基づく効果
検証の実施 

●藤子・Ｆ・不二雄 
ミュージアム開館 5 周年
と連携した地域活性化の
取組の実施 

 
 

 
 

 

 
 

 
 

 
 

 
 

●効果検証に基づく取組
の実施 

事業推進 

音楽による区の魅
力発信・地域交流創
出事業 

●たま音楽祭の開催 
（H27.12 開催） 

●生田緑地★星空コン 
サートの開催 
（H27.9 開催） 

●たまアトリウムコン 
サートの開催 
（H27:4 回） 

●たま音楽祭の開催 
（H28.12 開催予定） 

●生田緑地★星空コン 
サートの開催 
（H28.9 開催予定） 

●たまアトリウムコン 
サートの開催 
（4回） 

 
 

 
 
 

 
 
 

●日本民家園開園 50 周
年に関連した取組の実施

事業推進 

多摩区スポーツフ
ェスタ事業 

●「多摩区スポーツフェ
スタ」の開催 
（H28.3 開催） 

●区内地域団体、スポー
ツ団体等で構成する実行
委員会による企画・運営 

●「多摩区スポーツフェ
スタ」の開催 
（H29.3 開催予定） 

●区内地域団体、スポー
ツ団体等で構成する実行
委員会による企画・運営

●東京 2020 オリンピッ
ク･パラリンピックに向
けた取組の検討・実施 

 
 
 

 
 
 

●東京 2020 オリンピッ
ク･パラリンピックに向
けた取組の実施 

事業推進 

     

多様な主体と協働して
「ピクニックタウン多摩
区」の取組や地域資
源のＰＲを進め、タウ
ンイメージの向上を図
ります。 

「たま音楽祭」や「生田
緑地★星空コンサー
ト」を開催し、まちの賑
わいや地域交流の活
性化を推進します。 

誰もが気軽にスポーツ
を楽しむことができる
機会を提供し、地域住
民の交流、地域の活
性化を進めます。 
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多摩区 

基本

計画

10 年

戦略

実施
計画

【政策体
系別】

実施
計画
【区】

進行

管理

総論

基本

構想

事業名 

現状 事業内容・目標 

平成 26～27 
（2014～15）年度 

平成 28（2016）
年度 

平成 29（2017）
年度 

平成 30（2018）
年度以降 

登戸・向ヶ丘遊園駅
周辺地区賑わい継
承事業 

●「賑わい継承事業基本
方針」の検討、策定 

●区画整理区域内での定
点撮影の実施 

●写真の募集、デジタル
アーカイブの実施 

 

●基本方針に基づく取組
の実施 

●区画整理区域内での定
点撮影の実施 

●写真の募集、デジタル
アーカイブの実施 

●ホームページによる情
報発信の準備、試行実施

●賑わいを継承する取組
の検討 

 
 

 
 

 
 

●ホームページによる情
報発信の本格実施 

●賑わいを継承する取組
のモデル実施・検証 

事業推進 

 

局と連携した取組 取組内容 

地域のスポーツ資源

を活用したまちづく

りの推進 

 

地域のスポーツ資源を活用し、スポーツに親しみ、楽しむ機会を提供するとともに、スポーツ活
動を通じた仲間づくりや区民同士の交流を図るなど、スポーツを通じた魅力あるまちづくりを推
進します。 

多摩川プラン推進事業

（建設緑政局） 

重点プロジェクトの 1つである「多摩川の風景とともに歩むプロ
ジェクト」として、サイクリングコースの連続性を確保するため、
多摩区布田地区から稲城市までの延伸整備を行うとともに、自転
車と歩行者が安全に利用できるよう、通行方法について利用者に
周知します。 

浄水場用地の有効利用

事業 

（上下水道局） 

生田浄水場用地の一部について、将来の更新用地として活用する
までの間、有効利用を図るため、「環境への配慮」と「地域のま
ちづくりに貢献」の 2つの基本的な考え方に基づき、平成 31 年
度以降の供用開始に向けて、緑豊かな親水広場や多目的広場、ス
ポーツ広場などの整備に取り組みます。 

 

 

 災害に強く安全で安心できるまちづくりの推進 

 発生予測が困難な災害に対しては、平常時から、発災時の被害を減少させる備えや速やか

な復旧に向けた対策の強化が重要です。実践的な訓練などを通して、自主防災組織をはじ

めとした地域の防災力の強化に取り組みます。 

 警察、学校を中心に関係機関・団体との地域連携を推進し、防犯パトロール活動の支援や

啓発イベントを開催することで、犯罪発生の抑止に取り組みます。 

 従来の方式とあわせてスケアードストレート方式の交通安全教室を開催するなど、自転車

の安全利用マナーアップ促進に取り組み、児童生徒の交通安全意識の定着を図るとともに、

地域住民の交通事故防止、交通ルール遵守の啓発に取り組みます。 

事業名 

現状 事業内容・目標 

平成 26～27 
（2014～15）年度 

平成 28（2016）
年度 

平成 29（2017）
年度 

平成 30（2018）
年度以降 

市民防災活動支援
事業 

 

●自主防災組織、避難所
運営会議が主催する各種
訓練への支援の実施 

●訓練未実施組織への支
援の実施（H27:5 回） 

●防災リーダー育成研修
の実施（H28.1 開催） 
 

●防災セミナー、防災 
フェアの開催 
（H27.12 開催） 

●自主防災組織、避難所
運営会議が主催する各種
訓練への支援の実施 

●訓練未実施組織への支
援の実施（5回以上） 

●防災リーダー育成研修
の実施（H28.11 開催予
定） 

●防災セミナー、防災 
フェアの開催 
（H28.12 開催予定） 

 
 
 

 
 

 
 
 

●安全で安心なまちづく
りに関する新たなイベン
トの開催 

事業推進 

 

区画整理事業推進中
のまちの姿を記録する
とともに、歴史を留め
る写真などの収集、保
存、活用に取り組みま
す。 

地域防災活動の中心
的な役割を担う自主防
災組織への支援を行
い、地域の防災力の
向上を図ります。 
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多摩区 

基本 

計画 

10 年 

戦略 

実施 
計画 
【政策体

系別】 

実施 
計画 
【区】 

進行 

管理 

総論 

基本 

構想 

事業名 

現状 事業内容・目標 

平成 26～27 
（2014～15）年度 

平成 28（2016）
年度 

平成 29（2017）
年度 

平成 30（2018）
年度以降 

多摩区危機管理事
業 

 
 
 

●区本部訓練、職員参集
訓練、情報伝達訓練の実
施 

●土砂災害警戒区域等へ
の土砂災害対策、雪害対
策の実施 

●多摩区防災連絡会議の
開催（H27.7 開催） 

●「（仮称）多摩区防災基
本方針」の検討、策定 
 

●区本部訓練、職員参集
訓練、情報伝達訓練の実
施 

●土砂災害警戒区域等へ
の土砂災害対策、雪害対
策の実施 

●多摩区防災連絡会議の
開催（H28.5 開催予定）

●「（仮称）多摩区防災基
本方針」に基づく取組の
推進 

 
 
 

 
 
 

 

事業推進 

多摩区安全・安心ま
ちづくり事業 

 

●防犯セミナーの実施 
（H28.1 開催） 
 

●パトロール支援の実施 

●メール配信システム利
用促進の実施 

●防犯セミナーの実施 
（H28.12 開催予定） 
 

●パトロール支援の実施

●メール配信システム利
用促進の実施 

 

●安全で安心なまちづく
りに関する新たなイベン
トの開催 

 

 

事業推進 

自転車利用マナー
アップ促進事業 

●スケアードストレート
方式の交通安全教室の開
催（H27:3 回） 

●小学生から募集した交
通安全標語を活用した啓
発の実施 

●高齢者向け交通安全教
室の開催 
（H27:2 回） 

●スケアードストレート
方式の交通安全教室の開
催（3回以上） 

●小学生から募集した交
通安全標語を活用した啓
発の実施 

●高齢者向け交通安全教
室の開催 
（3回以上） 

 
 
 

 
 
 

 

 

事業推進 

 

 たまっ子を区民みんなで育てるまちづくりの推進 

 少子化の進展や女性の社会進出等、子どもや家庭を取り巻く環境が変化する中で、子育て

家庭が抱える課題や多様なニーズに対し、きめ細やかで的確な対応が求められています。 

 多摩区における子育て支援団体や関係機関の共通目標を定めた「多摩区こども支援基本方

針 たまっ子プラン」に基づき、課題やニーズを把握し、多様な主体が連携して地域全体

で総合的な子ども・子育て支援の取組を推進します。 

 生田緑地などの多摩区の自然環境を活用した外遊びの推進や、世代交流を視野に入れた人

材育成の実施など、人のつながりづくりを通して、地域と一体となった子育て支援の取組

を推進します。 

 親子がさまざまな子育て支援事業へ参加する中で、気軽に子育ての悩みや不安が相談でき、

必要時には専門機関へ適切につながることのできる体制を強化していきます。 

 待機児童解消を継続する取組として、多摩区独自に作成した「川崎認定保育園ガイドブッ

ク」や「保育園の紹介ファイル」等の資料やタブレット端末を活用し、保育所入所申請前

の集団説明会や日々の窓口における個別相談を行うなど、申請前からアフターフォローに

至るまで、一人ひとりの保育ニーズに寄り添ったきめ細やかな相談支援を実施します。 

  

多摩区防災連絡会議
を通じて関係機関との
連携を強化するなど、
区全体の総合的な危
機管理機能の向上を
図ります。 

地域、警察、消防と連
携し、防犯や交通事故
抑止に取り組み、安全
で安心して生活できる
まちづくりを推進しま
す。 

スケアードストレート方
式の交通安全教室の
開催など、幅広い年代
に対して交通安全意
識の定着を図る取組
を推進します。 
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多摩区 

基本

計画

10 年

戦略

実施
計画

【政策体
系別】

実施
計画
【区】

進行

管理

総論

基本

構想

事業名 

現状 事業内容・目標 

平成 26～27 
（2014～15）年度 

平成 28（2016）
年度 

平成 29（2017）
年度 

平成 30（2018）
年度以降 

多摩区子ども総合
支援連携事業 

 

●関係機関・団体と連携
した取組の実施 

●多摩区こども総合支援
連携会議の開催 
（H27:3 回） 

●地域会議「たまっ子育
成会議」の開催 
（H27:3 地域各 1回） 

●多摩区子育て支援事業
の調査・分析の実施 

●関係機関・団体と連携
した取組の実施 

●子ども・子育て関連 
ネットワーク会議の開催
による情報共有と連携の
推進 

 

 
 

 
 
 

 
 
 

 

事業推進 

多摩区幼・保・小連
携事業 

●職員の相互理解、連
携・交流を図るため連絡
会の開催 
（H27:4 回） 

●幼児・児童の交流活動
の推進 

●授業・行事参観、情報
交換会の実施 

●保育実習研修の実施 
 

●職員の相互理解、連
携・交流を図るため連絡
会の開催 
（3回以上） 

●幼児・児童の交流活動
の推進 

●授業・行事参観、情報
交換会の実施 

●保育実習研修の実施 
 

 
 
 
 

 
 

 
 

 

事業推進 

公立保育所の地域
支援推進事業  

●保育体験等の地域への
子育て支援事業の実施 

●民間保育所等との連
携・支援・交流の実施（専
門職の会議開催、調理業
務研修・あおぞら保育の
実施(H27:6 か所)） 
 

●公民保育所等の人材育
成（職員及び子育て支援
者向け研修等の実施）  

●保育体験等の地域への
子育て支援事業の実施 

●民間保育所等との連
携・支援・交流の実施（専
門職の会議開催、調理業
務研修・あおぞら保育の
実施(6か所)） 
 

●公民保育所等の人材育
成（職員及び子育て支援
者向け研修等の実施） 

 
 

●民間保育所等との連
携・支援・交流の実施（専
門職の会議開催、調理業
務研修・あおぞら保育の
実施(6 か所)、取組の検
証） 

事業推進 

多摩区こどもの外
遊び事業 

●地域理解促進事業の実
施 
 

●人材育成・交流事業の
実施 

●地域外遊び活動の支援
の実施 

●「こどもの外遊び」の
開催（H27:3 回） 

●地域理解促進事業（広
報パンフレットの作成・
配布等）の実施 

●人材育成・交流事業の
実施 

●地域資源を活かした地
域外遊び活動の支援の実
施（広報支援、物品貸出、
スタッフ派遣等） 

 

 
 
 

 
 

 
 
 

 

事業推進 

地域子育て交流支
援事業 

●地域サロンの開催（区
内 4か所） 

●保育士・ボランティア
の配置による各種健診・
相談サポート体制の充実 

 

 

●地域サロンの開催（区
内 4か所） 

●保育士・ボランティア
の配置による各種健診・
相談サポート体制の充実

 

 
 

 

事業推進 

幼児の発達支援事
業 

●健診後フォロー教室の
開催 

●心理相談員による個別
相談の実施 

 

 

●健診後フォロー教室の
開催 

●心理相談員による個別
相談の実施 

●乳幼児健診の再構築に
よる事業の効果検証と見
直し 

 
 

 

 

事業推進 

 

 

子ども・子育て支援団
体や関係機関と協力・
協働し、地域全体で子
ども・子育て支援の取
組を推進します。 

幼稚園・保育所･小学
校が連携を図り、一人
ひとりの子どもの育ち
や 成 長 を 一 体 的 に  
支援し、小学校へのス
ムーズな入学を促しま
す。 

地域の子育て支援や
公民保育所の交流・
連携・人材育成などに
取り組み、保育の質の
向上を図ります。 

公園や広場など、身近
な環境の中で、子ども
の創造力と社会性を
培う「こどもの外遊び」
を推進します。 

子育て中の親子が気
軽に集まれる場を提
供するなど、子育ての
不安感や負担を相談
できる環境の充実を図
ります。 

心理相談員による個
別相談を実施するな
ど、発達に不安がある
幼児の支援と保護者
の不安感・負担感の
軽減を図ります。 
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多摩区 

基本 

計画 

10 年 

戦略 

実施 
計画 
【政策体

系別】 

実施 
計画 
【区】 

進行 

管理 

総論 

基本 

構想 

 すこやかに安心して暮らせる地域福祉・健康のまちづくりの推進 

 今後増加が見込まれる「ケアを必要とする人」に対して、地域全体で助け合いの取組を進

めていく必要があります。多摩区の特性を踏まえた「地域包括ケアシステム」の構築をめ

ざし、地域の課題や必要となる資源・機能の把握、区民やボランティア・関係団体などへ

の「共生の意識」の醸成などに取り組みます。 

 公園体操をはじめ、区民が主体となった健康づくり・介護予防の取組を促進し、区民同士

が支え合い、地域での見守りや交流の活性化を支援します。 

 認知症を有する人とその家族が、地域の見守りの協力を得て安心して生活できるよう、増

加する認知症への理解を促進します。 

事業名 

現状 事業内容・目標 

平成 26～27 
（2014～15）年度 

平成 28（2016）
年度 

平成 29（2017）
年度 

平成 30（2018）
年度以降 

多摩区地域包括ケ
アシステム推進事
業 

 

●地域福祉に関わりのな
い市民の意識を高めるイ
ベントの開催 

●情報共有と活動の活性
化を目的としたワークシ
ョップの開催 
（H27:2 回） 

●小学生に対する認知症
サポート講座の開催 
（H27:7 校） 

●地域包括ケアシステム
地域資源調査及びモデル
事業の開催 

●地域包括ケアシステム
周知を目的とした公開講
座の開催及び啓発物の作
成・配布 

●小・中学生に対する認
知症サポート講座の開催
（小学校 14校、中学校試
行 2校以上） 

 
 
 

 

事業推進 

健康づくり推進事
業 

●多摩区健康フェスタの
開催（H27.9 開催） 

●地域資源を活かした食
育イベントの開催 
（H27.10 開催） 

●思春期の食育の実施 

●区民向け食育講演会の
開催（H28.2 開催） 

●多摩区健康フェスタの
開催（H28.9 開催予定）

●地域資源を活かした食
育イベントの開催 
（H28.8 開催予定） 

●思春期の食育の実施 

●区民向け食育講演会の
開催（H29.2 開催予定）

 
 

 
 
 

 

 

事業推進 

パサージュ・たま開
催事業 

 

●多摩区総合庁舎アトリ
ウムを利用した「パサー
ジュ・たま」の開催 
（H27:11 回） 

●チラシ等を使った広報
及び普及啓発の実施 

 

●多摩区総合庁舎アトリ
ウムを利用した「パサー
ジュ・たま」の開催 
（11回） 

●チラシ等を使った広報
及び普及啓発の実施 

 

 
 
 
 

 

事業推進 

 

 市民自治を一層進める地域人材によるまちづくりの推進 

 多摩区では平成３２年には超高齢社会となり、退職を迎える多くの区民が地域中心の生活

に移行することが見込まれています。地域人材の育成・発掘や市民活動団体とのマッチン

グ、市民活動相談の実施など、地域で活躍する新しい人材の輩出に取り組みます。  

 知的資源や多彩な人材を有する３大学と連携し、在学在住している学生の多摩区への愛着

を深め、定住してもらえるような取組や３大学コンサート、キャンパスツアー、公開講座

を開催するなど、大学の持つ価値や魅力を活かした取組を推進します。 

 まちづくり協議会と協働した取組や、町内会・自治会活動の支援、市民活動団体からの提

案事業の実施など、地域の自治力を高め、区民の参加と協働による暮らしやすい地域社会

づくりを進めます。 

   

地域包括ケアシステ
ムの土台づくりとして、
共 生 の 意 識 の 醸 成
や、地域資源・ニーズ
の把握、認知症サ 
ポーターの養成などに
取り組みます。 

「多摩区健康フェスタ」
や中学生を対象とした
食育講演会を開催す
るなど、健康寿命の延
伸や食育の推進を図
ります。 

多摩区総合庁舎アトリ
ウムで、障害者団体
や作業所等の活動紹
介、作業実演、展示販
売等を行い、障害福祉
への理解と関心を促
進します。 
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構想

事業名 

現状 事業内容・目標 

平成 26～27 
（2014～15）年度 

平成 28（2016）
年度 

平成 29（2017）
年度 

平成 30（2018）
年度以降 

多摩区地域人材育
成事業 

 

●地域人材・市民活動団
体の登録の実施 
（H27 登録数:8件） 

●各種研修の実施 

●市民活動・生涯学習活
動相談ボランティア養成
講座の開催 
 

●地域人材・市民活動団
体の登録の実施 
 

●各種研修の実施 

●市民活動・生涯学習活
動相談ボランティア養成
講座の開催 
 

 
 

 

 
 
 
 

●「多摩区地域人材育成
基本方針」の見直し及び
次期実施計画の策定 

事業推進 

多摩区・３大学連携
事業 

●地域課題の解決に向け
た取組を推進する大学・
地域連携事業の実施 

●3 大学知的探訪（公開
講座・キャンパスツアー
等）の実施 

●3 大学コンサートの開
催（H27.11 開催） 

●3 大学との協定締結 10
周年事業の実施 

●生田緑地エントランス
スポットの維持管理 

●地域課題の解決に向け
た取組を推進する大学・
地域連携事業の実施 

●3 大学知的探訪（公開
講座・キャンパスツアー
等）の実施 

●3 大学コンサートの開
催（H28.10 開催予定） 

●生田緑地エントランス
スポットの維持管理 

●区内在学の大学生に区
への愛着を深めてもらう
取組である、第 2 のふる
さと事業の基本方針の検
討、策定 

 
 
 

 
 
 

 
 

 
 

●「第 2 のふるさと事業
基本方針」に基づく取組
の試行実施 

事業推進 

区民との協働によ
るまちづくり活動
実践事業 

 

●まちの課題を解決する
プロジェクト活動の実施 

●市民活動団体の支援に
つながる中間支援的活動
の実施 

●まちの課題を解決する
プロジェクト活動の実施

●市民活動団体の支援に
つながる中間支援的活動
の実施 

 

 事業推進 

地域コミュニティ
の活性化促進事業 

●転入者・未加入者の加
入に向けた啓発活動の実
施 

●大学生等との協働によ
る地域活動の取材・交流 

●ホームページや地域情
報紙による町内会・自治
会の紹介 

●地域活動に関する講演
会等の開催 
（H27:2 回） 

●転入者・未加入者の加
入に向けた啓発活動の実
施 

●大学生等との協働によ
る地域活動の取材・交流

●ホームページや地域情
報紙による町内会・自治
会の紹介 

●地域活動に関する講演
会等の開催 
（2回） 

●効果検証及び課題解決
手法の検討 

 
 
 

 
 

 
 
 

 
 
 

●効果検証及び課題解決
手法の実施 

事業推進 

磨けば光る多摩事
業 

●市民提案事業の募集 
（H28.1～2月） 

●公開プレゼンテーショ
ンの実施（H27.4） 
 

●事業の選定、実施 
（H27:5 事業） 

●事業報告会の開催 
（H28.3 開催） 

●市民提案事業の募集 
（H29.1～2月実施予定）

●公開プレゼンテーショ
ンの実施 
（H28.4 実施予定） 

●事業の選定、実施 
（3事業以上） 

●事業報告会の開催 
（H29.3 開催予定） 

 事業推進 

  

地域人材の募集や、
市民活動に関する研
修・相談の実施など、
市民活動の活性化と
市民の自治力の向上
に取り組みます。 

大学と地域の交流・連
携を図るとともに、地
域のさまざまな課題の
解決に向けて、大学の
研究と連携した取組を
実施します。 

まちづくり協議会との
協働により、まちづくり
に関する地域課題の
解決への取組や、区
内のさまざまなまちづ
くり活動への支援を行
います。 

町内会・自治会の抱え
る課題の解決を支援
し、町内会・自治会活
動、さらには地域コミュ
ニティの活性化を図り
ます。 

地域課題の解決や、
安全で安心・うるおい
のある暮らしの実現に
向けて、市民活動団
体から事業提案を募
集し、協働による取組
を推進します。 
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基本 

計画 

10 年 

戦略 

実施 
計画 
【政策体

系別】 

実施 
計画 
【区】 

進行 

管理 

総論 

基本 

構想 

 

“それいいね”が広がるまちづくりに向けて 

 “あそぼう！たまっ子” ～つながる！たのしい！子育てに向けて～ 

 「ママと遊ぼうパパもね」 

乳幼児とその保護者が気軽に集い、遊びや子育てに関する

情報交換や、仲間づくりができる場として開催しています。

地域に根ざし、参加者の状況に合わせた支援をめざし、公私

立認可保育園の職員、地区の民生委員児童委員、主任児童委

員と協力し、４か所で各１０回、年間４０回開催しています

（平成２７年度）。 

開催場所：菅こども文化センター（子育て支援センター宙
そら

） 

中野島こども文化センター、生田道院、 

ＫＦＪ多摩すかいきっず 

 

 多摩区公立保育所のイクメンプロジェクト 

たまっ子プランの調査では、「父親の育児参加への度合い

が高いと、楽しんで子育てできる。」という結果が出ていま

す。そこで、公立保育所の男性保育士を中心に「イクメンプ

ロジェクト」を立ち上げ、各園で「パパーズエンジョイ」「パ

パと遊ぼう」など父親の子育て支援を促す取組を行っていま

す。 

 

 「おいでよ！たまっ子」～あおぞら保育～ 

「おいでよ！たまっ子」～あおぞら保育～は、多摩区内 

６か所の公園に行政の保育士が出向き、地域の子育て家庭や

公園の近隣にある保育所の園児など、主に２～３歳児を対象

として、楽しい子育てや保育のためのさまざまな遊びを行う

取組です。 

実施公園：生田緑地 

下布田公園、菅なかよし公園、登戸第２公園 

三田第３公園、緑化センター 

 

 

 

 市民の想い、メッセージ 

 

  

いろいろな情報の紹介、おしゃべりの後は、 
保育士の手遊びなどで楽しみます。 

主にお父さんの参加しやすい土曜日を中心に 
  公園や公立保育所で実施しています。 

公園で音楽に合わせて体操、ふれあい遊び 

季節に合わせて水遊びなど♪ 
    たくさん体を動かして遊びます。 

 家庭や地域でさまざまな人材が関わりながら、子どもを孤立させないことが大切

です。『伴走者』として、子どもの成長（学習・自尊心・好奇心・集中力・コミュ

ニケーション力・自立など）に地域でしっかり寄り添いましょう。 

 気軽に相談できる子育ての先輩のネットワークをつくり、みんなで子育て世代を

サポートしましょう。 

川崎市総合計画市民検討会議より
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基本

構想

 

 

 

 ピクニックタウン“多摩区”  

多摩区の豊かな自然環境や魅力的な地域資源をＰＲしながら、これらをつなぐ楽しみ方や過ごし

方を提案することで、“ピクニック”をキーワードに地域ブランドを高め、多摩区を訪ねてみたい、

住んでみたい、さらには住み続けたい！と思える多摩区の“ファン”を増やしていきます。 

 

 ピクニックタウンとは何ですか？ 

（１）いつでも気軽に訪れることができるまち 

思い立ったら友だちや家族を誘い合って、いつでも気軽にピク

ニックが楽しめます。 

（２）ゆったり一日過ごせるまち 

芝生広場、河川敷、公園など、ピクニックを楽しめる場所がた

くさんあります。また、ピクニックの前後に魅力的な文化施設や

歴史・伝統ある寺社などを訪れて、一日過ごすこともできます。 

（３）人や地域が“ピクニック”でつながるまち 

“ピクニック”という共通のテーマでつながることで、さまざまな活動に広がりが生まれ、

区民同士が交流し、多世代のコミュニティの輪が広がります。 

 

 ピクニックタウンの取組が始まったきっかけは？ 

平成２５年度に実施した「多摩区魅力アップ・アイデアコンテスト」で、多摩区の豊富な地域資

源を活用するアイデアとして「ピクニックタウン多摩区」が特選を受賞しました。また、区の課題

の一つとして、区内の人口の社会減、とくに子育て世代の流出が懸念されています。市民アイデア

と多摩区の課題がマッチし、“ピクニック”をテーマにした取組が始まりました。 

 

 ピクニックタウン＝多摩区で楽しいまちに！ 

人や地域が“ピクニック”でつながり、公園・施設の管理者、

子育てグループなどの市民団体、関連グッズや食べ物のお店な

どが協力しながら、“ピクニック”を通じて、まちが盛り上が

っていく。みんなの力で、まちのイメージがアップし、ブラン

ド力が向上することで、「住んでみたいまち、住み続けたいま

ち」ピクニックタウン“多摩区”をめざします。 

 

 

 市民の想い、メッセージ 

 

 

 

 

 

 

 

 

ピクニックできるところがたくさんあるよ♪ 
みんなで出掛けよう！ 

 私たち市民が、川崎の良いところや優れたところを積極的にＰＲし、一人でも多

くの人に川崎の魅力を知ってもらうことが大切です。ＩＣＴを活用した情報発信

のほか、友人や知人との「人と人とのつながり」を通じたクチコミなどにより、

川崎の魅力を伝えるようにしてみましょう。 

川崎市総合計画市民検討会議より 
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多摩区

地 域 の 課 題 解 決 に
向 け た 取 組 の 一 覧

　地域資源を活用した賑わいと魅力あるまちづくりの推進

○ 観光振興･タウンプロモーション推進事業

○ 音楽による区の魅力発信･地域交流創出事業

○ 多摩区スポーツフェスタ事業

○ 登戸･向ヶ丘遊園駅周辺地区賑わい継承事業

多摩区エコロジーライフ事業

水辺の愛護活動事業

自然体験のつどい実施事業

多摩川環境啓発展示事業

多摩まちかど祭開催事業

区民祭開催経費

　災害に強く安全で安心できるまちづくりの推進

○ 市民防災活動支援事業

○ 多摩区危機管理事業

○ 多摩区安全･安心まちづくり推進事業

○ 自転車利用マナーアップ促進事業

多摩区動物愛護推進事業

　たまっ子を区民みんなで育てるまちづくりの推進

○ 多摩区こども総合支援連携事業

○ 多摩区幼･保･小連携事業

○ 公立保育所の地域支援推進事業

○ 多摩区こどもの外遊び事業

○ 地域子育て交流支援事業

○ 幼児の発達支援事業

たまたま子育てまつり開催事業

子ども･子育て講演会等事業

親と子の集いの場づくり事業

子育て支援者養成事業

多摩区子育て支援パスポート事業

多摩区こども･子育て情報収集･発信事業

　すこやかに安心して暮らせる地域福祉・健康のまちづくりの推進

○ 多摩区地域包括ケアシステム推進事業

○ 健康づくり推進事業

○ パサージュ・たま開催事業

精神保健普及啓発事業

　市民自治を一層進める地域人材によるまちづくりの推進

○ 多摩区地域人材育成事業

○ 多摩区･3大学連携事業

○ 区民との協働によるまちづくり活動実践事業

○ 地域コミュニティの活性化促進事業

○ 磨けば光る多摩事業

多摩区区民意識アンケート実施事業

市民活動支援事業

公園を拠点としたコミュニティづくり推進事業

　区役所サービス向上事業

窓口サービス改善推進事業

　地域課題対応その他事業

共通事務経費

　区の新たな課題即応事業

区の新たな課題即応事業

事業名　（○は本計画に掲載している主な事業や取組）
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麻生区 

基本

計画

10 年

戦略

実施
計画

【政策体

系別】

実施
計画
【区】

進行

管理

総論

基本

構想

禅寺丸柿キャラクター「かきまるくん」 

麻生区 

麻生区の概要  

麻生区は昭和５７年に、多摩区から分区して誕生しました。「麻生」の名は、８世紀頃、この地が

朝廷への貢物だった麻布の原料である麻を産したことによると伝えられています。 

昭和２年に小田急線の柿生駅が開設され、その後、昭和４９年に新百合ヶ丘駅が誕生、さらに小

田急多摩線が開通しました。新百合ヶ丘駅周辺地区には行政機関、大型商業施設、病院などの都市

機能が集積し、市北部における広域拠点として機能強化が図られてきました。 

平成２４年に区制３０周年を迎え、区の花「ヤマユリ」、区の木「禅寺

丸柿」を制定しました。１０月２１日が「禅寺丸柿の日」に制定され、

禅寺丸柿キャラクター「かきまるくん」による普及活動など、麻生区固

有の魅力と価値を後世に伝承する活動が進められています。 

麻生区は、里地・里山など緑のうるおいにあふれ、一人あたりの公園

緑地面積は、約１０㎡と７区で最も高くなっています。区内には、「黒

川」・「岡上」・「早野」の農業振興地域、農産物直売所「セレサモス」があ

り、平成２４年には「明治大学黒川農場」が開場するなど、農業資源に恵まれています。 

麻生区では、芸術・文化のまちづくりが進められ、大学や施設が集積し、年間を通じて、市民の

手によるさまざまな芸術・文化の催しが開催されています。また、芸術・文化や子育て、農などさ

まざまな分野で、区内の６大学（昭和音楽大学、玉川大学、田園調布学園大学、日本映画大学、明

治大学、和光大学）や、企業との連携も進んでいます。 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

■人口 175,511 人   ■世帯数 74,275 世帯 

■面積 23.11 km2    （平成 28 年 3 月１日現在） 

黒川上営農団地 

川崎市アートセンター 

麻生区の主な地域資源・魅力等 

早野の里 

kirara@アートしんゆり 

岡上営農団地 

王禅寺の国登録記念物

「禅寺丸柿」の原木 

麻生区役所 

⿇⽣区の花 ⿇⽣区の⽊ 

※人口・世帯数は平成 27 年国勢調査速報値を基にして推算 
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麻生区 

基本 

計画 

10 年 

戦略 

実施 
計画 
【政策体
系別】 

実施 
計画 
【区】 

進行 

管理 

総論 

基本 

構想 

2.4 2.4 2.3 2.1 2.0 1.9 

11.2 11.0 10.8 10.7 10.2 9.3 

4.0 4.4 4.8 5.2 5.7 
6.1 

0

5

10

15

20

H27年

(2015)

H32年

(2020)

H37年

(2025)

H42年

(2030)

H47年

(2035)

H52年

(2040)

0から14歳 15から64歳 65歳以上

企業と連携した麻生区『子育て支

援アプリ』（右）と子育てイベント（上）

(万人) 

17.6 17.8 17.9 18.0 17.8 17.3 

資料：川崎市将来人口推計 

●

現状と課題 

 芸術・文化が輝き、豊かな自然に恵まれています。 

区内には、「昭和音楽大学」、「日本映画大学」、「アートセンタ

ー」など芸術・文化に関連する施設や団体が多数集まっており、

「アルテリッカしんゆり」、「麻生音楽祭」など新百合ヶ丘駅周辺

では、年間を通じてさまざまな芸術・文化イベントが開催されて

います。 

また、黒川・岡上・早野地区の農業振興地域をはじめ、市内の

農地、山林の４３％が区内に集積するなど、豊かな自然に恵まれています。 

こうした地域資源を活かして、地域の魅力やブランド力をさらに高めることが必要です。 

 

 支援を必要とする高齢者の増加や人口減少による空き家の増加が見込ま

れています。 

区内の人口は、多摩区との分区以降、一貫して増加

を続けており、平成４２（2030）年をピークに１８万

人まで増加を続けますが、その後減少に転ずることが

予測されています。 

また、区内の高齢化率は２１.７％、高齢者数は約３

万８千人（平成２７年６月）ですが、白山、王禅寺東、

虹ヶ丘などでは、高齢化率が既に３０％を超えている地

区もあることから、支援を必要とする高齢者の増加や人

口減少が進む地区での空き家が増えていくことなど

への対応が必要です。 

 

 

 子どもが増えている地域もあり、区民の子ども・子育て支援ニーズは高くな

っています。 

区内では、万福寺やはるひ野などの住宅開発が

進む地区で、０歳から１４歳までの年少人口が増

加している中、かわさき市民アンケートでは、市

政の仕事で今後特に力を入れてほしいこととし

て、「子どものための施策」が４８.２％となって

おり、７区の中では最も高くなっています。 

核家族化や地域のつながりの希薄化などを背

景に、育児への不安や負担感を抱きやすい家庭も

増えていることから、子育て家庭を、地域全体で

支え、安心して子育てできる環境づくりが求めら

れています。 

 

  

麻生区の将来人口推計

麻生音楽祭 
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計画

10 年

戦略

実施
計画

【政策体
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進行
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基本

構想

 犯罪・交通事故の少ないまちですが、災害などに備える区民の意識は高ま

っています。 

区内の土砂災害警戒区域は３０２ 区域（平成２７年

１０月時点）と市内で最も多く、市直下型地震による多

大な被害が想定されることから、自助・共助（互助）・

公助の適切なバランスのもと、災害への備えを強化し、

地域防災力を向上させる必要があります。 

また、麻生区は、犯罪発生件数や交通事故件数、火

災対応件数が７区の中で最も少ない状況ですが、社会状

況の変化が激しい中、今後も高齢者や子どもを狙った犯

罪への対策、交通安全教育の一層の充実、駅周辺の交通

混雑の改善などが求められています。 

 

 地域には知識や経験を持った人がたくさんいます。 

区内では、「麻生市民交流館やまゆり」の登録団体が６００団

体を超え、シニアなどがこれまで培ってきた知識や経験を活かし

た活発な市民活動が行われています。また、町内会・自治会も、

地域住民をつなげ、福祉や防災など身近な暮らしの課題の解決に

大きな役割を担っています。 

更なるコミュニティの活性化に向けて、地域人材の発掘・育成

や活動への参加の促進が求められているとともに、町内会・自治

会加入率の低下や担い手の高齢化への対応も必要となっています。 

また、区民のスポーツに関する意識調査でも、区民のおよそ３人に１人がスポーツをしており、

中でもウォーキングや水泳、屋内・屋外球技などは人気があります。 

こうした、さまざまな機会や人材を活かして、区民同士の交流の場づくりを進めることで、地域

の自主的な活動の活性化を促進する必要があります。 

 

 

 

まちづくりの方向性 

 「豊かな自然と芸術が溶け合う活力のあるまち」 

麻生区は、新百合ヶ丘駅周辺をはじめ区内に芸術・文化が輝き、黒川・岡上・早野などに 

広がる豊かな自然や農のある風景、景観の整った美しい街なみが調和し、安全・安心で魅力 

にあふれ、心の安らぎが感じられるまちです。 

区民が、まちに愛着と誇りを持ち、こうした貴重な地域の資源を大切に育むとともに、地 

域や大学などのさまざまな主体が手を取り合い、支え合うことで、未来に広がる、誰もが暮 

らしやすいまちづくりを進めます。 

 

  

区別犯罪・交通事故状況 

資料：神奈川県警統計（平成 26 年）

麻生市民交流館やまゆり 
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麻生区 

基本 

計画 

10 年 

戦略 

実施 
計画 
【政策体
系別】 

実施 
計画 
【区】 

進行 

管理 

総論 

基本 

構想 

地域の課題解決に向けた主要な取組 

 芸術・文化のまちづくりの推進 

 区内に集積する芸術関係資源や人材などの地域資源を活かしながら、事業者、教育機関、

市民、行政等が連携することにより、豊かな芸術・文化を中心に地域活性化や地域ブラン

ド化をめざす「しんゆり・芸術のまち」の取組を区全体に広げ、「芸術・文化のまち麻生」

の確立をめざします。また、新百合ヶ丘駅周辺の更なる魅力の向上に向けて取り組みます。 

 麻生区特有の伝統・伝承文化について、区の花「ヤマユリ」と区の木「禅寺丸柿」も活用

しながら、地域の文化団体や観光関係団体等と連携して継承を図るとともに、さまざまな

媒体を通じてその魅力を広く発信します。 

事業名 

現状 事業内容・目標 

平成 26～27 
（2014～15）年度 

平成 28（2016）
年度 

平成 29（2017）
年度 

平成 30（2018）
年度以降 

しんゆり・芸術のま
ち推進事業 

 

●民間推進組織への支援 
 

●芸術・文化等の情報発
信 
 
 

●芸術関連イベント支援 
 
 

●あさお芸術・文化交流
カフェ（H26.11 発足・2
回）の開催 
 
 

●新百合ヶ丘駅南口バス
ターミナルの柱を利用し
た広報 

●新百合ヶ丘駅周辺の更
なる魅力向上に向けた検
討 

●民間推進組織への支
援・協力 

●ホームページやソー
シャルネットワーキング
サービスによる芸術・文
化等の情報発信 

●アルテリッカしんゆり
やしんゆりマルシェなど
芸術関連イベントの支援

●麻生区で活動する芸
術・文化関連団体の情報
交換や交流を図る「あさ
お芸術・文化交流カフェ」
の開催 

●新百合ヶ丘駅南口バス
ターミナルの柱を利用し
た広報 

●新百合ヶ丘駅周辺の更
なる魅力向上に向けた検
討 

 
 

●情報発信の継続的な実
施及び新たな手法の検討
 
  

 
 
 

●「あさお芸術・文化交
流カフェ」の継続的な開
催及び検証 
 
 

●広報の継続的な実施及
び新たな手法の検討 
 

 
 

事業推進 

麻生音楽祭開催事
業 

●麻生音楽祭（スクール
コンサート、コーラスの
つどい、ファミリーコン
サートなど）の開催（H26
参加人数 2,342 人） 

●バックステージ講習会
の開催 

●30 周年記念事業の実
施 

●地域の音楽団体や学校
との協働により、日頃の
活動の成果を披露し、相
互交流と芸術文化の向上
を図る麻生音楽祭の開催

 

 

 

 

事業推進 

あさお芸術のまち
コンサート事業 

●コンサート（新春コン
サート、ユニヴァーサル
コンサートなど）の企
画・運営（H26 7回） 
 

●音楽家の交流及びネッ
トワークづくりの促進 

●麻生区内居住・麻生区
内を中心に活動する音楽
家、音楽愛好家によるコ
ンサートの企画・運営（年
7回） 

●音楽家の交流及びネッ
トワークづくりの促進 

 
 
 
 
 

 

事業推進 

KAWASAKI しんゆり
映画祭野外上映会
開催事業 

●KAWASAKI しんゆり映
画祭の一環として野外上
映会の開催 
 
 

●野外上映会の開催に合
わせた関連イベント等の
実施 

●麻生区の芸術・文化の
まちづくりの推進と
KAWASAKI しんゆり映画
祭開催の周知を図るた
め、野外上映会の開催 

●野外上映会の開催に合
わせた関連イベント等の
実施 

 
 
 
 
 

 

事業推進 

 

 

新百合ヶ丘駅周辺に
集積する芸術関連団
体等と連携し、情報発
信やイベント支援を行
います。また、団体間
の情報共有や連携を
推進します。 

麻生区を中心に音楽
活動をしている団体、
学校等によるコンサー
トを開催します。 

区内居住・区内を中心
に活動する音楽家、音
楽 愛 好家 によるコン 
サートを開催します。 

KAWASAKI しんゆり映
画祭の一環として野外
上映会を開催します。 
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戦略

実施
計画

【政策体
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【区】

進行
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事業名 

現状 事業内容・目標 

平成 26～27 
（2014～15）年度 

平成 28（2016）
年度 

平成 29（2017）
年度 

平成 30（2018）
年度以降 

あさお観光資源の
魅力紹介事業 

●観光ガイドブックの改
訂及び観光写真コンクー
ルの開催 
 
 

●「禅寺丸柿の日」イベ
ントの開催 
 
 

●ヤマユリの広報活動の
実施 

●自然や都会的景観な
ど、多彩な顔を持つ麻生
区の魅力を広く区内外に
発信する「麻生区観光写
真コンクール」の開催 

●区の木「禅寺丸柿」を
ＰＲするため、「禅寺丸柿
の日」イベントの開催 
 

●区の花「ヤマユリ」を
ＰＲするための広報活動
の実施 

●麻生区の豊かな自然や
寺社などの史跡、都会的
な街なみなどを紹介する
「観光ガイドブック」の
改訂 

●「禅寺丸柿の日」イベ
ントの開催及び効果的・
継続的なＰＲの検討と実
施 

●「ヤマユリ」の認知度
の検証と効果的・継続的
なＰＲの検討と実施 

事業推進 

ふるさとあさお再
発見事業 

●地域文化団体等と連携
した伝統行事「七草粥」
の実施 

●区民から愛され、親し
まれる「ふるさとあさお」
が感じられる区づくりを
推進するため、地域文化
団体等と連携した伝統行
事「七草粥」の実施 

●伝統行事「七草粥」の
実施及び効果的・継続的
なＰＲの検討と実施 

事業推進 

 農と環境を活かしたまちづくりの推進 

 麻生区の貴重な農業資源や環境資源への理解を深め、地域で守り育てていくため、黒川地

区では、「明治大学・川崎市 黒川地域連携協議会」等を通じ、地域・大学・区民・行政の

協働により、農産物等の地産地消、農と里山体感・地域交流、里山の保全と活用など、地

域資源を活用した事業を推進します。また、岡上地区や早野地区では、関係局や地域と連

携し、それぞれの地域特性を踏まえた地域の活性化や地域交流の取組を進めます。 

 里地・里山保全や身近な環境活動への区民の理解を深めて参加を促すため、関連する多様

な団体のネットワークを構築するとともに、里地・里山の自然や歴史、文化の魅力を伝え、

これらを守り育てるボランティアを育成します。 

 市民活動団体等との協働により、区民一人ひとりが取り組める身近なエコ活動を啓発し、

地球温暖化防止やごみの減量などの環境問題に取り組む「エコのまち麻生」を推進します。 

事業名 

現状 事業内容・目標 

平成 26～27 
（2014～15）年度 

平成 28（2016）
年度 

平成 29（2017）
年度 

平成 30（2018）
年度以降 

農と環境を活かし
た連携事業 

 

●黒川地域連携協議会を
通じた地域活性化の取組 
に係る実施計画の作成 
 
 
 

●関係局等と連携した岡
上地区、早野地区の活性
化の検討 

●農を通じた地域交流・
世代間交流の検討 

●黒川地区の貴重な農業
資源や環境資源への理解
を深め、地域で守り育て
ていくため、黒川地域連
携協議会を通じた実施計
画に基づく取組の推進 

●関係局等と連携した岡
上地区、早野地区の活性
化の検討 

●農を通じた地域交流・
世代間交流の検討 

●黒川地域連携協議会を
通じた実施計画に基づく
取組の推進及び検証 

 
 
 

 

事業推進 

麻生里地・里山保全
推進事業 

●里地・里山カフェ塾や
里山フォーラムなどの開
催 
 
 
 

●人材育成交流事業の開
催 

●風景写真展の開催及び
風景記録集の発行 

●里地・里山を保全し、
その文化等を継承すると
ともに、新たな魅力を引
出し、未来へつなぐ里
地・里山カフェ塾や里山
フォーラムなどの開催 

●人材育成交流事業の開
催 

●風景写真展の開催及び
風景記録集の発行 

 
 
 
 
 
 

 
 

 

事業推進 

観光ガイドブックの改
訂、観光写真コンクー
ル及び禅寺丸柿の PR
などにより、区の魅力
を発信し、区のイメー
ジアップや地域の活性
化を促進します。 

区に伝わる伝統行事
「七草粥」を再現し、地
域の豊かな自然の恵
みと文化の香りに触れ
る機会を提供します。 

区民や大学、学校、農
業事業者等と連携し、
区内農業資源や環境
資源を活かし、地域活
性化や地域交流を推
進します。 

里地・里山の保全や
魅力をテーマにした講
座や催し等を開催し、
地域住民や子どもたち
など 若い世 代 に、 里
地・里山の魅力や必
要性を伝えます。 
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麻生区 

基本 

計画 

10 年 

戦略 

実施 
計画 
【政策体
系別】 

実施 
計画 
【区】 

進行 

管理 

総論 

基本 

構想 

事業名 

現状 事業内容・目標 

平成 26～27 
（2014～15）年度 

平成 28（2016）
年度 

平成 29（2017）
年度 

平成 30（2018）
年度以降 

エコのまち麻生推
進事業 

 

●区民一人ひとりが取り
組める身近なエコ活動
「緑のカーテン」等の普
及啓発 

●太陽光等の自然エネル
ギーの活用促進 

●環境や緑の保全に関す
る普及啓発を促進する取
組の実施 

●区民一人ひとりが取り
組める身近なエコ活動
「緑のカーテン」等の普
及啓発 

●太陽光等の自然エネル
ギーの活用促進 

●環境や緑の保全に関す
る普及啓発を促進する取
組の実施 

●区民一人ひとりが取り
組める身近なエコ活動
「緑のカーテン」等の普
及啓発及び検証 

 
 

 
 
 

事業推進 

 高齢化への対応とすこやか・支え合いのまちづくりの推進 

 高齢化が進展する中で、自助・互助・共助による健康づくりや高齢者の閉じこもり予防等

を推進するため、公園を拠点にした健康体操・健康ウォーク、ロコモティブシンドローム

（関節や筋肉などの運動器障害）予防体操の普及啓発、地域グループへの支援等を行いま

す。これらの取組なども含め、高齢者や障害者など誰もが住み慣れた地域で安心して暮ら

せるよう、地域包括ケアシステムの構築に向けた互いに支え合える地域のつながりづくり

を推進します。 

 高齢者が地域から孤立することを防止し、安心して暮らせる地域社会をつくるため、地域

住民、事業者、関係機関及び区が連携し、何らかの原因で生活維持が困難になっている高

齢者を発見・支援するための「安心見守りネット」事業の実施や区地域ケア連絡会議等に

よる高齢者の見守り体制の強化を図ります。 

 開発から一定の年月が経過し、高齢化と人口減少が進んでいる地域において、良好な住宅

ストックを活かしながら、大学や事業者等と連携し、若い世代の居住や地域活動への参加

を促し、地域の活性化や多世代の交流などに取り組みます。 

事業名 

現状 事業内容・目標 

平成 26～27 
（2014～15）年度 

平成 28（2016）
年度 

平成 29（2017）
年度 

平成 30（2018）
年度以降 

公園を拠点にした
健康づくり推進事
業 

●あさおウォーキング 
マップの改定・普及 
 

●健康ウォーク、健康体
操の実施（拠点数：全 10
か所） 

 
 

●ボランティア育成教室
の開催（H26 2 回） 

●ウォーキング講座の開
催（H26 3 回） 

●ロコモティブシンド 
ローム予防体操の作成 

●大学と連携した現地実
習、フィールドワーク等
の検討 

●あさおウォーキング
マップの普及 
 

●健康ウォーク、健康体
操の実施及び新規拠点の
立ち上げ検討 

 
 

●ボランティア育成教室
の開催 

 
 

●ロコモティブシンド
ローム予防体操の普及 

●大学と連携した現地実
習、フィールドワーク等
の検討 

●あさおウォーキング
マップのメンテナンス及
び普及 

●健康ウォーク、健康体
操の実施及び新規拠点の
立ち上げ支援 

●ウォーキング案内板の
メンテナンス等 

 
 

 
 

 
 

●大学と連携した現地実
習、フィールドワーク等
の実施 

事業推進 

高齢者見守りネッ
トワーク事業 

 

●高齢者見守りネットワ
ーク「安心見守りネット」
の運用 

●区地域ケア連絡会議等
による高齢者の地域の見
守り体制の充実 

●区認知症ケア推進会議
等による認知症高齢者等
の支援の推進 

●高齢者見守りネットワ
ーク「安心見守りネット」
の運用 

●区地域ケア連絡会議等
による高齢者の地域の見
守り体制の充実 

●区認知症ケア推進会議
等による認知症高齢者等
の支援の推進 

 
 
 

 

事業推進 

緑のカーテン大作戦
や地球温暖化対策、
自然エネルギーの活
用など、環境や緑の保
全に関する普及啓発
を推進します。 

生活習慣病の予防及
び介護予防を図り、健
康寿命を延伸するた
め、公園を拠点にした
健康ウォーク及び健康
体操を推進します。 

「安心見守りネット」を
運用することで、地域
社会全体で高齢者を
見守る体制を確保し、
高齢者が安心して生
活できる地域づくりを
めざします。 
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麻生区 

基本

計画

10 年

戦略

実施
計画

【政策体

系別】

実施
計画
【区】

進行

管理

総論

基本

構想

事業名 

現状 事業内容・目標 

平成 26～27 
（2014～15）年度 

平成 28（2016）
年度 

平成 29（2017）
年度 

平成 30（2018）
年度以降 

健康づくり普及啓
発事業 

●地域包括ケアシステム
の推進に向けた普及啓発
活動の実施 

●がん検診の普及啓発リ
ーフレットの作成・配布 

 

●地域包括ケアシステム
の推進に向けた普及啓発
活動の実施 

●がん検診受診率の向上
に向けた、区内団体や大
学等と連携した普及啓発
リーフレットの配布 

 事業推進 

空き家活用の連携
事業 

 

●区内空き家の活用及び
学生の地域活動への参加
や世代間交流の促進に向
けた大学、地域、事業者
のコーディネートの実施 

●区内空き家の活用及び
学生の地域活動への参加
や世代間交流の促進に向
けた大学、地域、事業者
のコーディネートの実施

●（仮称）空き家再生事
業を踏まえた、区内空き
家の活用に向けた大学、
地域、事業者のコーディ
ネートの実施 

事業推進 

 安全・安心まちづくりの推進 

 市及び区地域防災計画に基づき、区災害対策本部体制の強化や避難所支援の充実を図り、

災害に強いまちづくりを推進します。さらに、自主防災組織等と連携した避難所運営会議

の開催や避難所開設訓練の実施等により、発災時の避難所運営体制の充実を図るとともに、

災害対策連絡協議会（事業者、企業、学校、医療関係機関、地域団体などで構成）等を通

じ、災害に強いまちづくりを推進します。 

 区民が安全・安心に暮らすことができるように、地域の防犯組織を強化するための支援、

犯罪発生を防ぐための啓発事業、防犯に関する迅速な情報提供を行います。また、高齢者

や子どもなどを対象にした交通安全教室などを実施します。 

事業名 

現状 事業内容・目標 

平成 26～27 
（2014～15）年度 

平成 28（2016）
年度 

平成 29（2017）
年度 

平成 30（2018）
年度以降 

地域防災力の向上
事業 

 

●防災物品の確保等の区
災害本部体制の強化 

●防災関係機関等との災
害対策連絡協議会（H26 
8 回）の開催 

●避難所開設・運営訓練
の実施 
 
 

●避難所での生活用水確
保のため小学校のプール
の水を活用する避難所浄
水装置の配置 

●防災物品の確保等の区
災害本部体制の強化 

●防災関係機関等との災
害対策連絡協議会の開催
 

●避難所開設・運営訓練
の実施及び自主防災組織
による自主的な訓練の推
進 

●避難所での生活用水確
保のため小学校のプール
の水を活用する避難所浄
水装置の配置 

 
 

 
 
 

●避難所開設・運営訓練
の実施及び自主防災組織
による自主的な訓練の増
加 

 
 

事業推進 

麻生区安全・安心ま
ちづくり事業 

●交通安全関連団体と連
携した街頭啓発活動（H26 
34 回）の実施 

●安全パトロール実施組
織への支援 

●交通安全教育（H26 45
回）の実施 

●「麻生区メール配信シ
ステム」による防犯情報
の提供 

●交通安全関連団体と連
携した街頭啓発活動の実
施 

●安全パトロール実施組
織への支援 

●交通安全教育（年 44
回）の実施 

●「麻生区メール配信シ
ステム」による防犯情報
の提供 

 
 
 

 
 

 
 

 

事業推進 

 

地域包括ケアシステ
ムの推進に向け、区
民向けの普及啓発を
行うとともに、がん検
診に関する健康教育・
啓発活動を実施しま
す。 

大学や事業者等と連
携し、若い世代の居住
や地域活動への参加
を促し、地域の活性化
や多世代の交流など
に取り組みます。 

区危機管理体制の強
化、区民や自主防災
組織等による自助、共
助（互助）の推進によ
り、地域防災力の向上
を図ります。 

区民の安全・安心へ
の意識の高揚を図り、
地域組織の防犯活動
支援や身近な犯罪等
の情報発信を通じて、
安全・安心のまちづく
りを推進します。 
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麻生区 

基本 

計画 

10 年 

戦略 

実施 
計画 
【政策体
系別】 

実施 
計画 
【区】 

進行 

管理 

総論 

基本 

構想 

事業名 

現状 事業内容・目標 

平成 26～27 
（2014～15）年度 

平成 28（2016）
年度 

平成 29（2017）
年度 

平成 30（2018）
年度以降 

小学校区危険箇所
案内マップ作製事
業 

 

●「小学校区危険箇所案
内マップ」の増刷及び小
学校低学年生への配布
（H26 1,898 部配布） 

●日常生活における交
通・防犯上の危険箇所を
表示した「小学校区危険
箇所案内マップ」の増刷
及び小学校低学年生への
配布 
 

 
 

事業推進 

 総合的な子ども・子育て支援の推進 

 地域全体で子育て家庭の多様化するニーズにきめ細かな支援を行うため、子ども関連機関

や団体等の交流・連携を強化するとともに、効果的な子育て情報の発信、麻生区・６大学

公学協働ネットワークや民間企業等の地域資源を活用した子ども・子育て支援に取り組み

ます。 

 保育所の利用を希望する家庭が年々増加しているため、引き続き保育所情報の提供、市の

施策等の案内など、きめ細かな待機児童対策を実施します。近年、増加している児童虐待

について、未然防止・早期発見・早期対応に向け、児童相談の関係機関や地域（学校、保

育園、民生委員児童委員、主任児童委員など）との連携を強化します。 

事業名 

現状 事業内容・目標 

平成 26～27 
（2014～15）年度 

平成 28（2016）
年度 

平成 29（2017）
年度 

平成 30（2018）
年度以降 

子育て支援・企画事
業 

●麻生区子ども関連ネッ
トワーク会議の開催（H26 
2 回） 

●子育て情報誌や子育て
支援アプリ「あさお子育
てポータル」などによる
子育て情報の発信 

●麻生区子育て人材バン
ク事業の実施 

●民間企業と連携した子
育て支援事業の実施 

●未就学児親子向け公演
会・講座（H26 3 回）の
実施 

●区内保育園年長児交流
事業の拡充 

●あさお子育てサポート
ほいくえん事業の拡充 

●麻生区子ども関連ネッ
トワーク会議（年 3 回）
の開催 

●子育て情報誌や「かわ
さきアプリ・子育て支援」
などによる子育て情報の
発信 

●麻生区子育て人材バン
ク事業の実施 

●民間企業と連携した子
育て支援事業の実施 

●未就学児親子向け公演
会・講座（年 4 回）の実
施 

●区内保育園年長児交流
事業の実施 

●あさお子育てサポート
ほいくえん事業の実施 

 
 
 

 
 
 
 

 
 

 
 

 
 
 

 
 

 
 

事業推進 

こども関連大学連
携事業 

●麻生区・6大学公学協 
働ネットワークとの連
携・協力による未就学児
親子向け講演会、小中学
生向け体験学習や文化事
業など（H26 13 回）の
実施 

●麻生区・6 大学公学協
働ネットワークとの連
携・協力による未就学児
親子向け講演会、小中学
生向け体験学習や文化事
業など（年 13回）の実施
 

 事業推進 

あさお子育てフェ
スタ開催事業 

 

●「子育てするなら麻生
区で～安心・楽しい・助
かる」をテーマに、地域
の子育て支援団体等との
協働によるあさお子育て
フェスタの開催（H27 参
加者数 2,800 人） 

●地域の子育て支援団体
等との協働による「あさ
お子育てフェスタ」の開
催及び企画等への区民参
加の推進 

●地域の子育て支援団体
等との協働による「あさ
お子育てフェスタ」の開
催及び区民参加の拡充 

事業推進 

区民、地域団体、学校
等の連携により、区民
の日常生活における
交通・防犯上の危険
箇所を表示したマップ
を 作 製 し 、 配 布 し ま
す。 

子育て支援情報の発
信、子育てグループ等
の支援、地域人材や
企業を活用した子育て
支援など区の状況に
合った子ども・子育て
支援を推進します。 

大学との連携を通 し
て、各種講座、体験学
習や文化事業などの
子ども・子育て支援を
推進します。 

子育て世代に支援の
情報を届け、地域の団
体とのつながり・子育
て世代同士の交流の
機会をつくります。 
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麻生区 

基本

計画

10 年

戦略

実施
計画

【政策体

系別】

実施
計画
【区】

進行

管理

総論

基本

構想

事業名 

現状 事業内容・目標 

平成 26～27 
（2014～15）年度 

平成 28（2016）
年度 

平成 29（2017）
年度 

平成 30（2018）
年度以降 

こども相談・要保護
児童支援事業 

●窓口相談やリーフレッ
ト等による保育所等の情
報提供の実施 

●児童虐待等の予防を重
視した地域との連携 
 

●事例検討会等を通じた
専門的支援（H26 15 回）
の充実 

●窓口相談やリーフレッ
ト等による保育所等の情
報提供の実施 

●児童虐待等の予防を重
視した地域と連携した取
組の実施 

●事例検討会等を通じた
専門的支援の充実 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

事業推進 

 コミュニティづくりの推進 

 「麻生市民交流館やまゆり」を区における市民活動支援の拠点として位置づけ、市民の主

体的な運営参画による中間支援組織として市民活動のリソース（活動の場、情報、人材、

資金）の提供を行い、市民活動の一層の推進を図ります。また、資金については、地域が

抱えるさまざまな課題を区民自らが発見し、区役所と協働して解決する取組を推進するた

めの提案事業等を実施します。 

 さまざまな知識や経験を持ったシニア層等の地域活動や社会参加への関心が高まっていま

す。このような状況を受け、市民活動の担い手となる地域人材の発掘・育成に向けて、さ

まざまな研修や講座の修了者がスムーズに市民活動・地域活動に移行できるよう、関係団

体等と連携し、人材と団体等とをつなぐ地域人材コーディネーターを養成します。 

 地域の交流や課題の解決に取り組むなど、地域コミュニティの核である町内会・自治会に

対し、課題解決の提案事業や加入促進等を通じて、地域活性化に向けた取組を推進します。 

事業名 

現状 事業内容・目標 

平成 26～27 
（2014～15）年度 

平成 28（2016）
年度 

平成 29（2017）
年度 

平成 30（2018）
年度以降 

麻生区市民活動支
援施設活用事業 

 

●「麻生市民交流館やま
ゆり」の施設運営の支援 

●市民の主体的な運営参
画による、区における市
民活動支援拠点「麻生市
民交流館やまゆり」の施
設運営の支援 

 事業推進 

麻生区市民活動支
援施設利用促進事
業 

●市民活動団体交流イベ
ント、人材育成講座の実
施 

●情報誌の発行、地域 
ネットワークサイトの運
営 

●市民活動相談窓口及び
団体検索サイトの運営 
 
 

●提案型事業の募集・選
定・実施（H26 提案数 8
件） 

●事業実施報告会の開催 

●市民活動団体交流イベ
ント、人材育成講座の実
施 

●情報誌の発行、地域
ネットワークサイトの運
営 

●市民活動相談窓口及び
団体検索サイトの運営並
びに地域人材コーディ
ネーターとの連携 

●提案型事業の募集・選
定・実施 
 

●事業実施報告会の開催

●イベント・講座の継続
的な実施及びニーズを踏
まえた検証 

●広報・運営の継続的な
実施及び新たな手法の検
討 

●運営・連携の継続的な
実施及び地域人材コー
ディネーターとの連携に
関する検証 

 
 

 
 

事業推進 

麻生区市民提案型
協働事業 

●提案型協働事業の募
集・選定・実施（H26 提
案数 7件） 
 
 
 
 

●事業実施報告会の開催 

●地域課題の発見と解決
を図るため、地域の団体
等から地域課題の解決に
資する事業提案を受ける
「麻生区市民提案型協働
事業」の募集・選定・実
施 

●事業実施報告会の開催

 

 

事業推進 

きめ細かな待機児童
対策を実施します。ま
た、関係機関等と連携
し、虐待の未然防止・
早期発見・早期対応に
取り組みます。 

「麻生市民交流館やま
ゆり」の施設の管理運
営を支援します。 

「麻生市民交流館やま
ゆり」を利用した市民
活動支援の促進を図
ります。 

地域の団体等から地
域課題の解決に資す
る事業提案を受け、選
定された事業を提案
団体が実施すること
で、より住みよいまち
づくりを推進します。 
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麻生区 

基本 

計画 

10 年 

戦略 

実施 
計画 
【政策体
系別】 

実施 
計画 
【区】 

進行 

管理 

総論 

基本 

構想 

事業名 

現状 事業内容・目標 

平成 26～27 
（2014～15）年度 

平成 28（2016）
年度 

平成 29（2017）
年度 

平成 30（2018）
年度以降 

市民活動推進に向
けた地域人材の発
掘・育成事業 

●地域人材育成連絡会議
の開催 

 
 

●人材育成事業及び地域
人材コーディネーター育
成事業の実施 

●地域人材育成連絡会議
の開催 

●地域人材情報の活用・
提供 

●地域人材コーディネー
ターの活動の支援 

 
 

 
 

 
 

事業推進 

町内会・自治会加入
促進事業 

●町内会・自治会加入促
進ガイドブック等を活用
した町会・自治会への加
入促進 

●町内会・自治会加入促
進ガイドブック等を活用
した町会・自治会への加
入促進 

●市の町会・自治会の活
性化に向けた取組とも連
携した更なる加入促進 

事業推進 

町内会事業提案制
度事業 

●町内会・自治会との協
働による提案型事業（H26
提案数 4件）の実施 
 

●町内会・自治会との協
働による、地域住民のつ
ながりや地域の課題解決
力の強化を目的とした
「麻生区町内会事業提案
制度」の実施 

●「麻生区町内会事業提
案制度」の実施及び検証、
効果的な広報による制度
の利用促進 

事業推進 

麻生区地域功労表
彰事業 

●麻生区地域功労表彰候
補者の募集、選定及び表
彰（H26 表彰者数 2人・2
団体） 

●地域活動に積極的に取
り組む個人や団体を表彰
する「麻生区地域功労表
彰候補者」の募集、選定
及び表彰の実施  

 
 

事業推進 

 スポーツのまち麻生の推進 

 「あさおスポーツフェスティバル」など、区内で行われる各種スポーツ大会の支援を行う

とともに、柿生駅から栗平駅までの片平川沿いに整備した「スポーツ・健康ロード」や麻

生スポーツセンターを活用し、区民の健康と体力の向上を図るなど、生涯スポーツを推進

します。 

 既存の総合型地域スポーツクラブの活動支援を継続するとともに、他の地域にも広げるた

め、柿生小学校を中心に柿生地区において開催するスポーツ教室やイベントを通して人材

育成等を行い、区内での総合型地域スポーツクラブ新規設立をめざし、スポーツを通じた

地域の活性化、豊かなコミュニティづくりを進めます。 

事業名 

現状 事業内容・目標 

平成 26～27 
（2014～15）年度 

平成 28（2016）
年度 

平成 29（2017）
年度 

平成 30（2018）
年度以降 

スポーツのまち麻
生推進事業 

 

●区内のスポーツ資源を
活かした事業の実施 
 
 

●区内のスポーツ活動団
体が主催するスポーツ大
会への支援 
 

●区内スポーツ関連情報
の発信 

●総合型地域スポーツク
ラブの育成・運営支援 

●スポーツ・健康ロード
を活用した各種教室の開
催など区内のスポーツ資
源を活かした事業の実施

●区内のスポーツ活動団
体が主催するスポーツ大
会への支援 
 

●区内スポーツ関連情報
の発信 

●総合型地域スポーツク
ラブの育成・運営支援 

●総合型地域スポーツク
ラブと連携したスポー
ツ・健康ロードの更なる
活用 

●スポーツ大会への支援
及び区内スポーツ活動の
拡大・活性化に向けた支
援等の検討 

●効果的な情報発信に向
けた手段等の検討 

●総合型地域スポーツク
ラブ新規設立・運営支援

事業推進 

地域人材を市民活動・
地域活動へつなげるし
くみを作り、人材の発
掘・育成と活動への参
加を促します。 

町内会・自治会への
加入を促進し、地域の
つながりづくりや、地
域コミュニティの活性
化を進めます。 

町内会・自治会が、地
域の課題を発見し、課
題解決のための事業
を提案し、認定された
事業を実施します。 

地域で活動している人
(団体)を表彰すること
で、地域活動への関
心を高め、地域の活
性化を図ります。 

「あさおスポーツフェス
ティバル」などスポー
ツを通じた区民の健康
と体力の向上を図ると
ともに、総合型地域ス
ポーツクラブの新規設
立などをめざします。 
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麻生区 
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計画

10 年

戦略

実施
計画

【政策体

系別】

実施
計画
【区】

進行

管理

総論

基本

構想

 

“それいいね”が広がるまちづくりに向けて 

 麻生区市民提案型協働事業 

地域社会の抱えるさまざまな課題や、地域の団体が日頃の活動などで把握した地域課題の解決に

つながる提案事業を募集し、選定された事業については、提案団体と区役所の協働により実施され

ます。平成２４年度からスタートし、平成２７年度までに延べ１９事業が実施されています。 

 

 これまでどのような事業が実施されましたか？ 

 これまで実施された事業の一部を紹介します。 

●麻生区里山ボランティア（平成２４年度～２６年度） 

麻生区は、市内で最も公園・緑地が多く、里地里山の景観が色濃く

残っている地域です。市が緑地の取得を進めた結果、増加した市有緑

地の維持管理に対応するため、保全管理団体のない緑地にも手が入る

よう、固定した場所に縛られない里山ボランティア作業を行いました。 

●多文化が息づく麻生区のまちづくり推進（平成２４年度～２６年度） 

麻生区で生活する外国人市民が日本語や日本の習慣に不慣れなため 

に抱えている問題を解決し、自立してこの地域に溶け込むことができる

よう、日本語の学習会やイベント等を通して支援を行いました。 

●菜の花プロジェクト（平成２６年度～２７年度） 

農や緑に恵まれた麻生区特有の地域資源を活かして、資源循環サイク

ルへの意識浸透を図り、資源循環型のまちづくりを推進するために、地

域の農家や大学、市民活動団体等の多様な主体と協働し、菜の花の植え

付け、菜種の搾油、菜種油を使用したレシピの作成などを行います。  

●誰でもどこでもＡＬＥＸ（平成２７年度） 

ロコモティブシンドローム（関節や筋肉などの運動器障害）の予防に取り組み、地域で自立した

生活を続けられるよう、高齢者の足腰の運動能力維持のためのロコモティブシンドローム予防に特

化した体操（ＡＬＥＸ体操）を作成し、広く地域に普及していきます。 

 

 事業終了後はどうなりますか？ 

この提案事業は、通算３年で終了となります。既に終了した事業は、団体の自主的な事業として

継続したり、区の地域課題対応事業に位置づけた事業もあります。 

 

 市民の想い、メッセージ 

 

 

手作業で下草刈りや剪定

 管理運営協議会等の設立や既存団体の活性化につながった。Web で知ったという中高

生や企業からのＣＳＲ参加など新しい顔ぶれもあった。（麻生区里山ボランティア） 

 学習会にはリピーターによる積極的参加者もあった。イベントには家族参加者があり

好評であった。（多文化が息づく麻生区のまちづくり推進） 

 菜の花プロジェクトで搾油できた１０ｋｇの菜種油は農のあるまち麻生や地産地消

を含めて活用することができた。（菜の花プロジェクト） 

一面に広がる菜の花（古沢）
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進
 

⑧
 

主
要

地
方

道
横

浜
上

麻
生

 

（
菅

早
野

線
）
【
下

麻
生

工
区

】
 

道
路

拡
幅

 
事

業
推

進
 

⑨
 

主
要

地
方

道
町

田
調

布
 

（
町

田
調

布
線

）
【
黒

川
工

区
】
 

道
路

拡
幅

 
事

業
推

進
 

⑩
 

 

 

 その
他

 

名
称

 
事

業
概

要
 

事
業

予
定

 
M

A
P

番
号

 

高
石

住
宅

１
号

棟
の

建
替

 
市

営
住

宅
の

建
替

工
事

 
H

2
8

完
成

 
⑪

 

（
仮

称
）
北

部
学

校
給

食
セ

ン
タ

ー
の

整
備

 
給

食
セ

ン
タ

ー
の

新
設

整
備

 
H

2
9

完
成

 
⑫

 

麻
生

市
民

館
の

改
修

 
市

民
館

の
改

修
工

事
 

H
2
9

工
事

 
⑬

 

王
禅

寺
処

理
セ

ン
タ

ー
緑

地
広

場
の

整
備

 

市
民

に
開

放
さ

れ
る

緑
地

広
場

の
整

備
 

H
2
8

完
成

 
⑭

 

早
野

聖
地

公
園

の
整

備
 

安
定

し
た

墓
所

供
給

に
向

け
た

新
規

墓

所
の

整
備

 
事

業
推

進
 

⑮
 

里
山

再
生

事
業

（
黒

川
地

区
・

岡
上

地
区

・
早

野
地

区
）
 

効
果

的
な

緑
地

保
全

や
適

切
な

管
理

・

再
生

に
よ

る
里

地
・
里

山
づ

く
り

の
推

進
 

事
業

推
進

 
⑯

⑰
⑱

 

新
百

合
ヶ

丘
駅

周
辺

地
区

の
 

ま
ち

づ
く
り

 

新
百

合
ヶ

丘
駅

南
口

駅
前

広
場

等
の

交
通

混
雑

緩
和

に
向

け
た

取
組

の
推

進
 

事
業

推
進

 
⑲

 

コ
ミ

ュ
ニ

テ
ィ

交
通

運
行

実
験

 

（
岡

上
西

地
区

）
 

本
格

運
行

の
実

施
に

向
け

た
取

組
 

H
2
8

実
施

 
⑳
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麻生区

地 域 の 課 題 解 決 に
向 け た 取 組 の 一 覧

　芸術・文化のまちづくりの推進

○ しんゆり･芸術のまち推進事業

○ 麻生音楽祭開催事業

○ あさお芸術のまちコンサート事業

○ KAWASAKIしんゆり映画祭野外上映会開催事業

○ あさお観光資源の魅力紹介事業

○ ふるさとあさお再発見事業

イメージアップ推進事業

地域資源を活用したまちづくり推進事業

　農と環境を活かしたまちづくりの推進

○ 農と環境を活かした連携事業

○ 麻生里地･里山保全推進事業

○ エコのまち麻生推進事業

あさお花いっぱい推進事業

ヤマユリ植栽普及促進事業

　高齢化への対応とすこやか・支え合いのまちづくりの推進

○ 公園を拠点にした健康づくり推進事業

○ 高齢者見守りネットワーク事業

○ 健康づくり普及啓発事業

○ 空き家活用の連携事業

あさお福祉まつり開催事業

　安全・安心まちづくりの推進

○ 地域防災力の向上事業

○ 麻生区安全･安心まちづくり事業

○ 小学校区危険箇所案内マップ作製事業

麻生区ガイドマップ増刷改訂事業

麻生落書き消し事業

　総合的な子ども・子育て支援の推進

○ 子育て支援･企画事業

○ こども関連大学連携事業

○ あさお子育てフェスタ開催事業

○ こども相談・要保護児童支援事業

外国籍等子ども学習支援事業

　コミュニティづくりの推進

○ 麻生区市民活動支援施設活用事業

○ 麻生区市民活動支援施設利用促進事業

○ 麻生区市民提案型協働事業

○ 市民活動推進に向けた地域人材の発掘･育成事業

○ 町内会・自治会加入促進事業

○ 町内会事業提案制度事業

○ 麻生区地域功労表彰事業

麻生区多文化共生推進事業

区民祭開催経費

　スポーツのまち麻生の推進

○ スポーツのまち麻生推進事業

　区役所サービス向上事業

区役所窓口等サービス充実改善事業

区政･地域情報提供事業

　地域課題対応その他事業

事務費等共通経費

　区の新たな課題即応事業

区の新たな課題即応事業

事業名　（○は本計画に掲載している主な事業や取組）
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実施計画の進行管理と評価 Ⅵ 
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基本

計画

10 年

戦略

実施
計画
【政策体

系別】

実施
計画
【区】

進行

管理

総論

基本

構想

１ 計画の進行管理 

少子高齢化の急速な進展により、人口減少社会を迎えようとする中、限られ

た財源や人員を有効に活用し、更なる市民サービスの質的向上を図るとともに、

市民満足度を高めていくことが今まで以上に求められています。 

目標とその成果をしっかりと可視化することで、課題や改善点を明確化し、

ＰＤＣＡサイクルがより一層効果的に機能する進行管理のしくみを構築します。 

 

(1) 総合計画における進行管理 

どのように市の取組を推進すれば、よりよい成果が得られるかなどについ

て、市民の実感も踏まえて、内部・外部の視点により検証しながら、進行管

理を実施していきます。 

 

 

〔総合計画における進行管理の全体イメージ〕 

 

 

 

477



 

 

基本 

計画 

10 年 

戦略 

実施 
計画 
【政策体

系別】 

実施 
計画 
【区】 

進行 

管理 

総論 

基本 

構想 

【進行管理のポイント】 

 

 

 

 

 

 

 

① 内部評価等 

● 政策に関する効果の測定 

 

 

政策体系のうち、市がめざすべきまちづくりの方向性や目的を示す「政

策」に、市民の満足度等の市民の実感に基づく指標（市民の実感指標）を

設定し、市の取組等の結果が市民満足度の向上に、どの程度反映されたか

といった効果を測ることで、市民目線での施策等の推進につなげます。 

 

● 施策に関する評価 

 

 

政策を実現するための方策である「施策」に、市民生活がどう変わるの

かなどの視点による目標（直接目標）と、その目標に基づく市の取組の効

果を表す指標を効果的に設定し、達成状況を適切に把握した上で、課題や

改善点を明確化することにより、適切な事務事業等の見直しや次期計画へ

の着実な反映を図ります。 

 

● 事務事業に関する評価 

 

 

施策を実現させるための具体的な手段である「事務事業」については、

数値目標等を中心に、事業の実施結果の達成度を把握するとともに、施策

全体の推進に寄与しているかを確認し、事業の必要性や有効性、効率性な

どを客観的に評価することで、着実な進行管理を行います。 

  

市⺠の実感に基づく指標を設定し、市⺠⽬線による施策等の推進につなげます

市の取組の効果を⽰す指標を設定し、適切な事務事業の⾒直しなどを⾏います

事業の必要性や効率性などを客観的に評価することで、着実な進⾏管理を⾏います

 市民の実感に基づく指標や市の取組の効果を表す指標（成果指標）

を設定し、総合計画の達成状況等を、市民目線で分かりやすく示

します。 

 指標を活用した評価を実施し、総合計画における効率的・効果的

な施策の推進につなげます。 
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② 外部評価 

 

 

これまでは“内部評価結果の市民への分かりやすさ”を視点とする評価

を実施してきましたが、今後は、有識者や市民の参画により、市民目線・

専門的視点で、内部評価結果の公正性、適正性、妥当性等の検証を行うと

ともに、より効率的・効果的に施策を推進していくための評価を実施しま

す。 

 

(2) 評価スケジュール 

施策の評価については、市の取組とその効果との関係を中期的な視点で検

証し、効果的に次期計画や事務事業の見直しにつなげるため、概ね２年に一

度実施します。 

また、事務事業の評価については、着実な進行管理を行うために、毎年実

施します。 

 

〔評価スケジュールのイメージ〕 

 

 

 

  

市⺠⽬線･専⾨的視点で、効率的･効果的に施策を推進するための評価を実施します
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２ 市民の実感指標について 

(1) 目標設定の考え方 

「新たな総合計画策定に向けた市民アンケート」の結果をもとに、市民の

意識・評価の水準（現状）を把握し、全政令指定都市の市民の意識・評価と

の比較を行うことで、基本計画の計画期間の終期となる概ね１０年後を想定

した市民の実感を目標として設定します。 

 

 

 

 

 

 

(2) 市民アンケートの活用 

● 市民アンケートを５段階の評価等（①そう思う②やや思う③どちらでもな

い④やや思わない⑤思わない等）で実施した結果をもとに、郵送調査の積

極的な回答の割合（①そう思う＋②やや思う）を、本市の市民の意識・評

価の現状の値として設定します。 

● 郵送調査の本市の結果とＷＥＢ調査の全政令指定都市の結果について、平

均値や最高値との比較を行い、その差を参考に、市民の満足度を高める客

観的な目標値を設定します。 

 

(3) 目標の設定方法 

 全政令指定都市の水準（平均値）と比較した目標の設定方法 

本市と他都市の比較 目標の設定方法 

本市の現状の値が 

全政令市の平均値よりも高い 

全政令市中

最高値 
最高水準を維持する目標を設定 

（現状以上 ＝ 『最高水準を維持』） 

上記以外
他都市の最高値をめざした目標値を設定

（現状 ＋ 最高値との差(1～10％)） 

本市の現状の値が 

全政令市の平均値よりも低い 

全政令市の平均値以上をめざした目標値を設定 

（現状 ＋ 全政令市との差(1～10％)） 

 

  

＜新たな総合計画策定に向けた市民アンケート＞ ※ 詳細結果は資料編 494・495 ページ参照 

川崎市民を対象とした郵送調査と全政令市の市民を対象とした WEB 調査を実施し、設問は郵送・

WEB ともに同様の項目（他政令市は居住の市の状況）で設定。 

郵 送 調 査…本市の現状を示す値として活用 

ＷＥＢ調査…政令市と本市を比較し、めざすべき目標値を設定するための参考値として活用 
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(4) 市民の実感指標の例 

 

市民の実感指標 

市民の実感指標の名称 

 (指標の出典) 
現状 目標 

災害に強いまちづくりを進めていると思

う市民の割合(市民アンケート) １５.６％ ２５％以上 

 

 

 

 

 

  

市民アンケート（郵送・ＷＥＢ調査）の設問 郵送調査の結果から、

川崎市民の意識・評価

の割合を現状の値とし

て設定 

ＷＥＢ調査による全政

令市の市民の意識・

評価の割合と、郵送

調査による本市の現

状の割合との比較に

よ り 、 目 標 を 設 定

（５％単位で設定） 
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３ 施策の成果指標について 

 

(1) 成果指標の活用 

総合計画における施策の取組については、市民の視点に立脚した指標によ

り、分かりやすい評価の結果を公表するために、成果指標の考え方を活用し

た目標設定を行います。また、目標の評価の結果を施策・事業等に適切に反

映していくことで、総合計画の着実な実行と進行管理を図ります。 

※ 成果指標とは 

 行政がお金や人・労働時間などを投入したことで発生する行政の活動量

（アウトプット）をあらわす指標に対し、行政が施策の取組等を行った

ことにより、市民が受ける効果（アウトカム）を表す指標を成果指標と

言います。成果指標を設定することで、施策の達成度を分かりやすく示

すことができます（〔活動指標と成果指標について〕参照）。 

 

〔活動指標と成果指標について〕 

 

 

(2) 施策の指標設定の考え方 

   原則として成果指標の考え方をもとにアウトカム（成果）指標を各施策

に設定しますが、成果を示すためのデータを取得することが困難な場合や

なじまない場合、基本計画期間の取組においてはアウトプット（活動量）
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で示した方が、効果が分かりやすい場合等は、アウトプット（活動量）指

標等を用いるなど、それぞれの施策の特性に応じた指標の設定を行います。 

 

〔アウトプット指標とアウトカム指標の違い〕 

 

 

(3) 指標の目標期間  

   各実施計画ごとの目標を設定しつつ、計画期間開始時から 10 年後の最終

年度（H37）に向けて達成すべき目標値を設定します。 

 

 ※ 指標に、数年に一度実施する調査データ等を活用している場合は、目標

達成を判断する時期がその調査に依拠するため、直近の調査結果等により、

目標達成の状況を評価します。 

 

 

第1期実施計画
（H28 29）

第2期実施計画
（H30 33）

第3期実施計画
（H34 37）

（例）第 2 期実施計画の目標値の評価 

  5 年に一度の全国○○調査を指標に活用（H32 に実施） 

⇒ H32 に計画期間の目標値の達成状況を確認 
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(4) 施策の指標の目標値設定の考え方  

  施策の指標における目標値については、次のような考え方を参考に、設定

しています。 

① 既存計画の目標値 

総合計画と連携する計画（４９６ページ参照）や国・県等の計画に位置づ

けられた目標値、法令上に定められた目標値等、すでに所与の数値目標があ

り、本市としてそれらの計画等に基づいて施策を推進すべき状況にある場合

は、それらの計画等による目標値を設定します。 

② 他都市等との比較による目標値 

本市の現状を他都市等と比較することにより、めざすべき目標を導き出し、

一定の水準（他都市等の平均値、最高値等）を目安とした目標値を設定しま

す。  

③ 最大限の工夫により達成すべき目標値 

    過去のトレンドや外的要因等を踏まえつつ、計画期間内に市の取組とし

て最大限の工夫を講じた上で達成すべき目標値を設定します。 
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■ 計画の策定経過 
 

１ 計画策定にあたっての基本姿勢 

計画の策定と推進にあたっては、以下の点を重視して進めました。  

 

(1) 「対話」と「現場主義」 

市民との対話を基本に、市民活動や企業活動の現場からの問題提起や、行政サービスの最前線での

具体的な課題を踏まえながら計画を策定しました。 

① 策定プロセスの重視と参加手法の積極的導入 

従来行われてきたアンケート調査やパブリックコメント、出前説明会等に加え、市内先端企業との

包括協定に基づくインターネット上のＳＮＳのビッグデータを活用した新たな計画策定手法や、無作

為抽出した市民からの意見聴取、さまざまな場を活用した各種参加手法の導入や、地域環境図集（地

区カルテ）等の作成などにより、市民の参加と成熟した討議を基本として策定作業を進めました。 

 

無作為抽出した市民による「川崎の未来を考える市民検討会」 

２つのワークショップ手法（「ワールドカフェ（午前）」・「グループワーク（午後）」）を用い、参加者

の意見を「広く」また、「掘り下げて」聴取するように実施しました。「ワールドカフェ」（午前）では「区

のいいところ」、「区の問題点」、「１０年後のまち」といった３つのテーマについて席替えをしながら意

見交換を行いました。「グループワーク」（午後）では区ごとの現状や課題をテーマに意見交換を行いま

した。 
 
 

平成 26 年 

開催日 会場 

・7／ 5 (土) ：川崎区（市役所第４庁舎） 

・7／20(日) ：宮前区（宮前区役所） 

・7／21(月・祝) ：幸 区（幸区役所） 

・8／ 9 (土) ：高津区（高津区役所） 

・8／10(日) ：麻生区（麻生区役所） 

・8／23(土) ：中原区（エポックなかはら） 

・8／31(日) ：多摩区（多摩区役所） 

参加者数：１８０人（７区合計） 

 

〔幸区(川崎の未来を考える市民検討会)〕             〔高津区(川崎の未来を考える市民検討会)〕 
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区民祭の場等を活用した年齢・性別など幅広い層の市民意見の聴取 

各会場にブースを設け、策定に向けた基本的な考え方や策定状況を御説明するとともに、無作為抽出

した市民によるワークショップでの意見を参考に、地域課題と解決のアイデアを示したパネルを用意し、

区民祭等に来場する市民が共感する項目にシール投票を実施しました。 
 

平成 26 年 

開催日 開催時間 会場 

・高津区： 7／27(日) 14 時～ 高津区民祭(大山街道) 

・麻生区：10／12(日) 11 時～ あさお区民まつり(区役所) 

・幸 区：10／18(土) 11 時～ 幸区民祭(区役所) 

・多摩区：10／18(土) 11 時～ 多摩区民祭(生田緑地) 

・中原区：10／19(日) 11 時～ なかはら”ゆめ”区民祭(等々力緑地) 

・宮前区：10／26(日) 11 時～ 宮前区民祭(区役所) 

・川崎区：11／ 2(日) 13 時 30 分～ かわさき市民祭り(富士見公園) 

参加者数：８，２８９人（シール投票者のみ集計 ７区合計） 

 

川崎の未来を考える市民フォーラム 

川崎市の現状や課題を市民と共有し、新たな総合計画の策定に必要なビジョンや考え方を市民ととも

に考えることを目的に、大ホールにおけるシンポジウム（新たな総合計画策定に向けた市長挨拶、基調

講演「超高齢社会を見据えた地域づくり」、パネルディスカッション）のほか、会場内展示による情報発

信やシール投票による意見聴取などを実施しました。 

日  時：平成 26 年 11 月 8 日（土）午後・高津市民館 

参加者数：来場者約 800 人、シンポジウム参加者約 300 人 

 

出前説明会 

計画策定の早い段階から、以下のような各種団体への出前説明会を実施しました。 

・川崎商工会議所 

・川崎市医師会 

・川崎市社会福祉協議会障害者部会 

・川崎市ＰＴＡ連絡協議会 

・地域教育会議 

・全町内会連合会 

・区（地区）町内会連合会   など 

 

●「出前説明会」の実施状況 

実 施 期 間 開 催 数 参 加 者 数 

平成 26 年 8 月～ 

平成 27 年 10 月まで 
102 回 1,854 人 
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「市民車座集会」 

「市民車座集会」では、「新たな総合計画 素案」とともに「行財政改革に関する計画の考え方と取組

の方向性」についても説明し、御意見を伺いました。 

 ●「市民車座集会」の実施状況 

開催日 会場 
参加者 

(人) 

意見数 

(件) 

発言者数 

(人) 

平成 27 年 

8 月 23 日(日)13:30～ 

川崎市総合福祉センター 

(エポックなかはら)ホール 
約 200 37 19 

 

その他の取組 

パブリックコメントや、それに伴う説明会、ホームページ上での意見募集、市内先端企業との包括協

定に基づくインターネット上のＳＮＳのビッグデータの活用などの取組もあわせて進めました。 

 ●「パブリックコメント手続」の実施状況 

ア 「新たな総合計画 素案」に対するパブリックコメント実施結果 

意見提出方法 意見提出者数 意 見 数 

メール 37 人 50 件 

ファックス 23 人 92 件 

郵 便 8 人 49 件 

持 参 10 人 39 件 

合 計 78 人 230 件 

イ 「新たな総合計画 第１期実施計画素案」に対するパブリックコメント実施結果 

意見提出方法 意見提出者数 意 見 数 

メール 23 人 100 件 

ファックス 7 人 22 件 

郵 便 0 人 0 件 

持 参 0 人 0 件 

合 計 30 人 122 件 

② 職員参加による計画策定 

職員個人や組織としての政策形成能力の更なる向上が求められている中、計画策定への職員参加も

重要な視点であることから、策定作業方針に基づき各局区の本部や各種ワーキンググループを立ち上

げました。このような体制の中ですべての職員が課題意識を持って計画策定に取り組みました。 

 

(2) 行財政改革に関する計画等との連携 

中長期的な財政状況の見通しや財政運営の基本的な考え方を踏まえて、行財政改革に関する計画の策

定作業と連携しながら、新たな総合計画の策定作業を進めることにより、将来に向けて真に必要な政

策・施策の推進と、持続可能な行財政基盤の構築の両立を図りました。 
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２ 策定推進体制 

(1) 川崎市総合計画策定推進本部（「策定推進本部」） 

総合計画の企画及び立案については、市長を本部長、副市長を副本部長とする総合計画策定推進本部

において推進しました。 

本部長が本部員（各局区の局長等）を召集して開催する本部会議のほかに、必要に応じて総合企画局

長が総括企画主管（各局区の企画担当部長等）又は企画主管（企画担当課長等）を召集して推進幹事

会を開催するとともに、テーマ別の推進幹事会を開催するなど機動的に検討を進めました。 

各局区においては、策定作業方針に基づき設置した、局本部、区本部において、それぞれの政策分野

や地域ごとの課題等について検討を進めました。 

 

(2) 川崎市総合計画有識者会議（「有識者会議」） 

総合計画の策定に関して、専門的な立場からの意見や助言をいただく場として、学識経験者６名で構

成する有識者会議を開催しました。有識者会議は、それぞれの政策分野（例：「社会福祉」「子育て・

教育」「まちづくり」など）の重点検討テーマを中心に検討を行いました。 

また、総合計画策定に向けた新たなアイデア等を創造する場として、ゲストアドバイザー等を招いた

テーマ別の「ラウンドテーブル」を各回の会議と並行する形で開催しました。 

●有識者会議委員 

 

 

 

 

 

 

 

 

(3) 川崎市総合計画市民検討会議（「市民検討会議」） 

総合計画の策定に関して、市民目線での意見や助言をいただく場として、公募市民等（無作為抽出し

た市民による「川崎の未来を考える市民検討会」参加者 14 名、公募市民 7 名、コーディネーター1 名

（中央大学法学部教授・川崎市在住 礒崎初仁氏））で構成する市民検討会議を開催しました。 

市民検討会議は、それぞれ関心のある領域ごとに部会を構成し、全体会で意識の共有化や意見の集約

を図るとともに、市民検討会議の検討結果については、有識者会議等において市民の視点からの意見

として活かしました。 

※20～70 代の市民。各区概ね均等な人数で、男性 11 名・女性 10 名 

 

 

  

氏名（敬称略） 分野 役職等

涌井　史郎 （座長） ランドスケープ・環境 東京都市大学環境学部教授 

出石　稔  （副座長） 地方自治・地方行財政・コミュニティ 関東学院大学副学長・法学部教授 

秋山　美紀 社会福祉・ソーシャルデザイン 慶應義塾大学環境情報学部准教授 

垣内　恵美子 文化・教育 政策研究大学院大学政策研究科教授 

中井　検裕 都市計画・交通計画 東京工業大学大学院社会理工学研究科教授 

平尾　光司 地域経済・産業振興・イノベーション 昭和女子大学学事顧問 
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３ 計画策定までのスケジュール概要 

 

年 月日 内容 

平成 26 年 4 月 22 日 新たな総合計画策定作業方針の確認・周知 

 4 月～5 月 各局区本部設置 

 7 月～8 月 無作為抽出した市民からの意見聴取の実施 

  「川崎の未来を考える市民検討会」（7 回） 

 7 月～11 月 区民祭等の場を活用した意見聴取（7 回） 

 8 月 策定方針の公表 

 10 月 市民検討会議による検討開始 

 11 月 有識者会議設置による検討開始 

 11 月 市民フォーラムの開催 

平成 27 年 2 月 策定作業状況報告 

 6 月 策定作業中間報告 

 7 月 
新たな総合計画 素案の公表 

新たな総合計画素案に関する議員全員説明会 

 8 月 
パブリックコメントの実施 

市民車座集会の開催 

 11 月 
実施計画素案の公表 

パブリックコメントの実施 

 12 月 基本構想・基本計画 議決 

平成 28 年 2 月 第１期実施計画案の公表 

 3 月 新たな総合計画の策定 
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４ 新たな総合計画策定に向けた市民アンケート結果概要 

(1) 調査概要 

新たな総合計画を策定するにあたり、市政に対する市民の実感を指標として設定することを目的と

して、市民生活やまちづくりに関するテーマなどを中心に、市民の生活意識や市政に対する意識等に

関するアンケート調査を実施しました（調査期間：平成 27(2015)年 2 月 9～28 日）。 
  
＜アンケート内容＞ 
 

郵送アンケート WEB アンケート 

調査対象 川崎市在住の満 20 歳以上の男女個人 
政令指定都市在住の満20歳以上70歳未満の

男女個人（川崎市も含む） 

調査数 3,000 人 20 政令指定都市（各 700 人程度） 

調査方法 郵送法 WEB 法 

有効回収数 1,204 標本 調査数と同数（700 人程度） 

有効回収率 40.1% - 

調査内容 

市民生活やまちづくりに関するいくつか
のテーマについて、川崎市民の生活意識や
市政に対する意識等を調査（設問項目：31

項目） 

市民生活やまちづくりに関するいくつかのテ

ーマについて、居住する地での生活意識や市政
に対する意識等を調査（設問項目：33 項目） 

回答肢 

●5 段階評価方式 

①そう思う ②やや思う ③どちらでもない ④やや思わない ⑤思わない 
●2 項目選択方式（有無） 
①ある ②ない 

調査結果の用途 
新たな総合計画における指標の設定にお

いて、現状を示す値になるもの 
政令指定都市との比較等により、目標値設定に

向けて参考とするもの 
  
＜アンケート項目＞ 

※ WEB アンケートのみで実施 

  

No 設問 No 設問 

1 災害に強いまちづくりは進んでいると思うか 18 
市内産業に活力があり、事業者が元気なまちであると

思うか 

2 家庭での災害への事前の備えを行っているか 19 新しいビジネスが生まれているまちだと思うか 

3 安全・安心な日常生活を送っていると思うか 20 ICT の活用が進んでいると思うか 

4 上下水道サービスについて満足しているか 21 臨海部の経済活動が盛んであると思うか 

5 
高齢者や障害者が生き生きと生活できる環境が整っ

ていると思うか 
22 市内の拠点駅の周辺に魅力や活気はあると思うか 

6 
社会保障制度に基づく市の取組が市民の経済的な不

安の解消に役立っていると思うか 
23 市内に美しいまち並みが保たれていると思うか 

7 安心して医療を受けることができると感じているか 24 交通利便性の高いまちだと思うか 

8 子育て環境の整ったまちだと思うか 25 文化・芸術活動の盛んなまちだと思うか 

9 この１年間に生涯学習をしたことがあるか（有無） 26 スポーツの盛んなまちだと思うか 

10 
自分の知識や技術を地域や社会に活かしたいと思う

か 
27

町内会や市民活動など、地域活動に参加しているか（有

無） 

11 環境に配慮した生活を送っているか 28 必要な市政情報を得ることができていると思うか 

12 
市民や市内事業者による環境に配慮した取組は進ん

でいるか 
29

市政に対する市民の意見や要望を伝える機会等を市が

備えていると思うか 

13 市内の空気や川などの水がきれいになったと思うか 30
求めている行政サービスを必要なときに区で受けられ

ていると思うか 

14 ごみを減らす取組を行っているか 31 市民の人権や平和に対する意識が高いと思うか 

15 市内にある自然や公園に満足しているか 32 川崎市に魅力やよいイメージがあるか（※） 

16 住環境（住みやすさ）に満足しているか 33 自分の市に魅力やよいイメージがあるか（※） 

17 市が働きやすいまちだと思うか  
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(2) 調査結果 

 

 

  

ＷＥＢ ＷＥＢ

郵送 ＷＥＢ 郵送 ＷＥＢ ２０政令市 郵送 ＷＥＢ ２０政令市

①思う
②やや思う

①思う
②やや思う

全政令市
平均値

川崎
順位

③どちら
でもない

③どちら
でもない

全政令市
平均値

④思わない
⑤やや思わ

ない

④思わない
⑤やや思わ

ない

全政令市
平均値

1 15.6 17.3 25.8 15位 58.3 神戸 55.4 64.9 53.2 27.3 17.9 20.9

2 41.9 38.1 29.8 4位 51.0 仙台 19.3 23.0 22.8 38.3 38.9 47.4

3 54.1 56.9 50.9 1位 56.9 川崎 32.3 33.9 40.0 12.7 9.3 9.1

4 60.6 56.7 55.7 9位 68.1 名古屋 26.1 33.0 31.1 12.3 10.3 13.4

5 20.7 19.4 20.8 14位 29.3 名古屋 49.9 60.4 56.7 28.7 20.1 22.5

6 16.6 10.0 11.4 16位 17.7 名古屋 55.7 67.9 59.8 26.3 22.1 28.8

7 53.8 48.3 53.3 18位 62.7 名古屋 25.6 36.9 33.3 20.0 14.9 13.4

8 26.9 24.1 30.0 19位 38.6 名古屋 41.9 54.1 51.5 29.4 21.7 18.5

9 25.2 10.1 12.9 19位 15.2 北九州 - - - 72.9 89.9 87.1

10 50.8 39.1 38.2 6位 44.2 熊本 30.0 43.1 42.3 17.2 17.7 19.5

11 53.2 41.7 37.0 2位 43.1 千葉 33.1 39.7 42.6 12.0 18.6 20.4

12 24.9 20.6 20.6 10位 38.5 北九州 52.7 63.3 59.9 20.2 16.1 19.5

13 55.6 38.4 30.4 3位 57.2 北九州 28.4 45.4 48.1 14.1 16.1 21.5

14 86.6 72.6 71.4 9位 79.2 熊本 8.1 19.1 20.3 3.7 8.3 8.4

15 44.4 40.7 44.2 13位 56.7 札幌 30.1 36.9 36.9 23.8 22.4 18.9

16 59.6 65.9 61.2 5位 67.7 神戸 22.3 22.7 26.7 16.5 11.4 12.1

17 29.7 27.1 29.9 10位 48.4 名古屋 55.5 59.9 50.7 13.4 13.0 19.3

18 28.3 31.4 21.9 4位 42.9 名古屋 54.6 54.3 52.6 15.8 14.3 25.4

19 24.4 19.0 16.9 8位 42.1 福岡 47.8 56.7 45.9 26.3 24.3 37.2

20 22.9 22.3 21.2 7位 33.1 福岡 55.9 57.1 55.3 18.6 20.6 23.6

21 27.4 28.7 22.4 6位 42.6 横浜 55.8 59.1 51.7 14.1 12.1 25.9

22 70.0 73.7 39.2 1位 73.7 川崎 17.4 18.4 33.0 11.2 7.9 27.8

23 29.8 27.9 38.6 17位 60.0 仙台 39.0 47.1 40.4 30.2 25.0 21.1

24 62.0 61.4 48.4 6位 77.3 大阪 18.4 23.7 26.0 18.7 14.9 25.7

25 48.0 44.7 34.4 4位 65.9 京都 37.6 42.1 45.2 13.0 13.1 20.5

26 47.6 46.9 39.1 6位 62.7 広島 39.4 42.9 44.3 11.5 10.3 16.6

27 30.3 16.3 22.1 18位 31.7 浜松 - - - 68.5 83.7 77.9

28 37.5 34.7 40.0 18位 48.7 仙台 39.5 46.9 43.6 21.9 18.4 16.5

29 18.1 16.0 18.1 18位 23.3 熊本 50.8 61.0 58.5 29.7 23.0 23.4

30 43.1 35.0 30.3 3位 37.0 名古屋 37.2 48.9 53.3 18.2 16.1 16.4

31 20.1 11.3 17.7 19位 52.5 広島 58.6 70.1 61.7 19.7 18.6 20.6

32 - 40.7 14.6 1位 40.7 川崎 - 41.6 62.1 - 17.7 23.2

33 - 40.7 48.7 12位 69.4 神戸 - 41.6 38.0 - 17.7 13.2

政令市
最高値

２０政令市

消極的評価

№

中間的評価
川崎市結果

積極的評価
川崎市結果 WEB 川崎市結果
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■ 総合計画と連携する計画 
「総合計画と連携する計画」とは、法令などによって策定が義務付けられている計画や、分野別あるい

は分野を横断した行政課題に対応するため、各局等が策定する計画です。 

なお、「計画期間」欄の計画終期がないものについては、終期の設定がない計画です。 

 

●分野横断計画 

総合計画の中で複数の基本政策（１層）を担い、横断的に政策を推進するための計画 

計画名 関連基本政策 計画期間 

国土強靭化地域計画 1.2.3.4.5 Ｈ 28 年度 ～ Ｈ 32 年度

国際施策推進プラン 1.2.3.4.5 Ｈ 28 年度 ～ Ｈ 37 年度

まち・ひと・しごと創生総合戦略 1.2.3.4.5 Ｈ 27 年度 ～ Ｈ 31 年度

資産マネジメントカルテ 1.2.3.4.5 Ｈ 26 年度 ～ Ｈ 32 年度

地域福祉計画 1.2.3.4.5 Ｈ 26 年度 ～ Ｈ 29 年度

都市計画マスタープラン 1.2.3.4.5 Ｈ 18 年度 ～ Ｈ 38 年度

 

●分野別計画 

総合計画における政策・施策（２・３層）を具体的に推進するための計画等で、施策の大部分が各基

本政策（１層）の中に収まる計画 

【基本政策 １】  生命を守り生き生きと暮らすことができるまちづくり 

計画名 関連政策・施策 計画期間 

地震防災戦略 

1-1-1 

1-1-2 

1-1-3 

Ｈ 28 年度 ～ Ｈ 32 年度

臨海部防災対策計画 1-1-1 Ｈ 25 年度 ～ Ｈ  年度

防災都市づくり基本計画 1-1-2 Ｈ 27 年度 ～ Ｈ  年度

耐震改修促進計画 1-1-3 Ｈ 28 年度 ～ Ｈ 32 年度

消費者行政推進計画 1-2-1 Ｈ 26 年度 ～ Ｈ 28 年度

ユニバーサルデザイン方針 1-2-3 Ｈ 28 年度 ～ Ｈ  年度

水道事業中期計画 1-3-1 Ｈ 26 年度 ～ Ｈ 28 年度

工業用水道事業中期計画 1-3-1 Ｈ 26 年度 ～ Ｈ 28 年度

下水道事業中期計画 1-3-2 Ｈ 26 年度 ～ Ｈ 28 年度

自殺対策総合推進計画 1-4-1 Ｈ 27 年度 ～ Ｈ 29 年度

高齢者保健福祉計画・介護保険事業計画
1-4-2 

1-4-3 
Ｈ 27 年度 ～ Ｈ 29 年度
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計画名 関連政策・施策 計画期間 

障害者計画・障害福祉計画 
1-4-4 

1-4-5 
Ｈ 27 年度 ～ Ｈ 32 年度 

障害者雇用・就労促進行動計画 1-4-5 Ｈ 26 年度 ～ Ｈ 28 年度 

住宅基本計画 1-4-6 Ｈ 23 年度 ～ Ｈ 32 年度 

健康増進計画かわさき健康づくり２１ 1-4-7 Ｈ 25 年度 ～ Ｈ 34 年度 

食育推進計画 1-4-7 Ｈ 26 年度 ～ Ｈ 28 年度 

地域医療計画 1-6 Ｈ 25 年度 ～ Ｈ 29 年度 

市立病院中期経営計画 1-6-2 Ｈ 28 年度 ～ Ｈ 32 年度 

  

【基本政策 ２】  子どもを安心して育てることのできるふるさとづくり 

計画名 関連政策・施策 計画期間 

子ども・子育て支援事業計画 2-1 Ｈ 27 年度 ～ Ｈ 31 年度 

子ども・若者ビジョン 
2-1 

2-2 
Ｈ 28 年度 ～ Ｈ 33 年度 

児童家庭支援・児童虐待対策事業推進計

画 
2-1-4 Ｈ 25 年度 ～ Ｈ 29 年度 

教育振興基本計画かわさき教育プラン 

第 1 期実施計画 

2-2 

2-3 

4-8-2 

Ｈ 27 年度 ～ Ｈ 29 年度 

学校施設長期保全計画 2-2-3 Ｈ 26 年度 ～ Ｈ  年度 

 

【基本政策 ３】  市民生活を豊かにする環境づくり 

計画名 関連政策・施策 計画期間 

環境基本計画 

3-1 

3-2 

3-3 

Ｈ 23 年度 ～ Ｈ 32 年度 

地球温暖化対策推進基本計画 3-1-1 Ｈ 23 年度 ～ Ｈ 32 年度 

水環境保全計画 3-2-1 Ｈ 24 年度 ～ Ｈ 32 年度 

一般廃棄物処理基本計画 3-2-2 Ｈ 28 年度 ～ Ｈ 37 年度 

緑の基本計画 3-3 Ｈ 20 年度 ～ Ｈ 29 年度 

新多摩川プラン 3-3-5 Ｈ 28 年度 ～ Ｈ 37 年度 
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【基本政策 ４】  活力と魅力あふれる力強い都市づくり 

計画名 関連政策・施策 計画期間 

産業振興プラン 

4-1 

4-2 

4-3 

Ｈ 28 年度 ～ Ｈ 37 年度 

商業振興ビジョン 4-1-2 Ｈ 21 年度 ～ Ｈ 30 年度 

農業振興計画 4-1-4 Ｈ 28 年度 ～ Ｈ 37 年度 

情報化推進プラン 4-2 Ｈ 28 年度 ～ Ｈ 32 年度 

ウェルフェアイノベーション推進計画 4-2-2 Ｈ 26 年度 ～ Ｈ 28 年度 

川崎港港湾計画 
4-4-2 

4-4-3 
Ｈ 26 年度 ～ Ｈ 37 年度 

総合都市交通計画 4-7 Ｈ 25 年度 ～ Ｈ 44 年度 

第 2 次道路整備プログラム 4-7-2 Ｈ 28 年度 ～ Ｈ 37 年度 

市バス事業経営プログラム 4-7-4 Ｈ 26 年度 ～ Ｈ 30 年度 

スポーツ推進計画 4-8-1 Ｈ 24 年度 ～ Ｈ 33 年度 

文化芸術振興計画 
4-8-2 

4-8-3 
Ｈ 26 年度 ～ Ｈ 35 年度 

文化財保護活用計画 4-8-2 Ｈ 26 年度 ～ Ｈ 36 年度 

シティプロモーション戦略プラン 4-9 Ｈ 27 年度 ～ Ｈ 36 年度 

新・かわさき観光振興プラン 4-9-2 Ｈ 28 年度 ～ Ｈ 37 年度 

 

【基本政策 ５】  誰もが生きがいを持てる市民自治の地域づくり 

計画名 関連政策・施策 計画期間 

人権施策推進基本計画 5-2 Ｈ 27 年度 ～ Ｈ 37 年度 

男女平等推進行動計画 5-2-2 Ｈ 26 年度 ～ Ｈ 30 年度 

 

 

 

※ここに掲載していない理念的な方針や個別の事務事業（4 層）を推進するための計画等については、

実施計画の計画期間の主な取組などで必要に応じて記載しています。 
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■ 計画事業費及び政策体系図 
１ 政策体系別計画事業費集計表 

第 1 期実施計画の推進に要する計画事業費は、次の集計表のとおりです。ここでは、政策体系に基づ

く５つの「基本政策」及び「政策の執行を支えるその他の事務事業・経費」について、計画期間（平成

28（2016）年度～平成 29（2017）年度）の各年度ごとに総事業費及び一般会計分の事業費を集計した上

で、一般会計分については、その財源内訳を算出しています。 

５つの「基本政策」に基づく計画事業費は、表の「政策体系合計」の欄にあるように、 

平成 28（2016）年度   719,024 百万円  平成 29（2017）年度    820,070 百万円 

で、これに「政策の執行を支えるその他の事務事業・経費」を加えると、 

平成 28（2016）年度  1,157,914 百万円  平成 29（2017）年度  1,262,695 百万円 

となります。 

 実施計画は、本市が取り組むすべての事務事業等を対象とすることから、平成 28（2016）年度の計画

事業費は、全会計合計から公債管理会計分を除いた予算総額と一致しています。 

 さらに、「政策体系別計画事業費」では、５つの基本政策ごとの計画事業費を集計し、その事業費内訳

を示しています。 

 
※ 公債管理会計分の事業費は、各会計の市債の発行や償還を管理する会計であり、事業費が重複するため、対象事業費から除いています。 

※ 収支フレーム上の一般財源とは計上の考え方が異なるため、収支フレーム上の一般会計の一般財源額（歳出）と合わない場合があります。 

※ 百万円未満を四捨五入しているため、一般会計と財源内訳の合計が合わない場合があります。 

※ 政策体系の変更に伴い数字が変動する場合があります。 

（単位：百万円）

一般会計 国庫支出金 市債
その他

特定財源
一般財源

平成28（2016） 463,806 162,166 64,780 11,720 20,957 64,709

平成29（2017） 476,574 166,743 65,151 12,859 20,186 68,547

2か年総計 940,380 328 ,909 129,931 24 ,579 41 ,143 133 ,256

平成28（2016） 125,023 124,748 30,719 16,386 18,143 59,501

平成29（2017） 189,667 189,392 45,214 19,000 19,019 106,159

2か年総計 314,690 314 ,140 75 ,933 35 ,386 37 ,162 165 ,660

平成28（2016） 21,466 21,135 1,016 6,657 3,844 9,618

平成29（2017） 23,201 22,909 1,633 5,984 4,601 10,691

2か年総計 44,667 44,044 2 ,649 12 ,641 8 ,445 20 ,309

平成28（2016） 104,586 74,776 11,332 20,629 29,842 12,973

平成29（2017） 127,356 102,420 15,465 34,612 34,543 17,800

2か年総計 231,942 177 ,196 26 ,797 55 ,241 64 ,385 30 ,773

平成28（2016） 4,143 4,143 370 706 897 2,170

平成29（2017） 3,272 3,272 179 313 583 2,197

2か年総計 7,415 7 ,415 549 1 ,019 1 ,480 4 ,367

平成28（2016） 719,024 386,968 108,217 56,098 73,683 148,971

平成29（2017） 820,070 484,736 127,642 72,768 78,932 205,394

2か年総計 1,539 ,094 871 ,704 235,859 128 ,866 152 ,615 354 ,365

平成28（2016） 438,890 252,014 1,480 2,268 22,543 225,722

平成29（2017） 442,625 261,380 1,737 271 20,046 239,326

2か年総計 881,515 513 ,394 3 ,217 2 ,539 42 ,589 465 ,048

平成28（2016） 1,157,914 638,982 109,697 58,366 96,226 374,693

平成29（2017） 1,262,695 746,116 129,379 73,039 98,978 444,720

2か年総計 2,420 ,609 1 ,385,098 239,076 131 ,405 195 ,204 819 ,413

政策体系合計

政策の執行を支えるその他
の事務事業・経費

総　　　計

一般会計の財源内訳
年度

 基本政策 １
 生命を守り生き生きと暮らす
ことができるまちづくり

 基本政策 ２
 子どもを安心して育てること
のできるふるさとづくり

 基本政策 ３
 市民生活を豊かにする環境
づくり

総事業費

 基本政策 ４
 活力と魅力あふれる力強い
都市づくり

 基本政策 ５
 誰もが生きがいを持てる市
民自治の地域づくり
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２　政策体系別計画事業費 (百万円）

平成28年度 平成29年度

 基本政策 １ 生命を守り生き生きと暮らすことができるまちづくり 463,806 476,574
 政策 1-1 災害から生命を守る 10,815 13,734

 施策 1-1-1 災害・危機事象に備える対策の推進 4,145 6,581

 施策 1-1-2 地域の主体的な防災まちづくりの推進 46 40

 施策 1-1-3 まち全体の総合的な耐震化の推進 893 907

 施策 1-1-4 消防力の総合的な強化 3,671 3,922

 施策 1-1-5 安全・安心な暮らしを守る河川整備 2,060 2,285

 政策 1-2 安全に暮らせるまちをつくる 10,013 11,456

 施策 1-2-1 防犯対策の推進 756 808

 施策 1-2-2 交通安全対策の推進 1,667 2,321

 施策 1-2-3 ユニバーサルデザインのまちづくりの推進 466 994

 施策 1-2-4 地域の生活基盤となる道路等の維持・管理 7,123 7,332

 政策 1-3 水の安定した供給・循環を支える 33,797 33,793

 施策 1-3-1 安定給水の確保と安全性の向上 16,783 16,778

 施策 1-3-2 下水道による良好な循環機能の形成 17,014 17,014

 政策 1-4 誰もが安心して暮らせる地域のつながり・しくみをつくる 140,753 146,231

 施策 1-4-1 総合的なケアの推進 5,462 7,098

 施策 1-4-2 高齢者福祉サービスの充実 88,485 92,859

 施策 1-4-3 高齢者が生きがいを持てる地域づくり 3,093 3,233

 施策 1-4-4 障害福祉サービスの充実 23,809 24,957

 施策 1-4-5 障害者の自立支援と社会参加の促進 3,407 3,476

 施策 1-4-6 誰もが暮らしやすい住宅・居住環境の整備 10,844 8,870

 施策 1-4-7 生き生きと暮らすための健康づくり 5,653 5,738

 政策 1-5 確かな暮らしを支える 244,238 245,511

 施策 1-5-1 確かな安心を支える医療保険制度等の運営 180,955 182,920

 施策 1-5-2 自立生活に向けた取組の推進 63,283 62,590

 政策 1-6 市民の健康を守る 24,190 25,851

 施策 1-6-1 医療供給体制の充実・強化 1,948 1,822

 施策 1-6-2 信頼される市立病院の運営 16,580 16,946

 施策 1-6-3 健康で快適な生活と環境の確保 5,662 7,084

 基本政策 ２ 子どもを安心して育てることのできるふるさとづくり 125,023 189,667
 政策 2-1 安心して子育てできる環境をつくる 89,890 94,732

 施策 2-1-1 子育てを社会全体で支える取組の推進 27,953 28,178

 施策 2-1-2 質の高い保育・幼児教育の推進 46,391 51,558

 施策 2-1-3 子どものすこやかな成長の促進 6,027 6,038

 施策 2-1-4 子どもが安心して暮らせる支援体制づくり 9,520 8,958

 政策 2-2 未来を担う人材を育成する 33,493 93,266
 施策 2-2-1 「生きる力」を伸ばし、人間としての在り方生き方の軸をつくる教育の推進 5,997 9,951

 施策 2-2-2 一人ひとりの教育的ニーズへの対応 1,830 1,740

 施策 2-2-3 安全で快適な教育環境の整備 20,801 24,938

 施策 2-2-4 学校の教育力の向上 4,865 56,636

 政策 2-3 生涯を通じて学び成長する 1,640 1,669

 施策 2-3-1 家庭・地域の教育力の向上 64 86

 施策 2-3-2 自ら学び、活動するための支援 1,575 1,583

 基本政策 ３ 市民生活を豊かにする環境づくり 21,466 23,201
 政策 3-1 環境に配慮したしくみをつくる 289 258

 施策 3-1-1 地球環境の保全に向けた取組の推進 289 258

 政策 3-2 地域環境を守る 12,088 13,964

 施策 3-2-1 地域環境対策の推進 480 476

 施策 3-2-2 持続可能な循環型のまちをめざした取組の推進 11,608 13,488

 政策 3-3 緑と水の豊かな環境をつくりだす 9,089 8,979

 施策 3-3-1 協働の取組による緑の創出と育成 726 718

 施策 3-3-2 魅力ある公園緑地等の整備 6,874 6,683

 施策 3-3-3 多摩丘陵の保全 1,094 1,118

 施策 3-3-4 農地の保全・活用と「農」とのふれあいの推進 45 43

 施策 3-3-5 多摩川の魅力を活かす総合的な取組の推進 350 417

 基本政策 ４ 活力と魅力あふれる力強い都市づくり 104,586 127,356
 政策 4-1 川崎の発展を支える産業の振興 27,473 27,411

計画事業費基本
政策

政策 施策
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２　政策体系別計画事業費 (百万円）

平成28年度 平成29年度

計画事業費基本
政策

政策 施策

 施策 4-1-1 アジアを中心とした海外での事業展開支援の強化 109 107

 施策 4-1-2 魅力と活力のある商業地域の形成 1,833 1,672

 施策 4-1-3 中小企業の競争力強化と活力ある産業集積の形成 25,340 25,512

 施策 4-1-4 都市農業の強みを活かした農業経営の強化 191 120

 政策 4-2 新たな産業の創出と革新的な技術による生活利便性の向上 6,994 6,509

 施策 4-2-1 ベンチャー支援、起業・創業の促進 52 52

 施策 4-2-2 地域を支える産業の育成・市内事業者等の新分野への進出支援 83 83

 施策 4-2-3 科学技術を活かした研究開発基盤の強化 4,811 4,585

 施策 4-2-4 スマートシティの推進 21 21

 施策 4-2-5 ＩＣＴ（情報通信技術）の活用による市民利便性の向上 2,028 1,768

 政策 4-3 生き生きと働き続けられる環境をつくる 525 525

 施策 4-3-1 人材を活かすしくみづくり 137 137

 施策 4-3-2 働きやすい環境づくり 388 388

 政策 4-4 臨海部を活性化する 11,469 18,511

 施策 4-4-1 臨海部の戦略的な産業集積と基盤整備 407 6,618

 施策 4-4-2 広域連携による港湾物流拠点の形成 8,874 10,264

 施策 4-4-3 市民に開かれた安全で快適な臨海部の環境整備 2,187 1,629

 政策 4-5 魅力ある都市拠点を整備する 10,272 10,685

 施策 4-5-1 魅力にあふれた広域拠点の形成 5,322 6,455

 施策 4-5-2 個性を活かした地域生活拠点等の整備 4,950 4,229

 政策 4-6 良好な都市環境の形成を推進する 857 1,202

 施策 4-6-1 安全で安心して快適に暮らせる計画的なまちづくりの推進 841 1,190

 施策 4-6-2 地域の主体的な街なみ形成の推進 16 12

 政策 4-7 総合的な交通体系を構築する 19,305 24,968

 施策 4-7-1 広域的な交通網の整備 687 3,419

 施策 4-7-2 市域の交通網の整備 15,059 17,775

 施策 4-7-3 身近な交通環境の整備 152 67

 施策 4-7-4 市バスの輸送サービスの充実 3,408 3,706

 政策 4-8 スポーツ・文化芸術を振興する 4,828 18,936

 施策 4-8-1 スポーツのまちづくりの推進 1,098 15,157

 施策 4-8-2 市民の文化芸術活動の振興 2,550 2,500

 施策 4-8-3 音楽や映像のまちづくりの推進 1,181 1,279

 政策 4-9 戦略的なシティプロモーション 22,863 18,610

 施策 4-9-1 都市イメージの向上とシビックプライドの醸成 310 365

 施策 4-9-2 川崎の特性を活かした観光の振興 22,553 18,245

 基本政策 ５ 誰もが生きがいを持てる市民自治の地域づくり 4,143 3,272
 政策 5-1 参加と協働により市民自治を推進する 3,789 2,919

 施策 5-1-1 市民参加の促進と多様な主体との協働・連携のしくみづくり 816 276

 施策 5-1-2 迅速で的確な広報・広聴と市民に開かれた情報共有の推進 690 621

 施策 5-1-3 共に支え合う地域づくりに向けた区役所機能の強化 2,283 2,022

 政策 5-2 人権を尊重し共に生きる社会をつくる 354 353

 施策 5-2-1 平等と多様性を尊重した人権・平和施策の推進 227 227

 施策 5-2-2 男女共同参画社会の形成に向けた施策の推進 126 126

政策の執行を支えるその他の事務事業・経費 669,002 675,923
市長及び教育委員会の事務 20,399 17,508

　内部管理事務 13,553 10,759

　事業執行を支える事務 6,846 6,749

その他の執行機関の事務 2,108 2,063

　公平な行政を支える事務 591 599

　議会運営を支える事務 1,517 1,464

企業会計の事務 66,883 66,279

　内部管理事務 66,773 66,171

　事業施行を支える事務 110 108

その他の経費 579,612 590,073

　人件費（職員給与費） 126,301 125,389

　公債費 368,948 369,382

　繰出金 83,464 94,396

　予備費 900 907
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３ 実施計画の計画事業費と収支フレーム 

「今後の財政運営の基本的な考え方」では、持続可能な行財政基盤の構築に向けて、中長期的な収支

状況を示した「収支フレーム」に沿った財政運営を行うこととしており、この収支フレームを踏まえて、

総合計画を推進します（※）。 

歳入については、平成 28（2016）年度は 3,601 億円、平成 29（2017）年度は 4,026 億円としています

が、多様化する課題への的確な対応等、必要な施策・事業を着実に推進するために、平成 28（2016）年

度は 92 億円、平成 29（2017）年度は 191 億円の一時的な収支不足を想定しています。 

この収支不足については、市民サービスの安定的な提供と財政状況のバランスを考慮した上で、減債

基金からの新規借入れによる対応を行いますが、今後の税制改正や消費税増税に伴う軽減税率の適用に

よる市税の減収影響額についても見込む必要があります。 

このような本市の財政状況を踏まえた減債基金の活用は、あくまでも臨時的な対応であり、今後の収

支見通しにおいても中長期的に返済が可能であること、市税の減収影響額は、各年度における予算編成

作業や施策調整、事務事業の見直しなどにより調整を図っていくことが可能であることから、実施計画

は財源的に実行可能な計画となっています。 

 なお、収支フレームでは、平成 31（2019）年度以降、減債基金からの新規借入れを行うことなく収支

均衡が図られるよう財政運営を行うこととしています。 

 

「今後の財政運営の基本的な考え方」における収支フレームと計画期間 

（単位：億円・一般財源ベース） 

 
 

※ 計画事業費と収支フレームの一般財源の計上の考え方 

  

平成28年度
（2016）予算

平成29年度
（2017）見込

平成30年度
（2018）見込

平成31年度
（2019）見込

平成32年度
（2020）見込

3,601 4,026 4,136 4,210 4,253
市税 3,015 3,474 3,523 3,597 3,647
地方消費税交付金 232 246 318 319 313
地方譲与税・その他交付金 118 107 106 105 104
普通交付税・臨時財政対策債 10 10 0 0 0
その他一般財源 141 99 99 99 99
退職手当債 20 20 20 20 20
行政改革推進債 65 70 70 70 70

3,693 4,217 4,179 4,205 4,248
投資的経費 303 361 299 293 296
一部の社会保障関連経費 851 896 927 953 986
公債費（諸費を除く） 700 706 714 715 726
管理的政策的経費 1,839 2,254 2,239 2,244 2,240

▲92 ▲191 ▲43 5 5

- △7 △23 △16 △17

- 7 23 11 12

92 191 43 0 0

231 422 465 465 465

減債基金からの新規借入想定額

歳　　入　　A

歳　　出　　B

収　　支　　（A－B）

H28税制改正による減収影響額

施策調整・事務事業の見直しなどによる

今後の要調整額（ 収支改善額）

減債基金からの借入残高想定額

収 ⽀ フ レ ー ム計　画　期　間

歳入歳出が同額の

事業費の調整

（減債基金既借入金）

歳入一般財源として

扱った財源の調整

（行政改革推進債・

退職手当債）

平成28年度 3,747 ▲139 85 3,693

平成29年度 4,447 ▲231 - 4,217

→

計画事業費

（歳出）

計上の考え方の調整

収支フレーム

（歳出）

→

→ 収支フレームでは、歳入歳出の一般財源額が同じ減債基金既借入金分を控除するとともに、行政改革推進債等の

一部の歳出の特定財源を、歳入における一般財源として扱っています。 

(※) 億円未満を四捨五入しているため、差し引きの合計が合わない場合があります。 
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４　政策体系図

 基本政策 １　生命を守り生き生きと暮らすことができるまちづくり

 政策 1-1 災害から生命を守る

 施策 1-1-1 災害・危機事象に備える対策の推進

○ 防災対策管理運営事業

○ 地域防災推進事業

○ 防災施設整備事業

○ 臨海部・津波防災対策事業

○ 帰宅困難者対策推進事業

○ 公園防災機能向上事業

○ 本庁舎等建替事業

危機管理対策事業

放射線安全推進事業

高層住宅の震災対策推進事業

○ 港湾施設改修（防災・減災）事業

海岸保全施設維持整備事業

 施策 1-1-2 地域の主体的な防災まちづくりの推進

○ 防災都市づくり基本計画推進事業

○ 防災市街地整備促進事業

○ 防災まちづくり支援促進事業

狭あい道路対策事業

 施策 1-1-3 まち全体の総合的な耐震化の推進

○ 特定建築物耐震対策事業

○ 木造建築物耐震対策事業

○ 民間マンション耐震対策事業

公共建築物の耐震化事業

○ 宅地防災対策事業

急傾斜地崩壊対策事業

○ 耐震対策等橋りょう整備事業

 施策 1-1-4 消防力の総合的な強化

○ 消防署所の適正配置に係る事業

○ 消防署所改築事業

○ 消防指令体制整備事業

○ 消防艇管理事業

ヘリコプター整備事業

○ 消防団関係事業

○ 警防活動事業

耐震性貯水槽建設事業

○ 火災予防事業

消防広報事業

火災等の調査事務

○ 査察活動事業

○ 危険物施設等規制事業

消防音楽隊等活動事業

基本
政策

政策 施策 事務事業（○は本計画に掲載している主な事務事業
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４　政策体系図

基本
政策

政策 施策 事務事業（○は本計画に掲載している主な事務事業

消防車両等管理業務

救急車両管理業務

庁舎等整備事業

警防資機材等管理業務

救助活動事業

活動計画・出場計画に関する業務

特殊災害対策業務

消防・救急無線デジタル化事業

航空関係業務

火災予防設備に関する業務

 施策 1-1-5 安全・安心な暮らしを守る河川整備

○ 河川計画業務

○ 五反田川放水路整備事業

○ 河川改修事業

 政策 1-2 安全に暮らせるまちをつくる

 施策 1-2-1 防犯対策の推進

○ 防犯対策事業

○ 路上喫煙防止対策事業

○ 客引き行為等防止対策事業

○ 消費生活相談情報提供事業

○ 消費者啓発育成事業

消費者自立支援推進事業

 施策 1-2-2 交通安全対策の推進

○ 交通安全推進事業

○ 安全施設整備事業

○ 放置自転車対策事業

踏切道改善推進調査事業

 施策 1-2-3 ユニバーサルデザインのまちづくりの推進

○ ユニバーサルデザイン推進事業

バリアフリー重点整備地区交通安全施設整備事業

○ ユニバーサルデザインタクシー導入促進事業

○ 南武線駅アクセス向上等整備事業

○ 鉄道駅ホームドア等整備事業

福祉のまちづくり普及事業

 施策 1-2-4 地域の生活基盤となる道路等の維持・管理

○ 計画的な道路施設補修事業

○ 道路・橋りょう等の維持補修事業

○ 河川・水路維持補修事業

○ 道水路不法占拠対策事業

○ 道水路台帳整備事業

道路舗装事業

屋外広告物管理事業

私道舗装助成事業
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４　政策体系図

基本
政策

政策 施策 事務事業（○は本計画に掲載している主な事務事業

占用業務管理

測量助成事業

地籍調査事業

公共工事の適正化推進事業

河川・水路財産管理業務

 政策 1-3 水の安定した供給・循環を支える

 施策 1-3-1 安定給水の確保と安全性の向上

○ 主要施設の更新・耐震化事業

○ 送・配水管の更新・耐震化事業

○ 給水管の更新事業

○ 水道水質の管理業務

○ 工業用水道施設の整備事業

水道・工業用水道事業の危機管理対策

水道・工業用水道事業における環境施策の推進

水道・工業用水道事業における経営基盤の充実・強化

 施策 1-3-2 下水道による良好な循環機能の形成

○ 下水道施設・管きょの地震対策事業

○ 浸水対策事業

○ 高度処理事業

○ 合流式下水道の改善事業

○ 下水道施設・管きょの老朽化対策及び未普及解消事業

下水道水質管理・事業場指導業務

下水道事業の危機管理対策

下水道事業における環境施策の推進

下水道事業における経営基盤の充実・強化

 政策 1-4 誰もが安心して暮らせる地域のつながり・しくみをつくる

 施策 1-4-1 総合的なケアの推進

○ 地域包括ケアシステム推進事業

○ 介護予防事業

○ 認知症高齢者対策事業

○ 在宅医療連携推進事業

○ 福祉センター再編整備事業

○ 地域見守りネットワーク事業

○ 災害救助その他援護事業

○ 民生委員児童委員活動育成等事業

○ 自殺対策・メンタルヘルス普及啓発事業

○ 権利擁護事業

社会福祉法人指導監査等業務

地域包括支援センターの運営

障害者相談支援事業

社会福祉協議会の育成

戦没者遺族等援護

社会福祉審議会の運営
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４　政策体系図

基本
政策

政策 施策 事務事業（○は本計画に掲載している主な事務事業

更生保護事業

地域福祉施設の運営

地域福祉計画推進事業

日本赤十字社に関する業務

 施策 1-4-2 高齢者福祉サービスの充実

○ 福祉人材確保対策事業

○ 介護サービスの基盤整備事業

○ ひとり暮らし支援サービス事業

○ 介護保険事業

○ かわさき健幸福寿プロジェクト

高齢者住宅対策事業

高齢者生活支援サービス事業

高齢者音楽療法推進事業

高齢者緊急一時入所事業

高齢者保健福祉計画推進事業

在宅福祉・医療サービスの推進事業

川崎市老人福祉施設事業協会の運営

民間老人福祉施設入所者処遇改善及び施設振興

養護・軽費老人ホームの運営

老人保護措置

 施策 1-4-3 高齢者が生きがいを持てる地域づくり

○ 高齢者外出支援事業

○ 高齢者就労支援事業

○ 生涯現役対策事業

○ いこいの家・いきいきセンターの運営

外国人高齢者支援事業

老人クラブ育成事業

老人福祉普及事業

 施策 1-4-4 障害福祉サービスの充実

○ 障害福祉サービスの基盤整備事業

○ 障害者日常生活支援事業

○ 障害児施設事業

○ 障害者福祉用具等支給・貸与事業

発達障害児・者支援体制整備事業

地域療育センターの運営

障害児タイムケア事業

専門職員確保対策事業

ノーマライゼーションプラン推進事業

障害者支援制度実施事業

井田地区福祉施設再編整備事業

施設障害福祉サービス事業

精神科救急医療対策事業

難病患者相談研修支援事業
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４　政策体系図

基本
政策

政策 施策 事務事業（○は本計画に掲載している主な事務事業

難病患者等居宅生活支援事業

 施策 1-4-5 障害者の自立支援と社会参加の促進

○ 障害者就労支援事業

○ 障害者社会参加促進事業

○ 障害者の移動手段の確保対策事業

社会的ひきこもり対策事業

コミュニケーション支援事業

障害者手当等支給事業

精神保健事業

心神喪失者等医療観察制度への対応事業

心身障害者福祉事業基金事業

障害者団体育成等事業

地域活動支援センター事業

精神保健福祉センターに関する業務

精神保健福祉対策事業

日常生活用具等給付事業

障害者更生相談所運営事業

 施策 1-4-6 誰もが暮らしやすい住宅・居住環境の整備

○ 住宅政策推進事業

○ 高齢者等に適した住宅供給推進事業

住宅・マンション良質化支援推進事業

○ 住情報提供推進事業

○ 民間賃貸住宅等居住支援推進事業

既存ストック活用推進事業

○ 市営住宅等ストック活用事業

市営住宅等管理事業

市営住宅等再生事業

 施策 1-4-7 生き生きと暮らすための健康づくり

○ がん検診等事業

○ 生活習慣病対策事業

○ 健康づくり事業

○ 食育推進事業

○ 国民健康保険特定健康診査等事業

保健所管理運営事業

後期高齢者健診事業

公害健康被害補償事業

公害健康被害予防事業

公害保健福祉事業

川崎・横浜公害保健センターの運営

健康調査事業

 政策 1-5 確かな暮らしを支える

 施策 1-5-1 確かな安心を支える医療保険制度等の運営

○ 国民健康保険事業

507



４　政策体系図

基本
政策

政策 施策 事務事業（○は本計画に掲載している主な事務事業

○ 国民健康保険料等収納業務

○ 後期高齢者医療事業

○ 障害者等医療費支給事業

○ 成人ぜん息患者医療費助成事業

特定疾患対策事業

原爆被爆者対策事業

国民年金の運営業務

 施策 1-5-2 自立生活に向けた取組の推進

○ 生活保護自立支援対策事業

○ 生活保護業務

○ 生活困窮者自立支援事業

中国残留邦人生活支援事業

民間保護施設措置者処遇改善及び施設振興

明るい町づくり対策

福祉資金貸付事業

臨時福祉給付金支給事業

行旅病人・同死亡人取扱及び法外扶助

 政策 1-6 市民の健康を守る

 施策 1-6-1 医療供給体制の充実・強化

○ 地域医療対策事業

○ 災害時医療救護対策事業

○ 救急医療体制確保対策事業

○ 医務・薬務事業

○ 看護師確保対策事業

○ 救急活動事業

○ 救急隊整備事業

○ 救急救命士養成事業

看護短期大学の管理運営

血液対策事業

ナーシングセンター運営補助事業

地域医療関係施設整備

 施策 1-6-2 信頼される市立病院の運営

○ 川崎病院の運営

○ 井田病院の運営

○ 多摩病院の運営管理

○ 良質な医療の提供を担う人材の確保・育成

○ 経営健全化の推進

井田病院改築工事の推進

 施策 1-6-3 健康で快適な生活と環境の確保

○ 予防接種事業

○ 感染源対策事業

○ 食品安全推進事業

○ 公衆衛生等に関する試験検査等業務
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４　政策体系図

基本
政策

政策 施策 事務事業（○は本計画に掲載している主な事務事業

○ 動物愛護管理事業

○ 環境衛生事業

○ 葬祭場管理運営事業

健康危機管理対策事業

 基本政策 ２　子どもを安心して育てることのできるふるさとづくり

 政策 2-1 安心して子育てできる環境をつくる

 施策 2-1-1 子育てを社会全体で支える取組の推進

○ 地域における子育て支援の推進

○ 小児医療費助成事業

○ 児童手当支給事業

○ 児童福祉施設等の指導・監査

 施策 2-1-2 質の高い保育・幼児教育の推進

○ 待機児童対策事業

○ 認可保育所整備事業

○ 民間保育所運営事業

○ 公立保育所運営事業

○ 認可外保育施設支援事業

○ 幼児教育推進事業

○ 保育士確保対策事業

○ 保育料対策事業

 施策 2-1-3 子どものすこやかな成長の促進

○ 妊婦・乳幼児健康診査事業

○ 母子保健指導・相談事業

○ 青少年活動推進事業

○ こども文化センター運営事業

○ わくわくプラザ事業

○ 青少年教育施設の管理運営事業

青少年啓発活動事業

 施策 2-1-4 子どもが安心して暮らせる支援体制づくり

○ 児童虐待防止対策事業

○ 児童相談所運営事業

○ 里親制度推進事業

○ 児童養護施設等運営事業

○ ひとり親家庭の生活支援事業

○ 女性保護事業

○ 子ども・若者支援推進事業

小児ぜん息患者医療費支給事業

小児慢性特定疾病医療等給付事業

母子父子寡婦福祉資金貸付事業

災害遺児等援護事業

 政策 2-2 未来を担う人材を育成する

 施策 2-2-1 「生きる力」を伸ばし、人間としての在り方生き方の軸をつくる教育の推進

○ キャリア在り方生き方教育推進事業
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４　政策体系図

基本
政策

政策 施策 事務事業（○は本計画に掲載している主な事務事業

○ 学力調査・授業改善研究事業

○ きめ細やかな指導推進事業

○ 英語教育推進事業

○ 理科教育推進事業

○ 小中連携教育推進事業

○ 読書のまち・かわさき推進事業

○ 子どもの音楽活動推進事業

○ 人権尊重教育推進事業

○ 多文化共生教育推進事業

○ 子どもの体力向上推進事業

○ 健康教育推進事業

○ 中学校給食推進事業

○ 学校給食運営事業

○ 教育の情報化推進事業

○ 魅力ある高校教育の推進事業

○ 中高一貫教育推進事業

道徳教育推進事業

学校教育活動支援事業

学校給食会補助事業

 施策 2-2-2 一人ひとりの教育的ニーズへの対応

○ 児童支援コーディネーター専任化事業

○ 特別支援教育推進事業

○ 共生・共育推進事業

○ 児童生徒指導・相談事業

○ 適応指導教室事業

○ 海外帰国・外国人児童生徒相談事業

○ 就学援助・就学事務

○ 奨学金認定・支給事務

 施策 2-2-3 安全で快適な教育環境の整備

○ 学校安全推進事業

○ 学校施設長期保全計画推進事業

○ 学校施設環境改善事業

○ 学校施設維持管理事業

○ 児童生徒増加対策事業

 施策 2-2-4 学校の教育力の向上

○ 地域等による学校運営への参加促進事業

○ 区における教育支援推進事業

○ 地域に開かれた特色ある学校づくり推進事業

○ 教職員研修事業

○ 県費教職員移管業務

○ 教職員の選考・任免業務

学校の管理運営支援事業

教職員の人事・定数配置業務
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４　政策体系図

基本
政策

政策 施策 事務事業（○は本計画に掲載している主な事務事業

教育研究団体補助事業

 政策 2-3 生涯を通じて学び成長する

 施策 2-3-1 家庭・地域の教育力の向上

○ 家庭教育支援事業

○ 地域における教育活動の推進事業

○ 地域の寺子屋事業

 施策 2-3-2 自ら学び、活動するための支援

○ 社会教育振興事業

○ 図書館運営事業

○ 生涯学習施設の環境整備事業

社会教育関係団体等への支援・連携事業

 基本政策 ３　市民生活を豊かにする環境づくり

 政策 3-1 環境に配慮したしくみをつくる

 施策 3-1-1 地球環境の保全に向けた取組の推進

○ 地球温暖化対策事業

○ 環境エネルギー推進事業

○ 次世代自動車普及促進事業

○ グリーンイノベーション・国際環境施策推進事業

○ 環境教育推進事業

環境パートナーシップかわさき事業

環境功労者表彰事業

エコオフィス推進事業

環境影響評価・環境調査事業

環境総合研究所環境教育推進事業

国際環境技術連携事業

都市環境研究事業

産学公民連携事業

国際連携・研究推進事業

 政策 3-2 地域環境を守る

 施策 3-2-1 地域環境対策の推進

○ 大気汚染防止対策事業

○ 有害大気汚染物質対策事業

○ 環境大気常時監視事業

○ 自動車排出ガス対策事業

○ 水質汚濁防止対策事業

○ 土壌汚染対策事業

大気環境調査研究事業

地盤沈下・地下水保全事業

水環境調査研究事業

生物学的調査研究事業

化学物質適正管理推進事業

ＰＲＴＲ推進事業

ダイオキシン類対策事業
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４　政策体系図

基本
政策

政策 施策 事務事業（○は本計画に掲載している主な事務事業

環境リスク評価研究事業

環境化学物質研究事業

騒音振動対策事業

交通騒音・振動対策事業

悪臭防止対策事業

公害企画調整事務

公害防止資金融資事業

環境情報システム運営事業

 施策 3-2-2 持続可能な循環型のまちをめざした取組の推進

○ 減量リサイクル推進事業

○ 事業系ごみ減量化推進事業

○ 資源物・ごみ収集事業

○ 資源物・ごみ処理事業

○ 廃棄物処理施設基幹的整備事業

○ 廃棄物処理施設建設事業

廃棄物企画調整事業

余熱利用市民施設・橘ＲＣＣ運営事業

し尿・浄化槽収集事業

産業廃棄物指導・許可等事業

廃棄物処理施設等整備事業

廃棄物中継輸送等事業

海面埋立事業

し尿処理事業

建設リサイクル法業務

建設リサイクル事業

建設発生土処理事業

 政策 3-3 緑と水の豊かな環境をつくりだす

 施策 3-3-1 協働の取組による緑の創出と育成

○ 緑の基本計画推進事業

○ 都市緑化推進事業

○ 市民100万本植樹運動事業

○ パークマネジメント推進事業

○ 生物多様性推進事業

身近な公園緑地等の管理運営事業

緑のボランティアセンター事業

緑化協議による緑のまちづくりの推進事業

 施策 3-3-2 魅力ある公園緑地等の整備

○ 富士見公園整備事業

○ 等々力緑地再編整備事業

○ 生田緑地整備事業

○ 魅力的な公園整備事業

○ 市営霊園の整備

○ 公園施設長寿命化事業
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４　政策体系図

基本
政策

政策 施策 事務事業（○は本計画に掲載している主な事務事業

○ 河川環境整備事業

長期未整備公園緑地の見直し事業

夢見ヶ崎動物公園にぎわい創出事業

菅生緑地整備事業

等々力緑地維持管理事業

生田緑地維持管理事業

公園緑地維持管理事業

公園緑地の適正管理

街路樹適正管理事業

 施策 3-3-3 多摩丘陵の保全

○ 緑地保全事業

○ 里山再生事業

○ 多摩・三浦丘陵広域連携事業

保全緑地管理事業

保全管理計画策定事業

 施策 3-3-4 農地の保全・活用と「農」とのふれあいの推進

○ 農環境保全・活用事業

○ 農業体験提供事業

○ 市民・「農」交流機会推進事業

都市農業価値発信事業

 施策 3-3-5 多摩川の魅力を活かす総合的な取組の推進

○ 多摩川プラン推進事業

○ 多摩川市民協働推進事業

多摩川緑地維持管理事業

 基本政策 ４　活力と魅力あふれる力強い都市づくり

 政策 4-1 川崎の発展を支える産業の振興

 施策 4-1-1 アジアを中心とした海外での事業展開支援の強化

○ 海外販路開拓事業

○ 国際環境産業推進事業

○ 上下水道分野における国際展開推進事業

アジア起業家誘致交流促進事業

 施策 4-1-2 魅力と活力のある商業地域の形成

○ 商店街課題対応事業

○ 商業ネットワーク事業

○ 地域連携事業

○ まちづくり連動事業

○ 商業力強化事業

○ 卸売市場の管理運営事業

○ 卸売市場施設整備事業

計量検査事業

計量管理推進指導事業

商業バリューアップ事業

卸売市場関係事業者に関する許可・指導監督業務
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４　政策体系図

基本
政策

政策 施策 事務事業（○は本計画に掲載している主な事務事業

 施策 4-1-3 中小企業の競争力強化と活力ある産業集積の形成

○ 知的財産戦略の推進

○ ものづくり中小企業経営革新等支援事業

○ ものづくり中小企業販路開拓支援事業

○ かわさきブランド推進事業

テクノトランスファー事業

○ 事業承継・事業継続支援事業

○ 川崎市産業振興財団運営費等補助事業

○ 間接融資事業

信用保証等促進支援事業

○ 先端産業等立地促進事業

○ 対内投資促進事業

○ 内陸部操業環境保全対策事業

産業振興協議会等推進事業

商工業従業員永年勤続者表彰事業

建設業振興事業

経済団体等助成・支援事業

マイコンシティ地区活性化推進事業

水江町地区活性化推進事業

新川崎Ａ地区活性化推進事業

金融対策指導事業

中小企業の経営相談・金融相談事業

中小企業の経営相談・金融相談事業(溝口事務所)

産業デザイン振興育成事業

 施策 4-1-4 都市農業の強みを活かした農業経営の強化

○ 担い手・後継者育成事業

○ 農業経営支援・研究事業

○ 農業生産基盤維持・管理事業

○ 援農ボランティア育成・活用事業

○ 多様な連携推進事業

 政策 4-2 新たな産業の創出と革新的な技術による生活利便性の向上

 施策 4-2-1 ベンチャー支援、起業・創業の促進

○ 起業化総合支援事業

○ 新産業創造支援事業

 施策 4-2-2 地域を支える産業の育成・市内事業者等の新分野への進出支援

○ ウェルフェアイノベーション推進事業

○ かわさき基準推進事業

○ コミュニティビジネス振興事業

○ 環境調和型まちづくり(エコタウン)推進事業

○ コンテンツ産業振興事業

新エネルギー産業創出事業

環境調和型産業振興事業

福祉サービス高度化事業
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４　政策体系図

基本
政策

政策 施策 事務事業（○は本計画に掲載している主な事務事業

福祉製品創出支援事業

 施策 4-2-3 科学技術を活かした研究開発基盤の強化

○ 新川崎・創造のもり推進事業

○ ナノ医療イノベーション推進事業

医工連携等推進事業

科学技術基盤の強化・連携

○ コンベンション等整備推進事業

先端科学技術啓発推進事業

ナノ医療イノベーションセンター用地等管理事業

 施策 4-2-4 スマートシティの推進

○ スマートシティ推進事業

○ 水素戦略推進事業

 施策 4-2-5 ＩＣＴ（情報通信技術）の活用による市民利便性の向上

○ 地域情報化推進事業

○ 行政情報化推進事業

○ 電子申請推進事業

○ 公共施設利用予約システム事業

情報統括監理推進事業

情報環境整備事業

 政策 4-3 生き生きと働き続けられる環境をつくる

 施策 4-3-1 人材を活かすしくみづくり

○ 雇用労働対策・就業支援事業

○ 地域ものづくり等支援事業

○ かわさきマイスター制度事業

○ 技能奨励事業

○ 生活文化会館の管理運営事業

産業人材育成事業

 施策 4-3-2 働きやすい環境づくり

○ 勤労者福祉共済

○ 勤労者福祉対策事業

○ 労働会館の管理運営事業

労働資料の調査及び刊行業務

住宅相談事業

 政策 4-4 臨海部を活性化する

 施策 4-4-1 臨海部の戦略的な産業集積と基盤整備

○ 国際戦略拠点地区整備推進事業

○ サポートエリア整備推進事業

○ 臨海部へのアクセス向上推進事業

○ 臨海部交通ネットワーク整備事業

○ 羽田連絡道路整備事業

臨海部活性化推進事業

川崎臨海部スマートコンビナートの推進事業

多摩川リバーサイド地区整備推進事業
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４　政策体系図

基本
政策

政策 施策 事務事業（○は本計画に掲載している主な事務事業

 施策 4-4-2 広域連携による港湾物流拠点の形成

○ 東扇島物流促進事業

○ 千鳥町再整備事業

○ 港湾施設整備事業

○ ポートセールス事業

○ 臨港道路東扇島水江町線整備事業

○ 川崎港海底トンネル改修事業

○ 埋立地維持・整備事業

友好港交流推進事業

港湾統計・情報システム運営事業

浮島１期地区基盤整備事業

港湾管理事業

東扇島小型船舶基地整備計画策定事業

京浜港広域連携推進事業

港湾計画策定事業

港湾施設維持管理事業

港湾における規制指導事業

陸上施設等管理運営事業

海上・係留施設等管理運営事業

入出港船舶等調整事業

川崎港海底トンネル維持管理事業

コンテナターミナル維持・整備事業

 施策 4-4-3 市民に開かれた安全で快適な臨海部の環境整備

○ 港湾振興事業

○ 港湾振興会館管理運営事業

○ 川崎港緑化推進事業

○ 川崎港保安対策事業

○ 川崎港美化推進事業

浮島２期地区埋立事業

港湾緑地維持管理事業

 政策 4-5 魅力ある都市拠点を整備する

 施策 4-5-1 魅力にあふれた広域拠点の形成

○ 川崎駅周辺総合整備事業

○ 京急川崎駅周辺地区整備事業

○ ＪＲ川崎駅北口自由通路等整備事業

○ 小杉駅周辺地区整備事業

○ 新百合ヶ丘駅周辺地区まちづくり推進事業

 施策 4-5-2 個性を活かした地域生活拠点等の整備

○ 新川崎駅・鹿島田駅周辺地区まちづくり推進事業

○ 溝口駅周辺地区まちづくり推進事業

○ 鷺沼駅周辺まちづくり推進事業

○ 登戸土地区画整理事業

○ 柿生駅周辺地区再開発等事業
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４　政策体系図

基本
政策

政策 施策 事務事業（○は本計画に掲載している主な事務事業

○ 南武線沿線まちづくり推進事業

○ 南武支線沿線まちづくり推進事業

 政策 4-6 良好な都市環境の形成を推進する

 施策 4-6-1 安全で安心して快適に暮らせる計画的なまちづくりの推進

○ 都市計画マスタープラン等策定・推進事業

○ 地域地区等計画策定・推進事業

都市計画区域の整備、開発及び保全の方針等改定・推進事業

都市施設の計画管理等事業

都市計画地図情報・基礎調査等事業

マンション建替え支援指導業務

○ 優良建築物等整備事業

庁舎等建築物の長寿命化対策

大規模低未利用地等のまちづくり誘導

市街地開発事業の推進

住居表示調査等事業

まちづくり対策事業

建築・宅地に関する指導・審査事業

長期優良建築物支援事業

○ 建築物環境配慮推進事業

低炭素建築物支援事業

木材利用促進事業

 施策 4-6-2 地域の主体的な街なみ形成の推進

○ 都市景観形成推進事業

景観形成誘導推進事業

○ 街なみ誘導支援事業

○ 地区まちづくり推進事業

誘導的建築行政推進事業

 政策 4-7 総合的な交通体系を構築する

 施策 4-7-1 広域的な交通網の整備

○ 総合交通計画調査事業

○ 鉄道計画関連事業

○ 広域幹線道路整備促進事業

○ 川崎縦貫道路の整備事業

 施策 4-7-2 市域の交通網の整備

○ 都市計画道路網調査事業

○ 道路計画調査事業

○ 道路改良事業

○ 渋滞対策事業

○ 橋りょう整備事業

○ 京浜急行大師線連続立体交差事業

○ ＪＲ南武線連続立体交差事業

 施策 4-7-3 身近な交通環境の整備

○ 地域交通支援事業
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４　政策体系図

基本
政策

政策 施策 事務事業（○は本計画に掲載している主な事務事業

○ コミュニティ交通支援事業

○ 交通案内情報の充実

○ 自転車通行環境整備事業

駐車施設整備推進事業

 施策 4-7-4 市バスの輸送サービスの充実

○ 市バス運輸安全マネジメント推進事業

○ 市バス安全教育推進事業

○ 市バスネットワーク推進事業

○ 市バスお客様サービス推進事業

○ 市バス移動空間快適化事業

○ 市バス事業基盤強化事業

○ 市バス経営力強化事業

○ 市バス地域貢献事業

市バス経営計画推進事業

 政策 4-8 スポーツ・文化芸術を振興する

 施策 4-8-1 スポーツのまちづくりの推進

○ 市民スポーツ推進事業

○ 地域スポーツ推進事業

○ 競技スポーツ大会開催・支援事業

○ ホームタウンスポーツ推進事業

○ スポーツセンター等管理運営事業

○ スポーツ・文化総合センター整備・運営事業

○ 東京オリンピック・パラリンピック推進事業

 施策 4-8-2 市民の文化芸術活動の振興

○ 市民文化活動支援事業

○ 文化財保護・活用事業

○ 東海道かわさき宿交流館管理運営事業

○ 市民ミュージアム管理運営事業

○ 大山街道ふるさと館管理運営事業

○ 市民プラザ管理運営事業

○ 橘樹官衙遺跡群保存整備・活用事業

○ 藤子・Ｆ・不二雄ミュージアム事業

○ 岡本太郎美術館管理運営事業

○ 日本民家園管理運営事業

○ 青少年科学館管理運営事業

○ アートセンター管理運営事業

 施策 4-8-3 音楽や映像のまちづくりの推進

○ 音楽のまちづくり推進事業

○ 川崎シンフォニーホール管理運営事業

○ 映像のまち・かわさき推進事業

 政策 4-9 戦略的なシティプロモーション

 施策 4-9-1 都市イメージの向上とシビックプライドの醸成

○ シティプロモーション推進事業
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４　政策体系図

基本
政策

政策 施策 事務事業（○は本計画に掲載している主な事務事業

○ 国際交流推進事業

国際施策推進事業

交流推進事業

〇 国際交流センター管理運営事業

○ 市民文化大使事業

 施策 4-9-2 川崎の特性を活かした観光の振興

○ 観光振興事業

○ 産業観光推進事業

○ 市制記念花火大会事業

○ 競輪場整備

○ 競輪開催・運営

競馬事業の運営

 基本政策 ５　誰もが生きがいを持てる市民自治の地域づくり

 政策 5-1 参加と協働により市民自治を推進する

 施策 5-1-1 市民参加の促進と多様な主体との協働・連携のしくみづくり

○ 多様な主体による協働・連携推進事業

○ 自治推進事業

○ 地域振興事業

○ 市民活動支援事業

○ ＮＰＯ法人活動促進事業

○ 地方分権改革推進事業

都市政策研究事業

 施策 5-1-2 迅速で的確な広報・広聴と市民に開かれた情報共有の推進

○ 広聴等事務

○ コンタクトセンター運営事業

○ 区相談事業

○ 広報事業

○ 放送事業

報道事務

情報公開推進事務

公文書館運営事業

 施策 5-1-3 共に支え合う地域づくりに向けた区役所機能の強化

○ 区役所改革推進事業

○ 区役所サービス向上事業

○ 戸籍住民サービス事業

○ 地域課題対応事業（川崎区）

○ 地域課題対応事業（幸区）

○ 地域課題対応事業（中原区）

○ 地域課題対応事業（高津区）

○ 地域課題対応事業（宮前区）

○ 地域課題対応事業（多摩区）

○ 地域課題対応事業（麻生区）

○ 区民会議運営事業(川崎区)
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４　政策体系図

基本
政策

政策 施策 事務事業（○は本計画に掲載している主な事務事業

○ 区民会議運営事業(幸区)

○ 区民会議運営事業(中原区)

○ 区民会議運営事業(高津区)

○ 区民会議運営事業(宮前区)

○ 区民会議運営事業(多摩区)

○ 区民会議運営事業(麻生区)

○ 区民会議運営事業

 政策 5-2 人権を尊重し共に生きる社会をつくる

 施策 5-2-1 平等と多様性を尊重した人権・平和施策の推進

○ 人権関連事業

○ 同和対策事業

○ 外国人市民施策推進事業

○ 子どもの権利施策推進事業

○ 人権オンブズパーソン運営事業

○ 平和意識普及推進事業

○ 平和館管理運営事業

 施策 5-2-2 男女共同参画社会の形成に向けた施策の推進

○ 男女平等推進事業

○ 男女共同参画センター管理運営事業

※ 掲載している「主な事務事業（〇がついているもの）」以外の事務事業（経常的な事務事業）については、

めざす都市像やまちづくりの基本目標の達成に向けた施策を実行するための具体的な手段として、「主な

事務事業」とともに、着実に取組を推進していきます。
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■ 総合計画に設定する成果指標一覧 
 

● 成果指標一覧について 

総合計画で設定する数値目標による成果指標は、市民の視点に立脚した指標を設定し、

今後、指標の状況を公表するとともにその結果を評価し、施策・事業等に適切に活用し

ていきます。  

ここでは、政策体系別の実施計画に示した各成果指標について、現状値の設定の根拠

や達成すべき目標値の算出の考え方等を掲載しています。 

これらの考え方に基づいた成果指標を計画の進行管理や評価に活用することで、総合

的かつ計画的な市政の運営に役立てていきます。 

 

● 成果指標一覧の見方 

 各施策ごとに、現状値の算出方法、指標設定の考え方、目標値の考え方等を掲載して

います。表の見方については、以下のとおりです。 

 

≪成果指標⼀覧の例≫ 

 

 

 

 

 

 

指標名 

（指標の出典） 指標の考え方 
指標の目標値 

目標値の考え方 
現状値 第 1 期 第 2 期 第 3 期

政策１-１ 災害から生命を守る 

 

施策１-１-１ 災害・危機事象に備える対策の推進 

直接目標  災害発生時の被害や生活への影響を減らす 

1 

避難所運営会議を開催し
ている避難所の割合 
（総務局調べ） 

大地震など大規模な災害が発生
した場合の避難所運営について
は、各避難所ごとに自主防災組織
や施設管理者等で構成する避難
所運営会議が主に担うこととなる
ため、平常時からの避難所の運営
体制や避難スペース等の検討に
関する避難所運営会議の実施状
況を見ることで、避難所運営能力
の向上のための取組の成果を測
ることができる。 

66.9％ 

 

（H26） 

70.5％

以上

（H29）

75.2％

以上

（H33）

80％

以上

（H37）

東日本大震災以降、平常時から避難
所運営会議において災害時を想定した
活動を行うことが重要と認識され、開催
率は上昇傾向にある。 
引き続き、更なる地域防災力の向上を
図るためには、より多くの避難所にお
いて開催していくことが求められること
から、本市における過去の実績を参考
としつつ、開催率の増加をめざす。 

算
出
方
法 

避難所運営会議開催か
所数（117 か所）／避難所
数（175 か所）×100（％）

 

 

 

 

 

  

【算出方法】 

「指標の目標値」に記載してい

る数値の算出式や引用する出典

等の内容を説明しています。 

また、数値の算出式については、

カッコで現状値に対応する年度

の実績値を記載しています。 

【目標値の考え方】 

指標の現状値の背景や、施策や事

務事業の取組を講じて、指標をよ

りよい状況に高めていくための方

法等を根拠に、各計画期間に達成

すべき目標数値の設定の考え方を

記載しています。 

【指標の考え方】 

各施策の「直接目標」に掲げた目標の達成度

を測るために設定する指標について、その設

定の具体的な考え方を記載しています。 

【年の表記】 

成果指標一覧に示す年の表記で、「H●●」

と記載しているものについては、 

「平成●●年度」を表しています。 
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基本政策１ 生命を守り生き生きと暮らすことができるまちづくり 

 

指標名 

（指標の出典） 
指標の考え方 

指標の目標値 
目標値の考え方 

現状値 第 1 期 第 2 期 第 3 期

政策１-１ 災害から生命を守る 

 

施策１-１-１ 災害・危機事象に備える対策の推進 

直接目標  災害発生時の被害や生活への影響を減らす 

1 

避難所運営会議を開催し

ている避難所の割合 
（総務局調べ） 

大地震など大規模な災害が発生
した場合の避難所運営について
は、各避難所ごとに自主防災組織
や施設管理者等で構成する避難
所運営会議が主に担うこととなる
ため、平常時からの避難所の運
営体制や避難スペース等の検討
に関する避難所運営会議の実施
状況を見ることで、避難所運営能
力の向上のための取組の成果を
測ることができる。 

66.9％

 

（H26）

70.5％

以上

（H29）

75.2％

以上

（H33）

80％

以上

（H37）

東日本大震災以降、平常時から避難
所運営会議において災害時を想定した
活動を行うことが重要と認識され、開催
率は上昇傾向にある。 
引き続き、更なる地域防災力の向上を
図るためには、より多くの避難所にお
いて開催していくことが求められること
から、本市における過去の実績を参考
としつつ、開催率の増加をめざす。 

算
出
方
法 

避難所運営会議開催か
所数（117 か所）／避難所
数（175 か所）×100（％） 

2 

避難所を知っている人の

割合 
（市民アンケート） 

災害発生直後には、行政の支援
は十分に行き届かないことが考え
られるため、適切な避難行動を行
える市民（避難所を知っている市
民）や、自宅避難が可能な世帯
（家庭内備蓄を行っている市民）
の増加が、災害時の市民生活の
安定や、避難者への負担の軽減
につながることから、その理解に
向けた普及啓発の取組の成果を
測ることができる。 

39.5％

 

（H27）

43.6％

以上

（H29）

51.8％

以上

（H33）

60％

以上

（H37）

本指標を内閣府の世論調査と比較した
ところ、掲出した２つの指標ともに全国
平均を上回っており、東日本大震災の
経験や本市の取組による自助の進展
が見て取れる。 
一方、市民の防災意識は大災害直後
に飛躍的に上昇するも、以後は下降す
る傾向があるため、本指標の目標値
を、本市における過去の実績を参考と
しつつ、それぞれの割合の増加をめざ
す。 

算
出
方
法 

市民アンケート（無作為抽
出 3,000 人）の避難所の
確認を行っている人の割
合 

3 

家庭内備蓄を行っている

人の割合 
（市民アンケート） 56.9％

 

（H27）

57.5％

以上

（H29）

58.8％

以上

（H33）

60％

以上

（H37）
算
出
方
法 

市民アンケート（無作為抽
出 3,000 人）の家庭内備
蓄（食料・飲料水）を行っ
ている人の割合 

 

施策１-１-２ 地域の主体的な防災まちづくりの推進 

直接目標  地域の特性に応じた地域防災力向上により、延焼等による被害を減らす 

1 

重点的に取り組む密集市
街地における大規模地震

時の想定焼失棟数の削減
割合 
（まちづくり局調べ） 

本市の地震被害想定調査の結果
を踏まえ、人命確保の観点などで
多くの課題を有する重点地区にお
いては、耐火性能に優れた建築
物への建替えを促進するなど、面
的な市街地の不燃化対策を進め
ることとし、その減災成果としての
焼失棟数の削減見込み割合を火
災延焼シミュレーションによって評
価・検証することができる。 

20％ 

 

（H27） 

25％

以上

（H29）

30％

以上

（H33）

35％

以上

（H37）

重点地区において、新たな防火規制条
例を制定するなどの対策強化により、
地震被害想定調査（H21）で想定された
火災延焼による建物被害を、次期地震
防災戦略計画期間（H32）までのできる
だけ早期に３割削減の達成をめざす。算

出
方
法

地震被害想定上の焼失
シミュレーションから算出

2 

市内全道路延長に対する
４ｍ未満の道路の割合 
（都市計画課基礎調査のデー
タ（5 年ごと）） 

大規模な災害時には、老朽建築
物の倒壊や火災により、狭あい道
路は閉塞し、避難に支障を来たす
ことで、人的被害を拡大させる恐
れがある。そのため、防災上課題
のある地域において、防災まちづ
くりの取組により避難路の狭あい
道路の４m 以上への改善や沿道
の建築物の耐震化等、被害の軽
減を図ることは、災害時における
安全な避難に貢献する避難路を
確保し、地域防災力向上につなが
ることから、市域内全域における
全道路延長に対する４ｍ未満道
路延長の割合の低減を指標として
設定する。 

20％ 

 

（H22） 

16％

以下

（H29）

13％

以下

（H33）

10％

以下

（H37）

市域内全域の４ｍ未満道路延長の過
去５年（H17～22）の割合の減少と同等
以上をめざす。 算

出
方
法 

市域内全域の 
４m 未満道路延長（599
㎞）／全道路延長（2,926
㎞）×100（％） 
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指標名 

（指標の出典） 
指標の考え方 

指標の目標値 
目標値の考え方 

現状値 第 1 期 第 2 期 第 3 期

 

施策１-１-３ まち全体の総合的な耐震化の推進 

直接目標  地震発生時の建築物等の倒壊による被害を減らす 

1 

特定建築物の耐震化率 
（「耐震改修促進計画」（H22
末見直し時）の数値をベース
に H27 末実態調査及び一部
推計） 

耐震性を満たす特定建築物が全
特定建築物数に占める割合を把
握することで、耐震改修、建替え
などにより地震での倒壊等の可能
性がある、耐震性が不十分な特
定建築物を減らしている取組の成
果を把握することができる。 

92％

 

（H27）

93％

以上

（H29）

95％

以上

（H32）

95％

以上

（H37）

「耐震改修促進計画」（H27 改定）に掲
げる特定建築物の耐震化率 95％（H32
末時点）を目標とする。 算

出
方
法 

耐震性を満たす特定建築
物数（11,552）／全特定建
築物総数（12,501）×100
（％） 

2 

住宅の耐震化率 
（総務省「H25 住宅・土地統計
調査」より H27 末を推計） 

耐震性を満たす住宅が住宅総数
に占める割合を把握することで、 
耐震改修、建替えなどにより地震
での倒壊等の可能性がある、耐
震性が不十分な住宅を減らしてい
る取組の成果を把握することがで
きる。 

92％

 

（H27）

93％

以上

（H29）

95％

以上

（H32）

95％

以上

（H37）

「耐震改修促進計画」（H27 改定）に掲
げる住宅の耐震化率 95％（H32 末時
点）を目標とする。 算

出
方
法 

耐 震性 を 満 たす 住 宅数
（ 632,700 ） ／ 住 宅 総 数
（684,100）×100（％） 

3 

橋りょうの耐震化率 
市内管理橋りょう（橋長 5m 以
上）384 橋のうちの耐震対策
済橋りょう数（耐震対策済橋り
ょうには、耐震対策が必要な
い橋りょうも含む） 
（建設緑政局調べ） 

計画的な耐震補強工事を実施し、
耐震済橋りょう数を把握すること
で、地震により倒壊等の可能性が
ある橋りょうを減らしている取組の
成果を把握することができる。 

47％

 

（H27）

51％

以上

（H29）

61％

以上

（H33）

79％

以上

（H37）

災害に強いまちづくりを進めるため、重
要な橋りょうの耐震性能を向上するとと
もに、生活道路の比較的重要な橋りょ
うについても対策を進め、79％以上
（H37 末時点）を目標とする。 

算
出
方
法 

耐震対策済橋りょう数／
橋長 5m 以上の橋りょう数
（384 橋）×100（％） 

 

施策１-１-４ 消防力の総合的な強化 

直接目標  消防力を強化することで、さまざまな災害から市民を守る 

1 

出火率 
（消防局調べ） 

人口 1 万人あたりの火災件数であ
る出火率（出火率は、通常、他都
市でも取組成果を測る指標として
活用している。）を指標とし、出火
率を下げることで火災予防の取組
の成果を測ることができる。 

2.58 件 

 

（H22～26

の平均） 

2.49 件

以下

（H25～29

の平均）

2.48 件

以下

（H29～33

の平均）

2.46 件

以下

（H33～37

の平均）

火災を未然に防ぐ予防活動や立入検
査による査察などの継続した取組によ
り、人口動態や都市構造、産業構造が
変化する中においても、現状の出火率
の維持をめざす。 

算
出
方
法 

【H26】 
火災件数（381 件）／人口
（1,461,043 人）×10,000 
 
※単年の数値を使用する
と、継続した取組を実施し
ても、なお外的要因等に
より極端な結果となること
から、各期の最終年から
直近 5 年の平均値を使用
する。 

2 

消防団員数の充足率 
（消防局調べ） 

地域防災力の充実を図り、住民の
安全の確保に資する消防団員は
今後も必要となることから、消防
団の条例定員数（1,345 人）に対す
る充足率を指標とすることで目標
を具体化するものである。 
なお、充足率を用いることで全国
平均や他都市との比較が可能と
なる。 

87.8％ 

 

（H26） 

89.7％

以上

（H29）

90.8％

以上

（H33）

93.0％

以上

（H37）

消防団員は、本市に限らず全国的に地
方に比べ都市部では団員が集まりにく
い傾向にある。 
平成 25 年に「消防団を中核とした地域
防災力の充実強化に関する法律」が成
立し、消防団員の確保対策の取組を強
化した実績等を踏まえ、第 1 期は神奈
川県平均を上回る 89.7％以上を目標
値とする。 
第 2 期は、継続した取組により政令指
定都市平均を上回る 90.8％以上を目
標値とする。 
第 3 期は第 2 期までの継続した取組に
加え、これまでの実績やアンケート結
果等を分析し、新たな施策を検討する
とともに、消防団長会に諮り、更なる地
域との連携・協力の強化により施策を
実施することで、全国平均を上回る
93％以上を目標値とする。 

算
出
方
法 

現員数（1,181 人）／条例
定員数（1,345 人）×100
（％） 
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指標名 

（指標の出典） 
指標の考え方 

指標の目標値 
目標値の考え方 

現状値 第 1 期 第 2 期 第 3 期

 

施策１-１-５ 安全・安心な暮らしを守る河川整備 

直接目標  水害から市民の生命、財産を守る 

1 

時間雨量 50 ㎜対応の 

河川改修率 
（建設緑政局調べ） 治水安全度の向上を測る一つの

指標として、時間雨量50㎜の降雨
に対する河川の改修率を算出す
ることで、水害リスク軽減の取組
の成果を把握することができる。 

81％

（H27）

81％

以上

（H29）

91％

以上

（H33）

91％

以上

（H37）

時間雨量 50 ㎜の降雨に対する河川改
修率を増加させることにより、治水安全
度を高め、水害のリスクを減らすことを
目標とする。 

算
出
方
法 

時間雨量 50mm の降雨に対す

る改修済河川延長(51,616m）

／河川全延長（63,735m）×

100（％） 

2 

五反田川放水路の整備に

より洪水による氾濫から
守られる面積の割合 
（建設緑政局調べ） 

時間雨量 90mm の降雨に対する
五反田川放水路整備の指標とし
て、氾濫により想定される浸水か
ら守られる区域の面積を算出する
ことで、水害リスクの軽減の取組
の成果を把握することができる。

50％

（H27）

50％

（H29）

100％

（H33）

100％

（H37）

五反田川放水路の整備を完了させるこ
とで、時間雨量 90mm の降雨に対し、
氾濫により浸水が想定される区域の面
積をゼロにすることを目標とする。 算

出
方
法 

氾濫から守られる区域の面積

（339ha）/氾濫により浸水が想

定される区域の面積（680ha）

×100（％） 

政策１-２ 安全に暮らせるまちをつくる 

 

施策１-２-１ 防犯対策の推進 

直接目標  市内で発生する犯罪を未然に防ぐ地域づくりを進める 

1 

空き巣等の刑法犯認知件
数 
（神奈川県警察統計資料） 

犯罪を起こさせない環境づくりを
進めるため、地域社会全体で、住
民の意識啓発の向上等の取組を
推進しており、毎年（1～12 月）に
神奈川県警察から公表される犯
罪認知件数の推移を見ることで、
その取組の成果を測ることができ
る。 

10,685 件 

 

（H26）

10,400 件

以下

（H29）

9,900 件

以下

（H33）

9,400 件

以下

（H37）

刑法犯認知件数の人口割合が、政令
指定都市中で最少の数値を下回るよう
に目標水準を設定する。 算

出
方
法 

各年の「犯罪統計資料」
（神奈川県警察公表）の
「刑法犯罪名別市区町村
別認知件数」の合計値 

2 

路上喫煙防止重点区域通
行量調査で確認された喫
煙者数 
（市民・こども局「路上喫煙防
止重点区域（7か所）通行量調
査」） 

安全に暮らせるまちづくりを進める
ため、路上喫煙の防止に向けたキ
ャンペーンによる意識啓発や巡回
指導等の取組を推進しており、人
通りの多い駅周辺等において、歩
行者の火傷や衣服の焼け焦げの
原因となる路上喫煙者数の推移
を見ることで、その取組の成果を
測ることができる。 

42 人 

 

（H26） 

36 人

以下

（H29）

29 人

以下

（H33）

23 人

以下

（H37）

これまでの路上喫煙率の減少傾向を
踏まえ、現状値からの半減をめざすこ
とを目標水準に設定する。 

算
出
方
法

「路上喫煙防止重点区域
（7 か所）通行量調査」（年
4 回実施）における喫煙し
ている人の合計値 

3 

消費生活相談の年度内完
了率 
（川崎市消費生活相談年報） 

高齢者を中心とした消費者トラブ
ルが増加傾向にある中、消費者
生活相談への対応は、丁寧さが
求められることはもとより、迅速
性・正確性も必要となる。安易な
他機関の窓口の紹介や処理時間
の長期化は、消費者にとって不利
益となることから、年報に現れる
数値をもとに完了率を指標とする
ことで、その取組の成果を測ること
ができる。 

97.7％ 

 

（H26） 

98.0％

以上

（H29）

98.0％

以上

（H33）

98.0％

以上

（H37）

現状（H26）においても高い完了率を示
しているが（参考：神奈川県 96.5％）、
消費生活相談の更なる充実を図る観
点から、現状以上の消費生活相談を処
理し、市民生活の安定に資する目標を
設定する。 

算
出
方
法 

他機関相談窓口の紹介
件数と継続処理案件（年
度内（次年度の 6 月まで）
に処理を終えられなかっ
た案件）の件数以外の相
談対応件数（8,564 件）/消
費 生 活 相 談 件 数 （ 8,766
件） 
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指標名 

（指標の出典） 
指標の考え方 

指標の目標値 
目標値の考え方 

現状値 第 1 期 第 2 期 第 3 期

 

施策１-２-２ 交通安全対策の推進 

直接目標  市内の交通事故を減らす 

1 

交通事故発生件数 
（神奈川県警察交通年鑑） 

交通事故のない安全・安心なまち
づくりを進めるため、あらゆる世代
への交通ルールの遵守と交通マ
ナーの向上のための意識啓発等
の取組を推進しており、毎年神奈
川県警察から公表される交通事
故件数の推移を見ることで、その
取組の成果を測ることができる。 

3,696 件 

 

（H26）

3,500 件

以下

（H29）

3,200 件

以下

（H33）

3,000 件

以下

（H37）

平成元年以降の年間交通事故件数の
平均減少カーブを踏まえ、5年ごと（5年
後、10 年後）に概ね 10％減となるよう、
毎年 2％ずつ減少する目標値を設定す
る。 

算
出
方
法 

各年の「交通年鑑」（神奈
川県警察公表）の「市区
町村別の発生状況」にお
ける市内の合計値 

2 

放置自転車の台数 
（建設緑政局調べ） 駅や商店街周辺等の放置自転車

は、歩行者の安全な通行や緊急
車両の通行障害、景観を悪化させ
る要因となっているため、放置自
転車台数の動向により、その取組
の成果を測ることができる。 

3,367 台 

 

（H27）

3,200 台

以下

（H29）

2,800 台

以下

（H33）

2,600 台

以下

（H37）

ルール、マナー等の継続的な啓発活動
や禁止区域指定による放置自転車の
撤去活動の強化などのソフト施策の実
施とともに、公有地の有効活用や民間
活力を活かした駐輪場の整備などのハ
ード施策を連携して取組を進めること
で、放置自転車台数の段階的な減少を
めざす。 

算
出
方
法 

毎年実施している実態調
査 

 

施策１-２-３ ユニバーサルデザインのまちづくりの推進 

直接目標  誰もが訪れやすく暮らしやすい「ユニバーサルデザインのまち」にする 

1 

バリアフリー化すべき重要
な特定の道路の整備割合
（まちづくり局調べ） 

子育て世代から高齢者や障害者
等が日常的に利用する公共的施
設と駅などを結ぶ道路をバリアフ
リー化することが、ユニバーサル
デザインのまちの実現につながる
ため、これらの道路を特定の道路
として位置づけ、その整備割合を
指標として設定する。 

35％

 

（H26）

65％

以上

（H29）

100％

 

（H32）

100％

 

（H37）

国の基本方針では、H32 までに、特定
の 道 路 の バ リ ア フ リ ー 化 率 を 原 則
100％としていることから、本市におい
ても、同様に目標値を原則 100％として
設定する。 

算
出
方
法 

バリアフリー化を行った項

目数（50）／バリアフリー

化を要する項目数（141）

×100（％） 

2 

市内法人タクシーに占め

るユニバーサルデザイン
タクシーの割合 
（神奈川県タクシー協会川崎
支部提供資料） 

子育て世代から高齢者、障害者を
はじめ誰もが安全・安心で快適に
利用できるユニバーサルデザイン
タクシー車両の導入促進により、
移動しやすい交通環境の提供に
つながるため、台数割合を指標と
して設定する。 

2.5％

 

（H26） 

10％

以上

（H29）

10％

以上

（H32）

10％

以上

（H37）

国が H32 までに約 28,000 台（福祉タク
シー車両を含む）の導入を目標として
掲げており、その数値が法人タクシー
及び個人タクシーの合計車両数の約
10％にあたることから、本市では、国に
先駆けて 10％に到達することを目標と
する。 

算
出
方
法

ユニバーサルデザインタ

クシー車両数（32 台）／法

人タクシーの登録台数

（1,435 台）×100（％） 

3 

誰もが安全・安心に公共

的施設を利用できると感じ
る人の割合 
（市民アンケート） 

市民アンケートにより、誰もが安
全・安心に公共的施設を利用でき
ると感じているか実態を把握する
ことで、各事業の取組の成果を測
ることができる。 

49.1％ 

 

（H27） 

49.3％

以上

（H29）

49.7％

以上

（H33）

50.0％

以上

（H37）

H27 のアンケートの数値を基準とし、
H29 は H27 値+0.2%、H33 は H29 値
+0.4%、H37 は H33 値+0.3%とする。 

算
出
方
法

市民アンケート回答者の
うち、安全・安心に利用で
きると感じている人（そう
思う＋やや思う）の割合 
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指標名 

（指標の出典） 
指標の考え方 

指標の目標値 
目標値の考え方 

現状値 第 1 期 第 2 期 第 3 期

 

施策１-２-４ 地域の生活基盤となる道路等の維持・管理 

直接目標  誰もが安全、快適に道路を利用できる 

1 

道路施設の健全度 
（5 年以内に補修や修繕が不
要な道路施設の割合） 
（建設緑政局調べ） 

道路施設の計画的な維持・修繕を
実施し、施設の健全度率を把握す
ることにより、修繕の取組の成果
を測ることができる。 

73％

 

（H26）

81％

以上

（H29）

93％

以上

（H33）

98％

以上

（H37）

各道路施設に対して法令に基づく点検
を実施し、補修や修繕が不要と判断さ
れる施設を段階的に増加させること
で、安全・快適に利用できるまちをめざ
す。 

算
出
方
法 

5 年以内に補修や修繕が
不要な道路施設数（230）
/道路施設総数（315）×
100（％） 
※「橋りょう長寿命化修繕計

画」及び「道路維持修繕計画」

の道路施設が対象 

2 

不法占拠解消の累計件数 
（建設緑政局調べ） 

本市が管理する道路、河川、水路
には、正当な権利がなく家屋や工
作物等が占有し、行政財産本来
の用途を妨げられている場所があ
るため、この不法占拠の解消を図
ることで、誰もが安全、快適に道
路を利用できるための取組の成果
を測ることができる。 

90 件

 

（H26）

330 件

以上

（H29）

650 件

以上

（H33）

970 件

以上

（H37）

不法占拠対策の取組強化として H23 か
ら集中的な除去指導を実施し、解消件
数を増加している。これまでの水準（年
間 80 件程度）の維持をめざす。 

算
出
方
法 

不法占拠解消の実績値
（平成 27 年 3 月末時点の
不法占拠件数 1,305 件） 

3 

被災時に復旧に寄与する
道路台帳図の割合 
（建設緑政局調べ） 

道路台帳図のデジタル化により、
災害時に道路境界が不明になっ
た場合でも、道路境界を復元する
ことが可能となることから、道路台
帳図のデジタル化の進捗率によ
り、災害時の復旧・復興に寄与す
る取組の成果を測ることができ
る。 

6％

 

（H27）

53％

以上

（H29）

100％

 

（H31）

100％

 

（H37）

首都直下地震が今後 30 年以内に 70％
の確率で発生するとされていることか
ら、災害時の復旧・復興に寄与する道
路台帳図のデジタル化を優先的に完
了させ、早期の効果発現を図る。また、
追って道路台帳調書のデジタル化を完
了させ、道路台帳図と連携させることで
市民サービスの向上を図ることを目標
とする。 

算
出
方
法 

デジタル化した道路台帳
図枚数（54 枚）/アナログ
道路台帳図全枚数（870
枚）×100（％） 

政策１-３ 水の安定した供給・循環を支える 

 

施策１-３-１ 安定給水の確保と安全性の向上 

直接目標  安全でおいしい水を安定的に供給する 

1 

重要な管路の耐震化率 
（上下水道局調べ） 

水道管の総延長は膨大であり、災
害時の市民生活への影響の大き
さを考慮し、避難所・重要な医療
機関等への供給ルートや震災時
に被害が懸念される老朽配水管
を重要な管路と位置づけて優先的
に更新を進めており、この指標に
より、取組の成果を測ることができ
る。 

70.6％ 

 

（H26） 

85.1％

以上

（H29）

96.2％

以上

（H33）

100％

 

（H35）

これまでも、避難所のうち市立中学校
や重要な医療機関等への供給ルート
の耐震化と老朽配水管の更新による
耐震化を進めてきたが、新たに市立小
学校や高校等の避難所へと対象範囲
を広げ、H35 末に供給ルートの耐震化
をめざす。 

算
出
方
法

耐震化された重要な管路
の延長／重要な管路の
総延長×100（％） 
※重要な管路の総延長
約 800km 

2 

災害時の確保水量 
（上下水道局調べ） 

大規模な災害時において、一部の
地域で水道が使用できない状況と
なった場合、配水池や配水塔に確
保した水道水を応急給水に活用
することになるため、この指標によ
り、取組の成果を測ることができ
る。 

6 日分

 

（H26） 

24 日分

以上

（H29）

35 日分

 

（H30）

35 日分

 

（H37）

配水池・配水塔の耐震化を進めるとと
もに、２池以上あるものについては１池
に緊急遮断弁を設置して、災害時の水
道水として確保し、既に整備が完了し
た災害対策用貯水槽での確保水と合
わせてH30末に約16 万 を確保する。
この水量は、１人１日３リットル、本市ピ
ーク人口と予測される 152.2 万人（H42）
で仮定した場合、約 35 日分となる。 

算
出
方
法 

災害時の確保済水量／
災害時の飲料水量（1 日
あたり） 
※災害時の飲料水量 
 本市人口×市民 1 人あ
たり 3 リットル 
 生命維持に必要な「1 人
1 日 3 リットル」の飲料水と
して試算 
目標確保水量約 16 万 

3 

開設不要型応急給水拠点
の整備率 
（上下水道局調べ） 

これまでの応急給水拠点は、給水
器具の設置等の作業を必要とす
るが、水飲み場を利用した開設不
要型応急給水拠点の整備を推進
することにより、災害時における応
急給水の利便性及び迅速性を高
めることができ、この指標により、
取組の成果を測ることができる。

7.6％ 

 

（H26） 

26.2％

以上

（H29）

65.7％

以上

（H33）

100％

 

（H35）

市立小・中学校の水飲み場や配水池・
配水塔を利用する施設であり、供給ル
ートの耐震化等とあわせて、H35 末に
整備の完了をめざす。 

算
出
方
法 

整備済数／開設不要型
応急給水拠点の計画整
備数×100（％） 
※開設不要型応急給水
拠点の計画整備数（配水
池・配水塔 7 か所、市立
小・中学校 165 校） 

 

527



指標名 

（指標の出典） 
指標の考え方 

指標の目標値 
目標値の考え方 

現状値 第 1 期 第 2 期 第 3 期

 

施策１-３-２ 下水道による良好な循環機能の形成 

直接目標  地域の安全と環境を守り、きれいな水を川崎の川と海に返す 

1 

重要な管きょの耐震化率

（川崎駅以南の地域） 
（上下水道局調べ） 被災時でも確実に下水道機能を

確保する必要がある避難所や重
要な医療機関等と水処理センター
とを結ぶ下水管きょなどの重要な
管きょ（川崎駅以南の地域）の耐
震化を進めており、この指標によ
り取組の成果を測ることができる。 

33.5％

 

（H26）

67.2％

以上

（H29）

100％

 

（H31）

100％

 

（H37）

老朽化した下水管きょが多く、地盤の
液状化による被害も想定される川崎駅
以南の地域の重要な管きょの耐震化
について、H31 末までに完了させること
をめざす。 

算
出
方
法 

重要な管きょ（川崎駅以
南の地域）の耐震化完了
延長／重要な管きょ（川
崎駅以南の地域）の延長
×100（％） 
※重要な管きょ（川崎駅
以 南 の 地 域 ） の 延 長
50.9km 

2 

浸水対策実施率（丸子、

宮崎、大師河原、馬絹、久
末地区） 
（上下水道局調べ） 

近年多発する局地的集中豪雨な
どにより浸水被害が発生している
ことから、重点化地区に位置づけ
ている地域の浸水対策を進めて
おり、この指標により取組の成果
を測ることができる。 

22.6％

 

（H26）

57.8％

以上

（H29）

100％

 

（H30）

100％

 

（H37）

H26 段階での重点化地区の浸水対策
について、H30 末までに完了させること
をめざす。 

算
出
方
法 

重点化地区の浸水対策
完了済面積／浸水対策
重 点 化 地 区 対 象 面 積
×100（％） 
※浸水対策重点化地区
対象面積 847ha 

3 

合流改善率（大雨時に川

や海に処理しきれない下
水が放流されることへの
対策） 
（上下水道局調べ） 

汚水と雨水を１本の管で集める合
流式下水道は、大雨時に川や海
に処理しきれない下水が放流され
るしくみであることから、大雨時の
放流回数を減らしたり、ごみを取り
除いたりするなどの合流式下水道
改善対策を進めており、この指標
により取組の成果を測ることがで
きる。 

68.5％

 

（H26）

73.5％

以上

（H29）

83.6％

以上

（H33）

100％

 

（H35）

合流式下水道は、大雨時に川や海に
処理しきれない下水が放流されるしく
みであることから、大雨時の放流回数
を減らしたり、ごみを取り除いたりする
などの対策を進め、 法令に基づいて
H35 までに完了させることをめざす。 算

出
方
法 

合流式下水道改善対策
完了区域面積／合流式
下 水 道 区 域 面 積 ×100
（％） 
※合流式下水道区域面
積 3,550ha 

政策１-４ 誰もが安心して暮らせる地域のつながり・しくみをつくる 

 

施策１-４-１ 総合的なケアの推進 

直接目標  多様な主体による地域での支え合いのしくみをつくる 

1 

高齢者のうち、介護を必
要とする人（要介護・要支
援認定者）の割合 
（健康福祉局調べ） 

セルフケア意識の醸成や、若い頃
からの健康づくり、高齢者の生き
がい・健康づくり、介護予防の取
組等を推進し、介護を必要とする
高齢者の増加を抑制することが重
要であるため、その指標を設定す
ることで取組の成果を測ることが
できる。 

17.07％

 

（H26） 

18.40％

以下

（H29）

20.50％

以下

（H32）

22.86％

以下

（H37）

取組の実施により、第６期介護保険事
業計画の推計値を下回ることを目標と
する。 

算
出
方
法

第２号被保険者を除く、要
介 護 ・ 要 支 援 認 定 者 数
（46,026 人）／市内高齢者
数（269,609 人） 
×100（％） 

2 

地域包括ケアシステムの
考え方の理解度 
（市民アンケート） 

多様な主体による地域での支え
合いのしくみをつくるためには、地
域において、将来のあるべき姿に
ついての合意形成がなされるとと
もに、それを実現するための地域
包括ケアシステムの必要性や考
え方が地域全体で共有されること
が必要であり、「理解度」を問うこ
とで、取組の成果を測ることができ
る。 
※ここで言う「理解度」とは、地域
包括ケアシステムの内容を知って
いることに加え、具体的にどのよう
に行動したらよいかが分かってい
ることしている。 
 

10.1％ 

 

（H27） 

16.0％

以上

（H29）

32.0％

以上

（H33）

42.0％

以上

（H37）

H24 に実施した第３回地域福祉実態調
査において、H15 に設置された「保健福
祉センター」の認知度が、70％となって
いる。「地域包括ケアシステム」につい
ても、今後の取組により、10 年後にこ
れと同程度の一般化（認知度 70％）を
めざしつつ、そのうち半数以上（６割）の
市民が理解している（何をすべきかま
で知っている）状況が、地域包括ケアシ
ステムを持続可能なしくみとしていくた
めに必要と考え、10 年後の目標値を
42％とする。 
 

算
出
方
法 

市民アンケート（無作為抽
出 3,000 人）の「地域包括
ケアシステムの内容を知
っており、具体的にどのよ
うに行動したらよいか分
かっている」と答えた人の
割合 
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指標名 

（指標の出典） 
指標の考え方 

指標の目標値 
目標値の考え方 

現状値 第 1 期 第 2 期 第 3 期

 

3 

在宅チーム医療を担う人
材育成研修の受講者累計
数 
（健康福祉局調べ） 

高齢化が進行する中で、在宅での
療養環境の整備に向けては、医
療・介護の多職種による連携の推
進が必須であり、そのためには、
顔の見える関係づくりが重要であ
る。そのため、区ごとに多職種で
グループワーク等を行う当該研修
の受講により、多職種連携を推進
していることから、累計受講者数を
指標として設定することで取組の
成果を測ることができる。 

308 人 

 

（H26）

750 人

以上

（H29）

1,350 人

以上

（H33）

1,950 人

以上

（H37）

川崎市在宅療養推進協議会に参画す
る医師会をはじめとした多職種関係団
体を通じて受講者を募り、区ごとに多職
種でグループワーク等を行い、顔の見
える関係づくりを進めている。毎年 
150 名程度（各区 2 テーブルずつ、9 団
体から 1～2 名程度の参加者を想定）を
目標として、研修を実施することで、多
職種連携の着実な推進をめざす。 

算
出
方
法 

毎年度、開催する当該研
修の受講者数を累計 

4 

介護予防の取組として、
地域の活動に参加する人
の割合 
（高齢者実態調査） 

地域の中で生きがいや役割を持っ
て活動に参加することが、結果と
して介護予防につながり、地域の
活動に参加する人が増えること
で、自助・互助による介護予防等
が促進されることから、これを指標
とすることで取組の成果を測ること
ができる。 

10.6％

 

（H25）

10.6％

以上

（H28）

15.0％

以上

（H31）

20.0％

以上

（H37）

H28 から新事業「介護予防・日常生活
支援総合事業（以下「総合事業」）」を実
施するため、次回調査の実施時（H28）
には現状を維持し、その後は総合事業
を推進する中でセルフケア意識の醸成
を図り、地域の活動に参加する市民を
着実に増やすことをめざす。 

算
出
方
法 

高齢者を対象とした調査
（無作為抽出 3,600 人）の
設問項目「介護予防の取
組で実践していること」に
ついて、「地域の活動に
参加」を選択した人の割
合 

5 

民生委員児童委員の充足
率 
（健康福祉局調べ） 

地域包括ケアシステムの構築に
向けた取組を進める中で、民生委
員児童委員は、地域福祉の重要
な担い手であり、その充足率の向
上は、地域での支え合いのしくみ
づくりに大きく貢献することから、こ
れを指標とすることで取組の成果
を測ることができる。 

90.5％

 

（H27）

96.2％

以上

（H29）

97.2％

以上

（H33）

98.2％

以上

（H37）

全国平均や政令指定都市平均を大きく
下回っている現状があるため、段階的
に政令指定都市平均（97.2％（H26））を
超える水準まで改善していくことを目標
とする。 

算
出
方
法 

民生委員児童委員現員
数（1,523 名）／民生委員
児 童 委 員 定 員 数 （ 1,682
名）×100（％） 

6 

認知症サポーター養成者
数（累計） 
（健康福祉局調べ） 

認知症サポーター養成講座には、
子どもから高齢者まで幅広い年代
の地域住民や、企業・商店の従業
員などさまざまな主体が参加する
ため、認知症サポーター養成者数
を指標とすることにより、多様な主
体による地域での支え合いのしく
みづくりの取組の成果を測ること
ができる。  

24,034
人 

（H26）

35,900
人以上

（H29）

53,900
人以上

（H33）

71,900
人以上

（H37）

過去の実績等を踏まえて作成した「第
６期いきいき長寿プラン」における計画
値に基づき、年間 4,500 人以上のサポ
ーターを養成していくことを目標とす
る。 

算
出
方
法 

市が実施する「認知症サ
ポーター養成講座」の受
講者数の累計 

 

施策１-４-２ 高齢者福祉サービスの充実 

直接目標  介護が必要になっても高齢者が生活しやすい環境をつくる 

1 

介護サービスを受けなが

ら住み慣れた地域で暮ら
す高齢者の数（主な「地域
密着型サービス」の延べ

利用者数） 
（健康福祉局調べ） 

「地域密着型サービス」の普及状
況を見ることにより、介護が必要
になっても、住み慣れた地域で生
活しやすい環境がどの程度整って
いるかについて取組の成果を測る
ことができる。 

10,380

人/年 

 

（H27） 

19,668

人/年

以上

（H29）

26,340

人/年

以上

（H32）

36,554

人/年

以上

（H37）

本市の介護保険事業計画（法定計画）
において、要介護・要支援認定者数の
推計値と、現在の地域密着型サービス
の利用者数をもとに、サービス利用者
数の目標数を算出しており、これを実
施計画における目標値として設定す
る。 算

出
方
法 

本市における「定期巡回・
随時対応型訪問介護看
護」、「（介護予防）小規模
多機能型居宅介護」、及
び「看護小規模多機能型
居宅介護」の年間延べ利
用者数 

2 

現在利用している在宅サ
ービスの評価（「不満」の
ない方の割合） 
（高齢者実態調査） 介護保険制度を中心とした介護保

険サービスやその他の在宅生活
を支援するサービスの提供にあた
り、その評価を見ることで、在宅サ
ービス提供の取組の成果を測るこ
とができる。 

94.3％ 

 

（H25） 

94.3％

以上

（H28）

94.3％

以上

（H31）

94.3％

以上

（H37）

高齢化の進展やニーズの多様化など
社会状況の変化を踏まえ、これまでの
高い水準を維持していくことをめざす。

算
出
方
法 

要 介 護 ・ 要 支 援 認 定 者
（無作為抽出 3,000 人）を
対象とするアンケートにお
いて、現在利用している
在宅サービスへの評価に
ついて、「不満」「やや不
満」を除いた回答の割合
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指標名 

（指標の出典） 
指標の考え方 

指標の目標値 
目標値の考え方 

現状値 第 1 期 第 2 期 第 3 期

 

3 

かわさき健幸福寿 

プロジェクトの実施結果
（プロジェクト対象者の要
介護度の維持率・改善率） 
（健康福祉局調べ） 

プロジェクト対象者の一定期間の
要介護度状態区分変化の推移を
見ることにより、取組の成果を測る
ことができる。 

維持

63.9％

 

 

改善

16.7％

 

（H27）

維持

65％

以上

 

改善

17％

以上

（H29）

維持

65％

以上

 

改善

17％

以上

（H33）

維持

65％

以上

 

改善

17％

以上

（H37）

要介護度の状態区分変化について
は、平成 27 年度に実施したモデル事
業対象者の状態の推移（実績：維持
63.9%、改善 16.7%）を踏まえ、それを上
回る「維持 65％、改善 17％」を目標に
設定する。 算

出
方
法 

同プロジェクトに参加する
市内の介護サービス提供
事業所において、該当年
度の 7 月時点で、要介護
状態にあった被保険者の
約 1 年後の状態（維持、
改善、または悪化）を把握 
 
※現状値（H27）について
は、モデル事業であるた
め、約 7 か月後の状態を
把握 

4 

介護人材の不足感 
（介護人材の確保・定着に関
する実態調査） 

市内の介護保険サービス事業所
において、介護職をはじめ従業員
の不足状況を見ることで、介護人
材の確保に向けた取組の成果を
測ることができる。 

75.7％

 

（H25）

74％

以下

（H28）

72％

以下

（H31）

70％

以下

（H37）

介護人材の確保・定着は、事業者自ら
が主体的に取り組むことが重要である
が、いわゆる団塊の世代が 75 歳以上
となる平成 37（2025）年に向けて、不足
が生じないよう、行政として支援する必
要がある。全国を対象とした調査にお
いても、半数以上の事業者が不足感を
覚えている状況の中、本市としても安
定的な福祉サービスを提供するために
事業者の支援を行うことで、介護人材
の不足が着実に解消されていくことを
目標とする。 

算
出
方
法 

市内の介護保険サービス
事業所（無作為抽出（183
事業所回答）へのアンケ
ートの結果、介護職をはじ
めとする従業員について
「大いに不足」「不足」「や
や不足」を合計した回答
の割合 

 

施策１-４-３ 高齢者が生きがいを持てる地域づくり 

直接目標  高齢者が生きがいをもって暮らせる環境をつくる 

1 

収入を伴う仕事をしている
高齢者の割合 
（高齢者実態調査） 高齢者の就労が、生きがいにつな

がることから、高齢者の就労状況
を把握することにより、高齢者の
生きがいづくりに係る取組の成果
を測ることができる。 

26.7％

 

（H25） 

27.8％

以上

（H28）

28.9％

以上

（H31）

30.0％

以上

（H37）

働く意欲のある高齢者は増加している
が、高齢化がますます進行する中、就
労率は停滞傾向である。そのため、積
極的な普及・啓発や環境整備等に努め
ることなどにより、現状値から着実に向
上させる目標とする。 

算
出
方
法

高齢者を対象とする調査
（無作為抽出 3,600 人）に
おいて「収入が伴う仕事を
している」と回答した高齢
者の割合 

2 

シルバー人材センターを

通じて、仕事に就いた高
齢者の数 
（健康福祉局調べ） 

高齢者の就労が、生きがいにつな
がることから、シルバー人材センタ
ーに登録し、仕事に就く高齢者の
就労状況を把握することにより、
高齢者の生きがいづくりに係る取
組の成果を測ることができる。 

2,453 人

 

（H25） 

2,500 人

以上

（H29）

2,550 人

以上

（H33）

2,600 人

以上

（H37）

高齢者を取り巻く雇用状況が不安定で
ある中、登録者数（会員数）と受注件数
の増加への取組を推進することによ
り、仕事に就くことができる高齢者数を
着実に増加させる目標とする。 

算
出
方
法

シルバー人材センターの
登録者のうち、仕事に就
いた人の数（年合計延べ
人数） 

3 

ほぼ毎日外出している高
齢者の割合 
（高齢者実態調査）  

高齢者がほぼ毎日外出することに
より、高齢者の健康づくりや、主体
的な社会参加を促進する取組の
成果を測ることができる。 

48.1％ 

 

（H25） 

50.0％

以上

（H28）

52.5％

以上

（H31）

55.0％

以上

（H37）

元気で活力のある高齢者が増え、外出
する頻度も増加傾向である中、今後も
社会参加の促進や、外出支援等を推
進することで、高齢者の外出頻度を着
実に増加させる目標とする。 

算
出
方
法

高齢者を対象とする調査
（無作為抽出 3,600 人）に
おいて、 「ほぼ毎日外出
している」と回答した高齢
者の割合 

4 

高齢者向け施設（いきい
きセンター）の利用実績 
（指定管理事業報告書） 

教養の向上やレクリエーション活
動のほか、元気な高齢者のふれ
あいの場としての機能を担う「いき
いきセンター」の利用実績の状況
により、高齢者の主体的な社会参
加に向けた取組の成果を測ること
ができる。 

289,028

人 

（H25） 

29 万人

以上

（H29）

29.1 万人

以上

（H33）

29.2 万人

以上

（H37）

高齢者の多様な価値観が広がる中、
高齢者向け施設の利用者数が減少す
る傾向があるが、比較的若い高齢者を
取り込む施策や、多世代交流を進める
ことなどにより、社会参加を着実に増加
させる目標とする。 

算
出
方
法

いきいきセンターの延べ
利用者数（年間） 
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指標名 

（指標の出典） 
指標の考え方 

指標の目標値 
目標値の考え方 

現状値 第 1 期 第 2 期 第 3 期

 5 

生活に「はり」や「楽しみ」
を感じている高齢者の割
合 
（高齢者実態調査） 生活に「はり」や「楽しみ」を感じて

いる割合が増えることにより、高齢
者が生きがいを持って生活してい
る環境づくりの取組の成果を測る
ことができる。 

35.1％

 

（H25）

36％

以上

（H28）

37％

以上

（H31）

38％

以上

（H37）

高齢化がますます進行し、高齢者を取
り巻く環境が変化するとともに、ニーズ
も多様化している状況の中、高齢者へ
の施策の充実を図ることで、生きがい
を持つ方を着実に増加させる目標とす
る。 

算
出
方
法 

高齢者を対象とする調査
（無作為抽出 3,600 人）に
おいて、生活に「はり」や
「楽しみ」を“とても感じる”
あるいは“まあ感じる”と
回答した高齢者の割合 

 

施策１-４-４ 障害福祉サービスの充実  

直接目標  障害者が生活しやすい環境をつくる 

1 

日中活動系サービスの利

用者数 
（健康福祉局調べ） 「日中活動系サービス」の利用実

績を指標とすることにより、障害者
の地域生活を支える環境の充実
に向けた取組の成果を測ることが
できる。 

4,324

人/月

 

（H26）

4,865

人/月

以上

（H29）

5,094

人/月

以上

（H33）

5,333

人/月

以上

（H37）

過去の実績及び見込値等を踏まえて
策定した、「第４次ノーマライゼーション
プラン」における計画値に基づき、目標
値を設定する。 

算
出
方
法 

日中活動系サービスの利
用実績（各年度の３月実
績） 

2 

グループホームの 

利用者数 
（健康福祉局調べ） 

グループホームの利用者数を指
標とすることで、障害者が地域で
自立した生活を送るための環境の
充実に向けた取組の成果を測るこ
とができる。 
 

998

人/月

 

（H26）

1,331

人/月

以上

（H29）

1,669

人/月

以上

（H33）

2,093

人/月

以上

（H37）

過去の実績及び見込値等を踏まえて
策定した、「第４次ノーマライゼーション
プラン」における計画値に基づき、目標
値を設定する。 

算
出
方
法 

市内グループホームのサ
ービス利用実績（各年度
の３月実績） 

3 

長期（１年以上） 
在院者数（精神障害） 
（健康福祉局調べ） 精神障害者の長期在院者の状況

を把握することにより、障害のある
方の、地域移行の促進に向けた
取組の成果を測ることができる。

651 人

 

（H25） 

561 人

以下

（H29）

462 人

以下

（H33）

364 人

以下

（H37）

過去の実績及び見込み値等を踏まえ
て策定した、「第４次ノーマライゼーショ
ンプラン」における計画値に基づき、目
標値を設定する。 

算
出
方
法

１年以上在院した精神障
害者の年合計 

 

施策１-４-５ 障害者の自立支援と社会参加の促進  

直接目標  障害者が社会で活躍しやすい環境をつくる 

1 

障害福祉施設からの 
一般就労移行者数 
（健康福祉局調べ） 

福祉施設から一般就労への移行
者数を見ることにより、企業等へ
の一般就労を希望する障害者の
自立に向けた取組の成果を測るこ
とができる。 

180 人 

 

（H26） 

214 人

以上

（H29）

250 人

以上

（H33）

300 人

以上

（H37）

障害者雇用率の引上げが見込まれて
いることにより、当面の間、企業の障害
者雇用、企業での一般就労を希望する
障害者数は増加していく状況の中、国
の指針等を参考とした「第４次ノーマラ
ーゼーションプラン」における計画値を
第１期の目標値として設定する。中長
期的には、障害者雇用をめぐる施策状
況は不透明ではあるが、引き続き同等
の伸び率を確保することを目標とする。

算
出
方
法 

就労移行支援事業、就労
継続支援Ａ型・Ｂ型事業
から一般就労への移行者
数（年合計） 

2 

市障害者スポーツ大会競

技参加者数 
（健康福祉局調べ） 障害者スポーツ大会への参加は

社会参加の一つであるため、その
参加者数の変化を見ることで、障
害者の社会参加の取組の成果を
測ることができる。 

359 人 

 

（H26） 

383 人

以上

（H29）

415 人

以上

（H33）

447 人

以上

（H37）

過去５年間の参加者実績の増加率に
加え、東京パラリンピックを契機とした
「かわさきパラムーブメント」における各
イベント、パラアスリートへの施設貸
出、障害者スポーツ普及促進事業等の
効果としてさらに 1 割増を上乗せして目
標値を設定する。 

算
出
方
法

６競技の市障害者スポー
ツ大会参加者数の合計 
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指標名 

（指標の出典） 
指標の考え方 

指標の目標値 
目標値の考え方 

現状値 第 1 期 第 2 期 第 3 期

 3 

障害者が社会参加しやす
いまちだと思う市民の割
合 
（市民アンケート） 

誰もが安心して暮らせる地域をつ
くるために、障害の有無に関わら
ず多様性のあるまちをつくることが
必要であり、障害者の社会参加状
況に対する市民の実感を把握す
ることで、取組の成果を測ることが
できる。 

30％

 

（H27）

31％

以上

（H29）

33％

以上

（H33）

35％

以上

（H37）

H27 に実施した市民アンケートに基づ
き、全国の政令指定都市の状況を踏ま
えるとともに、施策の効果により障害者
の社会参加を着実に増加させる目標と
する。 

算
出
方
法 

市民アンケート（無作為抽
出 3,000 人）において、本
市が、障害のある方が社
会参加しやすいまちだと
「思う」または「ある程度そ
う思う」と回答した人の割
合 

 

施策１-４-６ 誰もが暮らしやすい住宅・居住環境の整備  

直接目標  それぞれのニーズやライフスタイルに合った住宅が選択できる環境を整える 

1 

住宅に関する市民の満足
度 
国土交通省（住生活総合調
査）から独自集計 

住宅政策は、住宅の供給から維
持や改修まで、住宅に関する施策
を幅広く総合的に展開する必要が
あるため、市民の住宅に関する満
足度の変化を見ることで、多岐に
渡る住宅政策の取組の成果を測
ることができる。 

73％

 

（H25）

⇒ 

77％

以上

（H30）

80％

以上

（H35）

現状、本市は全国、神奈川県、横浜市
と同等の値となっている。また、これま
で順調に値が上昇していることから、上
昇値の近似を取り、目標値を設定す
る。 

算
出
方
法 

市民へのアンケート調査
における住宅に対する総
合的な評価で（満足+まあ
満足）とした人の割合 

2 

リフォーム実施戸数の住
宅ストック戸数に対する割
合 
総務省（住宅・土地統計調査）
から独自集計 

市民が希望する住宅を手に入れ
るためには、ニーズやライフスタイ
ルに応じて安心かつ魅力あるリフ
ォームができる市場環境を整備す
る必要があり、その向上のための
取組の成果を測ることができる。

2.2％

 

（H25）

⇒ 

3.2％

以上

（H30）

4.5％

以上

（H35）

これまでの本市における値の上昇傾向
を踏まえるとともに、現状値が国や他
都市と比較して低い水準にあることか
ら、２期実施計画の目標値を他都市の
水準への到達とし、３期実施計画の目
標値を国や他都市における現状値と目
標値とを比較した上昇率を踏まえて設
定する。 

算
出
方
法 

リフォーム実施戸数（年間
16,245 件）／住宅の総戸
数（753,700 件）×100（％） 

3 

生活支援施設等の併設や
地域と連携した取組等を

行っている市営住宅の団
地（100 戸以上）の割合 
（まちづくり局調べ） 

住生活の安心を支えるサービスが
地域において提供され、必要に応
じてサービスを受けられる環境の
整備が必要であり、その取組の一
環として市営住宅資産を活用した
取組を指標とすることで、取組の
成果を測ることができる。なお、生
活支援施設の併設等の施設の導
入には一定規模が必要となること
から、100 戸以上の市営住宅を対
象とした。また、国が定めた「住生
活基本計画（全国計画）」の成果
指標においても、同様に 100 戸以
上を対象としていることから、本市
と国とを比較することも考慮してい
る。 

17％ 

 

（H26） 

24％

以上

（H29）

26％

以上

（H33）

28％

以上

（H37）

地域包括ケアシステムに関連した取組
拠点として市営住宅の空き家や余剰地
を活用し、地域に安心して暮らせる環
境整備を推進するため、積極的に市営
住宅資産を活用していくこととし、大規
模建替えにおいて可能な限り取組を行
うことをめざした目標とする。 

算
出
方
法 

生活支援施設等を併設
（４団地）+地域と連携した
取組等を実施（６団地）し
た 100 戸以上の市営住宅
団地／100 戸以上の市営
住宅団地（57 団地）の総
数 

 

施策１-４-７ 生き生きと暮らすための健康づくり  

直接目標  健康で生き生きとした生活を送る市民を増やす 

1 

主観的健康観（「非常に健

康」「ほぼ健康」と回答した
市民の割合） 
（健康意識実態調査） 

健康であると自ら意識できること
は生活の質を高める上でも重要な
要素であることから、主観的健康
観を健康づくりの取組の成果を測
る指標とする。 

男性

73.7% 
 

女性

76.8% 
 

（H23） 

男性

75.5%
以上

女性

78.5%
以上

（H28）

男性

77.0%
以上

女性

80.0%
以上

（H33）

男性

77.0%
以上

女性

80.0%
以上

（H38）

国、他自治体の調査結果等を参考とし
つつ、およそ８割の市民が「自分は健
康」と感じられる状況を、めざす社会像
と想定し、またこれまでの国や他都市
アンケートや、国の健康寿命等でも必
ず表出する男女差を考慮した上で、女
性 80％、男性 77％を目標値とする。 

算
出
方
法

無作為抽出による市民ア
ンケート(3,500 人)で、「非
常に健康である」「ほぼ健
康である」と回答した人の
割合  
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指標名 

（指標の出典） 
指標の考え方 

指標の目標値 
目標値の考え方 

現状値 第 1 期 第 2 期 第 3 期

 

2 

特定健康診査実施率 

特定保健指導実施率（国
民健康保険） 
（特定健康診査・特定保健指
導実施状況報告） 国民健康保険の被保険者の生活

習慣病を予防するためには、特定
健康診査及び特定保健指導を適
切に受けることが重要であること
から、その取組の成果を測る指標
とする。 

24.5%

 

6.0%
 

（H26）

33%

以上

22%
以上

（H29）

33%

以上

22%
以上

（H33）

33%

以上

22%
以上

（H37）

過去の実績や実施率向上に向けた取
組の状況を踏まえ、5 年ごとに策定する
「特定健康診査等実施計画」にあわせ
て、年次別目標値を設定する。 

算
出
方
法 

特定健康診査受診者数
（51,408 人）／特定健康診
査対象者数（207,966 人） 
×100（％） 
 
特定保健指導終了者数
（358 人）／特定保健指導
対象者数（6,009 人） 
×100（％） 

3 

がん検診受診率 
（国民生活基礎調査（厚生労
働省）） 

がんによる死亡者数を減少させる
ためには、がん検診の受診率を向
上させ、がんを早期発見・早期治
療することが重要であるため、が
ん検診受診率を指標として設定す
る。 

肺がん
44.5%

 

大腸がん 

40.5%

 
胃がん
42.2%

 

子宮がん 

46.1%

 
乳がん

46.1%

 
（H25）

肺がん
50%

以上

大腸がん

45%

以上

胃がん
45%

以上

子宮がん

50%

以上

乳がん

50%
以上

（H28）

肺がん
50%

以上

大腸がん

50%

以上

胃がん
50%

以上

子宮がん

50%

以上

乳がん

50%
以上

（H33）

肺がん
50%

以上

大腸がん

50%

以上

胃がん
50%

以上

子宮がん

50%

以上

乳がん

50%
以上

（H37）

「がん対策基本法」に基づく「がん対策
推進基本計画」の目標値（すべての種
別で 50％以上）をめざし、段階的に受
診率の向上を図る目標値を設定する。

算
出
方
法 

厚生労働省が実施する無
作為抽出による全国調査
（148,000 人）をもとに本市
における受診率を算出 
 
過去１年以内（子宮がん・
乳がんは過去２年以内）
に当該がん検診を受診し
た人の割合 
 
 

4 

40 歳代の糖尿病治療者

割合（国民健康保険） 
（健康福祉局調べ） 生活習慣病治療者の割合は 40 歳

以降急増する。この年代の糖尿病
治療者割合の抑制により、これ以
降の割合の抑制も期待できること
から、これを指標とすることによ
り、市民が主体的に健康づくり・生
活習慣病予防に取り組み、重症化
の予防を促進する取組の成果を
測ることができる。 

3.1％ 

 

（H26） 

3.0％

以下

（H29）

3.0％

以下

（H33）

3.0％

以下

（H36）

過去の推移を勘案し、神奈川県平均
（3.35%（H26））より低い現状値の維持を
基本とし、現状値を下回ることをめざし
た目標値とする。 

算
出
方
法 

国保データベースシステ
ムにより算出した 40 歳代
の糖尿病治療者数（1,399
人）／40 歳代の国民健康
保険被保険者数（45,738
人） 
×100（％） 

5 

食に関する地域での活動
に参加する人の割合 
（①食育に関する地域活動へ
の参加割合：食育の現状と意
識に関する調査） 
（②食生活改善推進員数：健
康福祉局調べ） 地域における食育を推進するため

には、食生活改善を中心としたボ
ランティアの養成や、ボランティア
を中心とした食育のネットワークを
地域で築くことが大切であるため、
「食に関する地域での活動に参加
する人の割合」を指標とすることに
より、食育推進の担い手及び地域
における食育に関する活動促進
に向けた取組の成果を測ることが
できる。 

①食育に

関する地

域活動参

加 

38.3％ 
 

（H24） 

②食生活

改善推進

員 

3,862 
人 

（H26）

①食育に

関する地

域活動参

加 

⇒ 
 
 

②食生活

改善推進

員数

 4,100
人以上
（H29）

①食育に

関する地

域活動参

加 

40％
以上

（H32）

②食生活

改善推進

員数

4,300 
人以上
（H33）

①食育に

関する地

域活動参

加 

41％
以上

（H37）

②食生活

改善推進

員数

4,500 
人以上
（H37）

①食育に関する地域活動参加者は食
生活改善推進員の活動を基軸に地域
へ活動を広げていくことを想定し、第 3
期で 1.07％増加させることを目標値と
する。 
 
②食生活改善推進員はH29までに県と
同じ伸び率（約 1.07％）を達成し、その
後は各期 200 人ずつ養成することをめ
ざす。 
 

算
出
方
法 

①「平成 24 年度川崎市の
食育の現状と意識に関す
る 調 査 」 （ 無 作 為 抽 出
3,500 人）の「日頃から、健
全な食生活を行うために
「食育」に関する何らかの
活動や行動をしている人」
について、「積極的にして
いる」または「できるだけ
するようにしている」と回
答した人の割合 
 
②「食生活改善推進員養
成教室」（各区役所保健
福祉センター）修了者数
の累計 
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指標名 

（指標の出典） 
指標の考え方 

指標の目標値 
目標値の考え方 

現状値 第 1 期 第 2 期 第 3 期

政策１-５ 確かな暮らしを支える 

 

施策１-５-１ 確かな安心を支える医療保険制度等の運営 

直接目標  信頼される医療保険及び医療費等の支援制度を安定的に運営する 

1 

国民健康保険料収入率等 
（健康福祉局調べ） 

収入率の向上と滞納額 の圧縮
は、国民健康保険事業の運営及
び保険料負担の公平性の確保に
とって重要な指標であり、その変
化を見ることで、取組の成果を測
ることができる。 

【現年度分】 

92.96% 

 

 

【収入未済

額】 

67 億

5,319 万円

（H26）

【現年度分】

93.8%

以上

 

【収入未済

額】 

50 億円

以下

（H29）

【現年度分】

94%

以上

 
【収入未済

額】 

40 億円

以下

（H33）

【現年度分】

94%

以上

 
【収入未済

額】 

40 億円

以下

（H37）

現状値は政令指定都市トップ水準であ
るが、それを維持するためには第２期
の早期に 94％を達成し、継続する必要
がある。また、収入未済額はピークの
H20（145.7 億円）からの100 億円減をめ
ざすことを目標とする。 

算
出
方
法 

現年度分収入率 = 
 収 入 金 額 ／ 調 定 金 額
（330.62 億円／355.64 億
円）×100（％） 
  
収入未済額：前年度まで
に納期限が到来した調定
のうち、収入とならなかっ
た金額の累計 

 2 

後期高齢者医療保険料収
入率等 
（健康福祉局調べ） 

収入率の向上及び収入未済額の
圧縮は、後期高齢者医療制度の
運営及び保険料負担の公平性の
確保にとって重要な指標であり、
その変化を見ることで、取組の成
果を測ることができる。 

【現年度分】

99.31%

 

 

【収入未済

額】 

9,737 万円

 

（H26）

【現年度分】

99.45%

以上

 
【収入未済

額】 

8,900 万円

以下

（H29）

【現年度分】

99.45%

以上

 
【収入未済

額】 

8,900 万円

以下

（H33）

【現年度分】

99.45%

以上

 
【収入未済

額】 

8,900 万円

以下

（H37）

現年度分収入率は政令指定都市平均
（99.17％（H26））を上回っており、目標
値は政令指定都市最上位の水準とな
る値を設定している。第１期までに目標
を達成し、第２期以降はその水準を維
持することをめざす。 
また、調定額に対する収入未済額の比
率は１％以下であり、その水準を維持
することを目標とする。 

算
出
方
法 

現年度分収入率 =  
収入金額／調定金額 
（108.69 億円／109.44 億
円） 
×100（％） 
 
収入未済額：前年度まで
に納期限が到来した調定
のうち、収入とならなかっ
た金額の累計 

 

施策１-５-２ 自立生活に向けた取組の推進 

直接目標  最低限度の生活を保障するとともに、自立した生活を送る人を増やす 

1 

生活保護から経済的に自

立（収入増による保護廃
止）した世帯の数 
（健康福祉局調べ） 

生活保護法は最低生活の保障及
び自立助長をその目的としてお
り、自立可能な世帯に対して支援
を行うことが常に求められている。
そこで、稼働能力や他法・他施策
の活用により経済的自立を果たし
た世帯数を取組の成果を測る指
標とする。 

608 

世帯 

 

（H26） 

650

世帯

以上

（H29）

650

世帯

以上

（H33）

650

世帯

以上

（H37）

将来的な経済的に自立した世帯数の
動態は流動的であるため、直近で最大
値である H24 の数値を維持することを
目標として設定する。 算

出
方
法

本市で生活保護廃止とな
った者のうち、その理由が
収入増であった世帯の実
績値（年合計） 

2 

学習支援・居場所づくり事
業利用者の高校等進学率 
（健康福祉局調べ） 

生活保護世帯で育った子どもが、
大人になって再び生活保護を受
給する「貧困の連鎖」が存在して
いるといわれているが、その対策
として、より就職活動に有利になる
よう高校進学をめざして生活保護
受給世帯の子どもへの進学支援
を行っていることから、高校等へ
の進学実績を取組の成果を測る
指標とする。 

99％ 

（H26） 

100％

（H29）

100％

（H33）

100％

（H37）

学習支援・居場所づくり事業を利用す
る中学３年生について、すべての生徒
の高校等進学を目標に取組を実施す
る。 

算
出
方
法 

本市が実施している、学
習支援・居場所づくり事業
を利用する中学３年生の
高校等進学率の実績値
 
高 校 等 へ の 進 学 者 数
（116 人）／事業利用者数
（117 人） 
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指標名 

（指標の出典） 
指標の考え方 

指標の目標値 
目標値の考え方 

現状値 第 1 期 第 2 期 第 3 期

政策１-６ 市民の健康を守る 

 

施策１-６-１ 医療供給体制の充実・強化 

直接目標  いつでも安心して適切な医療が受けられる環境を整える 

1 

かかりつけ医がいる人の

割合 
（休日急患診療所患者統計）

市民が医療機関の役割について
理解を進め、適切に活用すること
によって、医療機関はその機能を
十分に発揮することができる。か
かりつけ医を持つ人の割合が増え
ることで、救急医療を含む医療の
適正な利用が促進されることか
ら、これを指標として設定すること
で取組の成果を測ることができ
る。 

57.5％

 

（H26）

58％

以上

（H29）

59％

以上

（H33）

60％

以上

（H37）

医療の適正利用の一層の促進を図る
ため、過去 5 年間 58％前後で推移して
いる割合を、普及啓発等により段階的
に引き上げ、市民の 6 割がかかりつけ
医を持つことを目標とする。 
  

算
出
方
法 

休日急患診療所を受診す
る患者が記載する受診申
込書において、設問『か
か り つ け 医 は い ま す
か？』に対し『有』と回答し
た人の割合 

2 

身近な地域の医療機関を
受診する市民の割合（平

日日中の発熱等への対
応） 
（市民アンケート） 

市民が医療機関の役割について
理解を進め、適切に活用すること
によって、医療機関はその機能を
十分に発揮することができる。発
熱などによる体調の変化があった
場合に、身近な地域の医療機関を
適切に受診する人の割合が増え
ることで、救急医療を含む医療の
適正な利用が促進されることか
ら、指標として設定することで取組
の成果を測ることができる。 

86.9％

 

（H27）

87％

以上

（H29）

88％

以上

（H33）

90％

以上

（H37）

H27 に実施した市民アンケートに基づ
き、全国の政令指定都市の状況を踏ま
えつつ、施策の効果により受診割合を
着実に増加させることを目標とする。 

算
出
方
法 

市民アンケート（無作為抽
出 3,000 人）における、設
問「発熱や痛みなど体調
の変化があった際に、平
日の日中に医療機関を受
診するときの対応」につい
て、『地域の診療所・クリ
ニックを受診する』と回答
した人の割合 
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指標名 

（指標の出典） 
指標の考え方 

指標の目標値 
目標値の考え方 

現状値 第 1 期 第 2 期 第 3 期

 

3 

川崎ＤＭＡＴ（災害医療派

遣チーム）の隊員養成研
修修了累計者数 
（３指定病院の合計） 
（健康福祉局調べ） 

全国各地で多種多様な災害が頻
発する中、ひとりでも多くの市民の
命を守るため、川崎ＤＭＡＴ事業に
おいては、指定病院に従事する救
命救急医療関係者が災害現場で
活動するための知識・技能を備え
ておくなど、平時から出場要請に
的確に対応できる体制を整えてお
かなければならない。そのために
は、川崎ＤＭＡＴ隊員養成研修に
よる新規養成及び技能維持の取
組を一層促進していく必要がある
ことから、累計修了者数を指標と
して設定する。 

130 人

 

（H26）

170 人

以上

（H29）

250 人

以上

（H33）

350 人

以上

（H37）

現在、各指定病院の川崎ＤＭＡＴ登録
者数は目標（30人）を概ね満たしている
が、異動・退職者の動向や、隊員の技
能維持を考慮すると、毎年20名程度の
規模で継続して研修を実施していくこと
が必要であり、これ基に算出した数値
を目標値とする。 

算
出
方
法 

川崎ＤＭＡＴ指定病院（市
立川崎病院・日本医科大
学武蔵小杉病院・聖マリ
アンナ医科大学病院）に
おける、発隊以降の隊員
養成数を累計  

4 

救急搬送者の医療機関ま

での平均搬送時間 
（消防局調べ） 

高齢化の進展等に伴う救急件数
の急速な増加が予測される中に
おいても、病院到着時間の短縮を
めざした取組を着実に進めるとと
もに、心肺機能停止から救急隊員
による救命処置の開始時期につ
いては、10 分以内に救命処置が
開始されることが 1 か月社会復帰
率の向上に寄与するという統計デ
ータがあることから、救急車が救
急現場に 10 分以内に到着し、い
ち早く傷病者を病院へ搬送できる
よう指標を設定する。 

42.6 分

【8.4 分】 

 

（H26）

42.6 分

【8.4 分】

以下

（H29）

42.6 分

【8.4 分】

以下

（H33）

40.0 分

【8.0 分】

以下

（H37）

今後も高齢化が進行し、救急件数の急
速な増加が予測される中でも病院到着
時間の短縮をめざした取組を着実に進
め、第 2 期では、現状値の維持、第 3
期では本市と隣接している横浜市の平
均の近似値である 40 分を目標とする。

算
出
方
法 

年間の全救急事案のう
ち、覚知から病院到着ま
での平均時間 
※覚知：119 番通報が指
令センターに入電した時
間 

5 

救 急隊が 到着 するまで
に、市民が心肺蘇生を実
施した割合 
（消防局調べ） 

心肺機能停止から一刻も早い救
命処置が開始されることが、1 か
月社会復帰率の向上に寄与する
という統計データがあることから、
心肺蘇生を実施できる市民救命
士を養成することが重要である。
そこで、実際の救急現場における
心肺停止状態の傷病者に対し、
バイスタンダーとして心肺蘇生を
実施した市民の割合を指標として
設定する。 

31.4％

 

（H26）

32.１％

以上

（H29）

33.0％

以上

（H33）

33.9％

以上

（H37）

救急現場において、バイスタンダーが
いるか否か、心肺蘇生を実施できる環
境であるかなど、環境的（人的）要因が
大きいことから、目標値は過去 5 年間
における心肺停止傷病者数の増加率
（15 人/年）及びバイスタンダーによる
心肺蘇生実施数の増加率（8 人/年）か
ら、今後の増加数を予測し、心肺蘇生
実施率を設定する。 

算
出
方
法 

バイスタンダーによる心
肺蘇生の実施（407 人）／
救急現場における心肺停
止 状 態 の 傷 病 者 （ 1,296
人）×100（％）  
※バイスタンダー：救急現
場に居合わせた人（発見
者、同伴者等）のこと 

 

施策１-６-２ 信頼される市立病院の運営 

直接目標  誰もが安心して暮らせる公的医療を提供する 

1 

入院患者満足度 
外来患者満足度 
（病院局調べ） 

職員の対応や療養の内容など、
市立病院が提供している医療サ
ービスに対する患者の満足度は、
医療の質を測る上で直接的な評
価指標の一つであり、患者満足度
を見ることで市立病院が取り組ん
でいる医療の質及び患者サービ
スの向上に向けた取組の成果を
測ることができる。 

入院 

87.5％ 

 

 

外来 

77.6％ 

 

（H27） 

入院

88.4％

以上

 

外来

79.3％

以上

（H29）

入院

90.0％

以上

 

外来

82.0％

以上

（H33）

入院

90.0％

以上

 

外来

82.0％

以上

（H37）

一般社団法人日本病院会が実施して
いるＱＩプロジェクト（全国 292 病院参
加）における H26 患者満足度調査の平
均値（入院患者満足度 89.3％、外来患
者満足度 81.7％）を超えることを目標と
して設定しており、市立３病院ともに達
成できるよう患者満足度の向上に向け
た取組を推進する。 

算
出
方
法 

市立病院で実施している
入院患者及び外来患者
の満足度調査（有効回答
数概ね 300）において、満
足～不満足の５段階のう
ち、満足（満足＋やや満
足）と回答した人の割合 
（市立３病院の平均値） 

2 

病床利用率（一般病棟） 
（病院局調べ） 

入院延患者数を確保し、病床を安
定的に稼動させることは、より多く
の患者さんに適切に医療を提供
することになるとともに、安定的な
病院経営にも資することから、市
立病院の経営面での取組の成果
を測ることができる。 

72.9％ 

 

（H26） 

83.0％

以上

（H29）

83.0％

以上

（H33）

83.0％

以上

（H37）

市立病院においては、救急医療機能
の強化やがん診療機能強化・充実、さ
らには地域医療連携の推進を図ること
で、入院患者の確保に努め、安定的な
病床運営をめざす必要があることか
ら、全国の類似自治体病院の状況等を
参考としつつ、病床利用率の向上をめ
ざす。 

算
出
方
法 

病院のベッドの利用状況
の割合 
入院延患者数／年間の
許可病床数（入院延患者
数の受入最大値）×100
（％） 
 
・川崎病院 180,593 人／
(663 床×365 日)×100
（％） 
・井田病院  82,603 人／ 
(343 床×365 日) ×100
（％） 
・多摩病院 107,350 人／ 
(376 床×365 日) ×100
（％） 
 
（市立３病院の平均値） 
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指標名 

（指標の出典） 
指標の考え方 

指標の目標値 
目標値の考え方 

現状値 第 1 期 第 2 期 第 3 期

 3 

救急患者受入数 
（病院局調べ） 川崎病院は救命救急センター及

び小児急病センター、井田病院及
び多摩病院はそれぞれ救急告示
病院の役割を担っている。各病院
の役割に応じた救急患者を適切
に受け入れることで、市立病院が
市内救急医療体制の一翼を担っ
ていることを示す指標とする。 

49,873

人 

（H26）

50,800

人以上

（H29）

52,000

人以上

（H33）

52,500

人以上

（H37）

救急車の出動回数は年々増加してお
り、今後高齢化の進展に伴い、救急医
療の更なる需要の増大が見込まれて
いる。市立病院においては、救急専門
医を安定的な確保を図るなど、引き続
き体制の整備に努め、今後も病院の役
割に応じた救急患者を適切に受け入れ
ていく必要があることから、過去の実績
を参考としつつ、救急患者受入数の増
加をめざす。 

算
出
方
法 

夜間や休日等の診療時
間外に診察等を受けた患
者数及び診療時間内に
救急車で搬送された患者
数の合計 
（市立３病院の合計値） 

 

施策１-６-３ 健康で快適な生活と環境の確保 

直接目標  感染症・食品等による健康被害を防止するとともに、良好な生活環境を整える 

1 

麻しん・風しん予防接種の
接種率 
（健康福祉局調べ） 

感染症対策において、予防接種
は極めて大きな役割を果たすもの
であり、そのためには、予防接種
により国民全体の免疫水準を維
持することが必要であり、社会全
体として一定の接種率を確保する
ことが重要である。  
特に、麻しん及び風しんについて
は、排除（海外から持ち込まれた
ウイルス以外での患者の発生が
ない状態）達成及び排除状態の維
持のため、予防接種を推進する必
要があることから、接種率を指標
とすることで取組の成果を測ること
ができる。 

第 1 期

98.6％

 

 

第 2 期

91.6％

 

（H26）

第 1 期

98.6％

以上

 

第 2 期

95％

以上

（H29）

第 1 期

98.6％

以上

 

第 2 期

95％

以上

（H33）

第 1 期

98.6％

以上

 

第 2 期

95％

以上

（H37）

「麻しんに関する特定感染症予防指
針」及び「風しんに関する特定感染症
予防指針」において、第１期･第２期そ
れぞれの接種率が 95％以上とすること
を目標と定められていることから、これ
を基本としつつ、既に高水準に達して
いる第１期については、現状を維持す
ることを目標とする。 

算
出
方
法 

【第１期：１歳の間】 
被接種者数（13,940 人） 
／対象者数（14,143 人） 
×100（％） 
 
【第２期：小学校入学前 
の１年間】 
被接種者数（11,939 人） 
／対象者数（13,027 人） 
×100（％） 

2 

感染症予防（手洗い・咳エ
チケット）の実施率 

（市民アンケート） 
感染症の予防及びまん延の防止
のためには、市民一人ひとりが手
洗い及び咳エチケット等を実施す
ることが大変重要であることから、
これを指標とすることにより、感染
症予防の普及啓発等の取組の成
果を測ることができる。 

95％

 

（H27）

95％

以上

（H29）

95％

以上

（H33）

95％

以上

（H37）

H27 に実施した市民アンケートの結果
を踏まえ、政令指定都市平均（77.6%）を
大幅に上回っていることから現状値を
維持することを目標とする。 

算
出
方
法 

市民アンケート（無作為抽
出 3,000 人）における設問
「インフルエンザの予防等
に関して、手洗いや咳エ
チケットなどを、あなたは
どの程度実践しています
か。」に対し、「実践してい
る」または「ある程度実践
している」と回答した人の
割合 

3 

食中毒の発生件数 
（健康福祉局調べ） 

飲食に伴う健康被害については、
市民等の関心が高く、また、食中
毒の予防のためには、監視指導
や普及啓発等による、総合的な取
組が求められることから、これを指
標とすることにより、取組の成果を
客観的に測ることができる。 

8 件 

 

（H26） 

8 件

以下

（H29）

8 件

以下

（H33）

8 件

以下

（H37）

政令指定都市平均（17 件）を大幅に下
回っていることから、現状値を維持する
ことを目標とする。 

算
出
方
法

H26 に食中毒として処理
した事件の件数 

4 

「食中毒予防の３原則」の
実施率 
（市民アンケート） 市民の自発的な食中毒予防が健

康被害を防止するために重要で
あることから、その実施状況を指
標とすることで、普及啓発等の施
策の成果を測ることができる。 

86.8％ 

 

（H27） 

87％

以上

（H29）

88％

以上

（H33）

90％

以上

（H37）

H27 に実施した市民アンケートに基づ
き、全国の政令指定都市の状況を踏ま
えつつ、施策の効果により着実に増加
させることを目標とする。 

算
出
方
法 

市民アンケート（無作為抽
出 3,000 人）において、「食
中毒予防の３原則」を「実
践している」及び「ある程
度実践している」と回答し
た人の割合 

5 

市が実施する衛生的な住
環境に関する講習会の実

施回数 
（健康福祉局調べ） 

シックハウス対策などの、市が市
民や施設等を対象に実施する衛
生的な住環境に関する講習会等
の開催数は、講師派遣依頼数に
も比例し、住民の生活環境に対す
るニーズの表れであると考えられ
るため、その実施数の変化を見る
ことで、健康被害防止及び良好な
生活環境の向上に向けた普及啓
発等の取組の成果を測ることがで
きる。 

95 回 

 

（H26） 

116 回

以上

（H29）

144 回

以上

（H33）

172 回

以上

（H37）

実施形態や周知方法を工夫するととも
に、開催した対象団体等からの講師派
遣再依頼により、開催数を増やすこと
をめざし、目標値を設定する。 算

出
方
法

環境衛生（住環境）等に
関する講習会の年間実施
回数の合計 
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基本政策２ 子どもを安心して育てることのできるふるさとづくり 

 

指標名 

（指標の出典） 
指標の考え方 

指標の目標値 
目標値の考え方 

現状値 第 1 期 第 2 期 第 3 期

政策２-１ 安心して子育てできる環境をつくる 

 

施策２-１-１ 子育てを社会全体で支える取組の推進 

直接目標  地域で子育てを支えるしくみをつくる 

1 

ふれあい子育てサポート

センターの利用者数 
（ふれあい子育てサポートセン
ター事業実施報告書） 

地域で子育てを支えるしくみづくり
に向け、育児の援助をしたい人と
援助を受けたい人が子育てサポ
ートセンターへ会員として登録し、
会員相互により援助活動を行う事
業を推進しており、その利用人数
の推移を見ることで、取組の成果
を測ることができる。 

15,665

人 

（H26）

16,300

人以上

（H29）

16,600

人以上

（H33）

16,600

人以上

（H37）

本市における出生数は依然として高い
水準にあり、子育てニーズも多様化し
てきている状況を踏まえ、現状値を上
回る目標値を第 1 期計画期間の目標
値として設定する。また、第 2 期計画期
間以降については本市将来人口推計
における年少人口の減少を踏まえ目標
値を設定する。 

算
出
方
法 

各年の「ふれあい子育て
サポートセンター実績報
告書」の実績値 

2 

地域子育て支援センター

利用者の満足度 
 （地域子育て支援センター利
用者アンケート） 

地域で子育てを支えるしくみづくり
に向け、地域の中の親子で遊べる
場づくりや子育てに関する情報提
供、相談支援に取り組んでおり、
地域でその役割の一翼を担う地
域子育て支援センターの利用者
の満足度の推移を見ることで、そ
の取組の成果を測ることができ
る。  

8.9 

 

（H27）

8.9 

以上

（H29）

9.0 

以上 

（H33）

9.1 

以上

（H37）

在宅で子育てをする家庭を地域で支え
る取組として、多くの親子に、親子で遊
べる場づくりや子育てに関する情報提
供・相談支援を推進することにより、前
期を上回る目標値を設定する。 

算
出
方
法 

「地域子育て支援センタ
ー利用者アンケート」（無
作為抽出 利用者 1,390
人）における各質問項目
（10 段階）の平均値 
※10 点満点 

 

施策２-１-２ 質の高い保育・幼児教育の推進 

直接目標  子どもを安心して預けられる環境を整える 

1 

待機児童数 
（厚生労働省通知「保育所等
利用待機児童数調査につい
て」） 

保護者が子どもを安心して預けら

れる環境づくりに向けて、認可保

育所の整備等の待機児童対策を

推進しており、保育所利用申請者

のうちの待機児童数の推移を見る

ことで、その取組の成果を測ること

ができる。 

0 人

（H27.4） 

0 人

（H29.4）

0 人

（H33.4）

0 人

（H37.4）

本市では平成 27 年 4 月に待機児童解

消を達成しており、引き続き、認可保育

所や川崎認定保育園等における保育

受入枠の拡充、区役所における利用者

へのきめ細やかな相談・支援等を行

い、待機児童の解消に継続的して取り

組んでいくため、引き続き待機児童ゼ

ロを目標値として設定する。 

算
出
方
法

厚生労働省「保育所等利
用待機児童の定義」に基
づく、各年 4 月の集計値

2 

保育所等における利用者
の満足度 
 (認可保育所等を利用してい
る方への調査) 

保護者が子どもを安心して預けら
れる環境づくりに向けて、保護者
が安心して子どもを預けられるよ
う、認可保育所の整備等の待機児
童対策と合わせて、保育の質の向
上に向けた取組を推進しており、
保育所等における利用者の満足
度の推移を見ることで、その取組
の成果を測ることができる。 

7.9 

 

（H27） 

8.0 

以上

（H29）

8.2 

以上

（H33）

8.4 

以上

（H37）

子どもを安心して預けられる環境づくり

に向けて、さらに保育の質の向上に向

けた取組を進めることにより、段階的な

上昇をめざす目標値を設定する。 
算
出
方
法 

「認可保育所等を利用し
ている方への調査」（無作
為抽出 利用者 2,000 人）
における各質問項目（10
段階）の平均値 
※10 点満点 

 

施策２-１-３ 子どものすこやかな成長の促進 

直接目標  子どもがすこやかに成長するしくみをつくる 

1 

乳幼児健診の平均受診率
（厚生労働省「地域保健・健康
増進事業報告」） 

子どもがすこやかに成長できるしく
みづくりに向けて、子育て家庭に
おける子どもの成長発達や育児
状況の把握のために乳幼児健診
に取り組んでおり、その受診率の
推移を見ることで、取組の成果を
測ることができる。 

97.2％ 

 

（H26） 

97.3％

以上

（H29）

97.3％

以上

（H33）

97.4％

以上

（H37）

従来から高い水準にある 3 か月健診の
受診率を踏まえ、政令指定都市トップ
の受診率を目標値として設定する。 算

出
方
法 

各年齢（3 か月児・1 歳 6
か月児・3 歳児）における
「（健康診査受診実人数
／健康診査対象人数）×
100（％）」の平均値 
（現状値： 
13,883 人 /14,209 人 ＝
97,7%（3 か月児）-① 
13,761 人 /14,122 人 ＝
97.4%（1 歳 6 か月児）-②
13,149 人 /13,264 人 ＝
96.5%（3 歳児）-③ 
①＋②＋③÷3＝97.2％） 
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指標名 

（指標の出典） 
指標の考え方 

指標の目標値 
目標値の考え方 

現状値 第 1 期 第 2 期 第 3 期

 

2 

子育てが楽しいと思う人
の割合（1 歳 6 か月健診時に
おける子育て生活基本調査）

子どもがすこやかに成長できるしく
みづくりに向けて、育児不安や育
児ストレス、孤立感などを抱えた
親子に対して、面接や訪問等の親
支援を強化する取組を進めてお
り、子育てが楽しいと思う親の割
合の推移を見ることで、その取組
の成果を測ることができる。 

97.5％

 

（H27）

97.6％

以上

（H29）

97.7％

以上

（H33）

97.8％

以上

（H37）

面接や訪問等を通じて、子育て家庭へ
の支援を強化する取組を推進すること
により、前期を上回る目標値を設定す
る。 

算
出
方
法 

1 歳 6 か月健診時におけ
る問診票（対象者 997 人）
で、「お子さんと一緒の生
活はいかがですか」という
設問に、「楽しい」と「大変
だが育児は楽しい」と答え
た人の割合 

3 

わくわくプラザの登録率
（わくわくプラザ利用実績報告
書） 

子どもがすこやかに成長できるしく
みづくりに向けて、すべての小学
生を対象として、放課後等に児童
が安全・安心に過ごせる場づくりと
して市内 113 校の小学校内でわく
わくプラザ事業を推進しており、そ
の登録率の推移を見ることで、取
組の成果を測ることができる。 

46.3％

 

（H26）

47％

以上

（H29）

49％

以上

（H33）

51％

以上

（H37）

より広く児童に対し、放課後における居
場所と健全な遊びを提供すべく、H37 ま
でに過半数以上の児童の登録をめざ
すものとして、目標値を設定する。 

算
出
方
法 

わくわくプラザ登録者数
（32,953 人）／対象児童数
（71,205 人） 

4 

わくわくプラザ利用者の満
足度（わくわくプラザを利用し
ている方への調査） 

子どもがすこやかに成長できるしく
みづくりに向けて、すべての小学
生を対象として、放課後等に児童
が安全・安心に過ごせる場づくりと
して市 113 校の小学校内でわくわ
くプラザ事業を推進しており、その
利用者の満足度の推移を見ること
で、取組の成果を測ることができ
る。 

7.3 

 

（H27）

7.4 

以上

（H29）

7.7 

以上

（H33）

8.0 

以上

（H37）

子育て家庭のニーズが多様化する中、
放課後等に児童が安全・安心に過ごせ
る場づくりを進めるため前期を上回る
目標値を設定する。 

算
出
方
法 

「わくわくプラザを利用して
いる方への調査」（無作為
抽出 利用者 2,000 人）に
おける各質問項目（10 段
階）の平均値 
※10 点満点 

 

施策２-１-４ 子どもが安心して暮らせる支援体制づくり 

直接目標  子どもが安心して育つしくみをつくる 

1 

里親の登録者数 
（厚生労働省「福祉行政報告
例」） 

子どもが安心して育つしくみづくり
に向けて、家庭で養育が困難な児
童を家庭的な雰囲気で養育する
ため里親制度を実施しており、市
民の社会的養護に対する意識の
高さ、地域ぐるみで子育てを行う
意識の高さについて、その登録数
の推移を見ることで、取組の成果
を測ることができる。 

116 人

 

（H27）

118 人

以上

（H29）

122 人

以上

（H33）

126 人

以上

（H37）

家庭で養育が困難な児童を家庭的な
雰囲気で養育するため、「社会的養護
推進に向けた基本方針」により、H41 ま
でに里親登録数を 130 人とすることを
目標として取組を進めており、現状値と
これまでの実績も踏まえ、H37 の目標
値を 126 人以上に設定する。 

算
出
方
法 

福祉行政報告例における
里親登録者数の実績値 

2 

地域で子どもを見守る体
制づくりが進んでいると思
う人の割合 
（要保護児童対策地域協議会
関係者アンケート調査） 子どもが安心して育つしくみづくり

に向けて、要保護児童対策地域
協議会における地域の関係機関
の連携の充実の取組を推進して
おり、関係者が地域において関係
機関の連携が進んでいると思う人
の割合の推移を見ることで、その
取組の成果を測ることができる。

30.8％ 

 

（H27） 

36％

以上

（H29）

45％

以上

（H33）

54％

以上

（H37）

地域における子どもを見守る体制づくり
に向けて、地域の関係機関間の連携
強化の取組を推進することにより、段
階的な上昇をめざす目標値を設定す
る。 算

出
方
法 

要保護児童対策地域協
議会（市代表者会議、区
代表者部会、個別支援会
議）関係者アンケート調査
（1,423 人）のうち、子ども
が安心して地域で暮らせ
るように、地域における関
係機関との連携が進んで
いる（とても進んでいる＋
進んでいる）と思う人の割
合 

政策２-２ 未来を担う人材を育成する 

 

施策２-２-１ 「生きる力」を伸ばし、人間としての在り方生き方の軸をつくる教育の推進 

直接目標  すべての子どもが社会で自立して生きていくための基礎を培う学校つくる 

1 

「難しいことでも、失敗を恐

れないで挑戦している、ど
ちらかといえばしている」
と回答した児童生徒の割

合 
（ 全 国 ・ 学 力 学 習 状 況 調 査
（H26：毎年実施）） 

自分の中の肯定的なイメージをも
つことは、自分自身を成長させる
ことができ、向上心につながり、人
生を充実させることができるもので
ある。自尊感情を表す 数値とし
て、「難しいことでも、失敗を恐れ
ないで挑戦をしている」児童生徒
の割合を見ることで、すべての子
どもが社会で自立して生きていく
ための基礎を培う学校をつくるた
めの取組の成果を測ることができ
る。 

75.9％ 

 

（小 6） 

 

66.7％ 

 

（中 3） 

 

（H26） 

77.0％

以上

（小 6）

 

68.0％

以上

（中 3）

 

（H29）

第１期実施計画

の取組状況を

踏まえて、より

よい状況の実現

に向けて目標値

を定め、目標達

成に向けて取り

組みます。 

すべての子どもが積極的に活動し、主
体的に物事に取り組めることができる
ことを目標にして取り組む。H26 全国学
力・学習状況調査においては、小学校
については、全国平均(75.1％)を既に
上回っているが、さらに多くの子どもが
積極的に活動できるように、段階的な
向上をめざす。中学校については、全
国平均(68.0％)を下回っていることか
ら、第１期までに全国水準まで引き上
げ、以降、更なる向上をめざす。 

算
出
方
法

市立校の全小中学生の
対象学年の児童生徒の
平均値 
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指標名 

（指標の出典） 
指標の考え方 

指標の目標値 
目標値の考え方 

現状値 第 1 期 第 2 期 第 3 期

 

2 

「授業が分かる、どちらか

といえば分かる」と回答し
た児童生徒の割合 
（川崎市学習状況調査（Ｈ26：
毎年実施）） 

子どもたちが「授業が分かる」こと
は学習意欲の向上に資するもの
であり、「生きる力」の育成、ひい
ては社会的自立につながるもので
あるため、「授業が分かる」児童生
徒の割合を見ることで、すべての
子どもが社会で自立して生きてい
くための基礎を培う学校をつくるた
めの取組の成果を測ることができ
る。 

88.3％

 

（小 5）

 

73.4％

 

（中 2）

 

（H26）

90.0％

以上

（小 5）

 

75.0％

以上

（中 2）

 

（H29）

第１期実施計画

の取組状況を

踏まえて、より

よい状況の実現

に向けて目標値

を定め、目標達

成に向けて取り

組みます。 

H26 全国学力・学習状況調査において
は、小学校は全国平均(79.9％)を上回
り、中学校においても全国平均(71.8％)
を下回っているものの、全国とほぼ同
程度の結果となっている。これらを踏ま
え、小学校・中学校ともに更なる向上を
めざし、段階的に数値を引き上げていく
ことを目標とする。 
 
※全国平均は、小学校６年生：国語・算
数、中学校３年生：国語・数学の平均値

算
出
方
法 

市立校の全小中学生の
対象学年児童生徒の平
均値 
（小学校５年生：国語・算
数・理科・社会、中学校２
年生：国語・数学・社会・
理科・英語の各教科の平
均） 

3 

体力テストの結果 
（全国体力・運動能力、運動
習 慣 等 調 査 （ Ｈ 26 ： 毎 年 実
施）） 

体力テストは全国で同じ基準で実
施するため、地域性の違いの少な
い神奈川県の平均値との比較を
することにより、本市における子ど
もの体力の状況の変化や施策の
効果を測ることができる。 

99.7

(小 5 男) 

 

99.4

(小 5 女) 

 

92.9

(中 2 男) 

 

94.5

(中 2 女) 

 

（H26） 

100 以上

(小 5 男)

 

100 以上

(小 5 女)

 

100 以上

(中 2 男)

 

100 以上

(中 2 女)

 

（H29）

100 以上

(小 5 男)

 

100 以上

(小 5 女)

 

100 以上

(中 2 男)

 

100 以上

(中 2 女)

 

（H33）

100 以上

(小 5 男)

 

100 以上

(小 5 女)

 

100 以上

(中 2 男)

 

100 以上

(中 2 女)

 

（H37）

神奈川県の平均値を下回っている現状
においては、県平均の水準まで改善し
ていくことを目標とする。 算

出
方
法 

小５男 
川崎市（52.34 点）／神奈
川県（52.49 点）×100 

小５女 
川崎市（52.13 点）／神奈
川県（52.47 点）×100 

中２男 
川崎市（37.10 点）／神奈
川県（39.92 点）×100 

中２女 
川崎市（43.64 点）／神奈
川県（46.18 点）×100 

 

※神奈川県の平均値（体
力合計点）を 100 とした際
の本市の割合 

※体力合計点は、種目ご
との測定値を点数化（10
点満点）し、その合計点を
平均したもの 

 

〔実施種目〕 

握力、上体起こし、長座体
前屈、反復横跳び、20m
シャトルラン、持久走（中
学生はシャトルランとの選
択実施）、50m 走、立幅跳
び、ソフトボール投げ（小
学生）、ハンドボール（中
学生） 

 

施策２-２-２ 一人ひとりの教育的ニーズへの対応 

直接目標  支援が必要な児童生徒の学習環境を向上させる 

1 

支援の必要な児童の課題

改善率 
（教育委員会調べ） 課題の改善率の向上は、教育的

ニーズのある児童の支援が適切
に実施されていることを示してい
る。課題の改善率を見ることで、
支援が必要な児童の学習環境等
の向上のための取組の成果を測
ることができる。 

81.8％ 

 

（H26） 

88.0％

以上

（H29）

第１期実施計画

の取組状況を

踏まえて、より

よい状況の実現

に向けて目標値

を定め、目標達

成に向けて取り

組みます。 

第 1 期実施計画の終期となる H29 に
は、H26 推進校で達成した課題改善率
88％をめざすこととし、以降も段階的な
改善を図る。 

算
出
方
法 

課題が解消・改善した児
童数(5,524 人)／全小学
校が把握した支援が必要
な児童数(6,757 人)×100
（％） 
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指標名 

（指標の出典） 
指標の考え方 

指標の目標値 
目標値の考え方 

現状値 第 1 期 第 2 期 第 3 期

 

2 

1,000 人あたりの暴力行為

発生件数（中学校） 
（教育委員会調べ） 

支援が必要な生徒の問題行動の
一つとして、暴力行為があげられ
る。その発生件数の変化を見るこ
とで、暴力行為を起こす生徒への
対応や学習環境の向上のための
取組の成果を測ることができる。

8.29 件

 

（H26）

8.22 件

以下

（H29）

第１期実施計画

の取組状況を

踏まえて、より

よい状況の実現

に向けて目標値

を定め、目標達

成に向けて取り

組みます。 

H26 の本市の発生件数は、過去の調
査の中で最低の 8.29 件となっている。
国・県の 1,000 人あたりの発生件数(国：
10.7 件、件：18.6 件)を下回っているが、
さらに発生件数を減少させていくことを
目標とする。 

算
出
方
法 

暴力行為 発生件 数(239
件)／全生徒数(28,816 人) 
× 1,000 

3 

いじめの解消率 
（教育委員会調べ） 「いじめ防止対策推進法」が施行

され、「いじめ防止基本方針」を策
定し、市民全体でいじめ防止への
意識を高く持ち、いじめ問題への
未然防止、早期発見・早期対応を
図る取組を進めている。いじめの
解消率の変化を見ることで、学
校、家庭、地域においてのいじめ
防止対策の成果を測ることができ
る 

65.8％

 

(小学校)

 

83.2％

 

(中学校)

 

（H26）

80.0％

以上

(小学校)

 

90.0％

以上

(中学校)

 

（H29）

第１期実施計画

の取組状況を

踏まえて、より

よい状況の実現

に向けて目標値

を定め、目標達

成に向けて取り

組みます。 

いじめの態様が年々変容し、潜在化、
巧妙化が進んで見えにくくなっている
中、小学校では、児童支援コーディネ
ーターを専任化して配置している学校
数の増加に伴い、いじめの早期発見・
早期対応により認知件数が増加してい
る。認知したいじめの解消件数を増や
し、全国平均(89.9％)を下回っている解
消率の増加をめざす。中学校において
は、全国平均(86.4％)を下回っているた
め、全国最高レベルの水準をめざし、
目標値を設定する。 

算
出
方
法 

解 消 し た 件 数 （ 小 ： 407
件、中：154 件） ／認知
件数（小：619 件、中：185
件） × 100（％） 

4 

不登校児童生徒の出現率 
（教育委員会調べ） 

不登校はさまざまな要因を背景と
して現れるため、その出現率の変
化を見ることで、支援が必要な児
童生徒のニーズへの対応や学習
環境の向上のための取組の成果
を測ることができる。 

0.38％

 

(小学校)

 

3.48％

 

(中学校)

 

（H26）

0.30％

以下

(小学校)

 

3.39％

以下

(中学校)

 

（H29）

第１期実施計画

の取組状況を

踏まえて、より

よい状況の実現

に向けて目標値

を定め、目標達

成に向けて取り

組みます。 

児童生徒の増加が続く見込みの中、国
平均(0.39％)を下回っている小学校に
ついては、過去 5 年の最低水準まで改
善することを目標とする。中学校につい
ては、国平均(2.76％)を上回っているた
め、全国平均の水準まで段階的に改善
することをめざし、目標値を設定する。
 
※すべて公立学校の平均値 

算
出
方
法 

不登校児童生徒数（小：
271 人、中：1,003 人）／全
児 童 生 徒 数 （ 小 ： 71,436
人 、 中 ： 28,816 人 ）  × 
100（％） 

 

施策２-２-３ 安全で快適な教育環境の整備 

直接目標  安全で快適に過ごせる学習環境を整える 

1 

児童生徒の登下校中の事

故件数 
（教育委員会調べ） 

児童生徒の事故件数のうち、登下
校時における事故件数を指標に
設定することにより、通学路にお
ける交通状況の変化や、学校で
実施する交通安全教室、通学路
の安全対策などの施策の効果を
測ることができる。 

29 件 

 

（H22～

H26 の

平均） 

27 件

以下

（H25～

H29 の

平均）

25 件

以下

（H29～

H33 の

平均）

23 件

以下

（H33～

H37 の

平均）

過去 5 年間の登下校時の事故件数の
うち、最も件数が少ない H26 の件数(23
件)以下とすることをめざして、段階的
に削減することを目標とする。 

算
出
方
法

市立小学校及び中学校
の登下校時における事故
報告の合計(直近 5 年間
の平均値) 

2 

老朽化対策及び質的改善
が行われた学校施設の割
合 
（教育委員会調べ） 

安全で快適な学習環境を実現す
る上で大きな部分を占める、老朽
化対策、普通教室やトイレなど教
育環境の質的改善、環境対策を
あわせて行う再生整備の進捗状
況を指標化したものである。 

24.1％ 

 

（H27） 

28.7％

以上

（H29）

50％

以上

（H33）

80％

以上

（H37）

「学校施設長期保全計画」に基づく、第
１期取組期間（H26 から概ね 10 年間）
での再生整備着手によって、教育環境
の改善を図ることを目標とする。 算

出
方
法 

「築年数 20 年以下（H25
時点）の学校施設数(40
施設)＋老朽化対策及び
質的改善済の学校施設(2
施設)」／全学校施設(174
施設) 
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指標名 

（指標の出典） 
指標の考え方 

指標の目標値 
目標値の考え方 

現状値 第 1 期 第 2 期 第 3 期

 

施策２-２-４ 学校の教育力の向上 

直接目標  教職員の資質を高め、保護者や地域と連携して、よりよい学習活動（授業等）を実現する 

1 

「家で、自分で計画を立て

て勉強をしている、どちら
かといえばしている」と回
答した児童生徒の割合 
（ 全 国 学 力 ・ 学 習 状 況 調 査
（H26：毎年実施）） 

「家で、自分で計画を立てて勉強
している」かどうかを見ることで、
学びが学校内（授業）に留まらず、
家庭学習を含む授業外にも波及し
ているか否かの効果を見ることが
でき、よりよい学習活動の実現に
向けた取組の成果を測ることがで
きる。 

58.4％

 

（小 6）

 

45.0％

 

（中 3）

 

（H26）

59.0％

以上

（小 6）

 

45.5％

以上

（中 3）

 

（H29）

60.0％

以上

（小 6）

 

46.0％

以上

（中 3）

 

（H33）

61.0％

以上

（小 6）

 

46.5％

以上

（中 3）

 

（H37）

小学校・中学校ともに国平均(小 6：
61.0％、中 3：46.6％)・神奈川県平均(小
6：59.0％、中 3：46.0％)を下回っている
現状があることから、段階的に国平均
の水準まで改善していくことを目標とす
る。 算

出
方
法 

市立校の全小中学生の
対象学年の児童生徒の
平均値 

2 

「今住んでいる地域の行
事に参加している、どちら

かといえばしている」と回
答した児童生徒の割合 
（ 全 国 学 力 ・ 学 習 状 況 調 査
（H26：毎年実施）） 

教職員が、保護者や地域と連携し
て教育活動を行うことにより、地域
に開かれた、地域と共に歩む学校
づくりが推進され、結果として児童
生徒の地域への帰属意識、地域
の一員としての自覚が高まると考
えられる。そのため、地域の行事
に参加する児童生徒の割合の変
化を見ることで、よりよい学習環境
を実現するための取組の成果を
測ることができる。 

53.6％

 

（小 6）

 

31.2％

 

（中 3）

 

（H26）

55.0％

以上

（小 6）

 

32.0％

以上

（中 3）

 

（H29）

57.5％

以上

（小 6）

 

33.0％

以上

（中 3）

 

（H33）

60.0％

以上

（小 6）

 

34.0％

以上

（中 3）

 

（H37）

地域差の大きい設問であり、本市に限
らず都心部では数値が低い傾向にあ
る。そのため、当面の目標として現状
の神奈川県の平均値(小 6：60.9％、中
3：36.9％)をめざす。 

算
出
方
法 

市立校の全小中学生の
対象学年の児童生徒の
平均値 

3 

「学校生活が楽しい、どち
らかといえば楽しい」と回
答した児童生徒の割合 
（川崎市学習状況調査（H26：
毎年実施）） 

学校の教育力が向上すれば、児
童生徒が学びの価値を自ら理解
し、目的を持って楽しく学校に通う
ことができると考えられる。学校が
楽しいと思う児童生徒の割合の変
化を見ることで、よりよい学習活動
を実現するための取組の成果を
測ることができる。 

93.3％

 

（小 5）

 

89.9％

 

（中 2）

 

（H26） 

93.3％

以上

（小 5）

 

90.0％

以上

（中 2）

 

（H29）

第１期実施計画

の取組状況を

踏まえて、より

よい状況の実現

に向けて目標値

を定め、目標達

成に向けて取り

組みます。 

これまで、小学校・中学校ともに 90％前
後を推移している。相当な高水準であ
り、小学校は現状の高水準を維持して
いくことをめざす。中学校は、90％まで
引き上げた上で、その水準を維持して
いくことをめざす。（小・中ともに H26 の
数値は過去最高） 

算
出
方
法 

市立校の全小中学生の
対象学年の児童生徒の
平均値 

政策２-３ 生涯を通じて学び成長する 

 

施策２-３-１ 家庭・地域の教育力の向上 

直接目標  大人と子どもなど、地域での多世代の交流を増やすとともに、家庭教育の悩みを軽減する 

1 

親や教員以外の地域の大

人と知り合うことができた
割合 
（寺子屋事業参加者アンケー
ト） 

子ども達が地域の大人と関わる機
会をどれだけ作れたかを測ること
で、寺子屋で大人と子どもが共に
学び、地域で声をかけ合えるよう
な関係づくりのための取組の成果
を測ることができる。 

87.6％ 

 

（H26） 

90％

以上

（H29）

92％

以上

（H33）

93％

以上

（H37）

H27 までのモデル実施の成果を踏ま
え、実施手法を工夫することなどで、段
階的な上昇をめざす。 

算
出
方
法 

寺子屋において「親や先
生以外の大人と話すこと
ができた」と答えた児童の
数(444 人)／寺子屋の学
習支援参加者におけるア
ンケートの回答者数(507
人) 

2 

家庭教育事業を通じて悩
みや不安が解消・軽減し
た割合 
（※家庭教育事業参加者アン
ケート） 

家庭教育は、本来、家庭の責任に
おいて行われるべきものである
が、社会状況や地域の変化等に
より、子育てに悩みや不安を感
じ、周囲ではそれを解消できない
ケースが増えている。それらの悩
みや不安感が、本事業によって軽
減されているかを測るものである。 

91.4％ 

 

（H27） 

92％

以上

（H29）

92.5％

以上

（H33）

93％

以上

（H37）

H27 のアンケート結果等を分析しなが
ら、事業実施手法を工夫改善し、段階
的な上昇をめざす。 

算
出
方
法 

家庭教育事業に おいて
「悩みや不安が解消・軽
減した」と答えた参加者の
数(153 人)／事業参加者
におけるアンケートの回
答者数(116 人) 
※新規アンケートのため、
H27.4-H27.12 までの集計 
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指標名 

（指標の出典） 
指標の考え方 

指標の目標値 
目標値の考え方 

現状値 第 1 期 第 2 期 第 3 期

 

施策２-３-２ 自ら学び、活動するための支援 

直接目標 市民が生き生きと学び、活動するための環境をつくる 

1 

教育文化会館・市民館・分

館の社会教育振興事業参
加者数 
（教育委員会調べ） 

市民が広く社会的な課題等につい
て学び、主体的に活動する場であ
る社会教育振興事業の参加者数
の推移を見ることで、学習や活動
環境の状況を測ることができる。 

89,660

人 

（H26）

9 万人

以上

（H29）

9.1 万人

以上

（H33）

9.2 万人

以上

（H37）

各施設の事業運営努力や広報、啓発
活動等によって、地域社会のニーズを
汲み取り、段階的な上昇をめざす。 

算
出
方
法 

各年度における事業参加
者数 

2 

教育文化会館・市民館・分
館施設利用率 
（教育委員会調べ） 

教育文化会館・市民館等の年間
利用率の変化を見ることによっ
て、施設が生涯学習の拠点として
どの程度機能しているのか等、成
果を客観的に測ることができる。

56.6％

 

（H26）

56.9％

以上

（H29）

57.3％

以上

（H33）

57.7％

以上

（H37）

現状の数値を基準として、各施設の事
業運営努力や広報、啓発活動等によっ
て、地域社会のニーズを汲み取り、段
階的な上昇をめざす。 

算
出
方
法 

利用実績のあ る部屋数
(89,031 コマ)／利用可能
部屋数(157,128 コマ) 
 
※各施設の貸出部屋は、
部屋ごとに 1 日 3 区分（午
前・午後・夜間）に分けた
利用が可能であり、それ
を 3 部屋とカウントする。
(各年度) 

3 

市立図書館・分館におけ
る図書館の入館者数 
（教育委員会調べ） 

市立図書館の年間入館者数の変
化を見ることによって、市民がどの
程度、読書や調べ物等をしている
か、また施設が生涯学習の拠点と
してどの程度機能しているのかな
ど、成果を客観的に測ることがで
きる。 

4,337,308

人 

（H26）

435

万人以上

（H29）

437

万人以上

（H33）

439

万人以上

（H37）

図書館の利用者人数(※1)は、H25 の
中原図書館移転での増加を除くと、直
近3か年において全館で概ね減少傾向
にあるものの、既存の体制でサービス
の見直しや広報の強化等により利用の
増進を図ることで、減少傾向を改善し、
入館者数(※2)の段階的な増加をめざ
す。 

※1「利用者人数」…入館した上貸出や
予約等記録に残るサービスを利用した
者の数 
※2「入館者数」…入館した者の数。利
用者人数に加え、例えば館内での読書
のみの利用者等を含む。（H26 から算
出開始） 

算
出
方
法 

各施設（菅閲覧所を除く）
の入り口に設置している
ＢＤＳ（無断持出防止装
置）による入館者数 

4 

学校施設開放の利用者数 
（教育委員会調べ） 

学校施設を活用して生涯学習活
動を実施した市民の数を測ること
で、市民同士のつながりをつくり、
自主的に生涯学習活動に取り組
む市民を育む本施策の成果を測
ることができる。 

2,609,747

人 

（H26） 

261

万人以上

（H29）

261.5

万人以上

（H33）

262

万人以上

（H37）

これまで学校施設の活用促進のため、
各学校 1 施設以上の開放をめざして施
設整備等を着実に進め、開放可能な場
所の整備がほぼ終了した。また、稼働
率も非常に高い状況であることから、
広報等の充実により段階的な上昇をめ
ざす。 

算
出
方
法

市立学校で実施している
施設開放事業の利用者
数（体育館・校庭・特別教
室の利用者数の合計） 

5 

社会教育振興事業を通じ
て新たなつながりが増え

た割合 
（※事業参加者アンケート） 

社会教育振興事業の参加者にア
ンケートを行うことで、事業目的の
ひとつである、人と人とのつながり
の構築に向けた取組の成果を測
ることができる。 

67.5％ 

 

（H27） 

69％

以上

（H29）

70.5％

以上

（H33）

72％

以上

（H37）

講座の対象や内容等により、つながり
の構築の容易さに異なりがあるため、
それぞれの事業において手法等を改
善することにより、段階的な上昇をめざ
す。 

算
出
方
法 

社会教育振興事業におい
て「新たなつながりが増え
た」と答えた参加者の数
(533 人)／事業参加者に
おけるアンケートの回答
者数(381 人) 
※新規アンケートのため、
H27.4～H27.12 までの集
計 
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基本政策３ 市民生活を豊かにする環境づくり 

 

指標名 

（指標の出典） 
指標の考え方 

指標の目標値 
目標値の考え方 

現状値 第 1 期 第 2 期 第 3 期

政策３-１ 環境に配慮したしくみをつくる 

 

施策３-１-１ 地球環境の保全に向けた取組の推進 

直接目標  地球温暖化による市民生活などへの影響を減らす 

1 

市域の温室効果ガス排出

量の削減割合 
（環境局調べ） 

温室効果ガス排出量について、基
準年度である 1990（H2）年度との
削減割合を示すことにより、地球
温暖化対策の取組の成果を測る
ことができる。 

1990

年度比

▲12.1%

 

（H25）

暫定値

1990

年度比

▲20%

以上

（H29）

 

1990

年度比

▲25%

以上

（H32）

 

1990

年度比

▲25%

以上

（H37）

 

2020（H32）年度までに 1990（H2）年度
における市域の温室効果ガス排出量
の 25％以上に相当する量の削減をめ
ざす。 
2017（H29）年までの第１期における指
標については、現行目標において中間
的な指標がないため、現状値と最終目
標値との年度按分により設定する。 
2020（H32）年以降の削減目標について
は、国等の動向を踏まえ、今後検討し
ていくことから、第 3 期については第 2
期と同様とする。 

算
出
方
法 

川崎市温室効果ガス排出
量（2013 年度暫定値） 
25,693 千トン－CO2 
（1990 年度比▲12.1％） 

2 

市民や市内の事業者によ
る環境に配慮した取組（省

エネなど）が進んでいると
思う市民の割合 
（市民アンケート） 

市民や市内の事業者による環境
に配慮した取組（省エネなど）が進
んでいると思う市民の割合を指標
とすることにより、環境に配慮した
取組の成果を測ることができる。

24.9％

 

（H27）

26％

以上

（H29）

28％

以上

（H33）

30％

以上

（H37）

「市民の実感指標」の目標値の考え方
と同様に H27 が概ね政令指定都市平
均であったことを踏まえ、更なる向上
（+5％）をめざし、H37 に 30％以上を目
標とする。 
第１期（H29）における目標は、現状値
と最終目標値との年度按分により設定
する。 

算
出
方
法 

市民アンケート（無作為抽
出 3,000 人）の市民や市
内の事業者による環境に
配慮した取組（省エネな
ど）が進んでいると思う人
（そう思う＋やや思う）の
割合 

政策３-２ 地域環境を守る 

 

施策３-２-１ 地域環境対策の推進 

直接目標  空気や水などの地域環境を守る 

1 

光化学スモッグ注意報の
発令日数 
（環境局調べ） 

人が健康で快適に暮らすために
は、良好な大気環境の保全が必
要である。健康被害を引き起こす
光化学オキシダントが高濃度にな
った場合に発令される注意報の発
令日数の推移を見ることで、その
取組の成果を測ることができる。

6 日 

 

（H26） 

2 日

以下

（H29）

0 日

 

（H33）

0 日

 

（H37）

「環境基本計画」に掲げる基本施策の
うち、大気環境の保全の指標のなかの
当面の目標として、高濃度の発生を抑
制し、注意報の発令をゼロにすることを
掲げており、同様の目標とする。 

算
出
方
法

年間に発令された日数 

2 

二酸化窒素の環境基準を

達成した測定局の割合 
（環境局調べ） 

人が健康で快適に暮らすために
は、良好な大気環境の保全が必
要である。代表的な大気汚染物質
である二酸化窒素の環境基準の
達成状況を見ることで、その取組
の成果を測ることができる。 

94.4% 

（H26） 

100%

（H29）

100%

（H33）

100%

（H37）

「環境基本計画」に掲げる基本施策の
うち、大気環境の保全の指標として環
境基準を達成することを掲げており、同
様の目標とする。 

算
出
方
法

環 境 基 準 達 成 局 数 （ 17
局）／測定局数（18 局）
×100（％） 

3 

河川の BOD、COD 環境目

標値達成率 
（環境局調べ） 

人が健康で快適に暮らすために
は、良好な水環境の保全が必要
である。代表的な水質の指標であ
る BOD、COD の環境目標値の達
成状況を見ることで、その取組の
成果を測ることができる。 

100% 

（H26） 

100%

（H29）

100%

（H33）

100%

（H37）

「水環境保全計画」の構成要素ごとの
目標のうち、水質の指標として環境目
標値を達成することを掲げており、同様
の目標とする。 

算
出
方
法

環境目標値達成地点数
（12 地点）／測定地点数
（12 地点）×100（％） 
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指標名 

（指標の出典） 
指標の考え方 

指標の目標値 
目標値の考え方 

現状値 第 1 期 第 2 期 第 3 期

 

施策３-２-２ 持続可能な循環型のまちをめざした取組の推進 

直接目標  廃棄物の発生抑制、再使用、再生利用を進める 

1 

1 人 1 日あたりのごみ排出

量 
（環境局調べ） 

持続可能な循環型のまちを実現
するためには、特に発生抑制の観
点から、できるだけごみを発生さ
せないライフスタイルへの転換を
促していくことが重要である。１人
１日あたりのごみ排出量の推移を
見ることで、その取組の成果を測
ることができる。 

998g

 

（H26）

971g

以下

（H29）

935g

以下

（H33）

898g

以下

（H37）

ごみの発生抑制に取り組むため、政令
指定都市トップ（※）をめざし、１人１日
あたりのごみ排出量を 10 年間で 10％
削減することを目標とする。 
 
（※）環境省が公表している「一般廃棄
物処理実態調査（2013（H25）年度実
績）」によると、本市の 1 人 1 日あたりの
ごみ排出量は政令指定都市 20 市中５
位となっている。 

算
出
方
法 

総処理量（家庭系・事業
系（焼却ごみ・資源物）、
道 路 清 掃 ご み ）
（ 532,390t ） ／ 人 口
（ 1,461,043 人 ） ／ 日 数
（365 日） 

2 

ごみ焼却量（１年間） 
（環境局調べ） 

持続可能な循環型のまちを実現
するためには、発生抑制、再使
用、再生利用の取組が重要であ
り、また、ごみ焼却量の削減によ
り、ごみ焼却処理施設の安定的な
稼働や最終処分場の更なる延命
化を図ることができる。１年間にお
けるごみ焼却量の推移を見ること
で、その取組の成果を測ることが
できる。 

37.1 万 t 

 

（H26）

36.0 万 t

以下

（H29）

34.5 万 t

以下

（H33）

33.0 万 t

以下

（H37）

ごみの発生抑制に取り組むため、１人
１日あたりのごみ排出量を 10 年間で 
10％削減することをめざし、ごみの焼
却量を４万トン削減することを目標とす
る。 

算
出
方
法 

焼却処理量（普通ごみ・事
業系ごみなど） 

政策３-３ 緑と水の豊かな環境をつくりだす 

 

施策３-３-１ 協働の取組による緑の創出と育成 

直接目標  多様な主体との協働、連携により緑を育む 

1 

緑のボランティア活動の

累計か所数 
（建設緑政局調べ） 

緑のボランティア累計活動か所を
把握することで、市民等のボラン
ティア参加促進の取組の成果を測
ることができる。 

2,355

か所

 

（H26）

2,380

か所

以上

（H29）

2,420

か所

以上

（H33）

2,450

か所

以上

（H37）

ボランティア団体種別ごとに、近年の活
動実績から年間の増加数を予測し、ボ
ランティア活動の累計か所数の増加を
めざす。 
それぞれの団体種別ごとに、近年の実
績から年間の増加数を設定する。 
管理運営協議会等設立公園数 
３か所／年 
街路樹愛護会活動ブロック数 
３か所／年 
緑の活動団体登録数 
３か所／年 

算
出
方
法 

公園、街路樹、緑地などにお

けるボランティア団体の活動

実績数 

（H26 管理運営協議会及び

公園緑地愛護会 864 か所、街

路樹愛護会 1,247 か所、緑の

活動単体登録数 244 か所） 

2 

市民 100 万本植樹運動に
よる累計植樹本数 
（建設緑政局調べ） 緑化指針に基づく植樹や緑化助

成制度による思い出記念樹等の
植樹、植樹祭などの植樹本数によ
り、緑化推進の取組の成果を測る
ことができる。 

61 万本

 

（H26） 

75 万本

以上

（H29）

90 万本

以上

（H33）

100 万本

以上

（H36）

これまでも 10 万本植樹運動を進めてき
たが、市制100周年に向けて、H36まで
に 100 万本以上（H37）の植樹をめざ
す。 

算
出
方
法

毎年、緑化指針に基づく植樹

や緑化助成制度による思い出

記念樹等の植樹、植樹祭など

の植樹本数を合計し算出す

る。 

 

施策３-３-２ 魅力ある公園緑地等の整備 

直接目標  豊かな市民生活を実現するため、都市に緑と水のオープンスペースを創出する 

1 

一人あたりの公園緑地面
積 
（建設緑政局調べ） 

緑のオープンスペースの創出の結
果として現れる指標の一つである
ため、一人あたりの公園緑地面積
の変化を見ることで、公園緑地整
備事業の成果を測ることができ
る。 

5.0 

㎡/人 

 

（H26） 

5.0 

㎡/人

以上

（H29）

5.0 

㎡/人

以上

（H33）

5.0 

㎡/人

以上

（H37）

本市の公園緑地の面積は年々増加し
ており、今後も取得の見込みのある用
地を着実に取得し、必要な整備を進め
ていくことをめざしている。 
将来人口推計において本市の人口が
増加傾向にあるため、人口の増加にあ
わせて公園面積を増やし、一人あたり
の公園面積を維持することを目標とす
る。 

算
出
方
法

建設緑政局が管理してい
る公園・緑地の面積（約
7,352,900 ㎡）/本市の人
口（約 1,462,100 人） 
（H26 末） 
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指標名 

（指標の出典） 
指標の考え方 

指標の目標値 
目標値の考え方 

現状値 第 1 期 第 2 期 第 3 期

 

施策３-３-３ 多摩丘陵の保全 

直接目標 市域に残された緑地、里山を再生、保全し、次世代に継承する 

1 

緑地保全面積 
（建設緑政局調べ） 

緑地保全の推進により、都市の景
観向上、地球温暖化対策、生物保
全の向上を図るため、さまざまな
緑地保全施策を有効活用し、その
面積を拡大することにより、効果
的な緑地保全を進めることが重要
であるため、その指標を設定する
ことで取組の成果を測ることがで
きる。 

232ha

 

（H26）

272ha

以上

（H29）

285ha

以上

（H33）

300ha

以上

（H37）

さまざまな緑地保全施策を有効活用
し、過去３年の緑地保全面積水準を維
持していくことをめざす。 

算
出
方
法 

特別緑地保全地区の指定、緑

の保全地域の指定、保安林の

保全、緑地保全協定の締結、

保存樹林の指定、ふれあいの

森の契約を締結をした各面積

の合計値 

2 

企業・教育機関等の参加
による保全活動累計か所

数 
（建設緑政局調べ） 

企業・教育機関等との連携による
保全活動か所数を把握すること
で、緑地保全におけるボランティア
参加促進の取組の成果を測ること
ができる。 

4 か所

 

（H26）

5 か所

以上

（H29）

7 か所

以上

（H33）

9 か所

以上

（H37）

企業・教育機関等の参加を積極的に勧
めることで、保全活動か所数の段階的
な増加をめざす。 

算
出
方
法 

企業・教育機関等の参加によ

る保全活動か所数 

 

施策３-３-４ 農地の保全・活用と「農」とのふれあいの推進 

直接目標  多面的な役割を果たしている貴重な農地を市民とともに継承する 

1 

生産緑地の年間新規指定
面積 
（経済労働局調べ） 

生産緑地制度は、市民生活に対し
多面的な機能を果たす都市農地
を、都市計画上の地域地区である
生産緑地（500 ㎡以上/か所）に指
定し、営農継続の支援のため固定
資産税の減額等を行うものであ
る。市内農地が減少する中、新規
指定により生産緑地面積の維持
を図ることが、保全・活用の取組と
して必須であることから、成果指
標として新規指定面積を設定す
る。 

12,000

㎡ 

（H26）

12,000

㎡以上

（H29）

12,000

㎡以上

（H33）

12,000

㎡以上

（H37）

市内農地面積全体の 7 割を既に生産
緑地として指定している状況の中、現
状の新規指定面積を目標値とし、生産
緑地の維持を図ることを目標とする。 

算
出
方
法 

年度における生産緑地地
区の新規指定実績 
※H26 生産緑地指定面積
290.7ha 

2 

防災農地の年間新規登録

数 
（経済労働局調べ） 

市民防災農地は大地震による災
害発生時に一時避難場所や復旧
活動に役立てられるなど重要な役
割を持ち、農地の持つ多面的な機
能の一つであるため、新規登録数
の推移を見ることで取組の成果を
測ることができる。 

7 か所 

 

（H26） 

8 か所

以上

（H29）

8 か所

以上

（H33）

8 か所

以上

（H37）

市内の農地面積の減少傾向が続く中、
防災農地の減少を抑えるため新規登
録数が H26 実績を上回る水準を維持し
ていくことを目標とする。 

算
出
方
法

年度における防災農地の
新規登録数 

3 

市民農園等の累計面積 
（経済労働局調べ） 

市民農園は、農地の保全・活用の
１つの手段となるとともに、市民に
農と触れ合う機会を提供すること
で都市農業の理解を促進すること
にも繋がっており、市民農園の累
計面積を見ることで取組の成果を
測ることができる。 

73,790

㎡ 

（H26） 

78,000

㎡以上

（H29）

88,000

㎡以上

（H33）

98,000

㎡以上

（H37）

 
農地所有者開設型の市民農園等の面
積を、直近数年の伸び（2％）と同等の
水準で今後も継続的に増加させていく
ことを目標とする。 
 

算
出
方
法

開設・運営主体が異なる
さまざまなタイプの市民農
園の面積の合計 

 

施策３-３-５ 多摩川の魅力を活かす総合的な取組の推進 

直接目標  多くの市民が「憩い」「遊び」「学ぶ」多摩川の魅力を高める 

1 

多摩川に魅力を感じ、利

用したことのある人の割
合 
（市民アンケート） 

河川敷の運動施設や多摩川を訪

れる市民の利便施設の再整備、

河川敷利用のマナーアップに取り

組むなど多摩川が市民の身近な

存在になるように、魅力向上の取

組を進めている。多摩川の利用状

況や魅力の意識を指標とすること

で、「多摩川の魅力を活かす総合

的な取組」の効果を測ることがで

きる。 

37.7％ 

 

（H27） 

38％

以上

（H29）

39％

以上

（H33）

40％

以上

（H37）

H27 に実施した市民アンケートの郵送
アンケートの結果に改善率（政令指定
都市最高値との差 0.9%）を加算し、5 の
倍数に近い数値を H37 までの目標値と
する。 

算
出
方
法 

市民アンケート（無作為抽
出 3,000 人）において、多
摩川を「利用したことがあ
り、魅力を感じる」と回答
した人の割合 
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基本政策４ 活力と魅力あふれ力強い都市づくり 

 

指標名 

（指標の出典） 
指標の考え方 

指標の目標値 
目標値の考え方 

現状値 第 1 期 第 2 期 第 3 期

政策４-１ 川崎の発展を支える産業の振興 

 

施策４-１-１ アジアを中心とした海外での事業展開支援の強化 

直接目標  海外展開する市内企業を支援し、海外で活躍する企業を増やす 

1 

市が支援したビジネスマッ

チングの年間成立件数 
（経済労働局調べ） 

市内企業の海外での販路開拓を
めざし、本市は海外ビジネス支援
センターや海外で開催される展示
会への参加等を通じた支援を行っ
ている。また、企業等のビジネスマ
ッチングの機会を創出することを
めざして、川崎国際環境技術展を
開催している。それぞれの商談成
立件数の把握により、取組の成果
を測ることができる。 

581 件

 

（H26）

630 件

以上

（H29）

660 件

以上

（H33）

700 件

以上

（H37）

本市の海外展開支援施策（海外への
展示会出展、国際環境技術展の開催
等）の充実による更なるビジネスマッチ
ング機会の創出により、市内企業等の
国内外でのビジネスマッチング件数を
10 年で 100 件以上を増加させることを
目標とする。 

算
出
方
法 

市の支援策を活用した企
業にヒアリングやアンケー
トを実施 

2 

グリーンイノベーションクラ
スターのプロジェクトの年
間件数 
（経済労働局調べ） 

グリーンイノベーションの推進に向
けて、クラスター会員企業等との
マッチングによる新規事業の創出
をめざしているから、クラスターを
通じて形成されたプロジェクト件数
により事業の成果を測ることがで
きる。 

2 件

 

（H27）

5 件

以上

（H29）

7 件

以上

（H33）

10 件

以上

（H37）

環境ビジネスによる産業活性化に向け
て、H27 に立ち上げたグリーンイノベー
ションクラスターに参画する企業等の
連携による新規プロジェクトの創出件
数を着実に増加させ、10 年後の H37 に
年間 10 件のプロジェクトが稼動してい
ることを目標とする。 

算
出
方
法

各年度における稼働中の
プロジェクトの件数 

 

施策４-１-２ 魅力と活力のある商業地域の形成 

直接目標  魅力と活力のある商業地域の形成や付加価値が高く競争力のある商品の供給により、商業を活性化させる 

1 

小売業年間商品販売額 
（商業統計調査） 

小売業年間商品販売額は、市内
での消費活動が反映され、市内商
業地域の状況を客観的に把握で
きることから、これを指標として設
定することで取組の成果を測るこ
とができる。 

9,838

億円

（H26）

１兆円

以上

（H29）

１兆円

以上

（H33）

１兆円

以上

（H37）

本市は、全国の状況と比べて人口が増
加しているが、市民・商業者の高齢化
が進む中で、年間商品販売額を維持し
ていくことを目標とする。 

算
出
方
法

商業統計調査（H26）の小
売業年間商品販売額 

2 

市場の年間卸売取扱量 
（経済労働局調べ） 市場取扱量が、その市場の状況

や規模を客観的に明確に示す最
適な指標であることから、これを成
果指標として設定することで取組
の成果を測ることができる。 

151,433t

 

（H26） 

151,433t

以上

（H29）

151,433t

以上

（H33）

151,433t

以上

（H37）

 
全国的に市場経由率が低下し、市場を
取り巻く環境が厳しい中、本市場にお
いては、現状の市場機能の維持・持続
を図り、取扱量の確保を目標とする。 
 

算
出
方
法

北部市場と南部市場の青
果及び水産物の取扱量 

 

施策４-１-３ 中小企業の競争力強化と活力ある産業集積の形成 

直接目標  市内中小企業の技術を活かして事業展開できる環境を整備することで、経営を改善し、成長を促進させる 

1 

製造品出荷額等 
（工業統計調査） 

製造品出荷額等は、1 年間の「製
造品出荷額」、「加工賃収入額」、
「修理料収入額」、「製造工程から
出たくず及び廃物」の出荷額と「そ
の他の収入額」の合計の数値であ
るため、その変化を見ることで、企
業の経営を改善し、成長を促進す
るための取組の成果を測ることが
できる。 

4 兆

2,968

億円 

 

(H23～H25

平均）

4 兆

2,968

億円

以上

(H27～H29

平均）

4 兆

2,968

億円

以上

(H31～H33

平均）

4 兆

2,968

億円

以上

(H35～H37

平均）

本市製造品出荷額等は素材型の大企
業の動向及び原油価格に左右される
部分が大きい状況にある。その中で石
油業界に対しては需要の減少に伴う供
給過剰を解消するため産業競争力強
化法が適用されるとともに、市内に立
地するエネルギー系企業の経営統合
による製油所の統廃合等により石油化
学関連の出荷額が減っていくことが見
込まれるほか、他都市の状況を見る
と、H25 の製造品出荷額等は過去 3 年
間の平均値に届いていない自治体が
多く、市内事業所数の減少も見込まれ
るなど、複数の減少要因がある中で、
過去 3 年間の平均値（政令指定都市ト
ップ）の水準の維持を目標とする。 

算
出
方
法 

工業統計調査の直近 3 か
年の平均値  

2 

知的財産交流会における
マッチングの年間成立件

数 
（経済労働局調べ） 

地域経済を担う中小企業が、将来
にわたって持続的に成長発展して
いくためには、自社製品開発や技
術の高付加価値化など、新たな事
業展開に挑戦することが求められ
ることから、大企業が保有する開
放特許等の知的財産を中小企業
に移転した件数を見ることで、中
小企業の新事業展開の取組の成
果を測ることができる。 

4 件 

 

（H26） 

4 件

以上

（H29）

4 件

以上

（H33）

4 件

以上

（H37）

市の知的財産交流会が「川崎モデル」
として国や他の自治体等から注目され
ていることから、今後も全国モデルの
主導として成果を連続的に創出してい
くことを目標とする。 

算
出
方
法

年度ごとのマッチング成
立件数を交流会後のフォ
ローアップにて把握 
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指標名 

（指標の出典） 
指標の考え方 

指標の目標値 
目標値の考え方 

現状値 第 1 期 第 2 期 第 3 期

 

施策４-１-４ 都市農業の強みを活かした農業経営の強化 

直接目標  市内農家の農業経営を安定化・健全化させる 

1 

認定農業者累計数 
（経済労働局調べ） 

認定農業者は地域農業を牽引す
る中心的な経営体であり、国の施
策の方向性も認定農業者を重視
したものに傾く中、本市においても
その確保・育成は喫緊の課題とな
っている。認定後の支援も大きな
課題であるが、本市の農業振興
のため、認定農業者の数を確保
することも重要であることから、そ
れを指標とすることで取組の成果
を測ることができる。 

25 人

 

（H26） 

30 人

以上

（H29）

40 人

以上

（H33）

50 人

以上

（H37）

三大都市圏における政令指定都市で
の全農家数に占める認定農業者数の
割合を比較すると、本市の場合、その
割合は他都市に比べ大きく下回ってい
る。そのため、平均水準まで改善する
ことを目標とする。 

算
出
方
法 

国の認定農業者制度に
則り、経営の改善計画を
市に申請し認定された農
業者経営体の数 

2 

援農ボランティアの累計

活動日数 
（経済労働局調べ） 

農業生産における労働力確保は
農業における課題の一つであり、
労働力を補完する援農ボランティ
アとして育成する事業を実施して
いる。育成した援農ボランティアの
活動日数の増減で、援農ボランテ
ィア育成の取組の成果を測ること
ができる。 

400 日

 

（H26）

440 日

以上

（H29）

520 日

以上

（H33）

600 日

以上

（H37）

援農ボランティアを農業者へ周知し、活
用を促すとともに、新たなボランティア
を育成し、人材確保により、現状の 1.5
倍の活動日数を目標とする。 

算
出
方
法 

援農ボランティアが農業
生産者の作業に関わった
日数  

政策４-２ 新たな産業の創出と革新的な技術による生活利便性の向上 

 

施策４-２-１ ベンチャー支援、起業・創業の促進 

直接目標  次代を支える産業を創出するため、市内での起業を盛んにする 

1 

起業支援による年間市内
起業件数 
（経済労働局調べ） 

起業にあたっては、それぞれの業
態や成長段階に応じたさまざまな
支援が必要であり、本市では民間
創業支援事業者等と連携した支
援に取り組んでいることから、こう
した支援を通じて起業に至った件
数を取組の成果を把握するため
の指標として設定する。 

62 件

 

（H26）

80 件

以上

（H29）

100 件

以上

（H33）

120 件

以上

（H37）

日本全体として開業率が低迷するな
か、創業支援施策の強化を図り、支援
を通じて起業に至った件数を概ね 2 倍
とすることを目標とする。 

算
出
方
法

市の支援を通じて起業に
至った件数 

2 

かわさき新産業創造セン
ター（ＫＢＩＣ）の入居率 
（経済労働局調べ） 

かわさき新産業創造センターは、
新規分野での創業をめざす個人
及び企業に対して事業スペースを
提供し、入居者に対して、専門家
によるアドバイスの提供や資金調
達等の支援を行うなど、さまざま
な起業支援を行う施設であること
から、当該施設の入居状況により
市内の起業希望者の実態を把握
することで、入居への取組の成果
を測ることができる。 

90％ 

 

（H26） 

90％

以上

（H29）

90％

以上

（H33）

90％

以上

（H37）

他都市と比較して高い施設入居率を今
後も維持することをめざす。また、H30
中に次期施設の本格供用開始を予定
していることを踏まえて、H29 以降の目
標値を設定している。 

算
出
方
法 

入居面積（4,282 ㎡）／全
入居可能面積（4,738 ㎡）
×100（％） 

 

施策４-２-２ 地域を支える産業の育成・市内事業者等の新分野への進出支援 

直接目標  成長分野や地域課題解決に寄与する市内事業所等の新分野への進出を促進する 

1 

ウェルフェアイノベーション
フォーラムでのプロジェク

ト稼働件数 
（経済労働局調べ） 

ウェルフェアイノベーションフォーラ
ムにおけるプロジェクトの稼働状
況は、本市を結節点とした福祉産
業振興の活性度そのものであるた
め、その変化を見ることで、新規
進出をはじめとする福祉分野での
産業振興の取組の成果を測ること
ができる。 

10 件 

 

（H26） 

20 件

以上

（H29）

30 件

以上

（H33）

30 件

以上

（H37）

当面はプロジェクト稼動数の増加を図
るが、稼動件数は多ければよいという
ものではなく、市場化を経て卒業させる
（減少させる）ことも重要である。新規創
出による増と市場化による減を勘案し
て H30 以降は件数一定とし、最大稼動
数を 30 件と設定する。 

算
出
方
法

各年度における稼働中の
プロジェクトの件数 

2 

コミュニティビジネス・ソー
シャルビジネスの年間起

業件数 
（経済労働局調べ） 

コミュニティビジネスの起業・創業
についての支援を行っており、起
業・創業の増が、市内でのコミュニ
ティビジネスの振興度合いを測定
する客観的で適切な指標であるこ
とから、これを設定することで取組
の成果を測ることができる。 

4 件 

 

（H26） 

5 件

以上

（H29）

6 件

以上

（H33）

7 件

以上

（H37）

起業に関する相談窓口設置やセミナー
開催に加えて、既存事業者の地域での
活動やネットワークづくりの支援等によ
り、地域社会でのコミュニティビジネス
の浸透を図ることによって、起業・創業
希望者を増やし、着実に、段階的に起
業者を生み出すことを目標とする。 

算
出
方
法

市の支援を通じて起業に
至った件数 
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指標名 

（指標の出典） 
指標の考え方 

指標の目標値 
目標値の考え方 

現状値 第 1 期 第 2 期 第 3 期

 

施策４-２-３ 科学技術を活かした研究開発基盤の強化 

直接目標  先端科学技術分野において、高付加価値で競争力の高い製品を創出する 

1 

新川崎・創造のもり地区に

おける特許保有累計件数 
（経済労働局調べ） 

先端科学技術分野の製品化を進
めるにあたっては、当該技術の特
許申請により製品化まで進む可能
性のある案件を早期に把握できる
ことから、特許保有件数を指標と
して設定することで、新産業創出
の取組の成果を測ることができ
る。 

94 件

 

（H26）

96 件

以上

（H29）

100 件

以上

（H33）

120 件

以上

（H37）

先端技術分野の研究開発について
は、製品化まで見据えた知財戦略の策
定⇒特許申請⇒特許取得というプロセ
スに数年の時間を要することから、現
在進んでいる研究の成果が特許となる
時期を H30 以降と想定し、H33 以降、
年間 5 件以上の新規特許が生み出さ
れることを目標とする。 

算
出
方
法 

新川崎・創造のもり地区
に拠点を有する企業、研
究機関が保有する特許の
累計件数 

2 

ナノ医療イノベーションセ
ンターの入居率 
（経済労働局調べ） 

ナノ医療イノベーションセンター
は、先端医療を広く普及・浸透さ
せるための「ナノ医療技術」の研
究及び研究成果の実用化を進め
る施設であり、企業入居率は、オ
ープンイノベーションへの取組の
成果を測ることができる。 

44％

 

（H27.12）

60％

以上

（H29）

90％

以上

（H33）

90％

以上

（H37）

平成 27 年 4 月に運営を開始し、6 年間
で入居率 90％をめざす。その後は、入
居企業による入退室が行われることを
想定し、入居率 90％を維持することを
目標とする。 

算
出
方
法

入居部屋数（31 部屋）／
全入居部屋数（70 部屋）
×100（％） 

3 

小杉町二丁目地区コンベ
ンション施設の稼働率 
（経済労働局調べ） 

企業・研究者・技術者等の交流機
会の創出・拡大を通じて、オープン
イノベーションを促進する新たな交
流拠点として、小杉町二丁目地区
コンベンション施設を整備すること
から、当該施設の稼働率を指標に
設定することで、オープンイノベー
ションの促進に向けた取組の成果
を測ることができる。 

- 

 

（H26）

- 

 

（H29）

55％

以上

（H33）

60％

以上

（H37）

講演会、展示会、交流会等の開催によ
り、コンベンション施設が有効に活用さ
れ、施設の安定的な運営が図れるよ
う、H30 の開館から稼働率の段階的な
向上をめざし、最終的には 60％以上の
稼働率を目標とする。 

算
出
方
法 

利用コマ数／全利用可能
コマ数×100（％） 

 

施策４-２-４ スマートシティの推進 

直接目標  スマートシティの推進により、新たな産業やサービスを創出する 

1 

スマートシティに関連する
リーディングプロジェクト実
施累計件数 
（総合企画局調べ） 

エネルギーの最適利用やＩＣＴ・デ
ータの活用による地域課題の解
決を図る「スマートシティ」や、次世
代のエネルギー源として期待され
る水素エネルギーの積極的な利
活用を進める「水素戦略」の推進
は、新たな施策領域であることか
ら、創出したリーディングプロジェ
クトや実施中のリーディングプロジ
ェクトが、今後新たな産業やサー
ビスの創出につながることから、リ
ーディングプロジェクト実施件数を
指標として設定する。 

7 件

 

（H26） 

16 件

以上

（H29）

28 件

以上

（H33）

40 件

以上

（H37）

スマートシティの実現に向けては、①エ
ネルギー分野②生活分野③交通分野
④まちづくり分野⑤産業分野の５分野
において取組を進めることとしている。
最終目標として、５分野で各８件、合計
40 件程度のリーディングプロジェクトの
創出をめざすこととし、毎年３件程度の
創出を図る。 

算
出
方
法 

本市と多様な主体との連
携等により創出したリー
ディングプロジェクトや、
実証中のリーディングプロ
ジェクトの件数 

 

施策４-２-５ ＩＣＴ（情報通信技術）の活用による市民利便性の向上 

直接目標  ＩＣＴにより、行政サービスを一層手軽に利用できるようにする 

1 

提供しているオープン 
データのデータセット数 
（総務局調べ） 本市ホームページで提供するオー

プンデータのデータセット数を見る
ことで、行政の透明性等に向けた
取組の成果を測ることができる。

27 件 

 

（H26） 

100 件

以上

（H29）

300 件

以上

（H33）

500 件

以上

（H37）

平成 27 年 4 月時点における政令指定
都市平均を上回るデータセット数を目
標とし、利用ニーズの高い情報から順
次提供することをめざす。 

算
出
方
法

本市ホームページ上で提
供しているオープンデータ
のデータセット数 

2 

提供しているオープンデ
ータのダウンロード数 
（総務局調べ） 本市ホームページからのダウンロ

ード数を見ることで、企業等による
オープンデータの活用に向けた取
組の成果を測ることができる。 

2,000 件

 

（H26） 

4,000 件

以上

（H29）

5,000 件

以上

（H33）

6,000 件

以上

（H37）

利用ニーズの高い情報の提供を順次
行うことから、第 1 期実施計画期間中
にダウンロード数を現在の２倍に増加
させるとともに、その後も漸次増加させ
ることをめざす。 

算
出
方
法

本市ホームページ上で提
供しているオープンデータ
の月平均ダウンロード数

3 

電子申請システムの利用
件数 
（総務局調べ） 

システム利用件数を集計すること
により、ニーズにあった電子行政
サービスが提供できているかにつ
いて、取組の成果を測ることがで
きる。 

103,400

件 

（H26） 

108,000

件以上

（H29）

113,000

件以上

（H33）

118,000

件以上

（H37）

ＩＣＴによる市民利便性の向上を測る指
標として、年１～２％程度の割合で、電
子申請システムの利用件数を増加させ
ることをめざす。 

算
出
方
法

本市ホームページ上の電
子申請システムで手続が
行われた数を集計 
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指標名 

（指標の出典） 
指標の考え方 

指標の目標値 
目標値の考え方 

現状値 第 1 期 第 2 期 第 3 期

政策４-３ 生き生きと働き続けられる環境をつくる 

 

施策４-３-１ 人材を活かすしくみづくり 

直接目標  市内での雇用を促進するとともに、市内の優れた技能を次世代に継承する 

1 

就業支援事業による年間

就職決定者数 
（経済労働局調べ） 

雇用のミスマッチや若年無業者等
の課題対応に、総合的な相談窓
口として、「キャリアサポートかわさ
き」と「コネクションズかわさき（か
わさき若者サポートステーション）」
を中心に就業支援事業を実施して
いることから、両事業における就
職決定者数の推移を見ることで、
市内の雇用状況の向上のための
取組の成果を測ることができる。 

666 人

 

男性 321 

人 

女性 345

人 

（H26）

700 人

以上

男性 350

人以上

女性 350

人以上

（H29）

710 人

以上

男性 350

人以上

女性 360

人以上

（H33）

720 人

以上

男性 350

人以上

女性 370

人以上

（H37）

相談・登録件数ともに増加傾向にある
ことから、将来的な雇用情勢や国事業
の方向性が不透明ではあるものの、現
状を上回る就職決定者数を維持してい
くとともに、女性については取組の充実
によって前期を上回る就職決定者を輩
出することを目標とする。 

算
出
方
法 

「キャリアサポートかわさ
き」における年間就職決
定者数と「コネクションズ
かわさき（かわさき若者サ
ポートステーション）」にお
ける年間進路決定者数の
うちの就職決定者数 

 

施策４-３-２ 働きやすい環境づくり 

直接目標  誰もが働きやすい環境を整える 

1 

ワークライフバランスの取
組を行っている事務所の
割合 
（経済労働局調べ） 

ワークライフバランスを導入するこ
とにより幅広い仕事のあり方をそ
れぞれのライフステージにおいて
実践することができ、少子高齢化
による労働力不足が懸念される
中、性別にかかわりなくその能力
を十分に発揮できる機会が確保さ
れ、働きやすい職場環境の実現
ができることから、それを指標とす
ることで取組の成果を測ることが
できる。 

67％

 

（H26）

70％

以上

（H29）

75％

以上

（H33）

80％

以上

（H37）

近年では横ばい又は微減の傾向にあ
ることから、労働情報等の周知等によ
る効果的な啓発手法等を検討・実施
し、毎年１％程度の増へと転換させるこ
とを目標とする。 

算
出
方
法 

労働状況実態調査のアン
ケートに対する回答結果
（100－「取組はいずれも
行 っ て い な い 」 回 答 数
（261 件）／全回答数（801
件）×100（％）） 

政策４-４ 臨海部を活性化する 

 

施策４-４-１ 臨海部の戦略的な産業集積と基盤整備 

直接目標  臨海部の立地企業を増やし、生産活動を活発にする 

1 

川崎区の従業者一人あた
りの製造品出荷額 
（工業統計調査） 

臨海部活性化の目的は、立地企
業の業績が上がることであり、１人
あたりの製造品出荷額等の変化
を見ることで、生産人口減少下に
おいても、生産性の向上により臨
海部企業が活性化しているかを測
ることができる。  

1 億

4,500

万円 

 

（H25） 

1 億

5,700

万円

以上

（H29）

1 億

7,000

万円

以上

（H33）

1 億

8,400

万円

以上

（H37）

生産人口の減少や石油業界再編を踏
まえ、生産性の向上等により現在の水
準を維持することが重要と考える。一
方で、国がインフレ目標を２％に設定し
ていることから、年２％以上の増加を設
定する。 

算
出
方
法 

工業統計調査結果より算
出 
（川崎区の製造品出荷額
等（3 兆 5429 億 1600 万
円）÷川崎区の従業者数
（24,376 人）） 

2 

キングスカイフロント立地

事業所累計数 
（総合企画局調べ） 

臨海部活性化のトリガーと位置づ
けている殿町国際戦略拠点キン
グスカイフロントにおける立地企
業数の変化を見ることで、国際戦
略拠点形成における集積度を測
ることができる。  

13 

事業所 

 

（H27） 

22 

事業所

以上

（H29）

30 

事業所

以上

（H33）

34 

事業所

以上

（H37）

今後、国際戦略拠点として研究開発機
関の集積を進める必要があることか
ら、年間で第 1 期は 3 事業所、第 2 期
は 2 事業所、第 3 期は 1 事業所の新規
進出を目標値に設定する。 

算
出
方
法

H27.3 末現在で進出が決
定している企業・研究機
関等の数 

 

施策４-４-２ 広域連携による港湾物流拠点の形成 

直接目標  川崎港での物流を活発にする 

1 

川崎港貨物取扱量（公共
埠頭） 
（港湾局調べ） 

本市が管理する公共埠頭の取扱
貨物量を見ることで、川崎港の物
流の活性化に向けた取組の成果
を測ることができる。 

1,134

万ｔ 

 

（H26） 

1,140

万ｔ 

以上

（H29）

1,210

万ｔ 

以上

（H33）

1,280

万ｔ 

以上

（H37）

公共埠頭貨物については、積極的なポ
ートセールスや施設の整備等により川
崎港港湾計画（H26 改訂）における将
来推計値を上回る取扱量をめざす。 

算
出
方
法 

港湾調査（統計法に基づ
く基幹統計として実施。川
崎港に出入りした船舶及
び貨物について関係者の
協力を得て、調査・集計し
たもの） 
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指標名 

（指標の出典） 
指標の考え方 

指標の目標値 
目標値の考え方 

現状値 第 1 期 第 2 期 第 3 期

 2 

川崎港へ入港する大型外

航船（３千総トン数以上）
の割合 
（港湾局調べ） 

コンテナ船をはじめ、世界的に外
航船舶が大型化している中で、港
湾計画に基づいた計画的な施設
整備や、利用しやすい港づくりを
進めることによって船舶大型化へ
の対応を行う必要がある。このた
め、川崎港に入港する外航船舶
のうち総トン数 3 千以上の大型船
の割合を指標とすることで、港の
活性化への取組の成果を測ること
ができる。 

70％

 

（H26）

73％

以上

（H29）

76％

以上

（H33）

79％

以上

（H37）

川崎港の外航入港船舶については、
専用貨物の減少が見込まれる中、船
舶の大型化に対応し、より効率的な港
湾物流に貢献するとともに、世界的な
船舶大型化の潮流に対応することによ
り、「川崎港港湾計画（H26 改定）」にお
ける将来推計値を上回る水準の大型
化割合をめざす。 

算
出
方
法 

港湾調査：3 千総トン数以
上 の 外 航 入 港 船 舶 数
（2,010）／川崎港に入港し
た外航船舶総数（2,908）
×100（％） 

 

施策４-４-３ 市民に開かれた安全で快適な臨海部の環境整備 

直接目標  川崎港の魅力を市民に広めるとともに、港の活力を高める 

1 

川崎マリエン利用者数（港

湾振興イベント及びスポ
ーツ施設等の利用者を含
む） 
（港湾局調べ） 

川崎港の魅力を高めるためには、
より多くの市民が港を訪れる機会
を増やすことが重要である。この
ため、川崎港の主要な市民向け
施設である川崎マリエンの利用者
数を指標とすることで、港の魅力
を高める取組の成果を測ることが
できる。 

40 万人

 

（H26）

41 万人

以上

（H29）

42 万人

以上

（H33）

43 万人

以上

（H37）

施設利用者の目標については、本市
内の主要観光施設の中で現時点での
最多の入込観光客数を目標とする。 

算
出
方
法

施設利用者の集計（展望
室・体育館・テニスコート
等の利用者、川崎みなと
祭り来場者など） 

2 

市内の海周辺施設を利用

したことがあり、魅力を感
じる人の割合 
（市民アンケート） 

川崎港の魅力を高めるためには、
気軽に市民が立ち寄れる港とする
ことが重要である。このため、「市
内の海周辺の施設を利用したこと
があり、魅力を感じる」割合を指標
とすることで、港の魅力を高める
取組の成果を測ることができる。 

11％

 

（H27）

13％

以上

（H29）

17％

以上

（H33）

21％

以上

（H37）

現在、港を有する政令指定都市の市民
アンケートの平均値を下回っているた
め、その平均値をめざす。 

算
出
方
法

「市内の海周辺の施設を
利用したことがあり、魅力
を感じる」と回答した人の
割合 

政策４-５ 魅力ある都市拠点を整備する 

 

施策４-５-１ 魅力にあふれた広域拠点の形成 

直接目標  川崎・武蔵小杉・新百合ヶ丘駅周辺の魅力を高める 

1 

広域拠点（川崎駅・武蔵小
杉駅・新百合ヶ丘駅）の駅

周辺人口 
（川崎市統計書） 

川崎、武蔵小杉、新百合ヶ丘駅周
辺の整備を進め、各駅周辺の魅
力が高まることで、各駅周辺の居
住者の増加が見込まれるため、駅
を中心に半径 500m 圏内の町丁目
の人口を指標として設定する。（千
人未満四捨五入） 

12.6 万人

 

（H26） 

12.9 万人

以上

（H29）

13.3 万人

以上

（H33）

13.4 万人

以上

（H37）

「新たな総合計画の策定に向けた将来
人口推計について」より算出した増減
率を使用し、各年度の推計値を算出
し、目標とする。 算

出
方
法

広域拠点の駅を中心に半
径 500m 圏内の町丁目の
川崎市統計書による人口
を合計 

2 

広域拠点（川崎駅・武蔵小
杉駅・新百合ヶ丘駅）の駅
平均乗車人員 

（川崎市統計書） 

川崎、武蔵小杉、新百合ヶ丘駅周
辺の整備を進め、各駅周辺の魅
力が高まることで、各駅周辺の来
街者や就業者等の増加が見込ま
れるため、往来するための代表的
な交通手段である鉄道駅の利用
者数を指標として設定する。（千人
未満四捨五入） 

52.4 

万人/日

 

（Ｈ25） 

53.8

万人/日

以上

（Ｈ28）

55.3

万人/日

以上

（Ｈ32）

55.9

万人/日

以上

（Ｈ36）

「新たな総合計画の策定に向けた将来
人口推計について」より算出した増減
率を使用し、各年度の乗車人員の推計
値を算出し、目標とする。 算

出
方
法

広域拠点の駅の川崎市
統計書よる乗車人員を合
計 

 

施策４-５-２ 個性を活かした地域生活拠点等の整備 

直接目標  新川崎・鹿島田、溝口、鷺沼・宮前平、登戸・向ヶ丘遊園駅周辺の魅力を高める 

1 

地域生活拠点（新川崎・鹿
島田駅、溝口駅、鷺沼・宮

前平駅、登戸・向ヶ丘遊園
駅）の駅周辺人口 
（川崎市統計書） 

新川崎・鹿島田、溝口、鷺沼・宮前
平、登戸・向ヶ丘遊園駅周辺の整
備を進め、各駅周辺の魅力が高
まることで、各駅周辺の居住者の
増加が見込まれるため、駅を中心
に半径 500m 圏内の町丁目の人
口を指標として設定する。（千人未
満四捨五入） 

17.5 万人 

 

（H26） 

17.6 万人

以上

（H29）

17.8 万人

以上

（H33）

17.9 万人

以上

（H37）

「新たな総合計画の策定に向けた将来
人口推計について」より算出した増減
率を使用し、各年度の推計値を算出
し、目標とする。 

算
出
方
法

地域生活拠点の駅を中心
に半径 500m 圏内の町丁
目の川崎市統計書よる人
口を合計 
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指標名 

（指標の出典） 
指標の考え方 

指標の目標値 
目標値の考え方 

現状値 第 1 期 第 2 期 第 3 期

 2 

地域生活拠点（新川崎・鹿

島田駅、溝口駅、鷺沼・宮
前平駅、登戸・向ヶ丘遊園
駅）の駅平均乗車人員 

（川崎市統計書） 

新川崎・鹿島田、溝口、鷺沼・宮前
平、登戸・向ヶ丘遊園駅周辺の整
備を進め、各駅周辺の魅力が高
まることで、各駅周辺の来街者や
就業者等の増加が見込まれるた
め、往来するための代表的な交通
手段である鉄道駅の利用者数を
指標として設定する。（千人未満
四捨五入） 

51.5

万人/日

 

（Ｈ25）

52.1

万人/日

以上

（Ｈ28）

52.6

万人/日

以上

（Ｈ32）

52.9

万人/日

以上

（Ｈ36）

「新たな総合計画の策定に向けた将来
人口推計について」より算出した増減
率を使用し、各年度の乗車人員の推計
値を算出し、目標とする。 

算
出
方
法 

地域生活拠点の駅の川
崎市統計書よる乗車人員
を合計 

政策４-６ 良好な都市環境の形成を推進する 

 

施策４-６-１ 安全で安心して快適に暮らせる計画的なまちづくりの推進 

直接目標  都市環境と調和した暮らしやすく魅力的な都市空間を創出する 

1 

新築される建築物のうち、
環境に配慮した建築物の

割合 
（まちづくり局調べ） 

建築物は、都市空間を構成する基
本要素であり、環境性能（省エネ
性能、緑化、景観、耐震性、バリア
フリー等）に優れた建築物が増加
することで、地域の暮らしやすく魅
力的な都市空間の形成にも寄与
するものと考えられることから、新
築建築物に対する環境に配慮し
た建築物の割合の変化を見ること
で、都市環境と調和した暮らしや
すく魅力的な都市空間創出の取
組の成果を測ることができる。 

17％

 

（H26）

19％

以上

（H29）

21％

以上

（H33）

23％

以上

（H37）

現状は、CASBEE を導入している政令
指定都市の平均値を下回っている状況
にあるため、段階的に CASBEE を導入
している政令指定都市の平均値と同水
準まで向上させていくことをめざす。 

算
出
方
法 

環境に配慮した建築物の
棟数※(864 件)／新築され
る 建 築 物 の 棟 数 （ 4,971
件） 
※ CASBEE 届出のうち
B+ラ ン ク 以 上 の 評価 件
数、低炭素認定件数（棟
数）、長期優良住宅認定
件数（棟数）、省エネ法届
出のうち基準適合件数の
合計 

2 

市街地開発事業等の制度

を活用した取組の累積件
数 
（まちづくり局調べ） 市街地開発に関する各種取組を、

地域の実情に応じて的確に誘導
することが、魅力的な都市空間の
創出に寄与することから、市街地
開発事業等の制度を活用した取
組の累積件数を指標として設定す
る。 

6 件

 

（H26） 

7 件

以上

（H29）

9 件

以上

（H33）

11 件

以上

（H37）

県下で比較すると、本市は諸制度によ
る事業の取組件数が多く、魅力的な都
市空間の創出が着実に進行している。
今後は、過去 5 年間の取組件数を踏ま
えつつ、社会経済状況に大きく左右さ
れる民間事業であることも考慮し、１件
/２年の件数を目標とする。 

算
出
方
法 

過去 5 年（H22～26）の土
地区画整理事業（施行認
可等）、市街地再開発事
業（組合設立認可等）、優
良建築物等整備事業（事
業採択）、民間都市再生
事業計画（国土交通大臣
認定）の累積件数 

 

施策４-６-２ 地域の主体的な街なみ形成の推進 

直接目標  機能的で美しく、住んでここちよい街なみを創出する 

1 

「景観計画」等に位置づけ
られる景観形成基準が遵
守されている割合 

（まちづくり局調べ） 

「景観計画」では、本市の景観をさ
らに美しく魅力あるものとするとと
もに、身近な街なみを守り育て次
世代へと継承していくため、市内
全域を景観計画区域に指定し、地
域特性に応じた景観形成方針や
その地域にふさわしい色彩等につ
いて基準を定めている。 
本計画等に基づき、地域の街なみ
に影響を与える建築物等に対し
て、計画・設計段階で、適切な景
観誘導を行うことで、基準に適合
した建築物を着実に増やすことが
できることから、これを指標とする
ことで個性と魅力ある良好な景観
形成に向けた成果を測ることがで
きる。 

15.5％ 

 

（H26） 

22％

以上

（H29）

31％

以上

（H33）

41％

以上

（H37）

「景観計画」策定からこれまでの届出件
数（H20～26 までの累計 1173 件）の平
均値（167 件／年）に加え、今後、景観
計画特定地区及び都市景観形成地区
の指定・拡大に伴う件数増※を加味した
目標値を設定する。 
 
※通常は、景観法に基づく市全域が対
象の届出制度が適用されるが、本制度
は一定規模以上の建築物等が対象と
なる。これに対し、景観計画特定地区
及び都市景観形成地区の区域内で
は、こうした規模要件がないことから、
当該地区の指定等に伴う件数増を加
味する。 

算
出
方
法 

景観形成基準の累計適
合件数（1,173※1）／届出
対象の総数(7,523※2） 
※１：下記届出の合計 
①景観法に基づく市内全
域が対象の件数（688 件） 
②景観法に基づく「景観
計画特定地区」内の件数
（89 件） 
③都市景観条例に基づく
「都市景観形成地区」内
の件数（396 件） 
※２：都市計画基礎調査
より算出 
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指標名 

（指標の出典） 
指標の考え方 

指標の目標値 
目標値の考え方 

現状値 第 1 期 第 2 期 第 3 期

 2 

「 地区まちづくり育成条

例」に基づく登録・認定団
体の累計件数 
（まちづくり局調べ） 

市民にとって、住んでいて心地よ
い街なみを創出するため、地区の
住民が主体となって身近なまちの
住環境の向上をめざすことが重要
であることから、「地区まちづくり育
成条例」に基づくグループ登録並
びに団体及び構想の認定累計件
数を指標とする。 

12 件

 

（H26）

16 件

以上

（H29）

24 件

以上

（H33）

32 件

以上

（H37）

政令指定都市の中で、同様の条例を
制定しており、先進都市である横浜市
は、63 件／10 年の登録・認定を行って
いることから、都市の面積を勘案し、20
件／10 年を目標に、2.件／年を目標と
する。 

算
出
方
法 

「地区まちづ く り育成 条
例」は、住民発意の地区
まちづくり活動の熟度に
応じてステップアップする
制度となっており、H22 の
制定以降、初動期のまち
づくり活動を行おうとして
いる団体のグループ登録
件数が 7 件、次の段階と
して具体的なまちづくり活
動を推進している団体の
認定件数が 3 件、最終段
階としてまちづくりのルー
ル等をまとめた構想の認
定件数が 2 件 

政策４-７ 総合的な交通体系を構築する 

 

施策４-７-１ 広域的な交通網の整備 

直接目標  首都圏における円滑な交通網を整える 

1 

都市拠点から羽田空港ま
での平均所要時間 

（国土交通省の調査データ

（パーソントリップ調査、道路

交通センサス）などに基づく本

市推計値） 

都市拠点の形成や首都圏機能の
強化に向け、国際化が進む羽田
空港へのアクセスの強化を進める
ことが重要であることから、既存の
鉄道・道路網を最大限に活かした
広域的な交通機能の強化による
本市拠点から羽田空港までの所
要時間を指標として設定する。 
※本指標は、平成 25 年 3 月策定
の「総合都市交通計画」の目標水
準であり、「本市拠点」とは、広域
拠点及び地域生活拠点を指す。 

44 分

（H17･

H24）

⇒ ⇒ 

約 20％

以上短縮

（H44）

「総合都市交通計画」に位置づける施
策・事業を展開することで実現をめざす
値。ただし、「総合都市交通計画」で
は、中長期着手事業（Ｃ事業）に位置づ
ける鉄道・道路ネットワーク形成事業の
完成は、計画策定から概ね 20 年後と
する計画期間を超える場合も想定して
いる。なお、鉄道・道路ネットワーク形
成事業には、休止とした縦貫鉄道計画
を含んでおり、「総合都市交通計画」の
見直しにおいて、目標水準についても
見直しの必要性等を検討する予定であ
る。 

算
出
方
法 

本市拠点から羽田空港ま
での「公共交通（鉄道）利
用所要時間（H24）」と「国
土交通省の 調査デー タ
（H17 道路交通センサス）
などに基づく自動車利用
等所要時間の本市推計
値」の平均値 

2 

ＪＲ南武線の最混雑時間
帯における混雑率 
（国土交通省ホームページに

おける鉄道関係統計データ） 

鉄道の激しい混雑は、日々の通
勤・通学をはじめとした市民の移
動環境を大きく悪化させるだけで
なく、列車の遅延を招き移動の確
実性を低下させるなど、市民の経
済活動に大きく関わる重要な課題
であり、混雑率の緩和は重要な取
組であることから、指標として設定
する。 

195％ 

 

（H26） 

⇒ ⇒ 

180％

以下

（H44）

「総合都市交通計画」において、混雑率
が 180%を超える区間を解消することを
目標としている。また、運輸政策審議会
第 18 号答申において、東京圏の主要
31 区間のピーク時の平均混雑率を
150％にする（H10：183%）とともに、個別
路線においてもピーク時混雑率を基本
的に 180％以下にすることをめざすとさ
れており、現在新たな答申に向け審議
中の交通政策審議会においても、引き
続き混雑緩和が目標となる見通しにあ
る。 

算
出
方
法 

国土交通省による鉄道関
係統計データ 

 

施策４-７-２ 市域の交通網の整備 

直接目標  自動車での市内交通を円滑化する 

1 

都市計画道路進捗率 
（建設緑政局調べ） 都市計画道路の整備は、経済活

動を支える重要な都市基盤であ
り、その進捗率の変化を見ること
で、道路ネットワーク整備の取組
の成果を測ることができる。 

68％ 

 

（H26） 

⇒ ⇒ 

71％

以上

（H37）

着実な道路ネットワークの構築が求め
られる中、都市計画道路の過去 7 年間
における平均的な整備水準を維持して
いくことを今後もめざす。 

算
出
方
法

都 市 計 画 道 路 の 完 成 延 長

（207km）／都市計画道路の計

画延長（305km）×100（％） 

2 

市内幹線道路における混
雑時（朝夕ピーク時）の平
均走行速度 
（建設緑政局調べ） 

平均走行速度の上昇は、市内交
通の円滑化の目安になり、その平
均走行速度の変化を見ることで、
道路ネットワーク整備の取組の成
果を測ることができる。 

16.9 

km/h 

 

（H26） 

⇒ ⇒ 

17.8

km/h

以上

（H37）

市内交通の円滑化が求められる中、こ
れまでの道路ネットワークの構築等に
より走行速度が上昇した水準を今後も
めざす。 算

出
方
法

H22 道路交通センサス値
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指標名 

（指標の出典） 
指標の考え方 

指標の目標値 
目標値の考え方 

現状値 第 1 期 第 2 期 第 3 期

 

施策４-７-３ 身近な交通環境の整備 

直接目標  地域の人々が生活しやすい交通環境を整える 

1 

市内全路線バスの乗車人

員数（１日平均） 
（市統計書・交通局データ） 

地域交通の課題は路線バスで対
応することを基本としており、路線
バスサービスの充実に向けた取
組を進めることが利用しやすい交
通環境の提供につながることか
ら、乗車人数を指標として設定す
る。 

316,045

人 

（H22

～26

平均）

32.0 万人

以上

（H25

～29

平均）

32.9 万人

以上

（H29

～33

平均）

33.8 万人

以上

（H33

～37

平均）

今後、高齢化に伴い、通勤・通学需要
の減少傾向が予測されるが、現状の 
サービスレベルを維持するため、H20
～24 までの 5 年間の乗車人数平均を
現状値としたものに、過去（民間バスは
H14～24、市バスは H16～26）の増加
人数平均を加算したものを目標値とす
る。 

算
出
方
法 

年間実利用者数/365 日
（川崎市営バス、川崎鶴
見臨港バス、東急バス、
小田急バス） 

2 

自転車が関わる交通事故
件数 
（神奈川県警察交通年鑑） 

道路を利用するすべての方々の
安全・安心で快適な利用環境の構
築をめざし、自転車通行環境整備
を実施することから、自転車が関
わる交通事故件数の減少により、
取組の成果を測ることができる。 

1,097 件

 

（H26）

1,060 件

以下

（H29）

980 件

以下

（H33）

900 件

以下

（H37）

過去 20 年間の自転車に関わる事故件
数減少率より算出し、年間 20 件程度の
減少をめざし、目標値を設定する。 算

出
方
法 

各年の「交通年鑑」（神奈
川県警察公表）の「市区
町村別の発生状況」にお
ける市内の合計値 

 

施策４-７-４ 市バスの輸送サービスの充実 

直接目標  安全で快適な市バス輸送サービスを持続的に提供する 

1 

有責事故発生件数 
 （走行距離 10 万㎞あた
りの有責事故発生件数）
（交通局調べ） 

責任割合 1％以上の事故を有責
事故発生件数として把握すること
により、市バス事業の使命である
安全運行について、効果的な事故
防止対策や研修等の一定の成果
を測ることができる。 

0.29 件

 

（H26）

0.28 件

以下 

（H29）

0.28 件

以下 

（H33）

0.28 件

以下 

（H37）

安全運行のより一層の向上を図るた
め、東京都や横浜市などの大都市公
営事業者の中でトップレベルにある安
全水準を向上させる必要がある。 
過去の実績値からの削減をめざすとと
も に 、 大都市公 営事業 者平 均 0.77
（H26）を下回って高い水準にあること
から、その水準以下をめざす。 

算
出
方
法 

（有責事故発生件数（38
件）／走行距離（13,203 千
km））×100,000 
 
 

2 

お客様満足度 
（市バスお客様アンケート調
査） 

市バスサービス全般に対するお客
様満足度を把握することにより、
今後のサービス向上に向けた取
組や研修等について一定の成果
を測ることができる。 

55.4％ 

 

（H26） 

62.5％

以上 

（H29）

68.0％

以上 

（H33）

72.0％

以上 

（H37）

 
お客様の声や満足度などの変化を踏
まえ、お客様に満足いただけるサービ
スの提供を行い、満足度の向上につな
げる。 
H30 までに 65％以上の達成をめざすと
ともに、H31 以降は、毎年 1％以上の向
上をめざす。 
 

算
出
方
法 

市バスお客様アンケート
調査（H26 回答数 1,402）
において市バスのサービ
ス全般を「満足、やや満
足、普通、やや不満、不
満」の 5 段階で評価し、
「満足」と「やや満足」の合
計をお客様満足度として
算出 

3 

市バスの乗車人数（１日
平均） 
（交通局調べ） 

乗車人数を把握することにより、
サービス向上に向けた取組につ
いて、一定の成果を測ることがで
きる。 

127,993

人 

（H22

～H26

平均） 

12.9 万人

以上 

（H25

～H29

平均）

13.1 万人

以上 

（H29

～H33

平均）

13.3 万人

以上 

（H33

～H37

平均）

乗車人数の増減の変動が大きい中、
中長期的なトレンドを踏まえながら、乗
車人数の増加をめざす。 
現状値に過去の増加人数の平均値を
加え、各年度の推計値を算出し、それ
を上回る値を目標値として設定する。

算
出
方
法 

社会経済状況等の変化
により乗車人数（1 日平
均）の増減の変動が大き
いため、H22 から H26 の
実績値の平均値を現状値
として算出 
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指標名 

（指標の出典） 
指標の考え方 

指標の目標値 
目標値の考え方 

現状値 第 1 期 第 2 期 第 3 期

政策４-８ スポーツ・文化芸術を振興する 

 

施策４-８-１ スポーツのまちづくりの推進 

直接目標  スポーツを身近に感じ、楽しむ市民を増やす 

1 

週１回以上のスポーツ実

施率 
（市民アンケート） 

スポーツを身近に感じ、楽しむ市
民を増やすため、「スポーツ推進
計画」において「する・観る・支え
る」の 3 つの観点からスポーツ推
進に向けた取組を進めており、年
1 回以上スポーツをする人の割合
を見ることで、その取組の成果を
測ることができる。 

34.8％

 

（H27）

36％

以上

（H29）

38％

以上

（H33）

40％

以上

（H37）

H27 に実施した市民アンケートに基づ
き、全国の政令指定都市トップをめざ
し、目標値を設定する。 算

出
方
法 

市民アンケート（無作為抽
出 3,000 人）の週１回以上
スポーツをする人の割合 

2 

年１回以上の直接観戦率
（市民アンケート） 

スポーツを身近に感じ、楽しむ市
民を増やすため、「スポーツ推進
計画」において「する・観る・支え
る」の 3 つの観点からスポーツ推
進に向けた取組を進めており、年
1 回以上スポーツの観戦をする人
の割合を見ることで、その取組の
成果を測ることができる。 

30.4％

 

（H27）

31％

以上

（H29）

33％

以上

（H33）

35％

以上

（H37）

H27 に実施した市民アンケートに基づ
き、全国の政令指定都市平均をめざ
し、目標値を設定する。 

算
出
方
法 

市民アンケート（無作為抽
出 3,000 人）の年１回以上
スポーツの観戦をする人
の割合 

3 

スポーツを支える活動に

年１回以上参加した人の
割合 
（市民アンケート） 

スポーツを身近に感じ、楽しむ市
民を増やすため、「スポーツ推進
計画」において「する・観る・支え
る」の 3 つの観点からスポーツ推
進に向けた取組を進めており、ス
ポーツを支える活動に年 1 回以上
参加した人の割合を見ることで、
その取組の成果を測ることができ
る。 

5.7％

 

（H27）

6％

以上

（H29）

8％

以上

（H33）

10％

以上

（H37）

H27 に実施した市民アンケートに基づ
き、全国の政令指定都市トップをめざ
し、目標値を設定する。 

算
出
方
法

市民アンケート（無作為抽
出 3,000 人）の年１回以上
参加した人の割合 

4 

スポーツセンター等施設
利用者数 
（市民・こども局調べ） 

スポーツを身近に感じ、楽しむ市
民を増やすため、身近なスポーツ
を行うことのできる施設であるスポ
ーツセンター等の利用促進に向け
た取組を進めており、利用者数の
推移を見ることで、市民のスポー
ツ機会の増加に向けた取組の成
果を測ることができる。 

2,618,847

人 

（H26）

263万人

以上

（H29）

276万人

以上

（H33）

276万人

以上

（H37）

第 1 期計画期間については、H29 に予
定される「スポーツ・文化総合センター」
の開館や他施設の近年の利用実績を
踏まえて目標値を設定し、第 2 期計画
期間以降については、引き続き利用が
促進されることを踏まえて目標値を設
定する。 

算
出
方
法

スポーツセンター等施設
（8 か所）における利用者
数の実績報告の合計値 

 

施策４-８-２ 市民の文化芸術活動の振興 

直接目標  市内の文化芸術活動を推進し、一層市民に身近なものにする 

1 

主要文化施設の入場者数 
（市民・こども局調べ） 

市内の文化芸術活動を推進し、一
層市民が文化芸術を身近なものと
するため、主要文化施設における
文化芸術の創造や地域の文化芸
術活動の促進に向けた取組を推
進しており、主要文化施設の入場
者数の推移を見ることで、その取
組の成果を測ることができる。 

1,269,188

人 

（H26） 

135.6 万人

以上

（H29）

140.5 万人

以上

（H33）

140.5 万人

以上

（H37）

文化芸術活動は市民生活にうるおいや
豊かさを付与するものであるため、施
設ごとに既に設定している目標値や直
近の実績値などを踏まえ、目標値を設
定する。 

算
出
方
法

主要文化施設（8 か所）に
おける入場者数の実績報
告の合計値  

2 

年１回以上文化芸術活動

をする人の割合 
（市民アンケート） 

市内の文化芸術活動を推進し、一
層市民が文化芸術を身近なものと
するため、市民主体の文化芸術
活動を促進していくための環境づ
くりに取り組んでおり、年 1 回以上
文化芸術活動をする人の割合の
推移を見ることで、その取組の成
果を測ることができる。 

14.6％ 

 

（H27） 

16％

以上

（H29）

18％

以上

（H33）

20％

以上

（H37）

H27 に実施した市民アンケートに基づ
き、全国の政令指定都市平均をめざ
し、目標値を設定する。 算

出
方
法

市民アンケート（無作為抽
出 3,000 人）の年１回以上
文化芸術活動をする人の
割合 

 

施策４-８-３ 音楽や映像のまちづくりの推進 

直接目標  音楽や映像を活用して、都市の魅力向上や地域の活性化につなげる 

1 

「音楽のまち」の環境が充

実していると感じる人の割
合 
（市民アンケート） 

音楽を活用して都市の魅力向上
や地域の活性化につなげるため、
多様な主体と連携しながら、音楽
に関するイベントの振興等を図り、
音楽を楽しめる環境づくりを進め
ており、そうした環境の充実に対
する市民意識の割合の推移を見
ることで、その取組の成果を測る
ことができる。 

53.3％ 

 

（H27） 

55％

以上

（H29）

57％

以上

（H33）

60％

以上

（H37）

H27 に実施した市民アンケートに基づ
き、全国の政令指定都市上位をめざ
し、目標値を設定する。 

算
出
方
法

市民アンケート（無作為抽
出 3,000 人）の「音楽のま
ち」の環境が充実している
と感じる人（そう思う＋や
や思う）の割合  
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指標名 

（指標の出典） 
指標の考え方 

指標の目標値 
目標値の考え方 

現状値 第 1 期 第 2 期 第 3 期

 

2 

ミューザ川崎シンフォニー

ホール主催・共催公演 
の入場者率 
（ミューザ川崎シンフォニー 
ホールの実績報告書） 

音楽を活用して都市の魅力向上
や地域の活性化を図るため、音楽
によるまちづくりの中核的施設で
あるミューザ川崎シンフォニー 
ホールの魅力を発信するための
公演内容等の充実等を図ってお
り、その主催・共催公演の入場者
率を見ることで、その取組の成果
を測ることができる。 

72％

 

（H26）

73％

以上

（H29）

74％

以上

（H33）

75％

以上

（H37）

過去 5 年間（東日本大震災による休館
期間を除く）のミューザ川崎シンフォ 
ニーホールの入場者率は、リニューア
ルオープン（H25）年度以外は 70％から
73％で推移していることから、最高値
（73％）を起点として、目標値を設定す
る。 

算
出
方
法 

主催・共催公演の入場者
数（90,920 人）／主催・共
催公演の入場者定員数
（126,272 人）×100（％） 

3 

「映像のまち」の取組を評
価できる人の割合 
（市民アンケート） 

映像に関するイベントの振興等を
図ることによって、映像を通じた地
域活性化につなげる取組等を推
進しており、こうした「映像のまち」
の取組を評価できる人の割合の
推移を見ることで、その取組の成
果を測ることができる。 

18.4％

 

（H27）

20％

以上

（H29）

25％

以上

（H33）

30％

以上

（H37）

H27 に実施した市民アンケートに基づ
き、全国の政令指定都市トップをめざ
し、目標値を設定する。 算

出
方
法 

市民アンケート（無作為抽
出 3,000 人）の「映像のま
ち」の取組を評価できる人
（そう思う＋やや思う）の
割合  

政策４-９ 戦略的なシティプロモーション 

 

施策４-９-１ 都市イメージの向上とシビックプライドの醸成 

直接目標  市内外における市の認知度・好感度を高める 

1 

シビックプライド指標 
市民の市に対する「愛着」
「誇り」に関する平均値 
（都市イメージ調査） 「シティプロモーション戦略プラン」

において、プランの目標である「市
民の川崎への愛着・誇り」の醸成
度を測る指標として、川崎市独自
の「シビックプライド指標」を使用し
ている。 
本市に「愛着を持っているか」、
「誇りを持っているか」等の、複数
の設問に回答を求めており、それ
を指標とすることで、取組の成果
を測ることができる。 

愛着 6.0 点 

誇り 5.0 点 

 

（H26）

愛着 6.1 点

誇り 5.1 点

以上

（H29）

愛着 6.5 点

誇り 5.5 点

以上

（H33）

愛着 7.0 点

誇り 6.0 点

以上

（H37）

隣接都市（平均:愛着6.3点 誇り 5.3点）
と比較し、下回っている現状があるた
め、概ね 10 年後に、それを上回ること
を目標とする。 算

出
方
法 

都市イメージ調査（調査モ
ニターを用いた地域別イ
ンターネット調査 4,000 人）
における「シビックプライド
指標」は「愛着」、「誇り」
の２要素から構成され、そ
の２要素それぞれに３つ
の質問項目の評価を１点
～10 点の幅で設け、その
３つの質問に対するポイ
ントの平均値をそれぞれ
の要素の得点と算出 

2 

隣接都市における、川崎
市に良いイメージがあると
感じている人の割合 
（都市イメージ調査） 「シティプロモーション戦略プラン」

において、プランの目標の一つで
ある「川崎の対外的な認知度やイ
メージの向上」を測る指標として、
「隣接都市在住者における川崎の
イメージを良いと思う人の割合」を
使用しており、それを指標とするこ
とで、取組の成果を測ることができ
る。 

50.3％ 

 

（H26） 

51％

以上

（H29）

53％

以上

（H33）

55％

以上

（H37）

調査時期における市内でのイベント開
催や施設のオープン、事件・事故等の
影響を踏まえても、本市のイメージを安
定的に、少しでも向上させることを目標
とする。 

算
出
方
法 

都市イメージ調査（（調査
モニターを用いた地域別
インターネット調査 4,000
人）において、「あなたは、
川崎市のイメージについ
て、どのように思います
か」という質問項目に対し
て、評価を１点～10 点の
幅で設け、６点～10 点を
「よい」とした割合 

 

施策４-９-２ 川崎の特性を活かした観光の振興 

直接目標  市内への集客及び滞在を増加させる 

1 

主要観光施設の年間観光

客数 
（経済労働局調べ） 

これまで取り組んできた地域特性
を活かした観光振興を今後も推進
し、更なる観光客数の増加をめざ
すため、その取組の成果を客観的
に示す数値として主要観光施設の
年間観光客数が最適であることか
ら、これを指標として設定する。 
 

1,504 万人 

 

（H26） 

1,646 万人

以上

（H29）

1,856 万人

以上

（H33）

2,100 万人

以上

（H37）

本市の主要観光施設への観光客数に
ついては、これまでの観光振興の取組
により、直近の実績で 3％程度の伸び
があることから、今後もこの水準以上
の観光客の増加を目標とする。 

算
出
方
法

主要観光施設からの報告
値等の集計 
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指標名 

（指標の出典） 
指標の考え方 

指標の目標値 
目標値の考え方 

現状値 第 1 期 第 2 期 第 3 期

 

2 

宿泊施設の年間宿泊客数 
（経済労働局調べ） 市内での観光客による消費を増

加させるために、日帰り客だけで
なく市内の宿泊客を増加させるた
めの取組が必要であり、その成果
を客観的に示す数値として市内宿
泊施設における宿泊客数が最適
であることから、これを指標として
設定する。 

178 万人 

 

 

外国人

15 万人 

 

（H26）

187 万人

以上

 

外国人

17 万人

以上

（H29）

198 万人

以上

 

外国人

19 万人

以上

（H33）

210 万人

以上

 

外国人

21 万人

以上

（H37）

近年の外国人観光客の増加や東京
2020オリンピック・パラリンピックの開催
も踏まえ、既存宿泊施設の稼働率増や
新規宿泊施設の建設を念頭に、毎年
約 3 万人以上の増加（外国人宿泊客数
については毎年 3％程度以上の増加）
を目標とする。 

算
出
方
法 

市内宿泊施設からの報告
値等の集計 

3 

工場夜景・産業観光ツア
ーの年間参加者数 
（経済労働局調べ） 

産業観光については、本市の地
域特性を活かした貴重な観光資
源であり、今後も本市の観光施策
の中心であることから、そのツア
ーの年間参加者数を、観光振興
の取組の成果を客観的に示す指
標として設定する。 
 

6,600 人

 

（H26）

7,200 人

以上

（H29）

8,100 人

以上

（H33）

9,200 人

以上

（H37）

これまでの取組によって産業観光に関
する認知や需要が高まってきており、
今後もこれを継続することにより、観光
客数の伸びに合わせて毎年 3％程度
以上の増加を目標とする。 

算
出
方
法

工場夜景ツアー及び産業
観光ツアーの参加者数の
集計 
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基本政策５ 誰もが生きがいを持てる市民自治の地域づくり 

 

指標名 

（指標の出典） 
指標の考え方 

指標の目標値 
目標値の考え方 

現状値 第 1 期 第 2 期 第 3 期

政策５-１ 参加と協働により市民自治を推進する 

 

施策５-１-１ 市民参加の促進と多様な主体との協働・連携のしくみづくり 

直接目標  多様な主体が協働・連携して地域課題の解決を進める 

1 

地域貢献活動に関する取

組にかかわったことのあ
る人の割合 
（市民アンケート） 

市民自治のまちづくりには、地域
に関わりを持つさまざまな主体が
協力して地域を支えるしくみが必
要であるため、市民活動団体、町
内会・自治会、企業、大学などが
身近な場所で行っている社会貢献
活動に関わったことがある市民の
割合を指標とする。 

19.8％

 

（H27）

21％

以上

（H29）

23％

以上

（H33）

25％

以上

（H37）

H27 に実施した市民アンケートに基づ
き、全国の政令指定都市トップをめざ
し、目標値を設定する。 

算
出
方
法 

市民アンケート（無作為抽 
出 3,000 人）で「地域貢献
活動について知っており､
活動にかかわったことが
ある」と答えた人の割合 

2 

町内会・自治会加入率 
（市民・こども局「住民組織調
査」） 

多様な主体が協働・連携して地域
の課題解決を進めるため、市民同
士の地域における支え合いの中
心としてコミュニティ形成の核とな
る地縁組織である町内会・自治会
の活動を支援しており、その加入
率の推移を見ることで、取組の成
果を測ることができる。 

63.8％

 

（H27）

64％

以上

（H29）

64％

以上

（H33）

64％

以上

（H37）

人口の増加が続く中、これまでの町内
会・自治会の加入率の中長期的な漸減
傾向に歯止めをかけ、現状水準（平成
27 年 4 月 1 日現在の加入率）を維持し
ていくことをめざし、目標値を設定する。

算
出
方
法

町内会・自治会加入世帯
数（442,037 世帯）／総世
帯数（693,203 世帯）×100
（％）  

3 

市内認定・条例指定ＮＰＯ

法人数 
（市民・こども局調べ） 

多様な主体が協働・連携して地域
の課題解決を進めるため、その担
い手となるＮＰＯ法人の基盤強化
の支援や寄附促進に向けた取組
等を実施しており、ＮＰＯ法人のう
ち、寄附者等の人数で地域から支
援されているかどうかを測る「パブ
リックサポートテスト（ＰＳＴ基準）」
や適正運営要件を満たした認定・
条例指定ＮＰＯ法人の法人数の推
移を見ることで、その取組の成果
を測ることができる。 

8 団体

 

（H26）

14 団体

以上

（H29）

22 団体

以上

（H33）

30 団体

以上

（H37）

神奈川県が県内約 3,500 団体に対し
て、毎年20団体増を目標としていること
から、本市においても同様の水準とな
る、約 350 団体のうち毎年 2 団体増を
認定・指定の目標値として設定する。 

算
出
方
法 

本市が認定又は条例指
定をしている法人数   

 

施策５-１-２ 迅速で的確な広報・広聴と市民に開かれた情報共有の推進 

直接目標  市民の意見を幅広く聴取するとともに、分かりやすい情報発信を行う 

1 

コンタクトセンター内サン
キューコールかわさきの
応対満足度（総務局調べ） 広聴体制の１つである「サンキュ

ーコールかわさき」の応対に対す
る満足度を調査することにより、市
に対する意見や相談を受ける体
制に満足しているかを測ることが
できる。 

4.9 点 

 

（H27） 

4.9 点

以上

（H29）

第１期実施計画の

取組状況を踏まえ

てよりよい状況の

実現に向けて目標

値を定め、目標達

成に向けて取り組

みます。 

市政に関する問合せ、意見、相談等に
応対する「サンキューコールかわさき」
利用者の応対満足度について、現状
の高い満足度の維持・向上をめざす。

算
出
方
法 

サンキューコールかわさ
き利用者に対する電話ア
ンケート（インバウンド型
電話アンケート（年３回））
を実施し、応対について
の評価（５点満点）の平均
点を算出 

2 

必要な市政情報を得るこ
とができていると思う人の

割合 
（市民アンケート） 

市政だよりや市ホームページ等に
よる市政情報を迅速かつ分かりや
すく発信する取組の成果は、必要
な情報を得ることができているとい
う市民の満足度の推移を見ること
で、その取組の成果を測ることが
できる。 

37.5％ 

 

（H27） 

39％

以上

（H29）

42％

以上

（H33）

45％

以上

（H37）

H27 に実施した市民アンケートに基づ
き、全国の政令指定都市平均以上をめ
ざし、第１期計画期間までに年 1.5％
増、第２期計画期間以降は各期 3％増
を目標値として設定する。 

算
出
方
法

市民アンケート（無作為抽 
出 3,000 人）で「必要な市
政情報を得ることができ
ている」と答えた人の割合 
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指標名 

（指標の出典） 
指標の考え方 

指標の目標値 
目標値の考え方 

現状値 第 1 期 第 2 期 第 3 期

 

施策５-１-３ 共に支え合う地域づくりに向けた区役所機能の強化 

直接目標  市民満足度の高い区役所サービスを提供する 

1 

区役所利用者のサービス

満足度 
（市民・こども局 各区役所に
おける聞き取り調査） 

市民満足度の高い区役所サービ
スを提供するため、「区役所サー
ビス向上指針」に基づき、ＰＤＣＡ
サイクルを用いた区役所が主体と
なった、より一層のサービス向上
を図っており、区役所利用者の満
足度の推移を見ることで、その取
組の成果を測ることができる。 

97％

（H27）

98％

以上

（H29）

第１期実施計画
の 取 組 状 況 を
踏まえてよりよ
い 状 況 の 実 現
に向けて目標値
を定め、目標達
成に向けて取り
組みます。 

区役所利用者に対する一層のサービ
ス向上をめざし、H27 の満足度調査結
果を踏まえ、第 1 期の目標値を 98%に
設定する。 算

出
方
法 

各区役所利用者への聞き
取り調査（年 1 回実施、1
回に各区 100 人程度）の
質問（「本日は気持ちよく
利用できましたか」）に対
して「はい」と答えた人の
割合 

2 

個人番号カード交付率 
（市民・こども局調べ） 

個人番号カードの普及により、コン
ビニエンスストアでの証明書発行
等による市民サービスの向上や
業務の効率化の取組を進めてお
り、マイナンバー制度の個人番号
カードの新規交付率を見ることで、
その成果を測ることができる。 

H28.1

から交

付開始

7％

以上

（H29）

14％

以上

（H33）

21％

以上

（H37）

無償交付であることや発行済の住基カ
ード・かわさき市民カードからの切り替
えがあることを踏まえ、住基カードが約
12 年間で達成した普及率 7％を、第 1
期計画期間の目標値として設定すると
ともに、第 2 期計画期間以降は 7％増
を目標値として設定する。 

算
出
方
法 

市内で交付された個人番
号カードの累計枚数／住
民 基 本 台 帳 人 口 × 100
（％） 
なお、個人番号カードは、
平成 28 年 1 月から新たに
交付が開始されたため、
現状値（H27）の設定はし
ないものとする。 

政策５-２ 人権を尊重し共に生きる社会をつくる 

 

施策５-２-１ 平等と多様性を尊重した人権・平和施策の推進 

直接目標  平等と多様性を尊重する意識を高める 

1 

平等と多様性が尊重され
ていると思う市民の割合 
（市民アンケート） 平等と多様性（ダイバーシティ）を

尊重する意識を高めるため、人権
意識の普及を推進しており、「平
等と多様性が尊重されている」と
思う市民の割合の推移を見ること
で、その取組の成果を測ることが
できる。 

40.6％

（H27）

41％

以上

（H29）

第１期実施計画

の取組状況を

踏まえてよりよ

い状況の実現

に向けて目標値

を定め、目標達

成に向けて取り

組みます。 

H27 に実施した市民アンケートに基づ
き、全国の政令指定都市平均をめざ
し、第 1 期計画期間における目標値を
41％に設定する。 

算
出
方
法 

市民アンケート（無作為抽
出 3,000 人）の平等と多様
性が尊重されていると思
う市民（そう思う＋やや思
う）の割合  

2 

子どもの権利に関する条
例の認知度 
（市民・こども局 子どもの権

利に関する実態・意識調査） 

子どもの権利の保障が図られるた
め、市民の意識の向上や子どもの
参加の促進などの取組を推進して
おり、条例認知度の推移を見るこ
とで、その取組の成果を測ること
ができる。 

45.0％ 

（子ども）

31.9％ 

（大人）

（H27） 

47％

以上

（子ども）

33％

以上

（大人）

（H29）

50％

以上

（子ども）

36％

以上

（大人）

（H33）

55％

以上

（子ども）

40％

以上

（大人）

（H37）

H20 以降の認知度は上昇傾向にある
が、更なる取組を推進することにより年
約 1％増を目標値として設定する。 

算
出
方
法 

「子どもの権利に関する
実態・意識調査」（無作為
抽出 子ども 2,100 人、大
人 900 人）の「条例を知っ
ている」「聞いたことがあ
るが内容がわからない」を
合わせた回答者数／全
回答者数×100（％） 
（現状値： 
子ども 321 人/714 人×
100=45.0% 
大人 98 人/307 人×100
＝31.9%) 
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指標名 

（指標の出典） 
指標の考え方 

指標の目標値 
目標値の考え方 

現状値 第 1 期 第 2 期 第 3 期

 

施策５-２-２ 男女共同参画社会の形成に向けた施策の推進 

直接目標  性別に関わりなく誰もが個性や能力を発揮できる環境を整える 

1 

男女が平等になっている

と思う市民の割合 
（市民アンケート） 

性別に関わりなく誰もが個性や能
力を発揮できる環境づくりに向け、
男性も女性もお互いの人権を尊重
し合い、一人ひとりが個性と能力
を発揮し、社会のあらゆる分野に
参画することのできる男女共同参
画社会に対する認識を深め、定着
させるための意識普及に取り組ん
でおり、「男女が平等になってい
る」と思う市民の割合」の推移を見
ることで、その取組の成果を測る
ことができる。 

31.2％

 

（H27）

33％

以上

（H29）

第１期実施計画

の 取 組 状 況 を

踏まえてよりよ

い 状 況 の 実 現

に向けて目標値

を定め、目標達

成に向けて取り

組みます。 

H27 に実施した市民アンケートに基づ
き、全国の政令指定都市平均をめざ
し、目標値を設定する。 算

出
方
法 

市民アンケート（無作為抽
出 3,000 人）の男女が平
等になっていると思う市民
（そう思う＋やや思う）の
割合 

2 

市の審議会等委員への女
性の参加比率 
（市民・こども局 川崎市審議
会等委員への女性の参加状
況調査） 

男女共同参画社会の実現に向け
て、市の政策決定過程やさまざま
な方針等の決定の場への女性の
参画を推進しており、川崎市審議
会等委員への女性の参画状況の
推移を見ることで、その取組の成
果を測ることができる。 

31.5％

 

（H26）

37％

以上

（H29）

40％

以上

（H33）

40％

以上

（H37）

「第 3 期川崎市男女平等推進行動計
画」及び「川崎市審議会等委員への女
性の参加促進要綱」においても、H30 ま
でに女性委員比率 40％をめざして取組
を推進しているため、第 1 期を 37％以
上、第 2 期を 40％以上として目標値を
設定する。 

算
出
方
法

女性の委員数（870 人）／
本市の審議会等の委員
総数（2,973 人）×100（％） 
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■ 局再編成について 

本市では、平成２７年第５回定例会において、「川崎市事務分掌条例の一部を改正する条例」が議決されたこと

に伴い、平成２８年度から一部の組織で名称が変更されます。 

計画本文においては、旧名称で記載していますが、平成２８年度以降の名称は以下のとおりです。 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

現行の組織編成 

総 務 局 

総合企画局 

財 政 局 

市民・こども局 

こども本部 

経済労働局 

環 境 局 

健康福祉局 

まちづくり局 

建設緑政局 

港 湾 局 

平成２８年４月～ 

総務企画局 

財 政 局 

市民文化局 

経済労働局 

環 境 局 

健康福祉局 

まちづくり局 

建設緑政局 

港 湾 局 

こども未来局 

臨海部国際戦略本部

子どもの権利事業 

市民自治、協働・連携事業 
オリンピック・ 
パラリンピック関連事業 

広報事業

臨海部国際戦略推進事業 
水素事業 

再編

再編

再編

新設

新設

スマートシティ
推進事業 
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「川崎市総合計画」 

 
川崎市 

 
（問い合わせ） 
川崎市総務企画局都市政策部企画調整課 
ＴＥＬ ０４４－２００－２５５０ 
ＦＡＸ ０４４－２００－０４０１ 
Ｅ-mail 17kityo@city.kawasaki.jp 


